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〔大統領〕 

 

●大統領 バラク・オバマ (Barack Hussein Obama) 

2009 年 1 月 20 日、アフリカ系初の第 44 代米国大統領に就任した。父親はケニア人で、母

親はカンザス州出身の白人女性である。イリノイ州議会上院議員を経て、2004 年 11 月に

実施されたイリノイ州選出連邦上院議員選挙で当選。同年 8月にボストンで開催された民

主党全国党大会で｢一つの米国｣を強く訴える基調演説を行い、一躍全米の注目を浴びた。

2005 年 1 月の上院議員就任から僅か 2 年余り後の 2007 年 2 月にイリノイ州スプリングフ

ィールドで 2008 年民主党大統領候補指名獲得争いへの出馬を表明した。民主党大統領候補

選出プロセスでは、各州における若年層等からなるボランティアを中心とした強固なネッ

トワークを活用した選挙キャンペーンとインターネット経由等での驚異的な政治資金集め

により、当初、指名獲得が確実視されていたヒラリー・クリントン上院議員(ニューヨーク

州選出)(当時)を振りきり、2008 年 8 月にコロラド州デンバーで開催された民主党全国党

大会で民主党大統領候補に正式に選出された。同年 11 月 4 日に投票が行われた大統領選挙

では大統領選挙人 365 名を獲得し、173 名を獲得した共和党大統領候補のジョン・マケイ

ン上院議員(アリゾナ州)に勝利した。大統領選挙当選後の 2008 年 11 月 16 日付でイリノイ

州選出民主党連邦上院議員を辞職した。大統領就任後は、7870 億ドル規模の大型景気刺激

策である「2009 年米国再生・再投資法(APPA)」を大統領就任から 1 ヶ月以内に成立させ、

未曽有の景気後退局面の中で、経済・雇用対策を最優先課題としてオバマ政権は取り組ん

でいる。また、内政については、第 111 議会第 1会期において医療保険改革法案ならびに

環境・エネルギー法案の成立を重視して取り組んでいるが、税負担の増大を懸念する世論

の反発が高まる中で厳しい局面を強いられている。特に、医療保険改革については、米議

会の夏季休会終了後のレイバーデー明けの 9月 9日にオバマ大統領は米議会上下両院合同

会議で異例の議会演説を行って医療保険改革の実現の必要性を世論に対して強く訴えた。

対外的には、イラク戦争については、6 月末にイラク国内の都市部からのイラク駐留米軍

の戦闘部隊の撤退を開始するとともに、2011 年 12 月末までに完全撤退を行う方針を決定

した。イラク政策とは対照的に、大統領選挙キャンペーン当時から対テロ戦争の主戦場と

位置付けているアフガニスタンについては、治安が益々悪化する中、アフガニスタン情勢

の安定化に向けて迅速な対応が求められているとして、約 2万 1000 人の米軍増派に踏み切

る決定を行った。オバマ政権は再び勢力を拡大しつつあるイスラム原理主義勢力タリバン

とパキスタンとの国境沿いから武装勢力を支援している国際テロ組織アルカイダの壊滅を

図ろうとしている。ブッシュ外交の教訓に基づいて、オバマはイスラム世界との融和も重

視しており、2009 年 4 月のトルコ訪問時のトルコ国会での演説や 6月のエジプト訪問時の

カイロ大学での演説を通じて、中東・イスラム圏に配慮した対話重視の外交の強化に努め

ている。オキシデンタル・カレッジ卒業。コロンビア大学卒業。ハーバード大学ロースク

ール卒業。ハワイ州ホノルル出身。1961 年 8 月 4日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/administration/president_obama/) 

 

〔副大統領〕 

 

●副大統領 ジョゼフ・バイデン (Joseph Biden) 

2009 年 1 月 20 日、第 47 代米国副大統領に就任した。デラウェア州選出民主党前連邦上院

議員(1973 年 1 月-2009 年 1 月)。2008 年 11 月に大統領選挙と同時に行われたデラウェア
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州選出連邦上院議員選挙で再選。第 110 議会(2007 年 1 月-2009 年 1 月)では上院外交委員

会委員長としてイラク政策、アフガニスタン政策をはじめとするブッシュ政権の外交政策

を厳しく批判。1980 年代後半から 1990 年代前半には上院司法委員会委員長。1988 年に続

き 2008 年にも民主党大統領候補指名獲得争いに出馬したが、アイオワ州党員集会での結果

が振るわずに撤退。コロラド州デンバーでの民主党全国党大会開催を 2日後に控えた 2008

年 8 月 23 日、オバマは上院議員在職わずか 4年目で、外交・安全保障分野での経験が不十

分であったために、外交・安全保障分野に明るいバイデンが副大統領候補に指名された背

景がある。欠点として、傲慢さと多弁が指摘されており、民主党大統領候補指名獲得プロ

セスでも 2007 年 1 月にオバマについて、アフリカ系米国人として初めて“articulate”で

“clean”な大統領候補との表現を使って物議をかもした。また、大統領選挙本選挙キャン

ペーン期間中にオバマが大統領に就任してから 6カ月以内に安全保障上の危機が訪れ、新

大統領として試されることになるとの失言もしている。2008 年 12 月 21 日、オバマ次期大

統領(当時)は、雇用不安が広がるなかで、ホワイトハウスに新設する雇用特別チームの議

長にバイデン次期副大統領(当時)を就任させる方針を表明した(同雇用特別チームはバイ

デンの他に、サマーズ国家経済会議(NEC)、オルザグ行政管理予算局(OMB)、ロマー大統領

経済諮問委員会(CEA)らで構成)。同初会合で中間層の支援、職業訓練の拡充、所得水準の

維持、年金生活等の具体策について検討を行うとともに、バイデンは、オバマが示した政

権発足後 2年間で 250 万人の雇用を創出するとの目標を 300 万人に引き上げる見解を示し

た。2009 年 1 月 30 日、オバマは、商務長官、教育長官、厚生長官、ホワイトハウスの経

済、予算、国内政策関連の顧問らで構成される「中間層勤労家庭に関するホワイトハウス・

タスクフォース(White House Task Force on Middle Class Working Families)」の設置を

正式に発表し、バイデンが議長に就任した。バイデンは「米国のバックボーンである人々

の生活水準の引き上げが同タスクフォースの明確な目的である」と発言し、同タスクフォ

ースの第 1回会合が 2月 27 日にペンシルベニア州フィラデルフィアで開催され、環境関連

雇用あるいは「グリーン・ジョブ」に焦点が当てられた。一般国民が関連情報を入手でき

るウェブサイト(www.astrongmiddleclass.gov)の開設もバイデンは同時に発表した。デラ

ウェア大学卒業。シラキュース大学ロースクール卒業。ペンシルベニア州スクラントン出

身のアイルランド系カトリック教徒。1942 年 11 月 20 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/administration/vice_president_biden/) 

 

〔国家安全保障会議(National Security Council)〕 

 

●国家安全保障会議(NSC)担当上級部長 ゲイル・スミス (Gayle E. Smith) 

オバマ政権でホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)担当の上級部長に就任したが、同ポス

トに就任する前は、ワシントン DC の民主党寄りの進歩系シンクタンク「アメリカ進歩研究

所(CAP)」の上級研究員の立場にあった。オバマの次期大統領当選後、オバマ・バイデン政

権移行プロジェクトの国家安全保障チームの政策作業グループの委員ならびに対外援助検

証チームの部会長にそれぞれ就任していた。クリントン政権では 1994 年から 1998 年まで

は米国国際開発庁(USAID)で USAID 長官上級顧問兼首席補佐官の立場にあり、その後、1998

年から 2001 年までは大統領特別補佐官兼ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)アフリカ

問題担当上級部長を務めていたアフリカ問題の専門家である。アフリカには約 20 年間勤務

した経験があり、英 BBC 放送、AP 通信、ロイター、ボストン・グローブ、クリスチャン・

サイエンス・モニター、トロント・グローブ・アンド・メール、ロンドン・オブザーバー、

フィナンシャル・タイムズといった新聞社、通信社の記者として、アフリカ各地の紛争、



 4

政治、経済問題などを取材していた経歴があり、貧困・飢餓問題、戦争、紛争後の再建な

どについての論文も多数ある。また、ユニセフ、世界銀行、Dutch Interchurch Aid、Norwegian 

Church Relief(NCR)、カナダ国際協力協議会(CCIC)などの非営利団体、財団、政府機関な

どに助言を行ってきた。米外交問題評議会(CFR)会員、CFR アフリカ作業部会メンバー。2005

年にクリントン・グローバル・イニシアティブの国際貧困担当ディレクターに就任してい

た。  

 

●国家安全保障会議(NSC)国家安全保障問題担当大統領補佐官 ジェイムズ・ジョーンズ 

(James L. Jones) 

2008 年 12 月 1 日、オバマは国家安全保障問題担当大統領補佐官にジェームズ・ジョーン

ズ米海兵隊元大将を任命した。ジョーンズのような軍歴を持つ人物が国家安全保障問題担

当大統領補佐官に就任した事例としては、フォード、ジョージ・H・W・ブッシュ両政権の

ブレント・スコウクロフトやレーガン政権のコリン・パウエルがある。ヒラリー・クリン

トン国務長官、ロバート・ゲーツ国防長官といった大物閣僚とどのように協調してオバマ

政権の安全保障政策の舵取りをするのかが課題である。ワシントンポスト紙の 2009 年 2

月 8日付記事にジョーンズのインタビューが掲載され、オバマ大統領は安全保障・外交政

策を調整、決定するホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)に他の機能の拡充も図り、NSC

のメンバーも増員する方針であるとの見解を表明した。その背景として、サイバーセキュ

リティ、エネルギー、気候変動、国家再建、インフラ整備などの省庁横断的な 21 世紀型の

諸問題に NSC が対応する必要性が認識されている。ジョーンズは大統領に対する助言とい

う観点からも NSC の役割がジョージ・W.ブッシュ政権や他の歴代政権とは大幅に変化する

ことになるとの見解を示した。ジョーンズは、ジョージ・W.ブッシュ政権当時、閣僚や副

大統領室がバックチャネルを利用することで安全保障政策に関する大統領に対する助言の

点で政策的影響を及ぼした状況を排除する方針も明らかにしている。2003 年から 2006 年

まで米海兵隊出身者としては初めて米欧州軍(EUCOM)司令官兼北大西洋条約機構軍(NATO)

最高司令官に就任していたが、ジョージ・W.ブッシュ政権の対イラク政策には批判的で、

アフガニスタン重視を訴えていた。ジョーンズは、2008 年 5 月 7日に下院外交委員会公聴

会で証言し、今後、パキスタン情勢の悪化とアフガニスタン情勢の悪化が一つとなってよ

り重大な地域的問題に発展しかねないとの懸念を表明した。オバマが 2008 年 7 月にアフガ

ニスタン、イラクを訪問する前にジョーンズはオバマに対しブリーフィングを行っており、

オバマ陣営の間ではジョーンズは民主党副大統領候補の一人として名前が挙がっていた。

父親がインターナショナル・ハーベスター社の役員としてフランスで農機販売に従事して

いたために少年期をパリで過ごしたこともあり、フランス語も堪能である。ベトナム戦争

には 2 年間従軍。その後、1974 年から 1975 年まで第 3 海兵師団の中隊長として沖縄に駐

留した。1980 年代前半に米海兵隊の米連邦議会上院担当の連絡将校として勤務したが、当

時のジョーンズの上司はジョン・マケイン(現在、アリゾナ州選出共和党上院議員)であり、

マケインとは友人関係にあり、2008 年大統領選挙でもマケイン支持を表明した。 2007 年

2 月に 40 年間に及ぶ軍人生活を退役後、ライス国務長官(当時)の特使として中東和平を担

当した。また、米国商工会議所の｢21 世紀エネルギー研究所｣の所長やボーイング社や石油

大手シェブロンの取締役などにも就任した。ジョージタウン大学在学中は 1 メートル 93

センチの長身を活かしてバスケットボール・チームに在籍した。ジョージタウン大学卒業。

ミズーリ州カンザスシティ出身。1943 年 12 月 19 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/administration/eop/nsc/nsa/) 
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●国家安全保障会議(NSC)国家安全保障問題担当筆頭大統領次席補佐官 トーマス・ドニロ

ン (Thomas E. Donilon) 

2008 年 12 月 23 日、オバマは国家安全保障問題担当筆頭大統領次席補佐官にトーマス・ド

ニロンを任命した。ドニロンは、オメルベニー・アンド・マイヤーズ法律事務所のワシン

トン事務所パートナーとして同弁護士事務所の戦略的カウンセリング・グループを管轄し

ていた。オバマ・バイデン政権移行チームの国務省検証チームの共同議長をウェンディー・

シャーマンとともに務めた。日米首脳会談のための麻生総理訪米直前の2009年2月21日、

薮中三十二外務次官はワシントンでドニロンと協議し、日本政府としてアフガニスタンに

対する貢献を拡大する用意があることを伝えている。ドニロンはジェ-ムズ・スタインバー

グ国務副長官、トニー・ブリンケン副大統領顧問とは家族ぐるみで休暇を過ごすなど非常

に懇意であり、オバマ政権のホワイトハウスと国務省との連携強化、政策調整を図る上で

3 人は重要な役割を担っている。ドニロンは、1980 年代後半に上院司法委員会委員長に就

任していたジョー・バイデンの上級顧問を務めており、バイデンと非常に親しく、強固な

パイプを構築しており、バイデンにとっても外交・安全保障分野でドニロンは非常に重要

な役割を担っている。2008 年大統領選挙本選挙キャンペーンでは正副大統領テレビ討論会

の準備にも関与していたが、ドニロンはマイケル・デュカキスやビル・クリントンなどの

歴代民主党大統領候補のテレビ討論会の準備を支援していた経歴がある。ドニロンはクリ

ントン政権では 1993 年から 1996 年まで、国務次官補(広報担当)、ウォーレン・クリスト

ファー国務長官首席補佐官、として国務省の主要政策イニシアティブの策定、実施を関与

し、ボスニア和平プロセス、中東和平交渉、NATO の東方拡大、米中関係などに深く関与し

ていた。米外交問題評議会(CFR)の会員であり、CFR の国務省再編に関するタスクフォース

や米欧関係に関するタスクフォースの委員を歴任した。ブルッキングス研究所の評議員と

して同研究所の 2008 年政策立案のための共同議長を務めた。また、アスペン研究所の戦略

グループの委員に就任していた。政府系住宅金融機関（GSE）の連邦住宅抵当金庫(ファニ

ーメイ)の元副社長(法律・政策担当)兼会長室メンバー。夫人のキャシー・ラッセルはジル・

バイデン副大統領夫人の首席補佐官であり、弟のマイク・ドニロンはバイデン副大統領の

顧問。カトリック大学卒業。ヴァージニア大学ロースクール卒業。ロードアイランド州プ

ロビデンス出身。 

 

●国家安全保障会議(NSC)首席補佐官 マーク・リパート (Mark W. Lippert) 

上院議員時代のオバマの外交上級顧問であったマーク・W.リパートは、大統領選挙キャン

ペーン当時、デニス・マクドノフ(現在、ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)戦略的コ

ミュニケーション担当部長)とともにオバマと外交政策チームとの中核的なコンタクト・パ

ースンの役割を果たしていた。2005 年に米海軍予備役となり、米海軍の特殊部隊である S

EALs で情報士官としてイラクで 1年間の任務に当たっていたため、オバマの大統領選挙キ

ャンペーン中は一時期同陣営を離れざるを得なく、後任の外交上級顧問にはマクドノフが

就任した経緯がある。選挙キャンペーン中のリパートに対する報酬についてはシカゴのオ

バマ選対本部が支払っていた。2005 年 1 月の上院議員就任とともに上院外交委員会に在籍

したオバマに対し、同委員会外交政策担当上級スタッフであったリパートが外交上の助言

を行なうとともに、オバマの上院議員時代の外遊に 3度同行した。また、国際関係、外交

に関するオバマの主要演説及び声明発表について常にレビューを行っていた。民主党大統

領候補らによる討論会開催前には、リパートはスーザン・ライス、グレゴリー・クレイグ、

デニス・マクドノフとともにオバマのための準備に向けた協議を行った。オバマの議員ス

タッフに就任する以前は、上院歳出委員会外国オペレーション小委員会のスタッフを 5年

間務めていた。上院民主党政策委員会(Senate Democratic Policy Committee)で外交政
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策・国防問題も担当していたため、トム・ダシュル元民主党上院院内総務とも非常に近い

関係にある。パトリック・リーヒー上院議員(民主党-ヴァーモント州選出)の政策顧問兼政

治オーガナイザーとしてワシントンでの政治活動を開始した経歴がある。スタンフォード

大学で国際関係の博士号取得。オハイオ州シンシナティ出身。 

 

●国家安全保障会議(NSC)戦略的コミュニケーション担当大統領次席補佐官 デニス・マク

ドノフ (Denis McDonough) 

ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)戦略的コミュニケーション担当次席補佐官に 2009

年 1 月に就任し、オバマ大統領に対して外交政策について助言を行うとともに、NSC 戦略

的コミュニケーション担当大統領次席補佐官として同大統領の外交演説原稿の作成を支援

している。ジェイムズ・ジョーンズ国家安全保障問題担当大統領補佐官が上司に当たる。2

006 年からオバマに対し外交上の助言を行うとともに、2008 年大統領選挙キャンペーンで

はオバマ陣営で外交政策担当上級顧問として、300 名以上の外交専門家、20 もの地域別・

争点別の個別外交専門チームから構成される同陣営の外交政策チームを束ね、スーザン・

ライス国連大使、グレゴリー・クレイグ・ホワイトハウス法律顧問、アンソニー・レイク

国家安全保障問題担当元大統領補佐官、リチャード・ダンズィッグ元海軍長官などのオバ

マの外交上級顧問のインナーサークルの関係者はマクドノフを通じてオバマに対しインプ

ットを行なっていたが、オバマと外交政策チームとの中核的コンタクト・パースンとして

の重要な役割を果たしていた。また、オバマ陣営の 13 名の大統領選挙キャンペーン上級顧

問の一人としてオバマとの定期協議にも常時参加していた。オバマは民主党大統領候補の

立場を事実上固めた 2008 年 7 月には、アフガニスタン、イラク、イスラエル、ドイツ等の

中東・西欧主要国を歴訪したが、歴訪にライス、スタインバーグ、ダンズィッグ、ベン・

ローズとともに同行するとともに、同歴訪の立案、実施に重要な役割を担った。オバマ政

権発足を想定し、戦時におけるブッシュ政権からの迅速な政権移行のあり方についてもブ

ッシュ政権、マケイン陣営の関係者とも協議を担当していた。マクドノフの選挙キャンペ

ーンの支援に対する報酬についてはシカゴのオバマ選対本部が負担していた。オバマが次

期大統領に当選後は、2008 年 11 月から 2009 年 1 月までオバマ次期政権移行チームのメン

バーも務めていた。米議会では下院外交委員会スタッフ(1996-1999 年)として中南米問題

を担当するなど 10 年以上にわたり主に外交政策担当スタッフをしていた経歴があるが、特

に、トム・ダシュル上院院内総務(民主党-サウスダコタ州選出)(当時)の外交政策上級顧問

としてテロ対策、AIDS 対策、中東政策等について助言しつつ 2000 年から 2004 年まで勤務

していたために、ダシュルに非常に近い関係にある。ダシュルの元スタッフであるピート・

ラウズ・ホワイトハウス上級顧問やマーク・リパート国家安全保障会議(NSC)首席補佐官と

も懇意である。2004 年のサウスダコタ州選出連邦上院議員選挙でダシュルが再選に失敗す

ると、一時期、ケン・サラザール上院議員(民主党-コロラド州選出)の法案担当ディレクタ

ーに就任していたが、マクドノフはダシュルとともに、2004 年から 2006 年までワシント

ン D.C.の民主党寄りのリベラル系シンクタンク｢アメリカ進歩センター(CAP)｣で上級研究

員として医療保険改革についての研究活動を行っていた。CAP に勤務していたために、同

シンクタンク所長で、オバマ政権移行委員会の共同委員長にも就任していたジョン・ポデ

スタやヒラリー・クリントンの大統領選挙キャンペーンで政策ディレクターを務めていた

ニーラ・タンデン上級副所長とも近い関係にある。2005 年からはオバマの上院議員スタッ

フを務めていた。マクドノフは、イラク戦争については、開戦当初から反対姿勢を明確に

し、オバマが大統領選挙キャンペーン中に公約としていたイラクからの 16 ヶ月以内の撤退

を支持していた。また、気候変動対策や貧困撲滅といった問題については米国以外の第三

国の国益にもつながるものであり、米国は重視すべきとの立場であり、温室効果ガス排出
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量取引制度導入を支持するとともに、温室効果ガス排出量削減へのコミットの必要性を指

摘している。マクドノフはクリントン政権時代に環境政策で日本政府とも協議を行なった

こともある知日派である。ミネソタ州スティルウォーター出身。セント・ジョンズ大学(ミ

ネソタ州カレッジヴィル)卒業。ジョージタウン大学で修士号取得。1969 年 12 月 2 日生。 

 

●国家安全保障会議(NSC)国家安全保障担当大統領次席補佐官(対テロ対策)兼国土安全保

障担当大統領補佐官(兼任) ジョン・ブレナン (John O. Brennan) 

2009 年 1 月 9 日、オバマは米中央情報局(CIA)に 25 年勤務した諜報分野のベテランである

ジョン・ブレナンを国家安全保障会議(NSC)国家安全保障担当大統領次席補佐官(対テロ対

策)兼国土安全保障担当大統領補佐官に任命する意向を表明した。ブレナンは、2009 年 5

月から同ポストでジェイムズ・ジョーンズ国家安全保障問題担当大統領補佐官に報告しつ

つ、テロ活動から米国を守り、自然災害などにも対応する政策を担っている。オバマ政権

ではホワイトハウス国土安全保障担当顧問室を廃止し、同機能をホワイトハウス国家安全

保障会議(NSC)に統合し、国土安全保障担当大統領補佐官に同機能を委ねるプランが検討さ

れている。当初、オバマはブレナンを CIA 長官に起用する方針を固めていたが、米国同時

多発テロ事件後の CIA のテロリスト容疑者に対する｢水責め｣に象徴される拘束・尋問プロ

グラムの作成にブレナン自身が関与していたとの批判を人権擁護団体や民主党左派勢力か

ら受け、オバマは、2008 年 11 月下旬、ブレナンの CIA 長官任命を見送らざるを得なかっ

た経緯がある。ブレナンはジョージ・テネット CIA 長官(当時)の首席補佐官などを務めた

CIA 元幹部であり、対テロ対策専門家である。CIA 勤務時代には、主に中東地域の諜報活動

に従事していた。ブレナンが中東に関わったのは 1970 年代であり、エジプトで研修し、CIA

勤務時代には地域研究を重視して勤務していた。第 1次湾岸戦争当時は CIA のテロ活動の

分析を担当し、その後、ホワイトハウスで大統領に対する日常ベースの諜報ブリーフィン

グの作成を担当していた。1996 年から 1999 年までサウジアラビアのリヤドに CIA 駐在部

長として勤務していた経歴がある。2008 年大統領選挙キャンペーンではアンソニー・レー

ク国家安全保障問題担当元大統領補佐官の要請によりオバマの諜報・対テロ対策担当顧問

として助言を行っていた。米国の国家安全保障に対する脅威に対しては、オバマ同様に、

パブリック・ディプロマシーと武力行使の選択肢とを組み合わせることが重要との立場を

支持していた。2004 年に新設された｢国家テロ対策センター(National Counterterrorism 

Center)｣の初代ディレクターに就任し、設立直後には暫定センター長に就任していた。2005

年 11 月からはグローバル・ストラティジーズ・グループの子会社でヴァージニア州マクリ

ーンにある対テロ対策企業である Analysis Corp.(TAC)の社長兼 CEO に就任していた。ま

た、2007 年から諜報関係者で結成された団体である｢諜報・国家安全保障連合(INSA: 

Intelligence and National Security Alliance)」の会長に就任していた。ニュージャー

ジー州出身。フォーダム大学卒業。同大学在学中にエジプトの首都カイロにあるアメリカ

ン大学でアラビア語と中東研究のために一年間留学。テキサス大学オースチン校で中東研

究の修士号取得。1955 年 9 月 22 日生。  
 

●大統領特別補佐官兼国家安全保障会議(NSC)中央地域担当上級部長 デニス・ロス 

(Dennis B. Ross) 

2009 年 6 月 25 日、ホワイトハウスのギブス大統領報道官は、デニス・ロスが湾岸・南西

アジア担当国務長官特別顧問を辞任し、大統領特別補佐官兼国家安全保障会議(NSC)中央地

域担当上級部長(Special Assistant to the President and Senior Director for the Central 

Region)としてホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)メンバーに就任すると発表した。中

央地域担当上級部長としての管轄地域は、中東地域全般、湾岸諸国、イラク、アフガニス
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タン、パキスタン、南アジアである。中央地域担当上級部長としてイラン問題も担当する

ことになるが、対イラン経済制裁強化をはじめとする厳しいアプローチを導入するようロ

スは主張しており、ロスはイランの核武装化を阻止することを目的に設置された「United 

Against Nuclear Iran」の共同設立者の一人である。イラン指導部に提示された妥協案等

の外交上の提案や対話政策、とりわけ、核開発プログラムに対する提案にイラン側が積極

的に対応しない場合、対イラン経済制裁強化を強く主張する内容の複数の論文をロスは

2008 年に寄稿している。近著｢Myths, Illusions & Peace: Finding a New Direction for 

America in the Middle East｣(共著)の中でも、｢最初に外交努力を試みれば、軍事的にせ

よ、大規模な封じ込め政策にせよ、対イラン強硬策の売込みが容易になる｣との議論を展開

している。ロスは大統領特別補佐官兼国家安全保障会議(NSC)中央地域担当上級部長に就任

する前は、顧問兼フェローとして勤務していたワシントン DC の親イスラエル系シンクタン

クである｢ワシントン近東政策研究所(WINEP：Washington Institute for Near East 

Policy)｣の複数の評議員が同シンクタンク関係者への内部電子メールの中で、ロスがオバ

マ政権の中東・イラン担当特使に就任することを 2009 年 1 月上旬に明らかにし、実際、2

月 23 日、国務省は湾岸・南西アジア担当国務長官特別顧問にロスを任命した。ロスは、湾

岸・南西アジア地域に関する戦略的助言及び見解、評価をクリントン国務長官に提供する

とともに、同地域全域の効果的な政策統合を図ることになると国務省は発表した。ジョー

ジ・ミッチェル特使(中東担当)とリチャード・ホルブルック特別代表(アフガニスタン・パ

キスタン担当)の二人は大統領特使であるが、ロスが湾岸・南西アジア担当国務長官特別顧

問に任命された際、クリントン国務長官に対してのみ報告の義務が課されていたために、

米国内の親イスラエル勢力からはロスの待遇について不満が表面化した。また、湾岸・南

西アジア担当国務長官特別顧問に就任してから、ロスはリチャード・ホルブルック特別代

表(アフガニスタン・パキスタン担当)、イラン核問題について協議する P5+1 の米国代表で

あるウィリアム・バーンズ国務次官(政務担当)、中東和平プロセス担当のジョージ・ミッ

チェル特使、をはじめとして数多くの高官を束ねる必要があった。ホワイトハウス NSC で

大統領特別補佐官兼中央地域担当上級部長に異動したことでオバマ政権の外交政策の中核

サークルにさらに近づくことになるとともに、オバマ大統領自身にもより近い立場で助言

を行うことができるようになった。対イラン政策関連では、ロスは、イラン核開発プログ

ラムの完全凍結あるいはハマスやヒズボラ等の武装組織に対する支援停止に関する権限を

持ったイラン指導部内の唯一の人物がイラン最高指導者ハメネイ師であるとの認識を示し、

ハメネイ師とのチャネル構築の必要性を理解することが重要との見解を示していた。2008

年大統領選挙キャンペーン当時、オバマ政権が発足した場合、ハメネイ師との秘密裏ある

いは第三者を利用した接触を行なう可能性に言及していた。対シリア政策については、シ

リアとイランとの関係を引き離すためにはシリアに対する包括的な協定締結の一環として

米政府はシリア政府に大幅な経済的インセンティブを提供すべきであるとロスは主張して

いた。ホワイトハウス NSC での新たな任務も広範な権限が付与されており、ロスが中東和

平プロセスについてオバマ大統領に対し助言を行う点でより重要な役割を担うと見られて

いる。2008 年大統領選挙本選挙キャンペーンではロスはオバマ陣営の外交政策顧問に就任

しており、オバマ民主党大統領候補(当時)は中東政策についてロスに助言を求めていた経

緯がある。2008 年 7 月のオバマのイスラエル訪問については、ダニエル・カッツッアー、

ダニエル・シャピロとともに準備作業を担当し、キング・デイビッド・ホテルでのオバマ

とバラク・イスラエル国防相との会談に 3人は同席し、ヨルダン川西岸のパレスチナ自治

区ラマラ等の訪問にもオバマに同行した。モンタナ州、サウスダコタ州での予備選挙が終

わり、2008 年民主党大統領予備選挙のすべてのプロセスが終了し、事実上、オバマが民主

党大統領候補指名獲得を確実にした翌日の 2008 年 6 月 4日、米国の親イスラエル・ロビー
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団体である「米国・イスラエル公共問題委員会(AIPAC)」の年次総会でオバマは外交政策演

説を行なったが、同演説の起草について中心的役割を担ったのが、ロス、ジェイムズ・ス

タインバーグ、ダニエル・カッツッアーの 3名であった。オバマは AIPAC 年次総会におけ

る外交政策演説では、ブッシュ外交から決別し、イラク情勢ならびに中東全域の安定化を

目的としてイランやシリアの高官との協議の必要性を主張した。イラン核開発問題ならび

にイラン核開発プログラムのイスラエルに対する潜在的脅威に関するオバマの見解を明確

にする点で、ロスはスーザン・ライス、アンソニー・レイク、デニス・マクドノフといっ

たオバマ陣営の外交チームの中核的顧問やスタッフから頻繁に見解を求められていた。ロ

スのオバマ陣営への積極的関与は民主党内の外交政策のベテランがオバマの外交政策上の

立場に影響力を増大させつつある動きと当時分析されていた。ロスは、ジョージ・H.W.ブ

ッシュ政権で国務省政策立案局長として、ソ連崩壊後の米国の対 CIS 政策、東西ドイツ統

一、湾岸戦争などに対応した。また、クリントン政権では中東政策担当特別調整官として、

1995 年 9 月のパレスチナ拡大自治協定(オスロ合意 II)や 1997 年 1 月のヘブロン合意など

にも尽力し、中東和平プロセスにおいて米国政府の交渉責任者を務め、中東地域への米国

政府の関与について中核的役割を担った。共和、民主両政権で中東政策に深く関与し、ジ

ェイムズ・ベーカー三世、ウォーレン・クリストファー、マデレーン・オルブライトとい

った歴代国務長官の信頼が厚い。そのため、中東地域全般ならびに中東和平プロセスで重

要な役割を担う中東各国の首脳らを非常に精通している。レーガン政権ではホワイトハウ

ス NSC 近東・南アジア問題担当部長や国防総省ネット・アセスメント室(ONA)室長代理を歴

任した。当時、国務省政策企画局長にポール・ウォルフォヴィッツ(ジョージ・W・ブッシ

ュ政権の国防副長官、世界銀行第 10 代総裁)が就任し、レーガン政権の外交政策の立案を

担当したが、同作業にロスも関与していた。1984 年から 1986 年までカリフォルニア大学

バークレー校とスタンフォード大学によるソ連の国際行動に関する共同プログラムのエグ

ゼクティブ・ディレクターに就任。オバマ政権入りするまでは、ジョージタウン大学やハ

ーバード大学ジョン・F・ケネディ行政大学院で講師を務めるとともに、AIPAC が財政的に

援助を行っているワシントン DC の親イスラエル系シンクタンク｢ワシントン近東政策研究

所(WINEP)｣の顧問兼研究員に就任していた。エルサレムに本拠地があるイスラエルのシン

クタンク「Jewish People Policy Planning Institute」(JPPPI)の初代会長にも就任して

いた。カリフォルニア大学ロサンゼルス校(UCLA)卒業。カルフォルニア州サンフランシス

コ出身。母はユダヤ系米国人。1948 年 11 月 26 日生。 

 

●国家安全保障会議(NSC)アフガニスタン、パキスタン担当部長 ダグラス・ルート (Dou

glas E. Lute) 

ダグラス・ルート米陸軍中将は、ジョージ・W・ブッシュ大統領により 2007 年 5 月 15 日に

大統領補佐官兼国家安全保障担当大統領次席顧問(イラク、アフガニスタン担当)に任命さ

れ、イラク戦争、アフガニスタン戦争に関する政策立案を担当していた。オバマ政権発足

後もホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)でイラク政策、アフガニスタン政策を担当して

いたが、デニス・ロスが 2009 年 6 月に湾岸・南西アジア担当国務長官特別顧問を辞して、

大統領特別補佐官兼国家安全保障会議(NSC)中央地域担当上級部長としてイラン、イラク、

中東政策全般を担当するようになったために、ルートがアフガニスタン、パキスタン担当

部長になった経緯がある。ルートは、ジェイムズ・ジョーンズ大統領補佐官(国家安全保障

問題担当)を支援しつつ、アフガニスタン戦争に関する具体的戦略立案に中心となって担当

している。インディアナ州ミシガンシティ出身。米陸軍士官学校(ウエストポイント)卒業。

ハーバード大学ジョン・F.ケネディ行政大学院で MPA 取得。米陸軍士官学校社会科学部で

教鞭を取っていた。ジェーン・ルート夫人はオバマ政権で国土安全保障副長官に就任して
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いる。1952 年 11 月 2 日生。 

 

●国家安全保障会議(NSC)南アジア担当上級部長 ドン・キャンプ (Don Camp) 

 

●国家安全保障会議(NSC)中近東・北アフリカ担当上級部長 ダニエル・シャピロ (Daniel 

Shapiro) 

オバマ政権でホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)中近東・北アフリカ担当上級部長に就

任した。米国とシリアが関係改善に動く中で、2009 年 3 月にクリントン国務長官の中東歴

訪を受けてジェフェリー・D・フェルトマン国務次官補代行(近東問題(NEA)担当)とともに

シリアの首都ダマスカスを特使として訪問し、米・シリア関係、中東和平プロセス等につ

いてシリア政府高官と協議を行った。2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマの中東政

策担当外交顧問の一人を務め、オバマ陣営の中東政策担当分科会座長に就任し、オバマに

とりイスラエルに関する主要顧問の一人であった。ビル・ネルソン上院議員(民主党-フロ

リダ州選出)の次席補佐官をかつて務めており、議員スタッフ当時、ヒズボラの衛星放送テ

レビ・チャンネル Manar を外国テロ組織に認定するよう米議会で積極的に働きかけ、「米

国・イスラエル公共問題委員会(AIPAC)」等の米国内の親イスラエル団体はシャピロの親イ

スラエル路線に安心感を表明していた。2008 年 7 月のオバマの中東歴訪にジェイムズ・ス

タインバーグ、ダニエル・カッツァーとともに同行しており、イスラエル訪問ではデニス・

ロス、ダニエル・カッツァー、シャピロが準備作業を担当し、キング・デイビッド・ホテ

ルでのオバマとイスラエルのバラク国防相との会談に 3人は同席した。クリントン政権で

はホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)立法問題担当部長としてサミュエル・バーガー国

家安全保障問題担当大統領補佐官の下で議会との折衝役を果たし、クリントン政権の外交

政策に対する議会の支持を獲得するための立法戦略を担当した。1993 年から 1995 年まで

は下院外交委員会欧州・中東小委員会のプロフェッショナル・スタッフ・メンバーとして

勤務し、その後、1995 年から 1999 年までダイアン・ファインスタイン上院議員(民主党-

カリフォルニア州選出)の法案担当補佐官兼外交政策担当上級顧問に就任した。2001 年か

ら 2007 年までビル・ネルソン上院議員の次席補佐官兼法案担当ディレクターに就任し、国

土安全保障、公共の安全確保、医療、環境問題にも焦点を当てて活動を展開していた。専

門は中東問題であり、中東外交政策のスペシャリストであり、アラブ首長国連邦(UAE)の米

国大使館に勤務していた中東問題の専門家。ティモンズ&カンパニー副社長としてロビイン

グ活動に従事していた。ブランディーズ大学卒業。ハーバード大学で中東政治の修士号取

得。自らの子供もワシントン DC のユダヤ系の教育機関に学ばせている。 

 

●国家安全保障会議(NSC)イラン・イラク・ペルシャ湾諸国担当上級部長 プニート・タル

ワール (Puneet Talwar) 

オバマ政権発足後、ホワイトハウス NSC でイラン・イラク・ペルシャ湾担当上級部長とし

てオバマ政権の対イラン政策の見直し作業に従事している。タルワールはジョセフ・バイ

デン副大統領の上院議員当時の中東政策担当筆頭外交顧問であり、国務省政策企画局のス

タッフを 1999 年から 2001 年まで就任し、その後、上院外交委員会スタッフに就任した。 

 

●国家安全保障会議(NSC)アジア担当上級部長 ジェフリー・ベーダー (Jeffrey A. 

Bader) 

オバマ政権のホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)アジア担当上級部長にブルッキング

ス研究所ジョン・L・ソーントン中国研究センター所長を務めていたジェフリー・A.ベーダ

ーが任命された。大統領選挙キャンペーンではオバマに対し対中国政策、対アジア政策全
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般について助言を行っていた。クリントン政権ではホワイトハウス NSC アジア問題担当部

長(1997-1999年)を務めた中国の専門家である。ベーダーはホワイトハウスNSCの他にも、

国務次官補代理(東アジア・太平洋問題担当)や米国通商代表部(USTR)代表補(中国担当)、

国務省中国・モンゴル部長などのアジア関係の要職を歴任している。オバマ政権で国務次

官補(東アジア・太平洋担当)に就任したカート・キャンベルとは旧知の仲であり、中国、

日本にそれぞれ精通した二人の間でオバマ政権の対東アジア外交の調整が行われている。

オバマ大統領はジョン・ハンツマン・ユタ州知事を駐中国大使に指名したが、同指名の背

景には、2001 年から 2002 年にかけてハンツマンと USTR で一緒に勤務していたベーダーの

強い推薦があったとされる(当時、ハンツマンは USTR 次席代表(アジア担当)、ベーダーは

USTR 代表補(中国担当)として緊密に連携しながら勤務していた)。1999 年から 2000 年まで

は駐ナミビア米国大使。ホワイトハウス NSC アジア担当上級部長に就任する迄は、米中議

会作業グループ学界諮問委員会委員、アジア協会政策諮問委員会委員、『チャイナ・セキュ

リティ・マガジン』編集委員などを歴任。サンディ・バーガー国家安全保障問題担当元大

統領補佐官が設立したビジネス・コンサルティング企業ストーンブリッジ・インターナシ

ョナルの上級副社長。エール大学卒業。コロンビア大学で博士号取得。 

 

●国家安全保障会議(NSC)日本・韓国担当部長 ダニエル・ラッセル (Daniel R. Russel) 

国務省から出向というかたちで国務省東アジア・太平洋局日本部長(2008 年 8 月-2009 年 1

月)からホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)日本・韓国担当部長に異動した。ラッセル

は 1985 年に国務省に入省し、マイク・マンスフィールド元駐日米国大使の補佐官

(1985-1987 年)、大阪・神戸総領事館副領事(名古屋支部担当兼務)(1987-1989 年)、駐大阪・

神戸米国総領事(2005 年 8 月-2008 年 8 月)等を歴任した知日派外交官の一人である。国連

本部米国代表部でトーマス・ピケリング大使の政治顧問(1989-1992 年)として勤務した経

験がある。ホワイトハウスNSCで6ヶ国協議も担当するが、駐韓国米国大使館一等書記官(韓

国、北朝鮮担当政治主任)(1992-1995 年)当時、米朝枠組み合意交渉に関与していた経験を

持つ。知日派で韓国勤務経験のあるラッセルがホワイトハウス NSC 日本・韓国担当部長に

任命された背景には、日米韓の連携強化の意図があると考えられる。国務次官(政務担当)

特別補佐官(1995-1996 年)、トーマス・ピケリング国務次官(政務担当)首席秘書官、駐キ

プロス首席公使(1999-2002 年)、駐オランダ首席公使(2002-2005 年)の各米国大使館での勤

務経験もある。米サラ・ローレンス大学卒業。英ロンドン大学卒業。日本人の啓子夫人と

の間に一女、二男がいる。イリノイ州シカゴ出身。1953 年 12 月 12 日生。 

 

●国家安全保障会議(NSC)西半球問題担当上級部長 ダニエル・レストレポ(Daniel 

Restrepo) 

ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)で西半球問題担当上級部長に就任しており、オバマ

政権の中南米政策の立案、実施を担当している。オバマが大統領就任後に決定したキュー

バ系米国人のキューバ渡航及び対キューバ送金規制の解禁などの政策決定にも深く関与し

ている。レストレポは 1990 年代に下院国際関係委員会のスタッフの立場にあり、リー・ハ

ミルトン元下院議員(民主党-インディアナ州選出)をサポートしていたために、デニス・マ

クドノフ、ダニエル・シャピロとともにオバマの大統領選挙キャンペーンに参画した経緯

がある。大統領選挙キャンペーン中はオバマに対して中南米政策について助言を行ってい

た。ワシントン D.C.の民主党寄りの進歩系シンクタンクである「アメリカ進歩研究所

(Center for American Progress)」でアメリカ・プロジェクト(America’s project)のデ

ィレクターを務めていた。コロンビア系米国人。 
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●国家安全保障会議(NSC)アフリカ担当上級部長兼大統領上級顧問 ミシェル・ガヴィン 

(Michelle D. Gavin) 

ミシェル・ガヴィンは、国家安全保障会議(NSC)上級部長兼大統領上級顧問としてアフリカ

問題を担当しているが、現在のポストに就任する前は、米外交問題評議会(CFR)のアフリカ

担当研究員の立場にあった。ガヴィンは米国の外交政策、サブサハラ・アフリカ地域、人

権問題、腐敗、HIV/AID といった問題の専門家であり、最近はジンバブエ情勢に大きな焦

点を当てた研究活動を行っていた。米議会上院外交委員会アフリカ問題小委員会のスタッ

フ・ディレクターや腐敗撲滅を目的とした非営利団体である TRACE Institute の評議員、

ラッセル・ファインゴールド上院議員(民主党-ウィスコンシン州選出)の外交顧問やケン・

サラザール上院議員(民主党-コロラド州選出)(当時)(現在、オバマ政権で内務長官に就任)

の法案担当ディレクターなどをかつて務めた。米海軍士官学校で講義を受け持っていた経

歴もある。ジョージタウン大学卒業。ローズ奨学金で英オクスフォード大学に留学して

MPhil 取得。 

 

●大統領特別補佐官兼国家安全保障会議(NSC)欧州問題担当上級部長 エリザベス・シャー

ウッド・ランダル (Elizabeth Sherwood-Randall) 

スタンフォード大学国際安全保障・国際協力研究所の上級研究員からの抜擢。NATO の専門

家である。第 1期クリントン政権では国防次官補代理(ロシア・ウクライナ・ユーラシア担

当)(1994-1996 年)として独立国家共同体(CIS)諸国に対する地域的安全保障政策の立案お

よび実施に従事していた。バイデン副大統領の上院議員時代に外交問題・国防政策首席顧

問として仕えた。ハーバード大学卒業。ローズ奨学金で英オクスフォード大学に留学し、

国際関係論の博士号取得。 

 

●大統領特別補佐官兼国家安全保障会議(NSC)ロシア・ユーラシア問題担当上級部長 マイ

ケル・マクファウル (Michael A. McFaul) 

2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマ民主党大統領候補(当時)のロシア・ユーラシア

担当チームを指揮していた著名なロシア政治の専門家である。オバマの次期大統領当選後、

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの国家安全保障チームの政策作業グループの委員

に就任していた。スタンフォード大学フリーマン・スログリ研究所(FSI)民主主義、開発、

法の支配研究所(CDDRL)ディレクター兼同大学フーバー研究所上級研究員の立場にあった。

ロシア研究家としてロシア政治、ロシアの歴史に関する多数の著書がある。近著には、

｢Between Dictatorship and Democracy: Russian Post-Communist Political Reform ｣ 

(Nikolai Petrov、Andrei Ryabov との共著、カーネギー国際平和財団、2004 年)｣、｢Power 

and Purpose: American Policy toward Russia after the Cold War｣ (James Goldgeier

との共著、ブルッキングス研究所出版、2003 年)がある。フーバー研究所上級研究員とし

て｢イラン民主主義プロジェクト(The Iran Democracy Project)｣も指揮していた。スタン

フォード大学卒業。ローズ奨学金で英オクスフォード大学に留学し、同大学で博士号取得。

モンタナ州出身。1964 年生。 

 

●国家安全保障会議(NSC)国防担当上級部長 バリー・パヴェル (Barry Pavel) 

バリー・パヴェはジョージ・W.ブッシュ政権末期の 2008 年秋に国防総省からホワイトハウ

ス国家安全保障会議(NSC)に異動し、国防政策担当の NSC 上級部長に就任した。ブッシュ前

政権はイランのミサイル攻撃から欧州を防衛することを目的としてポーランドとチェコに

ミサイル防衛(MD)システムを配備する計画を打ち出していたが、同計画にロシアが強く反

発したために、オバマ大統領はロシアの意向に配慮し、2009 年 9 月 17 日、東欧へのミサ
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イル防衛計画を撤回する方針を発表した。オバマ政権は 2009 年 12 月に失効する第 1次戦

略兵器削減交渉(START1)に代わる新たな条約の締結を目指しているが、米国のミサイル防

衛政策の見直し作業もパヴェルが担当している。パヴェルは国家安全保障会議(NSC)国防担

当上級部長に就任するまでは、国防総省で国防次官補首席補佐官兼国防次官補筆頭代理代

行(特殊作戦・低強度紛争・相互能力担当(SO/LIC&IC))として、特殊作戦部隊、戦略部隊、

通常部隊の能力及び機能的配備に関する政策立案について国防次官補(SO/LIC&IC)に助言

を行っていた。また、テロ対策戦略、米軍のトランスフォーメーションなどについても助

言していた。パヴェルは過去 10 年間以上広範な防衛戦略・計画イニシアティブに積極的に

関わってきており、2001 年の｢4 年毎の国防計画の見直し(QDR：Quadrennial Defense 

Review｣や 2005 年の｢米国国家防衛戦略(NDS：U.S. National Defense Strategy)｣の立案、

執筆プロセスでは主導的役割を担った。また、現在着手されているグローバルな米軍再編

作業でも中心的役割を担っている。 

 

●国家安全保障会議(NSC)多国間問題・人権担当上級部長兼イラク難民対策調整官 サマン

サ・パワー(Samantha Power) 

オバマが大統領選挙に勝利した後の 2008 年 11 月後半からサマンサ・パワーはオバマ・バ

イデン政権移行プロジェクトの国務省政権移行チームと国連政権移行チームにそれぞれ参

画していた。オバマ政権発足後、ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)多国間問題・人権

担当上級部長に就任し、その後、ホワイトハウスに新設されたイラク難民対策調整官を兼

務することも 2009 年 8 月 14 日にホワイトハウスが発表した。NSC 多国間問題・人権担当

上級部長のポストは国務長官とも緊密に連携し、外遊も求められるポストである。オバマ

の大統領選挙キャンペーンに参加するために、ハーバード大学ジョン・F.ケネディ行政大

学院カー人権政策研究所の教授職を休職していた。2008 年民主党大統領候補指名獲得プロ

セスでは、パワーは人権問題、大量虐殺、国際法の専門家としてオバマに対し外交政策に

ついて助言していた、オバマに大きな影響力を持つ元外交政策顧問の一人であった。だが、

2008 年 3 月 3 日に行われたスコットランド紙 The Scotsman とのインタビューの中でオフ

レコと断りながらもヒラリー・クリントンについて｢彼女は『怪物』であり、勝つためには

どんなことでもする(She is a monster, too — that is off the record — she is stooping 

to anything)｣と発言したことが発覚し、クリントンに弁明できない発言であったと謝罪す

るとともに、同失言の責任を取ってオバマの外交政策顧問を 3月 7日に辞任した。パワー

は英 BBC とのインタビューの中では、｢オバマは大統領に就任した場合、大統領候補当時に

明らかにしていたイラク撤退プランに必ずしも従う必要はない｣とも失言した。だが、オバ

マの外交顧問であったアンソニー・レーク元大統領補佐官(国家安全保障問題担当)は引き

続きパワーとコンタクトし、2008 年 7 月 4日、オバマの大統領選挙キャンペーン当時に知

り合ったハーバード大学ロースクールのカス・R.サンステイン教授(現在、行政管理予算局

(OMB)情報・規制問題室長)とパワーは出身地アイルランドで結婚式を挙げたが、結婚式に

オバマ自身が長文の祝辞を送付している。パワーは、オバマが 2005 年 1 月に上院議員とし

て在職した当時からの外交顧問の一人である。『コメンタリー・マガジン』、『ナショナル・

レビュー』、『アメリカン・シンカー』といった保守系メディアはパワーのイスラエルに関

する一連のコメントについて批判的なブログを掲載していた経緯がある。パワーは、米国

が大量殺戮に対して取り組んでこなかった過去を批判しつつ、大量殺戮に対抗するための

米国の積極的取り組みの必要性を訴えた著書｢A Problem from Hell: America and the Age 

of Genocide｣(Perennial、2003 年)を著してピューリッツァー賞を受賞した。出身地はア

イルランドであり、1979 年に米国に移住したアイルランド系米国人。エール大学卒業。ハ

ーバード大学ロースクール卒業。1970 年 9 月 21 日生。 
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●国家安全保障会議(NSC)開発・安全保障維持担当上級部長 空席 

 

●国家安全保障会議(NSC)戦略立案担当上級顧問 メアリー・イェーツ(Mary Carlin Yates) 

メアリー・イェーツは、現在、ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)で戦略立案担当の上

級顧問に就任しているが、国務省のキャリア外交官であり、2009 年 6 月までは米軍アフリ

カ司令部(USAFRICOM)の副司令官(民生支援活動担当)に就任していた。駐ブルネイ大使

(1999-2002 年)、駐ガーナ大使(2002-2005 年)などを歴任した。オレゴン州ポートランド出

身。オレゴン州立大学卒業。ニューヨーク大学で修士号、博士号取得。1946 年生。  

 

●大統領特別補佐官兼ホワイトハウス調整官(軍備管理、大量破壊兵器(WMD)、拡散、テロ

リズム担当) ゲイリー・セイモア (Gary Samore) 

2009 年 1 月に米外交問題評議会(CFR)副会長から大統領特別補佐官兼ホワイトハウス調整

官(軍備管理、大量破壊兵器(WMD)、拡散、テロリズム担当)に抜擢された。セイモアはオバ

マ政権発足後の米ロ間での核軍縮交渉で主要な役割を担っいる政府高官の一人であり、米

ロ二国間で核軍縮交渉を推進して米ロ関係をリセットするとともに、北朝鮮やイランの核

開発プログラム阻止に向けてロシアの協力を取りつけつつ取り組んでいる。セイモアは北

朝鮮問題については、オバマ政権としては 6者協議を通じて問題解決を目指す姿勢を堅持

し、北朝鮮に 6者協議復帰を求める考えを示している。英国際戦略研究所(IISS)不拡散担

当ディレクター兼上級研究員(2001-2005 年)、ジョン・D.アンド・キャサリン・T.マッカ

ーサー財団グローバル・セキュリティ・サステナビリティ担当副所長(2005-2006 年)を歴

任した。クリントン政権では、国務省政治・軍事問題担当局地域不拡散部長代行・部長代

理(1993-94 年)、国務省のロバート・ガルーチ無任所大使の代理(1994-95 年)、ホワイトハ

ウス NSC 不拡散・輸出管理担当部長(1995-96 年)、大統領特別補佐官兼ホワイトハウス NSC

不拡散・輸出管理担当上級部長(1996-2001 年)を務めた。国務省のリチャード・T・ケネデ

ィ無任所大使(不拡散・核エネルギー政策政策担当)の特別補佐官(1978-93 年)、ハーバー

ド大学行政学部ティーチング・フェロー(1979-82 年)、ランド研究所コンサルタント

(1980-82 年)、ローレンスリバモア国立研究所特別プロジェクト局リサーチ・アナリスト

(1984-87 年)の立場にあった。ニューヨーク州立大学ストーニー・ブルック校で社会学専

攻。ハーバード大学で 1984 年に博士号取得。 

 

●国家安全保障会議(NSC)報道官 マイケル・ハマー (Michael Hammer)  
マイケル・ハマーはオバマ政権でホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)の報道官に就任し

たが、クリントン政権でも NSC に勤務経験がある。 

 

●対アフガニスタン、パキスタン政策再検討責任者 ブルース・リーデル(Bruce O. Riedel) 

オバマ大統領は 2009 年 4 月 3 日と 4 日の両日に開催された NATO 創設 60 周年を記念する

NATO サミットまでに米国の対アフガニスタン、パキスタン政策の再検討作業を完了させる

方針を明らかにしていたが、同レビュー作業の責任者に元米中央情報局(CIA)職員で、元ホ

ワイトハウス国家安全保障会議(NSC)特別顧問のブルース・リーデルが任命されていた。リ

ーデルは約 2 ヶ月に及び検討が行われた対アフガニスタン、パキスタン政策に関する複数

の戦略提案の一本化を図り、オバマ大統領とジョーンズ国家安全保障問題担当大統領補佐

官に対し報告を行ったが、オバマは NATO 創設 60 周年記念 NATO サミット出席直前の 3 月

27 日にアフガニスタン、パキスタン政策に関する新たな包括戦略を発表した。リーデルが

中心となって作成されたアフガニスタン・パキスタン政策に関する新たな包括戦略では、



 15

軍事・外交両分野での関与の拡大、両国政府に対する支援増強が柱となっており、具体的

には、(1)アフガニスタン軍、・警察部隊の育成及び文民の強化(米軍兵士 4000 名の追加派

遣により 2011 年までにアフガニスタン軍 13 万 4000 人、警察部隊 8万 2000 人の態勢をそ

れぞれ構築)、(2)パキスタン政府に対するカルカイダ根絶要求と経済支援、(3)中国、イン

ド、ロシア、中央アジア、湾岸諸国(GCC)、イランとの協力体制の構築、(4)欧州、日本等

の同盟国に対する経済支援拡充要請、(5)麻薬対策、をはじめとして 15 項目から構成され

ている。対アフガニスタン、パキスタン政策の再検討作業には、リチャード・ホルブルッ

ク特別代表(アフガニスタン・パキスタン担当)、ミシェル・フロノイ国防次官(政策担当)、

デビッド・ぺトレイアス米中央軍(CENTCOM)司令官、マイケル・マレン米統合参謀本部議長

らも深く関与した。リーデルは、最新論文やメディア取材の中でブッシュ前政権の対アフ

ガニスタン政策について真剣な取り組みが行われていないとの批判的見解を示しており、

特に、アフガニスタン南部地域の情勢悪化に強い懸念を表明しつつ、アフガニスタンへの

米軍増派、道路建設、経済開発等の必要性を指摘していた。パキスタンについてリーデル

は、核保有国であり、過激派の避難地域となっており、反動イスラム過激主義勢力の拠点

となっているために｢世界で最も危険な国家｣との認識を示していた。米軍関係者の一部に

はタリバンの穏健派との協議を主張しているが、リーデルはタリバンとの政治妥協には懐

疑的見解を示している。2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマの国家安全保障問題担

当顧問(インド、パキスタン、南アジア担当)を務めていた。CIA には 1977 年から 1990 年

まで勤務していた。CIA ペルシャ湾タスクフォース部会長代理(1990-1991 年)、ホワイトハ

ウス NSC 湾岸・南アジア問題担当部長(1991-1993 年)、CIA 近東・南アジア問題担当諜報オ

フィサー(1993-1995 年)、国防次官代理(近東・南アジア問題担当)(1995-1997 年)、大統領

特別補佐官兼ホワイトハウス NSC 近東・南アジア問題担当上級部長(1997-2001 年)、大統

領特別補佐官兼ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)近東・北アフリカ問題担当上級部長

(2001-2002 年)、NATO 特別顧問(2003-06 年)、等を歴任。現在、ブルッキングス研究所の

上級研究員。専門は、テロ対策、アラブ・イスラエル紛争、ペルシャ湾の安全保障、印パ

関係。ブラウン大学卒業。ハーバード大学で修士号取得。 

 

〔大統領経済諮問会議(Council of Economic Advisers)〕 

 

●大統領経済諮問会議(CEA)委員長 クリスティーナ・ロマー (Christina D. Romer) 

2008 年 11 月 24 日、オバマは、経済政策について大統領に助言を行う大統領経済諮問会議

(CEA)の委員長にカリフォルニア大学バークレー校経済学部教授のクリスティーナ・ロマー

を任命した。ロマーは、2009 年 8 月 6日に行った講演の中で、オバマ政権発足の翌月に成

立した 7870 億ドル規模の｢2009 年米国再生・再投資法｣について、未だ支出されていない

約 7割に相当する景気刺激策を 2010 会計年度末の 2010 年 9 月までに支出する考えを明ら

かにし、2010 会計年度末までの 5四半期に各四半期毎に約 1000 億ドルを支出し、米国の

景気回復につなげる意向を表明した。政権移行プロセスでは米国経済がより一層悪化する

状況で、2009 年にかけてさらに 300 万人～400 万人の雇用機会が失われる可能性があると

の見解をロマーは表明し、公共投資等の積極的な景気対策による雇用創出の必要性を主張

していた。大統領選挙キャンペーン当時からオバマに対し経済政策について助言を行って

いた。ロマーは持論を強烈に主張するサマーズ国家経済会議(NEC)議長とは対照的な温厚な

性格であり、CEA と NEC との関係がどのようになるかが注目されている。経済関連主要ポ

ストである財務長官、経済担当大統領補佐官兼国家経済会議(NEC)議長、新設の大統領経済

回復諮問委員会委員長の各ポストが男性により占められる中、大統領経済諮問会議(CEA)

委員長には女性であるロマーが任命された経緯がある。ハーバード大学経済学部は、2008
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年 5月、ロマーを教授として迎えることを決定したが、同大学のドリー・ファウスト学長

が同決定を認めなかったために、ロマーはカリフォルニア大学バークレー校に残ったが、

同決定は非常に大きな議論となった経緯がある。専門は財政・金融政策。世界大恐慌の専

門家でもあり、経済史については世界でも最も優れた学者の一人と考えられている。アメ

リカ経済学会(AEA)副会長を務めた。夫のデビッド・H.ロマーもカリフォルニア大学バーク

レー校経済学部教授であり、夫妻で二人一組のチームとしてしばしば調査・研究を行って

いた。カリフォルニア大学バークレー校に 1988 年に異動する前はプリンストン大学ウッド

ロー・ウィルソン公共政策・国際関係学部で経済学准教授を務めた。ウィリアム・アンド・

メリー大学卒業。マサチューセッツ工科大学(MIT)で博士号取得。イリノイ州アルトン出身。

1958 年 12 月 25 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報：

http://www.whitehouse.gov/administration/eop/cea/members/) 

●大統領経済諮問委員会(CEA)委員兼大統領経済回復諮問委員会事務局長兼チーフエコノ

ミスト オースタン・グールズビー (Austan Goolsbee) 

2008 年 11 月 26 日、オバマは総合的に経済政策を立案する｢経済回復諮問委員会

(President’s Economic Recovery Advisory Board)｣をホワイトハウスに新設し、事務局

長兼チーフエコノミストにシカゴ大学ビジネススクール教授のオースタン・グールズビー

を任命した。大統領選挙キャンペーンではオバマの経済顧問に就任していた。また、大統

領経済諮問委員会(CEA)委員にも任命された。オバマの経済顧問であったグールズビーは大

統領選挙キャンペーン中にボルカーがオバマ支持であることを知り、ボルカーをオバマの

大統領選挙キャンペーンに積極的に引き入れた経緯もあり、PERAB 委員長のボルカーとは

現在でも週に 3～4回協議するなど懇意な関係にあり、グールズビーからオバマ自身や政権

高官に対してボルカーの見解がインプットされている。グールズビーはコラムニストとし

てもニューヨーク・タイムズ紙に寄稿していたエコノミストであり、オバマ政権が発足し

た場合、CEA 委員長等の主要経済ポストへの就任が有力視されていた自由貿易・市場重視

の民主党中道派のエコノミストである。グールズビーは 2008 年 3 月にシカゴで会談したカ

ナダ政府関係者に対し、オバマの NAFTA 再交渉の必要性を訴え、批判するレトリックは同

上院議員の基本見解ではないと発言したとリークされ、オハイオ、ペンシルベニアなどの

グローバル化の進展による経済的打撃を受けている州での予備選挙で経済問題・通商政策

への関心が高まる中、クリントン陣営から批判対象となり、物議をかもした。NAFTA を巡

るグールズビー発言についてオバマ選対本部は、オバマの選挙キャンペーンではあまり大

きな役割を果たしておらず、報酬も支払われていないと反論することでダメージ・コント

ロールを図ったが、実際には、経済政策関連の広範な問題についてのオバマの政策提案を

検討する上でグールズビーは極めて重要な役割を担っている。グールズビー自身は自由貿

易の信奉者であり、自由貿易は常にプラスとのエコノミストの見解に疑問を呈しているア

ラン・ブラインダーやポール・クルーグマンを始めとする左派寄りの経済専門家とは一線

を画している。また、グールズビーは中道派エコノミストとして財政規律を軽視して歳出

拡大路線に明確に反対している。富裕層を対象にした減税に対しては反対姿勢を示してい

る。グールズビーには公職経験が全くないが、オバマの 2004 年イリノイ州選出連邦上院議

員選挙キャンペーンを支援し、同年のジョン・ケリー民主党大統領候補の選挙キャンペー

ンにも部分的に支援していた。グールズビーは討論能力に非常に優れており、エール大学

在学中には全米討論会で優勝しており、今後、重要な役割を一層担うようになる中、彼の

討論能力は大きなアセットになるものとみられている。グールズビーは、米中関係につい

ては、世界貿易機関(WTO)の紛争処理パネルへの提訴等の厳しい対中国政策を採用すべきで
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あるとの立場を明らかにしている。民主党中道派の経済政策を主張しており、保守派論客

のジョージ・F・ウィルは、ワシントンポスト紙への 2007 年 10 月 4 日付コラム｢The 

Democratic Economist｣の中でグールズビーの保護主義とは距離を置く合理主義かつ実地

経験に基づく現実的な経済政策を高く評価しており、次期民主党政権が成立した場合、大

統領側近として経済政策立案に関与することに期待を表明していた。エール大学卒業。マ

サチューセッツ工科大学(MIT)で博士号取得。1969 年 8 月 18 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報：

http://www.whitehouse.gov/administration/eop/cea/members/) 

●大統領経済諮問委員会(CEA)委員 セシリア・ラウズ (Cecilia Rouse) 

プリンストン大学経済学・公共問題教授職を休職して、現在、大統領経済諮問委員会(CEA)

委員に就任している。研究対象は労働経済学と教育経済学であり、プリンストン大学教育

研究所の創設所長であり、同大学産業関係研究所の所長にも就任していた。マッカーサー

財団の成人への移行に関する研究ネットワークの元メンバーである。クリントン政権では

1998 年から 1999 年までホワイトハウス国家経済会議(NEC)に勤務していた。ハーバード大

学で経済学の博士号取得。 

(ホワイトハウス公表略歴情報：

http://www.whitehouse.gov/administration/eop/cea/members/) 

〔国家経済会議(National Economic Council)〕 

 

●経済担当大統領補佐官兼国家経済会議(NEC)議長 ローレンス・サマーズ (Lawrence H. 

Summers) 

2008 年 11 月 24 日、オバマはローレンス・サマーズを経済担当大統領補佐官兼国家経済会

議(NEC)議長に任命した。米国経済が未曽有の厳しい状況にある中で、クリントン政権では

財務長官などを歴任した経験豊かなサマーズが NEC 議長に登用された。バーナンキ FRB 議

長の再任をオバマ大統領は2009年 8月に決定したが、一時はバーナンキ議長の任期は2010

年 1 月に切れるために、後任にサマーズが就任するのではないかとの憶測も流れていた。

オバマ政権は政権発足直後に金融機関や自動車メーカに対する大規模支援を実施したが、

サマーズは危機を克服するためには選択の余地がなかった必要な措置との認識を示しつつ、

米国政府の金融機関や自動車メーカへの支援を弁護した。サマーズは大手自動車会社の米

国政府保有株についてはなるべく早い段階で売却する方針を示している。オバマ政権は、

2009 年 6 月 23 日、GM の一時国有化や大手自動車メーカの経営不振による従業員の大幅解

雇といった状況の中で自動車業界ならびに地域社会の雇用対策などを支援することを目的

にして大統領令に基づき評議会を新設することを決定したが、同評議会の共同議長にサマ

ーズはソリス労働長官とともに就任した。銀行経営者への巨額報酬問題では、倫理の欠如

見直しが金融規制改革の柱であるとの見解をサマーズは示しており、巨額報酬問題にも積

極的に取り組む姿勢を明らかにしている。サマーズは、当初、ヒラリー・クリントンの経

済政策担当顧問を務めていたが、クリントンが民主党大統領候補指名獲得争いから徹底後

はオバマに対し経済政策について助言を行っていた。大統領選挙キャンペーン中にオバマ

の経済政策担当部長に就任したジェイソン・ファーマン(現在、国家経済会議(NEC)副議長)

は、大統領選挙本選挙キャンペーンが進展していく中で、経済政策についてラリー・サマ

ーズ、ジャレド・バーンスタイン、アラン・ブラインダー、ロバート・ルービン、ジェイ

ムズ・ガルブレイスにも助言を積極的に求めてゆく意向を表明していた。クリントン政権

では財務次官(国際問題担当)、財務副長官として国内経済政策・国際経済政策の立案につ
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いてベンツェン財務長官や後任のルービン財務長官と緊密に連携し、1995 年のメキシコ金

融危機では米国の支援策を作成し、1997 年のアジア通貨危機では国際支援に従事した。そ

の後、1999 年に第 71 代財務長官に就任し、IMF と協調しつつ金融の脆弱性の効果的監視の

強化、国際金融システムの一層の透明性の確保等に取り組んだ。また、中国の WTO 加盟交

渉でも重要な役割を担った。クリントン政権入り以前には世界銀行のチーフエコノミスト

として発展途上国支援のための戦略立案の点で中核的役割を担っている。クリントン政権

入り以前には世界銀行のチーフエコノミストとして発展途上国支援のための戦略立案の点

で中核的役割を担っている。弱冠 28 歳でハーバード大学教授に就任し、財務長官退任後の

2001 年から 2006 年までハーバード大学学長に就任していた。マサチューセッツ工科大学

(MIT)卒業。ハーバード大学大学院で経済学の博士号取得。コネティカット州ニューヘブン

出身。ユダヤ系米国人。1954 年 11 月 30 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報：

http://www.whitehouse.gov/administration/eop/nec/chair/) 

●大統領次席補佐官兼国家安全保障担当次席顧問(経済問題担当) マイケル・フロマン 

(Michael Froman) 

マイケル・フロマンは大統領次席補佐官兼国家安全保障担当次席顧問(経済問題担当)に

2009 月 2 月から就任しており、ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)ならびに国家経済

会議(NEC)に参画するとともに、G7, G8、G20 金融サミットのホワイトハウスのシェルパを

務めている。クリントン政権では 1993 年 1 月から 1995 年 12 月までホワイトハウス国家経

済会議(NEC)ならびに国家安全保障会議(NSC)で国際経済問題担当部長に就任し、その後、

財務省で財務次官補代理(ユーラシア・中東担当)として旧ソ連、中欧、東欧の経済政策を

担当していた。1997 年 1 月から 1999 年 7 月まではロバード・ルービン財務長官の首席補

佐官を務めていた。オバマ政権のホワイトハウスで勤務する前は、シティグループの

CitiInsurance 社長兼最高経営責任者(CEO)として、主に、インフラ整備、持続的経済発展

を担当していた。ハーバード大学ロースクール在学中はオバマとクラスメートであり、オ

バマが編集長を務めていた『ハーバード・ロー・レビュー』の編集委員をジュリウス・ジ

ナチョースキーらとともに務めていた。オバマとはロースクール卒業後は付き合いが途切

れていたが、オバマが 2004 年イリノイ州選出連邦上院議員選挙に出馬をした際、政治資金

集めなどでオバマの選挙キャンペーンを支援し、当選後もフロマンはオバマのためにかつ

ての上司であったルービン元財務長官をはじめとするワシントンの政策エスタブリッシュ

メントでの人脈作りを積極的に支援を行っていた。2008 年大統領選挙キャンペーンでは、

フロマンはオバマのために 20 万ドルの政治資金を集めたバンドラーである。オバマの次期

大統領当選後は、オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの 12 名で構成される顧問委員会

の委員にキャロル・ブラウナー、ウィリアム・デイリー、ジュリウス・ジナチョースキー、

ジャネット・ナポリターノ、スーザン・ライスらとともに就任していた。米外交問題評議

会(CFR)元フェロー。プリンストン大学ウッドロー・ウィルソン公共政策・国際関係学部卒

業。英オクスフォード大学で国際関係の博士号取得。ハーバード大学ロースクール卒業。

1962 年 8 月 10 日生。 

 

●国家経済会議(NEC)副議長 ジェイソン・ファーマン (Jason Furman) 

2009 年 2 月 5 日、オバマ大統領は国家経済会議(NEC)副議長にジェイソン・ファーマンを

任命した。2008 年民主党大統領予備選挙プロセスを終了し、民主党大統領候補指名獲得を

事実上固めた直後の 2008 年 6 月 9日、オバマは選対本部の経済政策担当ディレクターにジ

ェイソン・ファーマンを任命していたが、ファーマンはブルッキングス研究所を休職して
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オバマ選対本部で経済政策担当ディレクターとして選挙キャンペーンに専念していた。同

人事発表とともに、オバマはノースカロライナ、フロリダ、ミズーリ等の本選挙で接戦が

予想された州で経済政策に焦点を当てた 2週間の全米遊説を開始した。本選挙キャンペー

ンではファーマンがオバマの経済担当アドバイザー・チームを率い、オバマに対し経済政

策について助言するとともに、オバマ陣営の経済政策立案等の中心的役割を担っていた。

オバマ選対本部で経済政策担当上級顧問を務めてきたシカゴ大学ビジネススクールのオー

スタン・グールズビー教授とも連携強化を図る意向をファーマンは各メディアとのインタ

ビューで表明していた。ファーマンは、政策的には、民主党内のリベラル派が主張する保

護主義政策とは一線を画しており、市場重視型経済成長、自由貿易の維持・推進、グロー

バル化へのポジティブな対応とセーフティネットの構築、財政規律の堅持、技術革新への

積極的投資による経済再生、雇用創出を支持する立場である。ロバート・ルービン元財務

長官に非常に近い民主党内の中道派の若手エコノミストである。クリントン政権では大統

領経済諮問委員会(CEA)スタッフ・エコノミスト、経済政策担当大統領特別補佐官兼国家経

済会議(NEC)上級ディレクターを歴任し、世界銀行のチーフエコノミスト兼 SVP の上級顧問

として世銀勤務経験もある。ノーベル経済賞受賞のジョセフ・スティグリッツ・コロンビ

ア大学とも近い関係にあり、アジア通貨危機に関する論文の共著がある。専門は、財政政

策、税制、社会保障政策、金融政策などの広範に及ぶ。ハーバード大学経済学部、同大学

院経済学修士・博士課程の指導教官はラリー・サマーズ NEC 議長である。2004 年大統領選

挙ではジョン・ケリー民主党大統領候補の経済顧問を務めた。その後、ブルッキングス研

究所にシニア・フェローとして勤務し、ルービン、サマーズらとともに 2006 年 4 月から経

済政策フォーラム｢ハミルトン・プロジェクト(Hamilton Project)｣に取り組み、失業者の

再訓練プログラムの強化、失業保険対象の拡充等のセーフティネット関連のプログラムの

導入などを提言していた。大統領選挙本選挙キャンペーンでは、経済政策についてルービ

ン、サマーズ、ブラインダーの 3人に助言を積極的に求めてゆく意向を表明していた。ウ

ォルマートの低価格路線と同社のその他の政策は低所得層に恩恵をもたらしていると主張

する論文を 2005 年に作成しており、民主党左派勢力・労組から批判対象となった。医療制

度改革関連では、国民皆保険制度の導入を強く支持しており、社会保障制度の民営化には

反対の立場である。民主党中道派の経済政策を支持するファーマンがホワイトハウス NEC

副議長に就任した意義は大きいものと考えられる。ハーバード大学卒業後、同大学院で経

済学の博士号取得。ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス卒業。ニューヨーク大学ワ

グナー公共サービス大学院の客員研究員、エール大学及びコロンビア大学の客員講師等の

経歴もある。 

 

●国家経済会議(NEC)副議長 ダイアナ・ファレル (Diana Farrell) 

ダイアナ・ファレルは、コンサルタント会社マッキンゼー＆カンパニーのグローバル金融

研究所や同社の国際戦略事業に従事した後、マッキンゼー＆カンパニーの経済研究部門で

ある｢マッキンゼー国際研究所(MGI)｣のディレクターに就任していたが、2009年 2月 5日、

オバマ大統領はファレルをホワイトハウス国家経済会議(NEC)副議長に任命した。。オバマ

大統領は、声明の中でダイアナ・ファレルとジェイソン・ファーマンはラリー・サマーズ

国家経済会議(NEC)議長とともに、経済成長のエンジンを再開させることを目的とするだけ

ではなく、雇用の維持・創出、米国内のインフラの再整備、エネルギーの自立性の確保の

ために米国経済にとって不可欠な長期投資も促進する米国復興・再投資プランの推進に取

り組む方針を明らかにした。ファレルは執筆活動とともに、米国内外で講演活動も積極的

に展開していたが、マッキンゼー＆カンパニーに勤務する以前は、ゴールドマン・サック

スのニューヨーク・オフィスに勤務していた。米外交問題評議会(CFR)、ブレトンウッズ委
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員会、太平洋国際政策評議会の会員。ウェズレアン大学で経済学を専攻し、ハーバード・

ビジネス・スクールで MBA 取得。 

 

●国家経済会議(NEC)スタッフ(国際問題担当) デビッド・リプトン (David Lipton) 

2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマ民主党大統領候補の経済顧問を務めていた。ホ

ワイトハウス国家経済会議(NEC)のラリー・サマーズ議長の要請でオバマ政権入りし、現在、 

NEC スタッフとしてサマーズ NEC 議長の下で国際問題を担当している。クリントン政権で

は 1993 年から 1998 年まで財務次官(国際問題担当)に就任しており、当時、サマーズの下

で一緒に財務省に勤務していた。NEC の国際問題担当スタッフに就任するまではシティグ

ループのグローバル・カントリー・リスク・マネジメントの取締役兼責任者の立場にあっ

た。 

 

●国家経済会議(NEC)スタッフ(資本市場・規制システム担当) ジェレミー・ステイン 

(Jeremy C. Stein) 

ハーバード大学経済学部の若手経済学者であり、金融システムについての国際的専門家の

一人である。ハーバード大学学長をしていたホワイトハウス NEC のラリー・サマーズ議長

の要請によりオバマ政権入りし、NEC では米国の資本市場及び規制システムの再構築に取

り組んでいる。ステインは 2000 年からハーバード大学で教鞭を取っており、同時にマサチ

ューセッツ州ケンブリッジにある中立の立場から経済情勢の分析を行っている 1920 年設

立の非営利の民間研究機関「全米経済研究所(NBER)」のリサーチ・アソシエイツとしても

勤務していた。ハーバード大学に異動する以前は、マサチューセッツ工科大学(MIT)スロー

ン経営大学院で 10 年間勤務していた。プリンストン大学卒業。MIT で経済学の博士号を取

得した。 

 

〔大統領経済回復諮問委員会(President's Economic Recovery Advisory Board)〕 

 

●大統領経済回復諮問委員会(PERAB)委員長 ポール・ボルカー (Paul Volcker) 

2008 年 11 月 26 日、次期大統領に当選していたオバマは総合的に経済政策を立案する｢大

統領経済回復諮問委員会(President’s Economic Recovery Advisory Board(PERAB))｣をホ

ワイトハウスに新設する意向を表明し、大統領就任後の 2009 年 2 月 6日、オバマは PERAB

新設に関する大統領令に署名するとともに、PERAB 委員長にポール・ボルカーを、また、

PERAB 委員にはジェフリー・イメルト GE 最高経営責任者(CEO)をはじめとする 15 名を正式

発表した。オバマは PERAB 新設に際してボルカーについて｢世界の最も重要な経済政策の専

門家の一人(one of the world’s foremost economic policy experts)｣と最大限に称賛し

ている。PERAB は IT 産業や製造業などの産業界、労働界、学界関係者などの外部有識者ら

で構成され、独立的立場から経済危機対応から米国の国際競争力強化に至るまで包括的政

策を立案し、金融規制、雇用創出・経済成長、住宅問題などの小作業部会が設立されてお

り、(1)景気刺激策の立案、(2)雇用の創出、(3)金融規制のあり方、(4)所得格差の是正、

(5)米国経済の国際競争力の回復、などの広範な議題について検討し、オバマに対し定期的

に報告するとともに助言を行っている。新設された PERAB はアイゼンハワー政権が米ソ冷

戦当時に創設した｢外交情報諮問委員会｣がモデルとなっている。オバマ政権の経済関連委

員会の各役割については、サマーズ議長が率いる国家経済会議(NEC)は経済政策立案におけ

る調整を図り、ロマー委員長が率いる大統領経済諮問委員会(CEA)は経済政策分析を担当し

ている。だが、オバマ政権が政権発足後に公表した同政権の金融機関救済策についてはボ

ルカーには助言等はあまり求められずにガイトナー財務長官主導で立案された経緯があり、
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1980 年代前半のレーガン政権期には米連邦準備制度理事会(FRB)議長として当時の金融危

機の克服に取り組んだボルカーはオバマ政権内で当初期待されたよりも限定的役割を担っ

ているとの見方が専門家らによりされている。ボルカーはオバマ政権発足直後の 2009 年 2

月 4日に米議会上院銀行・住宅・都市開発委員会で証言し、金融危機克服のためにはさら

に多額のコスト負担は不可避として、金融安定化法に基づく 7000 億ドルの公的資金枠の拡

充が必要となるとの見解を示した。ボルカーは、カーター、レーガン両政権下の 1979 年か

ら 1987 年まで FRB 議長を務め、第二次石油ショック後のインフレ鎮圧のために積極的な金

融引き締め政策を導入した。ボルカーは、2008 年 1 月 31 日にウォールストリートジャー

ナル紙に｢I Endorse Obama｣と題して寄稿し、オバマ支持を表明し、選挙キャンペーンでは

オバマに対し経済政策について助言を行っていた。ボルカーがオバマ支持の立場にあるこ

とを知ったオバマの経済顧問であったオースタン・グールズビーがオバマの大統領選挙キ

ャンペーンにボルカーの助言を積極的に反映していたため、現在でもホワイトハウスにお

いてボルカーが最も信頼している人物の一人は PERAB 事務局長兼大統領経済諮問委員会

(CEA)委員に就任しているグールズビーである。グールズビーは現在でも週に 3～4 回はボ

ルカーと協議しており、オバマ自身や政権高官へのボルカーの見解のインプットの仲介役

を果たしている。大統領選挙キャンペーン中の 2008 年 7 月 28 日にワシントン DC 市内のホ

テルで開催された経済サミットにボルカーはオバマとともに出席し、当面の米国の経済課

題について協議を行っていた。リーマン・ブラザーズの経営破綻以降米国経済が深刻化す

る大統領選挙キャンペーン終盤ではオバマは金融危機・経済危機対応について頻繁にボル

カーに助言を求め、オバマの中核的な経済顧問としてボルカーは益々その存在感を示して

いた。そのため、オバマの大統領選挙勝利後には次期財務長官の候補の一人にも名前が浮

上していた。プリンストン大学卒業。ハーバード大学で政治経済学の修士号取得。ロンド

ン・スクール・オブ・エコノミクス卒業。ニュージャージー州出身。1927 年 9 月 5 日生。 

(ホワイトハウス公表プレスリリース参照： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/ObamaAnnouncesEconomicAdvisoryBoard/) 

 

大統領経済回復諮問委員会(PERAB)の委員構成 

 

委員長 Paul Volcker 

事務局長兼チーフエコノミスト Austan Goolsbee 

委 員 William H. Donaldson 

Chairman, SEC (2003-2005) 

       〃 Roger W. Ferguson, Jr. 

President & CEO, TIAA-CREF 

       〃 Robert Wolf 

Chairman & CEO, UBS Group Americas 

       〃 David F. Swensen 

CIO, Yale University 

       〃 Mark T. Gallogly 

Founder & Managing Partner, Centerbridge Partners L.P. 

       〃 Penny Pritzker 

Chairman & Founder, Pritzker Realty Group 

       〃 Jeffrey R. Immelt 

CEO, GE 
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       〃 John Doerr 

Partner, Kleiner, Perkins, Caufield & Byers 

       〃 Jim Owens 

Chairman and CEO, Caterpillar Inc. 

       〃 Monica C. Lozano 

Publisher & Chief Executive Officer, La Opinion 

       〃 Charles E. Phillips, Jr. 

President, Oracle Corporation 

       〃 Anna Burger 

Chair, Change to Win 

       〃 Richard L. Trumka 

Secretary-Treasurer, AFL-CIO 

       〃 Laura D'Andrea Tyson 

Dean, Haas School of Business at the University of California at 

Berkeley 

       〃 Martin Feldstein 

George F. Baker Professor of Economics, Harvard University 

 

●大統領経済回復諮問委員会事務局長兼チーフエコノミスト兼大統領経済諮問委員会

(CEA)委員 オースタン・グールズビー (Austan Goolsbee) 

2008 年 11 月 26 日、オバマは総合的に経済政策を立案する｢経済回復諮問委員会

(President’s Economic Recovery Advisory Board)｣をホワイトハウスに新設し、事務局

長兼チーフエコノミストにシカゴ大学ビジネススクール教授のオースタン・グールズビー

を任命した。大統領選挙キャンペーンではオバマの経済顧問に就任していた。また、大統

領経済諮問委員会(CEA)委員にも任命された。オバマの経済顧問であったグールズビーは大

統領選挙キャンペーン中にボルカーがオバマ支持であることを知り、ボルカーをオバマの

大統領選挙キャンペーンに積極的に引き入れた経緯もあり、PERAB 委員長のボルカーとは

現在でも週に 3～4回協議するなど懇意な関係にあり、グールズビーからオバマ自身や政権

高官に対してボルカーの見解がインプットされている。グールズビーはコラムニストとし

てもニューヨーク・タイムズ紙に寄稿していたエコノミストであり、オバマ政権が発足し

た場合、CEA 委員長等の主要経済ポストへの就任が有力視されていた自由貿易・市場重視

の民主党中道派のエコノミストである。グールズビーは 2008 年 3 月にシカゴで会談したカ

ナダ政府関係者に対し、オバマの NAFTA 再交渉の必要性を訴え、批判するレトリックは同

上院議員の基本見解ではないと発言したとリークされ、オハイオ、ペンシルベニアなどの

グローバル化の進展による経済的打撃を受けている州での予備選挙で経済問題・通商政策

への関心が高まる中、クリントン陣営から批判対象となり、物議をかもした。NAFTA を巡

るグールズビー発言についてオバマ選対本部は、オバマの選挙キャンペーンではあまり大

きな役割を果たしておらず、報酬も支払われていないと反論することでダメージ・コント

ロールを図ったが、実際には、経済政策関連の広範な問題についてのオバマの政策提案を

検討する上でグールズビーは極めて重要な役割を担っている。グールズビー自身は自由貿

易の信奉者であり、自由貿易は常にプラスとのエコノミストの見解に疑問を呈しているア

ラン・ブラインダーやポール・クルーグマンを始めとする左派寄りの経済専門家とは一線

を画している。また、グールズビーは中道派エコノミストとして財政規律を軽視して歳出

拡大路線に明確に反対している。富裕層を対象にした減税に対しては反対姿勢を示してい
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る。グールズビーには公職経験が全くないが、オバマの 2004 年イリノイ州選出連邦上院議

員選挙キャンペーンを支援し、同年のジョン・ケリー民主党大統領候補の選挙キャンペー

ンにも部分的に支援していた。グールズビーは討論能力に非常に優れており、エール大学

在学中には全米討論会で優勝しており、今後、重要な役割を一層担うようになる中、彼の

討論能力は大きなアセットになるものとみられている。グールズビーは、米中関係につい

ては、世界貿易機関(WTO)の紛争処理パネルへの提訴等の厳しい対中国政策を採用すべきで

あるとの立場を明らかにしている。民主党中道派の経済政策を主張しており、保守派論客

のジョージ・F・ウィルは、ワシントンポスト紙への 2007 年 10 月 4 日付コラム｢The 

Democratic Economist｣の中でグールズビーの保護主義とは距離を置く合理主義かつ実地

経験に基づく現実的な経済政策を高く評価しており、次期民主党政権が成立した場合、大

統領側近として経済政策立案に関与することに期待を表明していた。エール大学卒業。マ

サチューセッツ工科大学(MIT)で博士号取得。1969 年 8 月 18 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報：

http://www.whitehouse.gov/administration/eop/cea/members/) 

〔行政管理予算局(Office of Management and Budget)〕  

 

●OMB 局長 ピーター・オルザグ (Peter R. Orszag) 

2008 年 11 月 25 日、オバマは行政管理予算局(OMB)の局長に議会予算局(CBO)局長のピータ

ー・オルザグを任命した。オルザグは 2007 年 1 月に議会予算局(CBO)局長に就任し、経済・

予算関連問題に関する分析報告書の作成やコスト予測を管轄するとともに、米議会公聴会

でも頻繁に証言を行っていた。オルザグの指揮の下で CBO は医療や気候変動などの従来ま

では関与しなかった領域にもかかわるようになった。オバマはオルザグを OMB 局長に任命

する記者会見の中で、不要な歳出項目を徹底的に削減していく意向を明らかにした。オル

ザグは第 2 期クリントン政権では大統領経済諮問委員会(CEA)の上級顧問や経済政策担当

の大統領特別補佐官を歴任し、経済政策についてクリントン大統領に助言するとともに、

医療制度改革の必要性等についても指摘していた。ブルッキングス研究所で上級研究員と

して研究生活を送っていた当時、ロバート・ルービン元財務長官らとともにグローバル化

進展の中での経済研究及び経済政策に焦点を当てた｢ハミルトン・プロジェクト｣にも積極

的に関与していた。プリンストン大学在学中にアラン・ブラインダー教授の指導を受け、

ジョセフ・スティグリッツ教授やロバート・ルービン元財務長官にも師事した。プリンス

トン大学卒業。ロンドン・スクール・オブ・エコノミックスで経済学博士号取得。1968 年

12 月 16 日生。 

 

●OMB 副局長 ロバート・ネイバーズ (Robert Nabors) 

2008 年 11 月 25 日、オバマは行政管理予算局(OMB)副局長に下院歳出委員会のスタッフ・

ディレクターを務めるロバート・ネイバーズを任命した。2001 年から下院歳出委員会に勤

務する以前には、クリントン政権で OMB 上級顧問や OMB 局長補佐官(管理・OMB 局長担当)

として勤務していたが、当時、OMB 局長に就任していたジェイコブ・ルー(オバマ政権で国

務副長官(組織管理担当)に就任)にネイバーズは重用された。ノートルダム大学卒業。ノー

スカロライナ大学チャペルヒル校で政治学の修士号取得。父親は元米陸軍少将のロバー

ト・ネイバーズ。ニュージャージー州出身。アフリカ系米国人。1971 年生。 

 

●OMB エグゼクティブ・アソシエイト・ディレクター ジェフリー・リーブマン(Jeffrey B. 

Liebman) 
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2008 年大統領選挙キャンペーンでは、リーブマンはオバマ支持を表明し、オバマに対して

経済政策について助言を行っていた。オバマの次期大統領当選後、オバマ・バイデン政権

移行プロジェクトでは省庁検証チームの行政予算局(OMB)検証チームの委員に就任してい

た。リーブマンはクリントン政権では大統領経済諮問委員会(CEA)の委員に就任していた。

中道派のエコノミストとして知られており、ワシントン D.C.での実務経験があり、1998

年から 1999 年に経済政策担当大統領特別補佐官としてホワイトハウスに勤務し、クリント

ン政権の社会保障改革技術作業部会の一員として社会保障改革案の調整を担当した。具体

的成果は得られなかったが、民主党系の経済政策専門家の間で高い評価を受けた。そのた

め、2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマの医療保険改革案をシカゴ大学ビジネスス

クールのオースタン・グールズビー経済学教授とともに作成していた。リーブマンは明確

なイデオロギー対立は避け、レトリックよりも経験論を重視するエコノミストである。研

究分野は、税制、財政政策、社会保障やその他政府プログラムであり、特に、福祉プログ

ラム依存からの脱却における所得税控除の役割、がある。ハーバード大学ジョン・F・ケネ

ディ行政大学院公共政策教授からの抜擢となる。1920 年設立の非営利の民間研究機関「全

米経済研究所(NBER)」のリサーチ・アソシエイツや NBER 退職研究所のアソシエイツ・ディ

レクターとしてもかつて勤務。エール大学卒業。ハーバード大学で経済学の博士号取得。 

 

●OMB 情報・規制問題室長 カス・サンステイン (Cass R. Sunstein) 

オバマ大統領は、2009 年 4 月 20 日、行政管理予算局(OMB)情報・規制問題室長にハーバー

ド大学ロースクールのカス・サンステイン教授を任命すると発表した。オバマはサンステ

インを同室長に指名した理由として、米国を代表する憲法学者の一人であり、行政法・行

政政策、環境法等の広範な分野でも傑出した人物であり、自らの政権の規制改革アジェン

ダを導いていくために適格な人物であり、また、貴重な助言者だけではなく、親友でもあ

り、自らのチームに迎え入れることができ誇りに思うと説明した。ハーバード大学ロース

クール卒業後、マサチューセッツ州最高裁判所のベンジャミン・カプラン判事や連邦最高

裁判所のサーグッド・マーシャル判事の下で補佐の業務に従事し、その後、司法省法律顧

問室で勤務していた。母校のハーバード大学ロースクールに異動する以前は、1981 年から

2008 年までの 27 年間、シカゴ大学ロースクールで教鞭を取っていた。米議会公聴会でも

数多くのテーマについて証言を行うとともに、数多くの国で憲法制定プロセスや法律改正

活動にも積極的に関与してきた人物である。代表的著書には、「After the Rights 

Revolution (1990 年)」、「Risk and Reason (2002 年)」、「Laws of Fear: Beyond the 

Precautionary Principle (2005 年)」、「Worst-Case Scenarios (2007 年)」、「Nudge: 

Improving Decisions about Health, Wealth, and Happiness」(Richard H. Thaler との

共著、2008 年)等がある。Sunstein の主要研究分野は、憲法、行政法、規制政策である。

オバマ大統領はサンステインの友人であり、シカゴ大学ロースクール時代の元同僚でもあ

る。夫人はオバマ政権でホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)多国間問題・人権担当上級

部長兼イラク難民対策調整官に就任したサマンサ・パワー。ハーバード大学卒業。ハーバ

ード大学ロースクール卒業。1954 年 9 月 21 日生。 

(ホワイトハウス発表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-Another-Key

-OMB-Post/) 

 

●政府機能監視官(最高パフォーマンス・オフィサー(CPO)) ジェフリー・ザイエンツ 

(Jeffery Zients) 

オバマ大統領は、2009 年 4 月 18 日に行った定例ラジオ・インターネット演説でホワイト
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ハウスに新設される行政管理予算局(OMB)内に新設される初代の政府機能監視官(最高パフ

ォーマンス・オフィサー(CPO))に経営コンサルタントのジェフリー・ザイエンツを指名し

たと発表した。ザイエンツは民間の医療シンクタンク Advisory Board Company の CEO、会

長、コンサルティング企業 Corporate Executive Board Company 会長などを歴任した後、

米衛星ラジオ企業 Sirius XM Radio のディレクターに就任していた。ヘルスケア関連企業

に焦点を当てた投資会社 Portfolio Logic の業務執行パートナーに就任していた。 

 

●ナンシー・キルファー (Nancy Killefer) 

2009 年 1 月 7 日、オバマは財政規律の徹底のために予算運営の効率化推進の必要性に言及

しつつ、ホワイトハウスの行政管理予算局(OMB)内に新設される初代の政府機能監視官(最

高パフォーマンス・オフィサー(CPO))にナンシー・キルファーを正式に任命した。だが、2

月 3日、納税問題を理由にして政府機能監視官の指名をキルファーは辞退する意向を表明

した。キルファーは 2005 年に家政婦の雇用関連税を滞納し、ワシントン DC から 950 ドル

を請求されていたことが発覚し、行政の予算運営の効率化を担当する人物として適任では

ないとの批判を受け、指名辞退に至った。キルファーはクリントン政権で財務次官補(管理

担当)を務めており、内国歳入庁(IRS)改革や Y2K 問題への対応などに積極的に取り組んだ

人物である。その後、マネジメント・コンサルティング企業のマッキンゼー・アンド・カ

ンパニーでシニア・ディレクターとして勤務していたが、同社には財務省勤務時代を除く

と合計 30 年勤務していた。同任命に関する記者会見の中でオバマは、必要な投資を行うた

めには行政の効率性と透明性の改善を図り、不必要な歳出を削減しなければならず、その

プロセスの推進を支援する点でキルファーの手腕への期待を表明していた。キルファー自

身も米国市民のために一層効率的に機能する行政の構築に向けて最善を尽くしていく意向

を表明し、連邦政府の歳出を監視する点で中核的役割を担うことになるはずであった。夫

はジョージタウン大学経済学教授のロバート・カムビーである。ヴァッサー大学卒業。マ

サチューセッツ工科大学(MIT)スローン校で MBA を取得した。 

 

〔米国通商代表部(Office of the United States Trade Representative)〕 

(http://www.ustr.gov/about-us/biographies-key-officials) 

 

●米国通商代表部(USTR)代表 ロン・カーク (Ron Kirk) 

2008 年 12 月 19 日、オバマはロン・カーク元ダラス市長を大統領直属の閣僚級ポストであ

る米国通商代表部(USTR)代表に任命した。米議会における指名承認プロセスにおいて カー

クが講演の謝礼やスポーツ観戦チケット代を巡り約 3万 7000 ドルの申告漏れが発覚し、約

1 万ドルの滞納分を支払う事態が生じたため、共和党が反発し、指名承認プロセスに遅れ

が生じたが、同年 3月 18 日、上院本会議は賛成 92 名、反対 5名の賛成多数でカークの US

TR代表任命を正式承認した。アフリカ系米国人としては史上初のUSTR代表就任となった。

USTR 代表については、当初、ナンシー・ペロシ下院議長に近く、下院歳入委員会に在籍す

るハビアー・ベセラ下院議員(民主党－カリフォルニア州選出)の指名が有力視されていた

が、民主党下院議員総会副議長に就任するベセラは下院議員生活を継続する強い意向を表

明し、USTR 次期代表指名を固辞した経緯がある。ベセラ下院議員の他には USTR 次期代表

候補としては、ダニエル・タルーロ・ジョージタウン大教授、リチャード・フィッシャー・

ダラス連邦準備銀行総裁などの名前が挙がっていた。自由貿易の堅持、現在、膠着状態に

ある世界貿易機関(WTO)ドーハ・ラウンドの推進、自由貿易協定(FTA)の推進、米中通商案

件の解決などがカークにとり主要課題となっている。USTR 代表就任から約 1ヶ月が経過し

た 4月 23 日、カークはオバマ政権の包括的な通商政策を明らかにしたが、世界貿易を再活
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性化し、よりオープンな貿易体制のための基盤を構築する必要性に触れて、自由貿易推進

の立場を明確にした。また、カークは米国の輸出強化のために、今後中国やインドなどの

新興国に対してさらなる市場開放を求めていく姿勢も明確にしている。同年 5月 18 日に米

国商工会議所で行った講演では、オバマは年内までにパナマ、コロンビア、韓国との FTA

の議会批准が行われるよう期待しているとの見解をカークは示した。米中通商摩擦関連で

は、9 月 11 日、オバマ大統領は USTR の助言に基づき中国製の乗用車・小型トラック用タ

イヤの輸入に対してセーフガード措置の発動を決定し、中国政府も同案件を WTO 提訴する

など米中通商摩擦が顕在化している。対日通商関連では、USTR は、2009 年 7 月 6日、日米

両国の｢日米規制改革及び競争政策イニシティブ(規制改革イニシアティブ)｣の第 8 次報告

書(http://www.ustr.gov/webfm_send/1186)を公表し、米国産牛肉の輸入規制とかんぽ生命

保険の競争条件に強い懸念を表明するとともに、日本側に迅速な改善を求めた。特に、米

国産牛肉の輸入規制について日本政府はBSE問題を理由に米国産牛肉の輸入を生後20ヶ月

以下と制限しているが、国際獣疫事務局(OIE)が米国産牛肉の安全性を認定しているために

日本の輸入制限は不適切との見解を示し、日本政府に輸入制限の早期撤廃を求めている。

カークは 1995 年にアフリカ系として初めてダラス市長に就任し、2001 年まで在職した。

ダラス市長在任中は同市を海外に売り込むためにスペイン、イタリア、南アフリカ、チリ、

アルゼンチン、カナダ、メキシコなどの外国を訪問し、投資誘致等を積極的に訴えるとと

もに、米国商工会議所と協調しつつ北米自由貿易協定(NAFTA)のプラス面を力説した自由貿

易の信奉者である。2001 年に米国とメキシコ間との国境輸送の迅速化を図る目的で｢NAFTA

フリーウェー｣の建設を提案し、同構想は米墨間の貿易にとり極めて重要との見解を示した。

また市長在職中には中国の WTO 加盟に向けて米国の対中恒久最恵国待遇供与法案（PNTR）

を支持している。対日関連では日本側に国際航空路線の開設を積極的に求めていたが、ダ

ラス・フォートワースは代表的なハブ空港の一つであるためであった。カークが USTR 代表

に任命されたことについて米国商工会議所のジョン・マーフィー副会頭は、カークは貿易

の経済に対する重要性を深く理解している人物とのコメントを発表している。自由貿易論

者であるカークが USTR 代表に就任したことでオバマ政権の通商政策の軸が自由貿易にあ

るとみてとれる。カーク自身はダラス市長時代に貿易のマーケティング、促進には従事し

ていたが、通商交渉者としての経験はないために、ゲリー・ロック商務長官やラーム・エ

マニュエル大統領補佐官らとの協調が重要となる。2008 年大統領選挙ではテキサス州のオ

バマ選挙キャンペーン委員長を務めた。テキサス州選出民主党連邦上院議員であったロイ

ド・ベンツェン上院議員(当時)の議員スタッフ(1981-1983 年)やテキサス州のアン・リチ

ャーズ州知事(当時)の州務長官を務めた。2001 年にフィル・グラム上院議員(共和党)の辞

任に伴うテキサス州選出連邦上院議員選挙に出馬したが、共和党候補のジョン・コーニン

に敗北した。ヒューストンを本拠地とする法律事務所兼ロビイング企業であるヴィンソン&

エルキンズのダラス事務所のパートナーに就任していた。テキサス大学ロースクール卒業。

アフリカ系米国人。1954 年 6 月 27 日生。 

(USTR 公表略歴情報： 

http://www.ustr.gov/about-us/biographies-key-officials/united-states-trade-repre

sentative-ron-kirk) 

 

●次席代表 デメトリオス・マランティス (Demetrios James Marantis) 

オバマは、2009 年 3 月 17 日、USTR 次席代表にデメトリオス・マランティスを任命する意

向を表明し、米議会上院本会議は、5月 6日、同任命を正式に承認した。次席代表として、

主に、アジア・アフリカ地域の通商交渉ならびに協定の遵守(エンフォースメント)を担当

するとともに、通商・開発、労働、環境に関する USTR のグローバル・イニシアティブも指
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揮している。カーク USTR 代表は米中貿易のさらなる拡大に向けて中国政府との二国間対話

に積極的に取り組む意向を表明しており、その一環として 2009 年秋に米中合同商業貿易委

員会を開催する方針であり、その準備のためにマランティスは 7月に訪中した。USTR 次席

代表に就任する以前は、2005 年 2 月から上院財政委員会の国際貿易首席顧問(民主党担当)

として勤務し、同委員会のマックス・ボーカス委員長(民主党-モンタナ州選出)、同委員会

所属議員、同委員会スタッフ等に対し通商案件、経済案件について助言を行っていた。上

院財政委員会で委員会スタッフとして勤務する以前は、ジョン・エドワーズ上院議員(民主

党-ノースカロライナ州選出)(当時)の争点担当ディレクターや 2004 年の民主党正副大統

領候補であったジョン・ケリー、ジョン・エドワーズの選挙キャンペーンを支援していた。

かつて米・ベトナム貿易協会(U.S.-Vietnam Trade Council)の首席法律顧問としてベトナ

ムの首都ハノイに 2年間勤務していた経歴があり、国際通商案件についての技術支援を行

っていた。マランティスは 1998 年から 2002 年まで USTR で法律顧問代理として勤務してお

り、米・シンガポール自由貿易協定(FTA)、米・チリ FTA の交渉を担当するとともに、米・

メキシコ間の電気通信問題等の世界貿易機関(WTO)紛争処理プロセスに従事していた。大手

法律事務所 Akin, Gump, Strauss, Hauer & Feld のワシントン D.C.事務所ならびにブリュ

ッセル事務所で合計 5年間の勤務経験がある。プリンストン大学卒業。ハーバード大学ロ

ースクールから法学博士取得。 

(USTR 公表略歴情報： 

http://www.ustr.gov/about-us/press-office/press-releases/2009/may/us-trade-repre

sentative-ron-kirk-welcomes-senate-confi) 

 

●次席代表(世界貿易機関(WTO) 駐在大使) マイケル・パンキ (Michael Punke) 

オバマ大統領は、2009 年 9 月 6日、ピーター・オルガイアの後任の USTR 次席代表(ジュネ

ーブ常駐の世界貿易機関(WTO)担当)としてマイケル・パンキを任命した。ジュネーブで世

界貿易機関(WTO)多角的通商交渉(ドーハ・ラウンド)などを担当することになる。パンキは、

国際貿易の法律や政策に 20 年も従事してきた人物であり、クリントン政権ではホワイトハ

ウスで国際経済問題担当ディレクターや USTR 上級政策顧問を務め、その後、マックス・ボ

ーカス上院議員(民主党-モンタナ州選出)の国際貿易担当顧問に就任していた。カーク

USTR 代表は、WTO ドーハ・ラウンドは重要な局面を迎えており、USTR のジュネーブの WTO

問題担当チームを率いていくにはパンキは適任との声明を発表した。 

UST 公表略歴情報 

(http://www.ustr.gov/about-us/press-office/press-releases/2009/september/united-

states-trade-representative-ron-kirk-welc) 

 

●次席大使(世界貿易機関(WTO)駐在) デビッド・シャーク (David Shark) 

デビッド・シャークは、2000 年から世界貿易機関(WTO)駐在の USTR 次席大使に就任してい

る。2009 年 9 月に USTR 次席代表(WTO 駐在大使)に任命されたマイケル・パンキの指名承認

プロセスが完了するまでは次席代表(世界貿易機関(WTO) 駐在大使)を暫定的に兼務してい

る。シャークは USTR には 1980 年から勤務し、広範なポストで通商案件を担当してきたが、

GATT 部では国際調達政策担当部長(1980－1985 年)や米国一般特恵関税制度(GSP)プログラ

ム担当上級部長(1985-1987 年)を務め、その後、ジュネーブ常駐の WTO ウルグアイ・ラウ

ンド交渉担当官(1988-1995 年)、USTR 代表補代理(環境・天然資源担当)(1995-2000 年)を

歴任した。1970 年代半ばに労働省の通商調整支援プログラムを担当し、その後、商務省で

国際エコノミストとして GATT 東京ラウンドの通商交渉に関わった。 

(USTR 公表略歴情報： 
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http://www.ustr.gov/about-us/biographies-key-officials/david-shark-deputy-chief-

mission-geneva) 

 

●USTR 首席補佐官 ジュリアナ・スムート (Julianna Smoot) 

USTR 代表首席補佐官に就任したジュリアナ・スムートは民主党系ファンドレイザーであり、

オバマの大統領選挙キャンペーンの全米財務担当ディレクターに就任していた。トム・ダ

シュル民主党上院院内総務(サウスダコタ州選出)時代に民主党上院議員の政治資金集めを

指揮していた。オバマが大統領選挙キャンペーンを開始する際、ジョン・ケリー上院議員

の 2004 年大統領選挙キャンペーンで全米財務委員長を務めたシカゴの投資銀行家ルイ

ス・ススマンやオバマのフロリダ州担当財務委員長に就任していたカーク・ウェイガーと

いったケリーの主要ファンドレイザーをオバマに紹介し、オバマに大統領選挙キャンペー

ンの助言を行う点でスムートは極めて重要な役割を果たした。2006 年中間選挙では民主党

上院選挙キャンペーン委員長のチャック・シューマー上院議員(民主党-ニューヨーク州選

出)の下で民主党上院選挙キャンペーン委員会(DSCC)の財務担当ディレクターとして民主

党の上院奪還に貢献した。また、2004 年民主党大統領候補指名獲得争いでは、ジョン・エ

ドワーズ上院議員(民主党-ノースカロライナ州選出)(当時)の財務担当ディレクターに就

任した。トム・ダシュル元上院議員と強固なパイプを持つ人物である。ダシュルが上院議

員在職中に財務担当ディレクターを務めており、1998 年ノースカロライナ州選出連邦上院

議員選挙ではジョン・エドワーズ民主党候補(当時)の財務担当ディレクターにも就任して

いた。リチャード・ダービン上院議員(民主党－イリノイ州選出)、ジェイ・ロックフェラ

ー上院議員(民主党－ウェストヴァージニア州選出)の財務担当ディレクターにもかつて就

任していた。民主党に政治献金を積極的に行なっている訴訟弁護士の団体である｢全米訴訟

弁護士協会｣とも太いチャネルがある。ノースカロライナ州出身。スミス・カレッジ卒業。 

(USTR 公表略歴情報： 

http://www.ustr.gov/about-us/biographies-key-officials/julianna-smoot-chief-staf

f) 

 

●法律顧問 ティモシー・リーフ (Timothy Reif) 

ティモシー・リーフは、下院歳入委員会に勤務していたために、チャールズ・ランゲル下

院歳入委員会委員長やサンダー・レビン下院歳入委員会貿易小委員会委員長に非常に近い

通商専門家である。ジョージ・H・W・ブッシュ政権の 1989 年から 1993 年に USTR 法律顧問

補として勤務していた経験がある。 

(USTR 公表略歴情報： 

http://www.ustr.gov/about-us/biographies-key-officials/timothy-reif-general-coun

sel) 

 

●代表補(世界貿易機関(WTO)・多国間問題担当) マット・ロード (Matt Rohde) 

2007 年 5 月から世界貿易機関(WTO)・多国間問題担当の USTR 代表補に就任しており、ドー

ハ・ラウンドをはじめとする WTO 関連の通商協議や政策調整を担当している。現在、ロシ

アの WTO 加盟問題の米国政府の交渉責任者や経済協力開発機構(OECD)における通商政策の

調整、協議も担当している。ロードは、現在のポストに就任する前は USTR 代表補(世界貿

易機関(WTO)問題担当)の立場にあった。2009 年 9 月に USTR 次席代表(WTO 駐在大使)に任命

されたマイケル・パンキの指名承認プロセスが完了するまではドーハ・ラウンド担当の上

級スタッフも暫定的に兼務している。USTR には 1995 年に入り、WTO 関連の業務を主に担当

してきた。NAFTA やヨルダン、チリ、シンガポール、モロッコ、中米との各 FTA 交渉にも
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従事していた。USTR に勤務する前は、米国税関局(USCS)に勤務していた。ウィスコンシン

州出身。バルパライソ大学(インディアナ州)卒業。デュポール大学ロースクールで法務博

士取得。  

(USTR 公表略歴情報： 

http://www.ustr.gov/about-us/biographies-key-officials/matt-rohde-austr) 

 

●代表補(議会担当) ダニエル・セプールヴェダ (Daniel A. Sepulveda) 

ダニエル・セプールヴェダは、両親がチリ移民であり、全米最大のヒスパニック組織であ

る La Raza 全米協議会で政策アナリストとして勤務した後、クリントン政権では労働省政

策局で移民・労働問題担当官に就任していた。ジョージ・W・ブッシュ政権発足後は、バー

バラ・ボクサー上院議員(民主党-カリフォルニア州選出)の立法担当補佐官に就任し、移民

問題、通商問題、労働問題を担当していた。2004 年のイリノイ州選出連邦上院議員選挙で

勝利したオバマがセプールヴェダを議員スタッフとして自らの上院議員事務所にスカウト

して、2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマの貿易・移民・労働問題担当の政策顧問

を務めていた。政権移行プロセスでは USTR を担当していた。 

(USTR 公表略歴情報： 

http://www.ustr.gov/about-us/biographies-key-officials/daniel-sepulveda-austr) 

 

●代表補(日本・韓国・APEC 問題担当) ウェンディ・カトラー (Wendy Cutler) 

2004 年 6 月に代表補(日本・韓国・APEC 問題担当)に就任し、同ポストで、主に、日本及び

韓国に対する米国の通商政策の立案・実施を担当するとともに、APEC の場における米国の

貿易・投資関連アジェンダの立案・実施も担当。USTR にはレーガン政権当時の 1988 年に

勤務しており、代表補(北アジア問題担当)、次官補(サービズ・投資・知的財産担当)をは

じめとする数多くのポストを歴任。2007 年 6 月 30 日に調印された米韓(KORUS)FTA の米国

政府交渉責任者であった。USTR でテレコム、保険、半導体等の広範な個別分野の二国間交

渉を担当するとともに、1997 年の WTO 金融サービス協定等の多国間交渉にも従事。USTR

に勤務する以前は 1983 年から 1988 年まで商務省に勤務していた。ジョージワシントン大

学卒業。ジョージタウン大学で外交に関する修士号取得。 

(USTR 公表略歴情報： 

http://www.ustr.gov/about-us/biographies-key-officials/wendy-cutler-austr) 

 

●代表補(東南アジア・太平洋担当) バーバラ・ワイサル (Barbara Weisel) 

2004 年 7 月に代表補(東南アジア・太平洋担当)に任命され、東南アジア及び太平洋地域の

国や ASEAN に対する米国の通商政策の立案・実施を担当。ワイサル代表補は、現在、米国

が交渉中の米・タイ FTA ならびに米・マレーシア FTA の米国政府交渉責任者を務めている。

東南アジア・太平洋担当次席補に就任する以前は、東南アジア・太平洋担当代表補代理と

して、米豪 FTA や米・シンガポール FTA の交渉や米韓二国間問題に従事していた。USTR 入

省は 1994 年であり、二国間アジア問題担当代表補代理や USTR 日本部長等のポストをかつ

て歴任していた。USTR 入省以前の 1984 年から 1994 年までは国務省に勤務しており、日本

担当の国際エコノミスト、ペルシャ湾担当、北アフリカ担当等の数多くのポストを歴任し

ていた。コネティカット大学卒業。ハーバード大学で経済開発とイスラム文明に関する修

士号取得。 

(USTR 公表略歴情報： 

http://www.ustr.gov/about-us/biographies-key-officials/barbara-weisel-austr) 
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●代表補(農業問題担当) ジェームズ・マーフィー (James M. Murphy, Jr.) 

マーフィーは 1997 年 6 月から 12 年以上も代表補(農業問題担当)の立場にあり、農業問題

を担当し、米国政府の通商関連のすべての省庁間の米国の農業通商政策の調整を図るとと

もに、外国政府との通商協定交渉における農業問題も担当している。USTR には合計 28 年

間勤務しており、日本、欧州・地中海、中南米・カリブ海、アフリカの各代表補のポスト

に就任していた。カーター政権当時の 1978 年から 1979 年にマーフィーは財務省国際貿易

局で局長代理の立場にあった。ウィリアムズ・カレッジ卒業。クラレモント大学大学院で

修士号、博士号取得。 

(USTR 公表略歴情報： 

http://www.ustr.gov/about-us/biographies-key-officials/james-m-murphy-jr-austr) 

 

〔国内政策会議(Domestic Policy Council)〕 

 

●国内政策会議(DPC)議長 メロディ・バーンズ (Melody C. Barnes) 

2008 年 11 月 24 日、オバマはホワイトハウス国内政策会議(DPC)議長にメロディ・バーン

ズを任命した。国内政策会議(DPC)議長として、社会保障政策などの内政関連の課題に取り

組んでいるが、オバマは、特に、医療保険改革や教育問題を重視しており、バーンズもこ

れらの問題に正面から取り組むことになる。オバマの次期大統領当選後、オバマ・バイデ

ン政権移行プロジェクトの省庁検証作業部会の共同議長にリサ・ブラウン、ドナルド・ギ

ブスとともに就任していた。バーンズは 1995 年 12 月から 2003 年 3 月まで上院司法委員会

の首席顧問として故エドワード・ケネディ上院議員(民主党-マサチューセッツ州選出)に仕

えていた。その後、ワシントン D.C.にある民主党寄りのリベラル系シンクタンクである「ア

メリカ進歩センター(CAP)」の副所長(政策担当)に就任したが、オバマの大統領選挙キャン

ペーンを支援するために2008年6月にCAPを離れ、オバマの内政担当上級顧問に就任した。

ヴァージニア州リッチモンド出身。ミシガン大学卒業。ノースカロライナ大学チャペルヒ

ル校卒業。1964 年生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報：http://www.whitehouse.gov/administration/eop/dpc/) 

 

●国内政策会議(DPC)副議長 ヒザー・ヒギンボトム (Heather A. Higginbottom) 

2008 年 11 月 24 日、ヒギンボトムはオバマ政権のホワイトハウス国内政策会議(DPC)の副

議長に就任することが発表された。ヒギンボトムは米連邦議会での政策助言に長らく従事

してきた経歴があり、1997 年から 2007 年までケリー上院議員の立法担当ディレクターに

就任していた。2004 年大統領選挙キャンペーンではジョン・ケリー民主党大統領候補とジ

ョン・エドワーズ民主党副大統領候補の国家安全保障問題担当副ディレクターを務めた。

ヒギンボトムはオバマの大統領選挙キャンペーンに参画し、上級政策ストレティジストと

してオバマ陣営の政策立案を担当した。2008 年大統領選挙キャンペーンでは、オバマ選対

本部の内政担当上級ストラテジストの立場にあった。2004 年大統領選挙直後に国家安全保

障に関するシンクタンク「米国安全保障プロジェクト(ASP)」を創設し、専務理事に就任し

ている。ロチェスター大学卒業。ジョージワシントン大学大学院で公共政策の修士号を取

得した。 

 

〔環境評議会(Council on Environmental Quality)〕 

 

●環境評議会(CEQ)議長 ナンシー・サトリー (Nancy Helen Sutley) 

2008 年 12 月 15 日、オバマはロサンゼルス市副市長(環境・エネルギー問題担当)のナンシ
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ー・サトリーをホワイトハウス環境評議会(CEQ)議長に任命し、2009 年 1 月 22 日、上院本

会議はサトリーを全会一致で正式に承認した。環境問題について大統領顧問としてオバマ

大統領に助言を行っている。オバマ大統領は、環境評議会議長、エネルギー・気候変動担

当大統領補佐官、環境保護局(EPA)局長という環境関連の 3つの主要ポストに環境行政に精

通し、再生可能エネルギーの推進に積極的な女性を配置している。サトリーはかつてグレ

イ・デービス・カリフォルニア州知事(当時)のエネルギー顧問及びカリフォルニア州環境

保護庁副長官（政策・省庁間関係担当）としてカリフォルニア州水資源管理委員会委員を

務めていた経歴がある。クリントン政権では環境保護局(EPA)の地域局長上級政策顧問(サ

ンフランシスコ地域担当)や EPA 局長特別補佐官を務め、酸性雨問題等に取り組み、キャロ

ル・ブラウナーEPA 局長(当時)をサポートしていた。環境・エネルギー政策に熱心に取り

組んでいるアル・ゴア元副大統領に近い人物である。コーネル大学卒業。ハーバード大学

ジョン・F.ケネディ行政大学院で公共政策に関する修士号取得。1962 年 4 月 20 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/administration/eop/ceq/chair/) 

 

●ヴァン・ジョーンズ (Van Jones) (ホワイトハウス環境評議会(CEQ) 緑の雇用・エンタ

ープライズ・イノベーション担当特別顧問辞任) 

ヴァン・ジョーンズはナンシー・サトリー・ホワイトハウス環境評議会(CEQ)議長から 2009

年 3 月 9日に CEQ の雇用対策の総括責任者となる緑の雇用・エンタープライズ・イノベー

ション担当特別顧問に任命された。ジョーンズは同ポストに就任し、エネルギー効率の改

善を図り、再生可能エネルギーを利用する 21 世紀型の｢緑の雇用(グリーン・ジョブ)｣の創

設というオバマ大統領のアジェンダを推進するために、経済的に脆弱な地域社会の改善に

焦点を当てつつ、エネルギー、気候変動対策関連のイニシアティブ推進を支援していた。

だが、不適切な発言による共和党を批判する過去の言動を巡り共和党の保守派議員から激

しい批判を浴びる中、2009 年 9 月 5日、同ポストを辞任した。ジョーンズは、ブッシュ政

権関係者は対イラク武力行使の口実とするために米国同時多発テロ事件の発生を意図的に

許したのではないかと疑問を呈して捜査を求める嘆願書にかつて署名していた事実が表面

化し、マイク・ペンス下院議員(共和党-インディアナ州選出)、クリストファー・ボンド上

院議員(共和党-ミズーリー州選出)、ジョン・コーニン上院議員(共和党-テキサス州選出)

ら保守派共和党議員らがジョーンズの辞任や米議会による調査開始を要求していた。ジョ

ーンズは謝罪を表明していたが、共和党保守派議員からの批判は収まらずに、辞任を決意

したが、辞任声明の中で、「医療保険改革法案並びにクリーン・エネルギー関連法案の米

議会における歴史的審議を目前にして、改革反対勢力は私個人に対する悪意ある中傷キャ

ンペーンを展開した。彼らは混乱と分断を生じさせるために嘘と事実の歪曲を利用してい

る。私に対して全米のあらゆる政治スペクトラムから引き続き留任し、反論するよう求め

る声が殺到している。自分は今まで自分自身のためではなく、他の人々のために戦って現

在に至った。私は同僚らが自分の過去の行動の弁護あるいは説明のために貴重な時間とエ

ネルギーを注ぐことを要請することはどうしてもできない。我々は将来のために戦う必要

がある」として辞任を表明した。ジョーンズはオバマ政権のホワイトハウスで勤務する以

前は、グリーン経済に関する広範なビジョンを立案する点で高い評価を受けていた環境活

動家であり、貧困地域におけるグリーン雇用の創設を目的として創設された団体 Green for 

All の創設者である。環境・エネルギー問題に取り組む前は、元々、カリフォルニア州で

公民権問題の活動家をしていた人物であり、Ella Baker Center for Human Rights and Color 

of Change の共同創設者である。著書にニューヨーク・タイムズ紙の 2008 年のベストセラ

ーに挙げられた「The Green Colloar Economy」がある。アフリカ系米国人。 
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(ホワイトハウス公表略歴情報：

http://www.whitehouse.gov/blog/09/03/10/Van-Jones-to-CEQ/) 

〔科学・技術政策室(Office of Science and Technology Policy)〕 

 

●科学・技術担当大統領補佐官兼ホワイトハウス科学・技術政策局(OSTP)局長兼大統領科

学技術諮問会議(PCAST)共同議長 ジョン・ホルドレン (John Paul Holdren) 

2008 年 12 月 20 日、オバマは恒例のラジオ演説の中で科学技術担当大統領補佐官にジョ

ン・ホルドレン博士を任命する意向を明らかにするとともに、大統領科学技術諮問会議

(PCAST)共同議長にジョン・ホルドレン、ハロルド・ヴァーマス、エリック・ランダーの 3

名を任命する意向を明らかにした。オバマは大統領に就任した 2009 年 1 月 20 日、科学・

技術担当大統領補佐官兼ホワイトハウス科学・技術政策局(OSTP)局長兼大統領科学技術諮

問会議(PCAST)共同議長にジョン・P.ホルドレンを正式に任命し、米議会上院本会議は、2009

年 3 月 19 日、同任命を賛成 61 名、反対 31 名の賛成多数で正式に承認した。ジョージ・W・

ブッシュ政権は地球温暖化について科学的根拠を無視しているとの批判を受けるなど科学

技術コミュニティとは良好な関係が構築できなかったが、ブッシュ政権では科学技術担当

大統領顧問は公式には任命されず、科学技術担当大統領顧問ポストのままであったが、オ

バマ政権では大統領顧問から大統領補佐官に格上げを行った。ホルドレンはハーバード大

学教授兼同大学ジョン・F.ケネディ行政大学院科学・技術・公共政策プログラム担当ディ

レクター兼ウッズ・ホール研究所所長兼ディレクターとして教鞭を取っていた物理学者で

あり、専門はエネルギー技術、エネルギー政策、地球温暖化の原因とその影響であり、最

近は、気候変動対策について講演や寄稿等を通じて積極的な言論活動を展開している。ま

た、核兵器の危険性に関する研究にも従事しており、ホルドレンは核兵器廃絶や核関連物

質の拡散防止にも熱心に取り組んでいる。グローバルな諸課題の起業家的な解決策に関す

るマサチューセッツ工科大学出版会(MIT Press)が刊行する季刊誌「イノベーションズ」の

諮問委員会の創設委員長である。ハーバード大学に異動する前までは、カリフォルニア大

学バークレー校で 20 年以上教鞭を取っていた。2007 年 2 月から一年間、全米科学振興協

会(AAAS)会長を務めた。マサチューセッツ工科大学卒業。スタンフォード大学で博士号取

得。1944 年生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-Members-of-

Science-and-Technology-Advisory-Council/) 

〔大統領科学技術諮問会議(President’s Council of Advisors on Science and 

Technology)〕 

 

●大統領科学技術諮問会議(PCAST)共同議長 ハロルド・ヴァーマス (Harold Elliot 

Varmus) 

オバマは 2008 年 12 月 20 日に行った恒例のラジオ演説の中で大統領科学技術諮問会議

(PCAST)共同議長にハロルド・ヴァーマス、ジョン・ホルドレン、エリック・ランダーの 3

名をする意向を明らかにした。オバマは、気候変動、国防、産業の各分野において科学は

重要な役割を担うと指摘しつつ、科学・技術分野での世界の指導国としての米国の地位を

自らの政権下で回復させることを誓った。オバマは大統領科学技術諮問会議(PCAST)の役割

について、優先順位の高い政策の科学的側面に対する自らの考えを形成する点で積極的な

役割を担う外部の諮問会議となることに期待を表明した。ヴァーマスはガン遺伝子の研究
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に関する成果により 1989 年にノーベル生理学・医学賞を受賞している。アマースト大学、

ハーバード大学を卒業後、コロンビア大学医学部で MD 取得。その後、カリフォルニア大学

サンフランシスコ校を経て、国立衛生研究所(NIH)、メモリアル・スローン・ケタリング癌

センターに勤務。1939 年 12 月 18 日生。 

 

●大統領科学技術諮問会議(PCAST)共同議長 エリック・ランダー (Eric Lander) 

オバマは 2008 年 12 月 20 日に行った恒例のラジオ演説の中で大統領科学技術諮問会議

(PCAST)共同議長にエリック・ランダー、ジョン・ホルドレン、ハロルド・ヴァーマスの 3

名を任命した。分子生物学者のランダー博士はマサチューセッツ工科大学(MIT)とハーバー

ド大学が共同で取り組んでいるブロード研究所の創設者兼所長を務め、同研究所は人間の

ゲノム解析の点で極めて重要な役割を担っている。オバマは、気候変動、国防、産業の各

分野において科学は重要な役割を担うと指摘しつつ、科学・技術分野での世界の指導国と

しての米国の地位を自らの政権下で回復させることを誓っている。オバマは大統領科学技

術諮問会議(PCAST)の役割について、政権の優先順位の高い政策の科学的側面に対する自ら

の考え方を形成する点で積極的な役割を担う外部の諮問会議となることに期待を表明して

いる。 

〔ホワイトハウス軍務室(White House Military Office)〕  

 

●ホワイトハウス軍務室長 空席 

 

●ルイス・カルデラ (Louis E. Caldera) (ホワイトハウス軍務室長 辞任) 

2009 年 12 月 2 日、オバマはホワイトハウス軍務室長にルイス・カルデラを任命した。カ

ルデラはホワイトハウスのオペレーションのための軍事的サポートを提供するエアフォー

スワン、キャンプ・デービッド、大統領の外国訪問などを管轄しているホワイトハウス軍

務室を率いていたが、2009 年 4 月 27 日、上空からの写真撮影を目的とした大統領専用機

エアフォースワンがニューヨーク市内を低空飛行し、米国同時多発テロ事件を思い出した

市民がパニック状態に陥り、同低空飛行の許可を出した責任を取り、5 月 8 日、ホワイト

ハウス軍務室長を引責辞任した。同ポスト辞任後、カルデラはワシントン D.C.の民主党寄

りのリベラル系シンクタンク「アメリカ進歩センター (Center for American 

Progress)(CAP)」で上級研究員として高等教育、国家安全保障問題に焦点を当てて研究活

動を行うことを CAP が 2009 年 6 月 11 日に発表した。2008 年民主党大統領予備選挙プロセ

スではヒラリー・クリントン上院議員(当時)を支持していた。カルデラは陸軍士官学校を

卒業し、陸軍に 1978 年に入隊し、1983 年に除隊した。1987 年にハーバード大学を卒業し、

弁護士業に従事していた。1992 年にカリフォルニア州議会下院議員に当選し、クリントン

政権では連邦政府により設置されたボランティア活動推進のための｢全米・地域サービス公

社(CNCS：Corporation for National and Community Service)｣の取締役兼最高執行責任者

(COO)に就任した。その後、カルデラはヒスパニック系としては初めて第 17 代陸軍長官

(1998年7月-2001年1月)に就任した。陸軍長官離任後は教育者として高等教育に関わり、

カリフォルニア州立大学システムの副総長を経て、ニューメキシコ大学学長に就任した。

ニューメキシコ大学ロースクール教授として教鞭も取っていた。父親はメキシコ人移民で

ある。ヒスパニック系。テキサス州エルパソ出身。1956 年 4 月 1日生。 

 

〔製造業政策担当大統領上級顧問〕 
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●製造業政策担当大統領上級顧問兼財務長官上級顧問(自動車産業再建作業部会担当) ロ

ン・ブルーム (Ron Bloom) 

オバマ大統領は、レイバーデーに当たる 2009 年 9 月 7日、遊説先のオハイオ州シンシナテ

ィで開催された米最大の労組 AFL-CIO のイベントで米国の製造業の再生を目指す製造業政

策担当上級顧問に、現在、自動車産業再建作業部会(タスクフォース)担当の財務長官上級

顧問に就任しているロン・ブルームを任命すると発表した。ブルームは Manufacturing Czar

として苦境に立つ米国の製造業を支援するための政策立案を担当し、オバマ政権の米国製

造業の再生と国際競争力強化に関する戦略を実行するために、ホワイトハウス国家経済会

議(NEC)と緊密に連携しながら、商務省、財務省、エネルギー省、労働省をはじめとする関

係行政機関の既存のプログラムの統合を図り、製造業再生の向けた新たなイニシアティブ

の策定に取り組んでいる。オバマはブルームについて、｢優れた賃金体系の将来の製造業雇

用を創出する方策を主導するために必要な知識と経験を持った人物｣とその手腕を高く評

価している。ブルームは声明の中で米国に 21 世紀型の強固な製造業を確立することは米国

の国際競争力の礎石(cornerstone)であり、オバマ政権の経済戦略にとっても技術革新的で

活力に満ちた製造業セクターを支援するためには政権横断的な協調的政策を導入すること

が重要との認識を示した。実際、オバマは 2008 年大統領選挙キャンペーンで米国の製造業

の再生を選挙公約の一つに掲げていた。オバマ政権発足後に自動車産業再建作業部会を率

いて、GM やクライスラーに対する救済策をまとめたスティーブ・ラトナーの後任としてブ

ルームは 2009 年 7 月に就任していたが、同年 2月からブルームは自動車産業再建作業部会

の一員として自動車大手救済策の中核となる労組との交渉を担当していた。連邦破産法 11

条を申請した GM などへの大手自動車メーカに対する政府支援については、6 月 10 日に米

議会上院銀行・住宅・都市開発委員会主催の公聴会に GM やクライスラーへの再建策を策定

した自動車産業再建作業部会の中心人物であるブルームが出席し、共和党議員から GM の一

時国有化に対して批判が展開された。同公聴会ではブルームは政府支援の正当性を主張し

つつ、GM の財務負担を軽くするためには政府融資額の株式化が避けられなかったと証言し、

政府支援への理解を求めた。また、ブルームは GM に対する公的資金投入は今後は行わず、

GMが 2010年にも再上場を果たして米国政府はGM保有株を早期に売却する意向をブルーム

は示した。製造業政策担当上級顧問とともに、自動車産業再建作業部会の部会長も引き続

き兼務している。オバマ政権入りする前は米国鉄鋼労組(USW)会長の特別顧問を務めており、

USW の団体交渉権プログラムなどを担当していた。USW 会長特別顧問に就任する以前には、

国際サービス従業員労組(SEIU)の調査・交渉担当スペシャリストを経て、Lazard Freres & 

Co.や Keilin and Bloom といった投資銀行に勤務していた。Keilin and Bloom の共同創設

パートナーとして、USW や全米自動車労組(UAW)、全米トラック運転組合(チームスター)、

エアライン・パイロット乗員組合(ALPA)などの代理人として数多くの取引を担当していた。

ウェズレアン大学卒業。ハーバード大学ビジネススクール卒業。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Names-Ron-Bloom-Senio

r-Counselor-for-Manufacturing-Policy/) 

 

〔ホワイトハウス自動車地域社会・労働者協議会〕 

 

●ホワイトハウス自動車地域社会・労働者協議会エグゼクティブ・ディレクター エド・

モンゴメリー (Ed Montgomery) 

オバマ大統領は 2009 年 6 月にラリー・サマーズ大統領顧問(経済担当)とヒルダ・ソリス労

働長官を共同議長とする「ホワイトハウス自動車地域社会・労働者協議会(White House 
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Council on Automotive Communities and Workers)」を設置する大統領令に署名した。同

協議会のエグゼクティブ・ディレクターにエド・モンゴメリーが就任した。自動車業界の

リストラにより大打撃を受けている地域社会を支援するために連邦政府の各種政策の調整

を図ることが同協議会設置の目的である。2009 年 6 月 2日から 5日にかけてモンゴメリー

は、ケン・サラザール内務長官、トム・ヴィルザック農務長官、ゲリー・ロック商務長官、

ヒルダ・ソリス労働長官、レイ・ラフッド運輸長官、スティーブ・チュー・エネルギー長

官、リサ・ジャクソン環境保護局(EPA)長官らオバマ政権の閣僚・閣僚級とともに連邦政府

による自動車産業支援プログラムについて住民らと協議するために、自動車・同関連産業

が集中しているミシガン、インディアナ等の中西部工業州を訪問した。 

 

ホワイトハウス室(White House)に所属の組織は次のとおり。 

〔大統領首席補佐官室(Chief of Staff’s Office)〕 

 

●大統領首席補佐官 ラーム・エマニュエル (Rahm Israel Emanuel)大統領選挙投票日か

ら 2日後の 2008 年 11 月 6 日、オバマはイリノイ州第 5区選出民主党連邦下院議員(2003

年 1 月-2009 年 1 月)であったラーム・エマニュエルを大統領首席補佐官に任命し、エマニ

ュエルも同任命を受諾した。エマニュエルの同ポスト任命はオバマ次期政権の人事では最

初に発表が行われた。エマニュエルは、オバマ政権の内政上の優先政策課題として、(1)

医療コストの抑制及び医療保険制度の拡充、(2)エネルギーの自立、(3)教育改革、(4)規制

の見直し、を挙げていた。民主党大統領候補プロセスでは 2008 年 5 月 6日のノースカロラ

イナ、インディアナ両州予備選挙実施直後、｢民主党の実質的な大統領候補はオバマである」

との見解を表明した。オバマ選対本部でチーフ・ストラテジストを務め、大統領上級顧問

に任命されたデビッド・アクセルロッドとは故ポール・サイモン上院議員の選挙キャンペ

ーンをともに支援していたために、非常に親しい関係にある。エマニュエルはクリントン

政権でホワイトハウス上級政策顧問に就任し、NAFTA の米議会批准などを推進した自由貿

易主義者であり、民主党内の自由貿易支持・経済成長重視の穏健派・中道派の下院議員か

ら構成される政策集団｢ニュー・デモクラティック・コアリション(NDC)｣の有力議員であっ

た。1998 年にクリントン・ホワイトハウスを離れてから 2年半は投資銀行であるワッサー

スタイン・ペレラ社で取締役としての勤務を経て、2002 年中間選挙で連邦下院議員に当選

し、2006 年中間選挙では下院選挙対策委員会(DCCC)委員長として実に 12 年振りの民主党

の下院での過半数奪回に尽力した。民主党を多数党に復帰させた功績から民主党下院総会

議長に選出され、第 110 議会(2007 年 1 月-2009 年 1 月)では民主党下院指導部ではナンシ

ー・ペロシ下院議長、ステニー・ホイヤー下院院内総務、ジェイムズ・クライバーン下院

院内幹事に次ぐ序列第 4位の地位となった。オバマはエマニュエルの議会対策や選挙対策、

政治資金調達などに優れた手腕や経験を高く評価している。エマニュエルの政治手法は共

和党との対立も厭わない党派色の強いものであり、共和党全国委員会(RNC)はオバマが掲げ

る対話重視姿勢にはそぐわない人選であり、オバマの最初の公約違反との批判を展開した。

クリントン・ホワイトハウス勤務時のニックネームはその攻撃的スタイルから｢ラームボー

(Rahm-bo)｣と呼ばれていた。エマニュエルの両親はイスラエルからの移民であり、2008 年

6 月 4日、オバマが米国の親イスラエル・ロビー団体である｢アメリカ・イスラエル公共問

題委員会(AIPAC)｣の年次総会で外交政策について演説を行なったが、オバマが演壇に登場

する際に一緒に現れたのは米国内で最も知名度のあるユダヤ系議員の一人であるエマニュ

エルであった。エマニュエルはブッシュ政権の対イラク武力行使についても支持をしてい

た。ヒラリー・クリントンの選対本部長を解雇され、オバマ選対本部に加わったパティ・
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ソリス・ドイルはエマニュエルの友人である。イリノイ州シカゴ出身。サラ・ローレンス

大学卒業。ノースウェスタン大学で演説・コミュニケーションの修士号取得。1959 年 11

月 29 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報：

http://www.whitehouse.gov/administration/staff/rahm_emanuel/) 

●大統領次席補佐官 ジム・メッシーナ (Jim Messina) 

オバマは上院財政委員会委員長のマックス・ボーカス上院議員(民主党∸モンタナ州選出)

の元スタッフであるジム・メッシーナを大統領次席補佐官に任命した。医療保険改革関連

法案はボーカス上院議員が委員長職を務める上院財政委員会で審議が行われており、メッ

シーナ自身もオバマ政権の医療改革の実現のために医師の支持獲得に向けて医療機関関係

者をホワイトハウスの大統領執務室に招くなど懸命の取り組みを行っている。メッシーナ

は、2008 年 6 月、ボーカス上院議員の首席補佐官からオバマ選対本部に選挙キャンペーン

担当首席補佐官(Campaign Chief of Staff)として参画し、オバマ選対本部の上級顧問の一

人であった。メッシーナは、デビッド・プローフ選対本部長に報告しつつ、オバマが民主

党大統領予備選プロセスで構築した強大なフィールド・オペレーションの調整を図る点で

プローフ選対本部長と協調してオバマの選挙キャンペーンをサポートしていた。メッシー

ナは、ボーカスの首席補佐官当時、首席補佐官としてだけではなく、選対本部長としての

役割も果たした。1996 年のモンタナ州選出連邦上院議員選挙キャンペーンならびに 2002

年の再選キャンペーンを指揮した。ボーカスは 2008 年 11 月の選挙で改選期を迎えたが、

共和党は同州で有力候補を擁立できなかったために、ボーカスは再選を果たした。最近党

勢が伸張しているモンタナ州での選挙キャンペーンをオバマは重視し、マケインに同州で

敗北したものの、繰り返し同州を訪問するなど積極的なてこ入れを行っていた。モンタナ

大学卒業。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/administration/staff/jim_messina/) 

 

●大統領次席補佐官 モナ・サトフェン (Mona K. Sutphen) 

オバマは大統領次席補佐官にモナ・サトフェンを任命した。オバマの次期大統領当選後は、

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトのメンバーに就任していた。大統領選挙キャンペ

ーンではオバマの国家安全保障政策担当顧問として対アジア政策について助言を行ってい

た。サトフェンの専門領域はアジアである。1991 年から 2000 年まで国務省の外交官とし

て勤務し、クリントン政権ではサミュエル・バーガー国家安全保障問題担当大統領補佐官

の特別補佐官としてホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)スタッフを務め、その後、ビ

ル・リチャードソン国連大使の顧問兼次席補佐官を務めたが、両ポストでバルカン半島問

題、イラク、中東、中国、国際経済政策をはじめとする多岐にわたる問題の政策立案に関

与した。バーガー元大統領補佐官とともに創設した国際戦略ビジネス・コンサルティング

企業ストーンブリッジ・インターナショナル(本拠地：ワシントン DC)の取締役を務めてい

た。著書に、「The Next American Century: How the U.S. Can Rise While Others Thrive 

(Simon & Schuster 2008)」(共著)がある。アフリカ系米国人女性。マウント・ホーリーヨ

ーク・カレッジ卒業。ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス卒業。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/administration/staff/mona_sutphen/) 

 

〔ホワイトハウス顧問室(Office of the White House Counsel)〕 
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●大統領法律顧問 グレゴリー・クレイグ (Gregory B. Craig) 

オバマは、2008 年 11 月 17 日、大統領法律顧問にグレゴリー・クレイグを任命した。大統

領法律顧問として、テロリスト容疑者に対する拷問政策の見直しやグアンタナモの収容所

の一年以内の閉鎖をはじめとするオバマ大統領の就任直後の 4つの大統領令の署名につい

て中核的役割を担った。また、トム・ダシュルの厚生長官指名辞退などの閣僚人事の躓き

にも対応した。クレイグはクリントン夫妻とも親しいにも関わらず、オバマが大統領選挙

出馬表明を行った翌月の 2007 年 3 月段階で既にオバマ支持を表明し、その後、大統領選挙

キャンペーンではオバマに対し外交政策について助言を行っていた。アンソニー・レイク、

スーザン・ライスとともにオバマ陣営で中核的な役割を担った外交顧問の一人であった。

オバマがイリノイ州選出連邦議員選挙キャンペーンのための準備をしていた 2003 年にヴ

ァーノン・ジョーダンのワシントン D.D.の自宅で開催されたオバマの政治資金集めパーテ

ィーでクレイグとオバマは初めて出会った。2008 年 7 月に行なわれたオバマの中東・西欧

歴訪では英国でのブラウン首相との会談等を事前に準備した。大統領候補テレビ討論会の

準備ではクレイグ自らがジョン・マケイン共和党大統領候補の役割を担当していた。クリ

ントン政権では 1997 年から 1998 年まで国務省政策立案局長を務め、オルブライト国務長

官をサポートした。また、チベットにおける文化的・宗教的伝統に対する中国の抑圧政策

に焦点を当てる目的で設置された特別調整官にも就任した。1998 年 9 月にクリントン大統

領の大統領補佐官兼特別法律顧問に任命され、同大統領の大統領弾劾プロセスでは弁護団

の一員として同大統領を弁護した。クリントン夫妻とはエール大学ロースクール時代から

の友人である。クレイグは弁護士として他にも著名な数多くの裁判に関与してきており、

1981 年から 1982 年まではロナルド・レーガン大統領の暗殺未遂犯であるジョン・ヒンク

リーJr.の弁護を担当した。また、1984 年から 1988 年までの 5年間、故エドワード・ケネ

ディ上院議員(民主党-マサチューセッツ州選出)の上級顧問(国防・外交政策・国家安全保

障政策担当)を務めたが、同上院議員の甥のウィリアム・ケネディ・スミスのレイプ裁判も

担当している。2000 年に発生したキューバ人少年エリアン・ゴンザレス君のキューバへの

引渡し問題では、クレイグがエリアン君の引渡しを求めるキューバ人の父親ファン・ミゲ

ル・ゴンザレス氏の代理人を務めていたため、フロリダ州在住のキューバ系有権者の間で

は同事件に対し依然としてネガティブな反応がある。テキサス州の保守系新聞社であるダ

ラス・モーニング・ニュースはオバマに対しクレイグと距離を置くように主張していた。

クレイグは、現在、大手法律事務所 Williams & Connolly のパートナー。ハーバード大学

卒業。英ケンブリッジ大学卒業。エール大学ロースクール卒業。ヴァージニア州ノーフォ

ーク出身。1945 年 3 月 4日生。 

 

●大統領副法律顧問(内政、倫理問題担当)  カサンドラ・ブッツ(Cassandra Quin Butts) 

オバマは、大統領副法律顧問に上院議員時代の上級顧問に就任していたカサンドラ・ブッ

ツを任命した。オバマとはハーバード大学ロースクール時代のクラスメートであり、2008

年大統領選挙キャンペーンではオバマ選対本部で政策立案オペレーションをサポートして

いた。オバマは上院議員在任中、ブッツとは一ヶ月に最低一度は夕食をともにしながら広

範な政策について協議を行っていた非常に信頼の厚い側近の一人である。。2004 年 11 月

に行われたサウスダコタ州選出連邦上院議員選挙でトム・ダシュル民主党上院院内総務が

再選に失敗したが、ブッツがオバマにダシュルの上院議員首席補佐官であったラウズに引

き合わせ、ラウズが上院議員に当選したばかりのオバマの上院議員首席補佐官に就任した

経緯がある。ブッツは、政治、政策立案関連に 17 年もの経験があり、公民権問題、内政、

医療保険問題、教育を専門としている。リチャード・ゲッパート民主党下院院内総務(当
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時)(民主党-ミズーリー州選出)の上級政策顧問などとして同議員のオフィスに 7年間勤務

していた経歴があり、ゲッパートの 2004 年民主党大統領候補指名争いでは政策担当ディレ

クターとして国民皆保険制度等の政策立案を調整していた。ホワイトハウスで大統領副法

律顧問として勤務するまでは、ワシントン DC にある民主党寄りの進歩系シンクタンク「ア

メリカ進歩センター(CAP)」の内政問題担当副所長を務めた。2000 年のジンバブエ議会選

挙の選挙監視人、ハリス・ウォフォード上院議員(民主党-ペンシルベニア州選出)(当時)

の法律顧問などの経歴もある。ノースカロライナ大学チャペルヒル校卒業(専攻は政治学)。

ハーバード大学ロースクール卒業。ニューヨーク市ブルックリン出身で、9歳の時にノー

スカロライナ州ダーラムに移住。アフリカ系女性。1965 年 8 月 10 日生。 

 

●大統領上級顧問 デビッド・アクセルロッド (David Axelrod) 

2008 年 11 月 19 日、オバマはオバマ選対本部の選挙キャンペーン担当首席ストラテジスト

であったデビッド・アクセルロッドを大統領上級顧問に任命した。アクセルロッドはホワ

イトハウスで大統領上級顧問としてオバマに近い場所から助言を行っている。アクセルロ

ッドは、オバマの大統領就任に重要な役割を果たした大統領選挙キャンペーン当時からの

少人数の中核的顧問と毎週水曜日夜に招待者のみに限定した定例会議である「Wedensday 

Night Meeting」を開催している。アクセルロッドはオバマ選対本部の選挙キャンペーン担

当首席ストラテジストを務め、2008 年大統領選挙キャンペーンでもオバマのテレビ広告を

担当した。オバマの次期大統領当選後はオバマ・バイデン政権移行プロジェクトで上級顧

問に就任していた。オバマが中東・西欧歴訪から帰国した 2008 年 7 月末、マケイン陣営は

オバマをブリトニー・スピアーズやパリス・ヒルトンのようなセレブと比較する｢セレブ｣

を放映し、ネガティブ・キャンペーンを開始した中、2004 年大統領選挙キャンペーンでの

ジョン・ケリー民主党大統領候補に対するようなネガティブ・キャンペーンは、4 年前よ

りも米国の経済状況が一層悪化しているために機能しないとアクセルロッドは発言してい

た。オバマ陣営としてもマケイン陣営のテレビ広告｢セレブ｣に対抗し、マケインはロビイ

ストと深いつながりを持つワシントンのインサイダーとの内容のテレビ広告放映を開始し

た。アクセルロッドは大統領上級顧問に任命された直後、オバマが選挙公約で掲げていた

イラク駐留米軍の撤退について実現の方針に変化はないとの見解を示していた。アクセル

ロッドはシカゴ政治の申し子的存在であり、民主党系政治コンサルティングの世界では良

く知られていた。シカゴ・トリビューン紙の元政治担当記者で、同紙に 8年間勤務した後、

1984 年に同新聞社を退社したが、1981 年には同社の歴史上史上最年少でのコラムニストに

就任している。シカゴ・トリビューン紙退社後、イリノイ州選出連邦上院議員選挙に出馬

していたポール・サイモン下院議員 (当時、イリノイ州第 3区) の報道官に就任し、その

後、選対本部長に昇格し、サイモンの上院議員当選に貢献した。オバマはイリノイ州議会

で政治活動を開始した当時、サイモンの世話になっていた関係である。アクセルロッドは、

その後、1988 年にシカゴで政治コンサルティング企業 AKP&D Message and Media を創設し、

同社のシニア・パートナーとして、プログレッシブな候補者を中心として 150 以上の地方

自治体、州、全米レベルの選挙キャンペーンのメディア戦略・コミュニケーションを担当

して選挙キャンペーンを支援した。1989 年にはリチャード・デイリーの市長選挙キャンペ

ーンを支援し、当選後も｢デーリー・マシン｣との強固な関係を維持し、シカゴ政治の重要

人物として台頭した。アクセルロッドはハロルド・ワシントン元シカゴ市長をはじめとす

る全米のアフリカ系市長の当選のために積極的に選挙キャンペーンを支援してきた経歴を

持つ。2002 年以降、AKP&D Message and Media は全米で 42 の予備選挙、本選挙を支援し、

そのうち 33 勝を挙げている。2004 年民主党大統領候補指名争いではメディア・コンサル

タントとしてジョン・エドワーズを支援していた。アクセルロッドは 2008 年大統領選挙キ
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ャンペーンでオバマ陣営の選対本部長を務めたデビッド・プローフとともに 2004 年イリノ

イ州選出連邦上院議員選挙でオバマのテレビ広告を担当したが、オバマの他にも 6名が出

馬した民主党内の予備選挙でのオバマ勝利に貢献し、本選挙でもオバマは地滑り的勝利を

収めてイリノイ州選出連邦上院議員に 2004 年 11 月に当選した。2006 年には民主党下院議

員選挙キャンペーン委員会(DCCC)のために独立系のメディア・プログラムを展開し、民主

党の下院での過半数獲得に貢献している。同年に実施されたマサチューセッツ州知事選挙

では、民主党州知事候補であったデヴァル・パトリックのメディア担当顧問に就任し、同

州では 16 年振りの民主党知事の誕生、また、同州初のアフリカ系米国人の州知事の誕生に

つながった。2008 年民主党大統領候補指名獲得争いに出馬していたトム・ヴィルサック・

アイオワ州知事の選挙キャンペーンを一時支援していた。2008 年 1 月 3日に実施されたア

イオワ州党員集会に向けて通商問題にもより大きな焦点を当てて一層の攻勢をかける方針

を表明していた。アイオワ州党員集会でのオバマの勝因については、同州での過去最大の

組織作りが成功した点を指摘しつつ、特に、歴史や世界の方向性を変革することを希望す

る理想主義的な若年層のオバマ支持の動きに言及していた。オバマとの初めての出会いは

1990 年代前半にシカゴのサウスサイドで地域オーガナイザーをしていたオバマが有権者

登録運動を展開していた時代にまで遡る。シカゴでの慈善活動に積極的に取り組んでおり、

アクセルロードはスペシャルオリンピックなどを長年支援しており、1988 年にはスーザン

夫人と「Citizens United for Research in Epilepsy(CURE)」の募金活動を支援し、てん

かんの病気の原因を研究する医師らのために今までに 900 万ドル以上の募金を集めている。

ノースウェスタン大学のコミュニケーション担当准教授にかつて就任し、ハーバード大学、

シカゴ大学、ペンシルベニア大学でも政治メディア論の講義を行っていた。ニューヨーク

州出身。シカゴ大学卒。1955 年 2 月 22 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/administration/staff/david_axelrod/) 

 

●大統領上級顧問 ピート・ラウズ (Pete M. Rouse) 

オバマが上院議員時代、ラウズはオバマの上院議員首席補佐官を務めており、また、オバ

マが全米での大統領選挙キャンペーンで不在になりがちな中、シカゴの選対本部において

インナーサークル関係者に助言を行なうなど重要な役割を担っていた。民主党大統領候補

指名獲得争いの最終局面でヒラリー・クリントン陣営のメディア対応の方がオバマ陣営よ

りも迅速に対応しているとの懸念がオバマ陣営の側近の間で高まる中で、オバマ選対本部

のメディア対応のシフトを主導していったのもラウズであった。オバマの次期大統領当選

後はオバマ・バイデン政権移行プロジェクトの共同委員長にジョン・ポデスタ、ヴァレリ

ー・ジャレットとともに就任していた。ラウズは 1971 年に上院スタッフとして勤務し始め、

ワシントン D.C.での議員スタッフとしてのキャリアは約 30 年に及んでおり、トム・ダシ

ュル民主党上院院内総務(当時)の首席補佐官を務め、ラウズは現在でもダシュルと近い関

係を維持している。ダシュルが 2004 年のサウスダコタ州選出連邦上院議員選挙で再選に失

敗したが、オバマが同年のイリノイ州選出連邦上院議員選挙で当選し、オバマのハーバー

ド大学ロースクール時代からの友人であるカサンドラ・ブッツがオバマをラウズに引き合

わせ、オバマの首席補佐官に就任した経緯がある。オバマの上院議員 1年目には、ロバー

ト・ギブスとデビッド・アクセルロッドの支援を受け、ラウズはオバマの議員としての詳

細な活動計画案である｢The Strategic Plan｣を作成した。オバマは、当時、上院外交委員

会委員長であったリチャード・ルーガー上院議員(共和党－インディアナ州選出)と不拡散

問題に取り組み、また、保守派のトム・コバーン上院議員(共和党－オクラホマ州選出)と

は政府歳出に関する検索システム・データーベース構築に関する法案を共同提出するなど
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ラウズの助言に基づき共和党議員との関係強化も図った。その一方、2005 年秋に連邦最高

裁判所長官にジョン・ロバーツが任命された際、オバマが民主党大統領候補を目指した場

合、賛成票を投じることはマイナスになると判断し、オバマにロバーツの最高裁長官指名

承認について反対票を投じるよう説得したのはラウズであった。オバマはラウズの政治的

判断力を高く評価するとともに、絶大な信頼を寄せている。ワシントン政治を知り尽くし

ているラウズの役割がワシントン政治からの決別を訴えたオバマの選挙キャンペーン・メ

ッセージに非常に重要な影響を与えていたと分析することができる。オバマが 2008 年民主

党大統領候補指名獲得争いに準備する段階で、ラウズはダン・ファイファー、スティーブ・

ヒルデブランドといったダシュルの元側近やファンドレイザーのジュリアナ・スムートら

をオバマ陣営に自らリクルートしており、オバマがアイオワ州を訪れ、同州の政治状況に

ついて確認した際、ラウズは旧友であり、ダシュルとも懇意であるヒルデブランドに電話

をかけ、オバマとヒルデブランドの二人を初めて会わせている。オバマの選対本部の中枢

はダシュルの人脈と深いつながりがあり、オバマ選対本部の形成にラウズは極めて重要な

役割を果たした。ダシュルがどの民主党大統領候補を支持すべきか態度を表明していなか

った段階で、上院議員在職期間の短いオバマに大統領候補としての信頼性を高めるために

オバマ支持を表明するよう民主党エスタブリッシュメントの一人であるダシュルを説得し

たのもラウズである。民主党系ストラテジストのジム・ジョーダンは、｢ピートがいなかっ

たならばバラク・オバマの急速な政治的台頭は見られなかったであろう｣との見解を示して

いる。ラウズの父は白人米国人で、母は日本人。コルビー大学卒業。ロンドン・スクール・

オブ・エコノミクスで修士号取得。ハーバード大学ジョン・F.ケネディ行政大学院で M.P.A.

取得。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/administration/staff/pete_rouse/) 

 

●大統領顧問(連邦最高裁判事指名問題メディア戦略担当) ステファニー・カッター 

(Stephanie Cutter) 

オバマ政権では、当初、財務次官(渉外担当)兼財務省報道官としてガイトナー財務長官を

サポートしていたが、2009 年 5 月、デビッド・スーター連邦最高裁判事の引退表明に伴い、

連邦最高裁判事指名問題担当の大統領顧問に任命され、連邦巡回控訴裁判所(第 2巡回区）

のソニア・ソトマイヤー裁判官の指名プロセスを担当した。カッターは、著名なベテラン

の民主党系コンサルタント兼ストラテジストであり、2008 年民主党大統領予備選プロセス

では、中立を維持し、いずれの候補の選挙キャンペーンにも参画しなかったが、オバマが

民主党大統領候補指名獲得を事実上確実にした後の 2008 年 6 月にミッシェル・オバマの上

級顧問兼首席補佐官に就任し、ミッシェル・オバマに対する共和党陣営からの攻撃や批判

に反撃、反論するキャンペーンを指揮するとともに、ミッチェル・オバマのイメージの再

構築等に取り組んだ。ミッチェル・オバマは、民主党大統領予備選挙中のウィスコンシン

州ミルウォーキーでの集会で、｢大人になって初めて、私の国を本当に誇りに思っている。

バラクの選挙キャンペーンが好調に展開しているからではなく、人々が変革を求めている

ためである(For the first time in my adult life, I am really proud of my country. Not 

just because Barack is doing well, but I think people are hungry for change)｣と発

言し、共和党関係者から批判を受けた経緯がある。カッターは、スミス・カレッジ在学中

からマイケル・デュカキス民主党大統領候補の 1988 年大統領選挙キャンペーンに参画した。

その後、クリントン政権のホワイトハウスでコミュニケーション担当副部長、環境保護局

(EPA)長官補(コミュニケーション担当)を歴任し、その後、故エドワード・ケネディ上院議

員(民主党-マサチューセッツ州選出)のコミュニケーション担当部長を経て、2003 年 7 月
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に民主党全国委員会(DNC)のコミュニケーション担当部長に任命された。1992 年のニュー

ヨーク、1996 年のシカゴ、2000 年のロサンゼルスでの民主党全国党大会の報道オペレーシ

ョンを担当していた。2004 年大統領選挙キャンペーンでは、ジョン・ケリー上院議員(民

主党-マサチューセッツ州選出)のコミュニケーション担当部長に就任していたが、前任の

コミュニケーション担当部長はロバート・ギブス(オバマ政権の大統領報道官)であった。

スミス・カレッジ卒業。ジョージタウン大学ローセンター卒業。マサチューセッツ州レイ

ンハム出身。1968 年 10 月 22 日生。 

 

〔法案問題室(Office of Legislatve Affairs)〕 

 

●大統領補佐官(議会関係担当) フィル・シリーロ (Phil M. Schiliro) 

オバマは大統領補佐官(議会関係担当)にフィル・シリーロを任命した。シリーロはリベラ

ル派のヘンリー・ワックスマン下院議員(民主党-カリフォルニア州選出)の首席補佐官や下

院監視・行政改革委員会の民主党首席補佐官を務めた経歴があり、米連邦議会で 25 年以上

の勤務経験を持つベテランである。トム・ダシュルが民主党上院院内総務に在職していた

当時、政策担当ディレクターに就任しており、上院民主党指導者委員会(SDLC)のスタッフ・

ディレクターも歴任した。シリーロは 2008 年大統領選挙でオバマの上級顧問を務め、オバ

マの次期大統領当選後はオバマ・バイデン政権移行プロジェクトの上級スタッフとして議

会関係担当ディレクターに就任していた。ホフストラ大学卒業。ルイス・アンド・クラー

ク・ロースクール卒業。 

 
●ホワイトハウス副部長(上院担当) ショーン・マーハー (Shawn Maher) 

 

●ホワイトハウス副部長(下院担当) ダン・タートン (Dan Turton) 

 

●ホワイトハウス副部長(議会関係担当) リサ・コンウィンスキー (Lisa Konwinski)、ジ

ェイ・ハイムバック (Jay Heimbach)、クリストファー・カング (Christopher Kang)、シ

ョーン・ケネディ (Sean Kennedy)、ジム・オレスケ (Jim Oleske)、ジム・パパ (Jim Papa)、

アレジャンドロ・ペレス (Alejandro Pérez)、ジョナサン・サミュエルズ (Jonathan 

Samuels)、シェリル・オニール・ストーンマン (Shelly O’Neill Stoneman)、ルイーザ・

テレル (Louisa Terrell)、デニス・ウィルソン (Denise Wilson) 

 

〔スタッフ・セクレタリー室(Office of the Staff Secretary)〕 

●スタッフ・セクレタリー リサ・ブラウン (Lisa Brown) 

オバマの次期大統領当選後、オバマ・バイデン政権移行プロジェクトで省庁検証作業部会

の共同議長にメロディ・バーンズ、ドナルド・ギブスとともに就任していた。オバマ政権

では、ホワイトハウスでの情報フローの管理、スタッフ・メンバーと大統領との間の助言、

意思決定を総括するホワイトハウスのスタッフ・セクレタリーに就任している。障害者問

題や公民権問題に焦点を当てつつ活動している弁護士であり、進歩系の法律団体｢米国憲法

協会(ACS)｣のエグゼクティブ・ディレクターを務めていた。クリントン政権では、司法省

法律顧問室司法長官顧問(1996 年 6 月-1997 年 4 月)、ゴア副大統領の次席顧問(1997 年 4

月-1999 年 8 月)及び顧問(1999 年 8 月-2001 年 1 月)に就任していた。プリンストン大学卒

業、シカゴ大学ロースクール卒業。1960 年 3 月 6日生 

 

〔キャビネット室(Office of Cabinet Affairs)〕  
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●キャビネット・セクレタリー クリス・ルー (Christopher P. Lu) 

キャビネット・セクレタリーとして、オバマの各政策に対する立場を閣僚や関係省庁・機

関に伝達し、大統領のメッセージを報告し続ける役割を担っている。政権が発足するまで

は、オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの上級スタッフ(エグゼクティブ・ディレクタ

ーとして政権移行プロセスの日常オペレーションを担当)を務めていた。オバマが 2005 年

1 月に上院議員に就任すると同時に、法案担当ディレクター兼首席補佐官代行としてオバ

マの上院議員オフィスで勤務した。オバマとはハーバード大学ロースクール時代の同級生

であり、オバマの考え方をよく理解している側近の一人。オバマの大統領選挙キャンペー

ンでは政策顧問を務めた。ホワイトハウス・スタッフの中では、ルーはオバマの上院議員

首席補佐官で、現在、大統領上級顧問に就任しているピート・ラウズと議会関係担当大統

領補佐官に就任したフィル・シリーロと非常に近い関係にあり、ホワイトハウスと関連省

庁・機関、米議会との関係を良好に維持する上で二人との関係は重要となる。ロースクー

ル卒業後、第三巡回区連邦控訴裁判所のロバート・E・コーエン判事の下でその職務の

補佐をし、ワシントン DC のシドレー・オースチン法律事務所の訴訟担当弁護士(1992-1997

年)を経て、下院行政改革委員会(現在、下院監視・行政改革委員会)の民主党スタッフ(ヘ

ンリー・ワックスマン下院議員(民主党-カリフォルニア州選出)の次席顧問)(1997-2005

年)や 2004 年大統領選挙キャンペーンでのジョン・ケリー民主党大統領候補の特別顧問を

務めていた。ルーはマラソンの愛好者としても知られており、過去 6年間でマラソン 18

回に参加している。プリンストン大学卒業。ハーバード大学ロースクール卒業。夫人は環

境弁護士のキャサリン・トムソン。両親は台湾からの移民であり、ニュージャージー州生

まれで、メリーランド州ロックビルで育った中国系米国人。1966 年 6 月 12 日生。 

〔渉外・省庁問題室(Office of Public Engagement and Intergovernmental Affairs)〕 

 

●大統領上級顧問兼大統領補佐官（省庁間関係担当）ヴァレリー・ジャレット (Valerie 

Jarrett) 

2008 年 11 月 14 日、オバマは、ヴァレリー・ジャレットを大統領上級顧問兼大統領補佐官

(省庁間関係担当)に任命し、現在、ホワイトハウス渉外部(Office of Public Liaison)を

管轄し、連邦政府と州政府、地方自治体との協調等に取り組んでいる。ジャレットはオバ

マの選挙キャンペーンの上級顧問であり、次期大統領当選後は、ジョン・ポデスタ、ピー

ト・ラウズとともにオバマ・バイデン政権移行プロジェクトの共同委員長に就任していた。

シカゴ政治とオバマ夫妻には欠かせない人物であり、オバマ夫妻の信頼が非常に厚い友人

の一人である。バラク・オバマは、1991 年にリチャード・デイリー・シカゴ市長の次席補

佐官を務めていたジャレットに初めて会っており、当時、オバマと婚約していたミッシェ

ル・ロビンソンのシカゴ市役所での就職面接をジャレットが担当し、3人は懇意になった。

弁護士であるジャレットは、融資・開発担当法人顧問代理としてシカゴ行政でのキャリア

を開始し、その後、シカゴ市計画・開発局委員やシカゴ市の公共交通システムを管轄する

シカゴ交通委員会委員長に就任していた。シカゴ大学評議員、シカゴ大学メディカル・セ

ンター評議会会長、2016 年シカゴ・オリンピック誘致委員会副委員長にも就任していた。

不動産開発・管理企業 Habitat Co.の CEO の立場にあった。将来のシカゴ市長候補の一人

と目されている。ジャレットはシカゴやワシントン DC に強固な人脈を持っており、母方の

祖父は 1940 年代にシカゴ住宅公社総裁を務めたロバート・テイラーであり、また、義父は

シカゴ・サンタイムズ紙の元コラムニストの故ヴァーノン・ジャレットである。クリント

ン政権移行委員会の委員長を務めたヴァーノン・ジョーダンは大叔父に当たる。スタンフ
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ォード大学、ミシガン大学ロースクール卒。1956 年 11 月 14 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/administration/staff/valerie_jarrett/) 

 

●大統領補佐官(省庁間関係・渉外担当)首席補佐官 マイケル・ストラウトマニス 

(Michael Strautmanis) 

2008 年 12 月 5 日、オバマは大統領補佐官(省庁間関係・渉外担当)首席補佐官にオバマの

上院議員次席補佐官のマイケル・ストラウトマニスを任命した。ストラウトマニスはオバ

マ・バイデン政権移行プロジェクトの上級スタッフ(首席顧問兼渉外・省庁間問題担当ディ

レクター)を務めていた。クリントン政権の米国国際開発庁(USAID)法律顧問首席補佐官、

ブラゴジェビッチ・イリノイ州前知事の連邦下院議員時代の法案担当部長等の経歴がある。

ミッシェル・オバマの元弁護士補佐であり、オバマ夫妻の旧友である。イリノイ大学アー

バナ・シャンペーン校ロースクール卒業。イリノイ州シカゴ出身。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/ope/staff/Michael-Strautmanis/) 

 

〔都市問題政策室(Office of Urban Affairs Policy)〕 

 

●都市問題担当部長 アドルフォ・カリオン (Adolfo Carrion) 

オバマ大統領は、2009 年 2 月 19 日、ホワイトハウス都市問題担当部長にニューヨーク市

ブロンクスの行政首長を務めていたアドルフォ・カリオンを任命した。カリオンはオバマ

に対し都市問題について報告しつつ、すべての連邦関連の都市プログラムの調整を図るこ

とになる。都市問題担当大統領特別補佐官に任命されたデレク・ダグラスとともにカリオ

ンは、全米の都市地域の戦略を立案することを目的にホワイトハウスに新設される｢都市問

題室(Office of Urban Affairs)｣の中核的政策スタッフである。 

 

●都市問題担当大統領特別補佐官 デレク・ダグラス (Derek Douglas) 

オバマ大統領は、2009 年 2 月 19 日、都市問題担当の大統領特別補佐官にニューヨークの

デビッド・パターソン州知事のワシントン担当顧問を務めていたデレク・ダグラスを任命

した。 

 

〔信仰に基づく近隣パートナーシップ室(Office of Faith-Based and Neighborhood 

Partnerships)〕 

 

●信仰に基づく近隣パートナーシップ室室長 ジョシュア・デュボイス(Joshua DuBois) 

オバマ大統領は、2009 年 2 月 5日、宗教上あるいは政治上の信条に関わらず、地域社会の

改善に取り組むために米国民を代表して取り組むことになる「信仰に基づく近隣パートナ

ーシップ室」をホワイトハウスに新設する大統領令に署名した。オバマは同室長にジョシ

ュア・デュボイスを任命した。オバマは上院議員としての職務を開始した 2005 年に、宗教

団体へのアウトリーチ・プログラムを率いる目的でデュボイスを上院議員オフィスのスタ

ッフとして採用し、シカゴ時代に師事した黒人牧師のジェレミア・ライト師との関係や宗

教団体への連邦政府の資金提供増額に関する提案をはじめとする信仰関連のすべての問題

についてデュボイスに意見を求めていた。デュボイスは 2008 年大統領選挙キャンペーンで

は、宗教団体へのアウトリーチ活動担当ディレクターとしてシカゴのオバマ選対本部から

宗教指導者や教会団体に積極的に電話でコンタクトするなどオバマの選挙キャンペーンを
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支援していた。オバマ大統領は、2009 年 2 月 5日、社会的争点の分裂的かつ対立的な状況

を打破するために教会や宗教団体の力を活用しつつ信仰に基づくイニシアティブを強化し、

妊娠中絶の減少やイスラム世界との対話といった主要課題にも取り組んでいく方針を表明

した。第 1期ブッシュ政権の下で、大統領令により「信仰に基づく近隣パートナーシップ

室室長」が新設されたが、オバマ政権ではより広範な役割を担うことが期待されている。

同室は宗教団体や地域コミュニティ団体への補助金の提供状況を監視するだけではなく、

緊急の社会問題に取り組んでいる団体を積極的に関与させる方法などについても模索して

いる。デュボイスの両親は宗教右派指導者のジェームズ・ドブソンの「フォーカス・オン・

ザ・ファミリー」のラジオショーを聴いていた宗教的に保守的な有権者である。デュボイ

スはテネシー州ナッシュビル出身であり、その後、オハイオ州ゼニアに移住。ボストン大

学在学中にエヴァンジェリカル・クリスチャンになり、マサチューセッツ州ケンブリッジ

にあるアフリカ系米国人の小規模なペンテコステ派キリスト教会である Calvary Praise 

and Worship Center に参加し、弱冠 18 歳で副司祭に就任した。 

 

「信仰に基づく近隣パートナーシップ室」では異なるバックグランドの宗教指導者ならび

に世俗的指導者から構成される「信仰に基づく近隣パートナーシップ大統領諮問会議

(President’s Advisory Council on Faith-Based and Neighborhood Partnerships)」も

設置された。同諮問会議のメンバーは以下のとおり。 

(ホワイトハウス公表プレスリリース参照： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/ObamaAnnouncesWhiteHouseOfficeofFaith

-basedandNeighborhoodPartnerships/) 

 

信仰に基づく近隣パートナーシップ大統領諮問会議委員(2009 年 2 月 5 日現在) 

 

Judith N. Vredenburgh  President and Chief Executive Officer, Big Brothers / Big Sisters 

of America 

Philadelphia, PA 

Rabbi David N. Saperstein Director & Counsel, Religious Action Center of Reform Judaism, and 

noted church/state expert 

Washington, DC 

Dr. Frank S. Page President emeritus, Southern Baptist Convention 

Taylors, SC 

Father Larry J. Snyder, President, Catholic Charities USA 

Alexandria, VA 

Rev. Otis Moss, Jr. Pastor emeritus, Olivet Institutional Baptist Church 

Cleveland, OH 

Eboo S. Patel Founder & Executive Director, Interfaith Youth Corps 

Chicago, IL 

Fred Davie President, Public / Private Ventures, a secular non-profit 

intermediary  

New York, NY 

Dr. William J. Shaw President, National Baptist Convention, USA 

Philadelphia, PA 

Melissa Rogers Director, Wake Forest School of Divinity Center for Religion and 
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Public Affairs and expert on church/state issues 

Winston-Salem, NC 

Pastor Joel C. Hunter  Senior Pastor, Northland, a Church Distributed 

Lakeland, FL 

Dr. Arturo Chavez Ph.D., President & CEO, Mexican American Cultural Center 

San Antonio, TX 

Rev. Jim Wallis President & Executive Director, Sojourners 

Washington, DC 

Bishop Vashti M. McKenzie Presiding Bishop, 13th Episcopal District, African Methodist 

Episcopal Church 

Knoxville, TN 

Diane Baillargeon President & CEO, Seedco, a secular national operating intermediary

New York, NY 

Richard Stearns President, World Vision 

Bellevue, WA 

 

〔政治室(Office of Political Affairs)〕 

 

●政治担当部長 パトリック・ガスパード (Patrick Gaspard) 

オバマはホワイトハウスの政治担当部長にパトリック・ガスパードを任命した。2008 年大

統領選挙ではオバマの全米政治ディレクターを務め、オバマ政権移行チームでは政権移行

人事担当副部長として政権移行チーム諮問委員会の委員にも就任していた。ガスパードは

サービス業労働組合である｢サービス従業員国際労働組合(SEIU：Service Employees 

International Union)｣傘下の最大の地域労組であるニューヨークの SEIU 1199 支部の｢ユ

ナイテッド・ヘルスケア・ワーカーズ・イースト｣(組合員数 30 万人)の政治・法案担当専

務理事を務めていた。民主党が連邦議会上下院の過半数を共和党から奪回した 2006 年中間

選挙キャンペーンでは、SEIU インターナショナルの政治担当部長代行として民主党の勝利

に貢献した。2004 年民主党大統領候補選出プロセスではハワード・ディーン元ヴァーモン

ト州知事の選挙キャンペーンを支援し、｢アメリカ・カミング・トゥゲザー(America Coming 

Together)｣の全米フィールド担当部長に就任していた。過去にはアフリカ系の公民権運動

指導者であるジェシー・ジャクソンの 1988 年民主党大統領候補指名争いやデービッド・デ

ィンキンズの 1989 年ニューヨーク市長選挙を支援していた。ガスパードは、元々は、学校

教育改革関連問題のコミュニティ・オーガナイザーであった。ハイチ出身のハイチ系米国

人。 

 

●政治担当副部長 パトリック・ディロン(Patrick Dillon) 

チェト・カルヴァーのアイオワ州知事選挙キャンペーンの選対本部長を務め、2006 年から

同州知事の首席補佐官を務めていた。2004 年民主党大統領予備選挙プロセスでは、ジョ

ン・エドワーズ上院議員(民主党-ノースカロライナ州選出)(当時)の全米政治顧問として選

挙キャンペーンを支援していた。民主党議員の選挙キャンペーンを長年に渡り支援してき

た人物で、トム・ダシュル民主党上院院内総務(民主党-サウスダコタ州選出)(当時)、レオ

ナード・ボスウェル下院議員(民主党-アイオワ州選出)らの再選キャンペーンやマーク―・

ウォーナー州知事(現在、ヴァージニア州選出民主党連邦上院議員)のヴァージニア州知事

選挙キャンペーンを支援していた。民主党系シンクタンク｢ニュー・デモクラティック・ネ
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ットワーク(NDN)｣にかつて勤務していた。テキサス州出身。ジョージタウン大学卒業。 

 

〔任命・日程(Appointments and Scheduling)〕  

 

●大統領日程担当部長 ダニエル・クラッチフィールド (Danielle Crutchfield) 

ダニエル・クラッチフィールドはオバマ大統領の大統領日程担当部長に就任したが、2008

年大統領選挙キャンペーン期間中にはオバマ民主党大統領候補の日程担当副部長として、

オバマの日常の日程管理を行うとともに、2008 年 7 月の外遊等の広範な複雑な日程調整の

管理も担当していた。クラッチフィールドはオバマの大統領選挙キャンペーンに参加する

以前は、マリア・カントウェル上院議員(民主党-ワシントン州選出)の議員スタッフとして

勤務していた。また、民主党系の政治コンサルタントであるポール・ベガラの下で 1年間

勤務していたことがある。ワシントン州シアトル出身。ハンプトン大学卒業。 

 

●日程管理・遊説担当部長 アリッサ・マストロモナコ (Alyssa Mastromonaco) 

アリッサ・マストロモナコは、2005 年 2 月にオバマの上院議員日程管理・遊説担当部長と

してオバマの上院議員オフィスに勤務し始め、その後、2006 年中間選挙キャンペーン期間

中にオバマの政治活動委員会(PAC)である「ホープファンド(Hopefund)」の政治部長に任命

された。オバマが 2007 年 2 月にイリノイ州スプリングフィールドで大統領選挙出馬表明を

行うと同時にオバマの大統領選挙キャンペーンの日程管理・遊説担当部長に就任した。2004

年大統領選挙キャンペーンではジョン・ケリー民主党大統領候補の日程管理・遊説担当部

長、リック・バウチャー下院議員(民主党―ヴァージニア州第 9区選出)の報道官を務めて

いた。ウィスコンシン大学マディソン校で政治学の学位取得。 

 

〔遊説管理(Advance)〕 

 

●選挙遊説担当部長 エメット・ベリヴォー (Emmett Beliveau) 

エメット・ベリヴォーはオバマ大統領選挙キャンペーンの選挙遊説担当部長として数多く

の重要イベントの開催を担当していた。オバマは 2009 年大統領就任式委員会のエグゼクテ

ィブ・ディレクター兼 CEO にベリヴォーを任命した。オバマの大統領選挙キャンペーンに

参画する以前は、ワシントン D.C.のパットン・ボッグス法律事務所で弁護士活動を送って

いた。2000 年のアル・ゴア民主党大統領候補や 2004 年のジョン・ケリー民主党大統領候

補の選挙キャンペーンをスタッフの立場で支援していた。欧州の安全保障問題について協

議する地域的国際機関である欧州安全保障協力機構(OSCE)の調査研究員もしていた経歴を

持つ。出身州であるメイン州のコルビー・カレッジとジョージタウン大学ローセンターを

卒業した。 

 

●ホワイトハウス遊説管理部長 マーヴィン・ニコルソン(Marvin Nicholson) 

マーヴィン・ニコルソンは 2004 年民主党大統領候補であったジョン・ケリー上院議員(マ

サチューセッツ州選出)に非常に近い人物であり、ケリーが 2008 年民主党大統領候補指名

獲得争いに出馬しないことを発表した直後、オバマの大統領選挙キャンペーンに全米遊説

担当部長として参加、2008 年大統領選挙でのオバマ当選後、遊説管理部長として全米各地

をオバマに同行していた。遊説管理部長は、ロードマネージャーやツアーガイドを合わせ

たような激務に耐え、大統領のスケジュールの先を見て常に対応する必要がある職務であ

る。ニコルソンは 2004 年大統領選挙キャンペーンではジョン・ケリー民主党大統領候補を

支援し、2004 年大統領選挙後の同年 11 月から 2007 年 1 月まで、ケリーの上院議員オフィ
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スで特別補佐官兼遊説担当部長として勤務していた。ニコルソンとケリーとの出会いは

1998 年にニコルソンがマサチューセッツ州南東岸沖にある避暑地のナンタケット島のウ

ィンドサーフィン・ショップで勤務していたときに遡り、同年の夏の終わりに再会した際、

ケリーがニコルソンにワシントンの自らの上院議員オフィスでのインターンシップを誘っ

た経緯がある。 

〔コミュニケーション室(Office of Communications)〕 

 

●コミュニケーション担当暫定部長 アニタ・ダン (Anita Dunn) 

エレン・モランが 2009 年 4 月に商務長官首席補佐官に急遽異動したために、アニタ・ダン

がホワイトハウスのコミュニケーション担当の暫定部長に就任した。オバマの大統領就任

後、ダンがコミュニケーション担当暫定部長に就任する前から、ホワイトハウス関係者に

定期的に助言を行うとともに、毎週木曜日にデビッド・アクセルロッド大統領上級顧問の

自宅で開催されるホワイトハウス中枢の打合せにも参加していた。ダンはワシントン D.C.

のメディア・コンサルティング企業 Squier Knapp Dunn Communications のパートナーであ

り、著名な民主党系ストラテジスト兼メディア・コンサルタントである。2008 年大統領選

挙キャンペーンでは2008年4月からオバマ選対本部でコミュニケーション担当ストラテジ

ストとしてオバマの上級顧問を務めていたが、オバマ選対本部の中では数少ない女性の上

級幹部の一人であった。2008 年大統領選挙キャンペーンでは、インターネット上でオバマ

に関する誤った情報や噂に対応していた。ビル・ブラッドレー元上院議員が 2000 年民主党

大統領候補指名獲得争いに出馬した際、コミュニケーション担当部長兼首席ストラテジス

トを務めていた。ブラッドレー以外にも、ジョン・グレン、ビル・クリントン、ジョン・

ケリーの各大統領選挙キャンペーンを支援した。2001 年から 2002 年には、当時、民主党

上院院内総務であったトム・ダシュルの上級政治顧問に就任するとともに、上院民主党議

員団のコンサルタントを務めていた。そのため、ホワイトハウスのダン・ファイファーコ

ミュニケーション担当副部長とは数多くの民主党議員の選挙キャンペーンをともに支援し

た関係である。選挙キャンペーンを支援した民主党議員としては、エヴァン・バイ上院議

員、ロイド・ドゲット下院議員、ジョン・ディングル下院議員、キャロライン・マッカー

シー下院議員、ダイアナ・ドゲット下院議員、ロバート・トリセーリ上院議員(当時)、フ

ランク・ロウテンバーグ上院議員、ボブ・グラハム上院議員(当時)、ジョン・ブロー上院

議員(当時)、メアリー・ランドルー上院議員、ビル・ネルソン上院議員、トム・カーター

上院議員らがいる。ダンは、カーター政権の大統領首席補佐官をしていた故ハミルトン・

ジョーダンのスタッフを務めたのが民主党政治との関わりの始まりであり、約 30 年のキャ

リアを持つベテランである。ビル・ブラッドレー上院議員(当時)のコミュニケーションズ

兼政治担当ディレクターや首席補佐官をしていたが、1993 年にメディア・コンサルティン

グ企業 Squier Knapp Dunn Communications に加わり、現在は同社パートナー。夫は DNC

顧問のロバート・バウアー。 

●エレン・モラン (Ellen Moran) (コミュニケーション担当部長辞任)  

2008 年 11 月 22 日、オバマは、ホワイトハウスのコミュニケーション担当部長にエレン・

モランを任命した。だが、政権発足から 100 日も経過しない 4月 21 日、コミュニケーショ

ン担当部長を辞任し、ゲリー・ロック商務長官の首席補佐官に就任するために異動した。

モランは人工妊娠中絶を容認する民主党のリベラル派女性候補の当選、再選を支援するリ

ベラル系団体である｢エミリーズ・リスト(EMILY’s  List)｣の初代事務局長をしていた人

物であり、同団体のキャンペーン・スタッフ育成プログラムを作成した。また、全米最大
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の労組である米労働総同盟産別会議(AFL・CIO)に勤務していた当時は、ウォルマートのコ

ーポレート・アカウンタビリティ活動に取り組んでいた。2004 年には AFL・CIO を休職し、

全米 20 州においてテレビ、ラジオ、メール、電話による民主党全国委員会(DNC)関連の大

統領選挙キャンペーン広告を指揮していた。2008 年民主党大統領候補選出プロセスではモ

ランが事務局長を務めていた｢エミリーズ・リスト｣はヒラリー・クリントン上院議員(当時)

を支援していた。モランは 1992 年民主党大統領候補指名獲得プロセスではトム・ハーキン

上院議員(民主党-アイオワ州)の全米選挙キャンペーン・スタッフとして選挙キャンペーン

を支援していた。2000 年には民主党下院議員選挙キャンペーン委員会(DCCC)の争点推進キ

ャンペーンを指揮していた。モランは、州知事、上院議員、下院議員の選挙キャンペーン

を支援してきた政治経験がある。マサチューセッツ州アマースト出身。ウィートン・カレ

ッジで政治学、英文学専攻。 

 

●コミュニケーション担当副部長 ダニエル・ファイファー (Daniel H. Pfeiffer) 

ファイファーは、フェイスブックなどのオンライン・ツールについて精通しているのみな

らず、コミュニケーションに対するオバマのアプローチについても十分に理解しているオ

バマのインサイダーの一人であり、ワシントン D.C.で影響力を持つ報道関係者とも強固な

関係を維持している。2008 年大統領選挙ではオバマ選対本部のコミュニケーション担当デ

ィレクター(遊説担当報道官)に就任していた。ホワイトハウス報道官に就任していたロバ

ード・ギブスがオバマに常に同行して全米各地を遊説する中で、ファイファーはオバマの

遊説からシカゴの選対本部に戻り、選対本部のメディア・オフィスのマネジメントを支援

した。ファイファーは 2000 年大統領選挙でアル・ゴア民主党大統領候補の報道官を務め、

その後、ティム・ジョンソン(民主党－サウスダコタ州選出)、ジョン・ケリー上院議員(民

主党―マサチューセッツ州選出)、トム・ダシュル(民主党－サウスダコタ州選出)、エヴァ

ン・バイ(民主党－インディアナ州選出)といった民主党上院議員のスタッフを務め、また、

民主党下院選挙キャンペーン委員会(DCCC)で勤務していた経験もある。バイ上院議員の大

統領選挙キャンペーンをコミュニケーション担当ディレクターとして支援していたが、バ

イの撤退表明後、オバマ選対本部への合流をファイファーに説得したのはオバマの上院議

員首席補佐官をしていたピーター・ラウズであり、ダシュルが 2002 年に 2004 年民主党大

統領候補指名獲得争いへの出馬を検討していた際にファイファーはラウズと準備に取り組

んでいた関係である。2002 年サウスダコタ州選出連邦上院議員選挙でティム・ジョンソン

上院議員の選対本部のコミュニケーション担当ディレクターに就任していた。ダシュル上

院議員が4選を目指した2004年の選挙キャンペーンでは選対本部副本部長として選挙キャ

ンペーンを指揮した。夫人のサラ・ファインバーグは民主党下院議員総会(Democratic 

Congressional Caucus)のコミュニケーション担当ディレクターであり、大統領首席補佐官

に就任したラーム・エマニュエルの側近として勤務していた。ジョージタウン大学卒業。

デラウェア州ウィルミングトン出身。1975 年 12 月 24 日生。 

 

〔報道官室(Office of the Press Secretary)〕  

 

●大統領報道官 ロバート・ギブス (Robert L. Gibbs) 

2008 年 11 月 22 日、オバマは大統領報道官にロバート・ギブスを任命した。ギブスは 2004

年イリノイ州選出連邦上院議員選挙でオバマの選挙キャンペーンを報道官として支援し、

上院議員当選後、コミュニケーション担当の上院議員報道官に就任した。ギブスは大統領

選挙キャンペーンの選対本部でコミュニケーション担当部長兼報道官の立場にあったオバ

マの側近中の側近である。オバマの全米各地の選挙キャンペーンに常に同行し、2008 年 7
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月に行なわれたオバマのアフガニスタン、イラク、中東、西欧歴訪にも同行した。大統領

選挙キェンペーン期間中のオバマ陣営のメディア対応については遊説担当報道官のダン・

ファイファーと協調して対応した。2004 年大統領選ではジョン・ケリー民主党大統領候補

の選挙キャンペーンを報道官として支援していたが、2003 年 11 月 11 日にジム・ジョーダ

ン選対本部長が解任されたために自らもケリーの報道官を辞任した。辞任後はハワード・

ディーン元ヴァーモント州知事の 2004 年大統領選挙キャンペーンを批判する民主党系団

体である Americans for Jobs, Health Care and Progressive Values の報道官に就任して

いた。上院議員に特別の焦点を当てて活動しているコミュニケーション担当のベテランの

選挙専門家であり、民主党上院選挙キャンペーン委員会(DSCC)のコミュニケーション担当

部長やデビー・スタベノウ上院議員(民主党－ミシガン州選出)の 2000 年の選挙キャンペー

ンや 1998 年のフリッツ・ホリングス上院議員(民主党-サウスカロライナ州選出)（当時）

の再選キャンペーンの報道官に就任していた経歴がある。ノースカロライナ州立大学卒。

アラバマ州出身。1971 年 3 月 29 日生。 

 

〔演説起草チーム(Speechwrighter Team)〕 

 

●大統領演説起草担当部長 ジョナサン・ファブロー (Jonathan Favreau) 

オバマ政権のホワイトハウス演説起草担当部長にジョン・ファブローが任命されたが、カ

ーター政権当時の演説起草部長に就任したジェイムズ・ファローズに次いで史上 2番目に

若い年齢で同ポストに就任した。2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマの首席スピー

チライターの立場にあった。マサチューセッツ州のカレッジ・オブ・ザ・ホーリー・クロ

スを 2003 年に卒業後、2004 年大統領選挙で民主党大統領候補であったジョン・ケリー上

院議員(民主党-マサチューセッツ州選出)の選挙キャンペーンに参加し、トーク・ラジオ番

組の大統領選挙に関するニュースの収集活動を担当し、その後、次席スピーチライターに

昇格した。オバマとはケリーの選挙キャンペーンを支援している時期に初めて出会ってい

る。現在、オバマ政権の大統領報道官に就任しているロバート・ギブスもケリーの大統領

選挙キャンペーンを支援していたために、2005 年にギブスがファブローの演説起草能力の

素晴らしさをオバマに紹介した経緯がある。オバマが上院議員在職一年目の 2005 年からオ

バマの上院議員オフィスで勤務し、その後、2008 年大統領選挙キャンペーン・プロセスで

は、シカゴのオバマ選対本部でベン・ローズ、アダム・フランケル、そしてクリントンの

スピーチライターをしていたサラ・ハーウィッツとともに全米各地で予備選挙や党員集会

が開催された夜にオバマが行う演説のドラフト作業を担当し、スピーチライターとしてオ

バマの大統領選挙キャンペーンを 18 ヶ月以上も支援していた。オバマとライト牧師との関

係が問題になった民主党大統領予備選挙プロセスで人種に関する演説を 2008 年 3 月 18 日

にフィラデルフィアでオバマは行ったが、同演説のドラフト作業を作成したのもファブロ

ーであった。また、オバマが民主党大統領候補指名を受諾したコロラド州デンバーで開催

された民主党全国党大会の演説も大統領選挙投票日の勝利演説もファブローが担当した。

ファブローは 2009 年 1 月 20 日に行われたオバマの大統領就任演説でも、事前にオバマや

アクセルロッド上級顧問と協議を重ねて作成しており、第一次ドラフトをサンクスギビン

グ休暇までに準備するようにとのオバマの要請を受けて対応するなど非常に重要な役割を

果たした。オバマはファブローの能力に全幅の信頼を置いて二人のパートナーシップに基

づいて演説原稿の作成を行っている。マサチューセッツ州ウィンチェスター出身。1981 年

6 月 2日生。 

 

●大統領演説起草担当副部長兼外交政策顧問 ベン・ローズ (Ben Rhodes) 
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演説起草担当副部長に就任しているベン・ローズは、オバマ大統領のスピーチライター・

チームの中ではホワイトハウスにおける国家安全保障関連のミーティングにも出席してい

る外交政策顧問も兼務した唯一のスピーチライターである。米国の新たな対アフガニスタ

ン戦略、イラク駐留米軍の撤退計画、イラン暦新年「ノールーズ(Nowruz)」のイランの指

導部及び国民向けのメッセージ、エジプトのカイロ大学におけるイスラム世界に対する演

説などのオバマが大統領就任後に行った主要外交演説についてはローズがすべてドラフト

を担当している。2008 年大統領選挙キャンペーン・プロセスの 2007 年 7 月からオバマの

外交政策担当スピーチライターとして活動したが、ローズをオバマ陣営に採用したのは、

現在、演説起草担当部長のジョナサン・ファブローであった。ローズはファブローとホワ

イトハウスのウエストウィングのオフィスを共有してオバマのスピーチ作成作業に取り組

んでいる。大統領選挙キャンペーン中はオバマの外交顧問のインナーサークルの一人とし

て、外交演説の作成のみならず、オバマの外交政策上の立場の決定、メディアに対するコ

メントで使用する具体的文言の決定等にも従事していた。ローズはオバマの大統領選挙キ

ャンペーンの初期段階からグレゴリー・クレイグ、リチャード・ダンズィック、スコット・

グレイション、アンソニー・レーク、デニス・マクドノフ、サマンサ・パワー、スーザン・

ライス、ダニエル・シャピロとともに外交政策チームの中核に位置していた。リー・ハミ

ルトン元下院議員(民主党-インディアナ州選出) のスタッフをしていたマクドノフ、シャ

ピロ、ダン・レストレポもオバマ陣営に参画した経緯がある。大統領選挙キャンペーン中

はシカゴに設置されたオバマ選対本部から給与が支給されていた 2名の外交政策顧問のう

ちの一人であった。大統領選挙キャンペーン中はオバマの外交政策関連の殆どの主要演説

をドラフトするとともに、300 名以上ものオバマの外交顧問の考え方を取捨選択してオバ

マにインプットする作業についてデニス・マクドノフをサポートしていた。オバマが民主

党大統領候補指名を事実上獲得した後の 2008 年 7 月に行なわれたオバマの中東・西欧歴訪

には、スーザン・ライス、ジェイムズ・スタインバーグ、リチャード・ダンズィック、デ

ニス・マクドノフともに随行している。超党派の｢イラク・スタディ・グループ(Iraq Study 

Group)｣の最終報告書の作成を支援した中心的人物であり、同報告書の作成プロセスでかつ

て下院外交委員会委員長を務めていたリー・ハミルトン元下院議員をサポートしていた。

同報告書はイラク国内の治安強化のために一時的な米軍増派を求め、その後、イラク駐留

米軍の段階的撤退を図ることを提言したが、ローズのイラク政策に関する個人的立場も同

報告書の提言内容に一致している。また、「イラク・スタディ・グループ」の最終報告書の

中でイラン、シリアといったイラクの周辺国との直接対話の重要性を提言する殆どの部分

のドラフト作業をローズが担当していた。ハミルトンが共同委員長を務めていた「米国同

時多発テロ事件究明委員会(9/11 Commission)」の政策提言の作成にもハミルトンを支援し

つつ従事していた。ハミルトンが所長を務めているウッドロー・ウィルソン国際問題研究

所にかつて勤務していたが、ニューヨーク大学卒業後の 2002 年 6 月からハミルトンには師

事しており、現在でもローズはハミルトンに定期的に助言を求め、ハミルトンがオバマの

主要外交演説を事前レビューしていることをローズは明らかにしている。ハミルトンは民

主党大統領候補指名獲得争いの重要な節目となった2008年5月6日に行われたインディア

ナ州民主党予備選挙前にオバマ支持を表明した経緯がある。ローズはハミルトンとの共著

「Without Precedent: The Inside Story of the 9/11 Commission」がある。ローズは、

ヴァージニア州選出民主党連邦上院議員のマーク・ワーナーのヴァージニア州知事時代に

短期間スピーチライターをしていた経歴もある。ニューヨーク大学からフィクション・ラ

イティングの文学修士号取得。ニューヨーク市マンハッタン出身。 

 

●大統領スピーチライター アダム・フランケル (Adam Frankel) 
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2004 年民主党大統領候補であったジョン・ケリー上院議員(民主党-マサチューセッツ州選

出)の元スピーチライターであり、2007 年からオバマの大統領選挙キャンペーンをスピー

チライターとして支援していた。故ジョン・F.ケネディ大統領のスピーチライターであっ

たセオドア・C.ソレンセン元大統領特別顧問の指導を 6 年間受け、ソレンセンの回顧録

「Counselor: A Life at the Edge of History」(2008 年)の執筆やパトリック・マーフィ

ー下院議員(民主党-ペンシルベニア州選出)の自伝の執筆も手伝っていた。プリンストン大

学卒業。フルブライト奨学金でロンドン・スクール・オブ・エコノミクスに留学して修士

号取得。 

 

●大統領スピーチライター サラ・ハーウィッツ (Sarah Hurwitz) 

現在、オバマ大統領のスピーチライターに就任しているが、2008 年民主党大統領候補選出

プロセスではヒラリー・クリントンのチーフ・スピーチライターをしていた。クリントン

撤退後、ジョン・ファブローの要請でオバマ陣営に参画し、シカゴ市内にあったオバマ選

対本部でジョン・ファブロー、ベン・ローズ、アダム・フランケルらオバマの上級スピー

チライターとともにオフィスを共有しつつ、オバマの大統領選挙キャンペーンを支援した。

2004 年民主党大統領候補選出プロセスでは、ウェズリー・クラーク元北大西洋条約機構

(NATO)欧州連合軍最高司令官の次席スピーチライターに就任し、クラークの撤退後は、2004

年民主党大統領候補であったジョン・ケリー上院議員(民主党-マサチューセッツ州選出)

の次席スピーチライターに就任した。トム・ハーキン上院議員(民主党-アイオワ州選出)

のスピーチライターにも一時就任していた。大手法律事務所の WilmerHale のワシントン

D.C.事務所に弁護士として勤務していた経験もある。ハーバード大学卒業。ハーバード大

学ロースクール卒業。 

 

〔国土安全保障会議(Homeland Security Council)〕 

 

●国土安全保障担当大統領補佐官兼国家安全保障担当大統領次席補佐官(対テロ対策)(兼

任) ジョン・ブレナン (John O. Brennan) 

2009 年 1 月 9 日、オバマは米中央情報局(CIA)に 25 年勤務した諜報分野のベテランである

ジョン・ブレナンを国土安全保障担当大統領補佐官兼国家安全保障担当大統領次席補佐官

(対テロ対策)に任命する意向を表明した。ブレナンは、2009 年 5 月から同ポストでジェイ

ムズ・ジョーンズ国家安全保障問題担当大統領補佐官に報告しつつ、テロ活動から米国を

守り、自然災害などにも対応する政策を担っている。オバマ政権ではホワイトハウス国土

安全保障担当顧問室を廃止し、同機能をホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)に統合し、

国土安全保障担当大統領補佐官に同機能を委ねるプランが検討されている。当初、オバマ

はブレナンを CIA 長官に起用する方針を固めていたが、米国同時多発テロ事件後の CIA の

テロリスト容疑者に対する｢水責め｣に象徴される拘束・尋問プログラムの作成にブレナン

自身が関与していたとの批判を人権擁護団体や民主党左派勢力から受け、オバマは、2008

年 11 月下旬、ブレナンの CIA 長官任命を見送らざるを得なかった経緯がある。ブレナンは

ジョージ・テネット CIA 長官(当時)の首席補佐官などを務めた CIA 元幹部であり、対テロ

対策専門家である。CIA 勤務時代には、主に中東地域の諜報活動に従事していた。ブレナ

ンが中東に関わったのは 1970 年代であり、エジプトで研修し、CIA 勤務時代には地域研究

を重視して勤務していた。第 1次湾岸戦争当時は CIA のテロ活動の分析を担当し、その後、

ホワイトハウスで大統領に対する日常ベースの諜報ブリーフィングの作成を担当していた。

1996 年から 1999 年までサウジアラビアのリヤドに CIA 駐在部長として勤務していた経歴

がある。2008 年大統領選挙キャンペーンではアンソニー・レーク国家安全保障問題担当元
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大統領補佐官の要請によりオバマの諜報・対テロ対策担当顧問として助言を行っていた。

米国の国家安全保障に対する脅威に対しては、オバマ同様に、パブリック・ディプロマシ

ーと武力行使の選択肢とを組み合わせることが重要との立場を支持していた。2004 年に新

設された｢国家テロ対策センター(National Counterterrorism Center)｣の初代ディレクタ

ーに就任し、設立直後には暫定センター長に就任していた。2005 年 11 月からはグローバ

ル・ストラティジーズ・グループの子会社でヴァージニア州マクリーンにある対テロ対策

企業である Analysis Corp.(TAC)の社長兼 CEO に就任していた。また、2007 年から諜報関

係者で結成された団体である｢諜報・国家安全保障連合(INSA: Intelligence and National 

Security Alliance)」の会長に就任していた。ニュージャージー州出身。フォーダム大学

卒業。同大学在学中にエジプトの首都カイロにあるアメリカン大学でアラビア語と中東研

究のために一年間留学。テキサス大学オースチン校で中東研究の修士号取得。1955 年 9 月

22 日生。 

 

〔エネルギー・気候変動政策室(Office of Energy and Climate Change Policy)〕 

 

●エネルギー・気候変動担当大統領補佐官(新設) キャロル・ブラウナー (Carol M. 

Browner) 

2008 年 12 月 15 日、オバマは環境・エネルギー関連の主要人事を発表し、ホワイトハウス

に新設するエネルギー・気候変動担当大統領補佐官にキャロル・ブラウナーを任命した。

オバマの次期大統領当選後は、オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの 12 名で構成され

る顧問委員会の委員にウィリアム・デイリー、ジュリウス・ジナチョースキー、ジャネッ

ト・ナポリターノ、スーザン・ライスらとともに就任していた。ブラウナーはフロリダ州

環境規制省長官を経て、クリントン政権では 1993 年から 2001 年までの 8年間にわたり閣

僚級ポストの連邦環境保護局(EPA)局長を務めた。EPA 局長時代には気候変動問題を重視し、

気候変動問題は早急な対応が求められる重要な環境問題として位置付けた。ブラウナーは、

環境・エネルギー政策に熱心に取り組んでいるアル・ゴア元副大統領の上院議員時代の

1988 年から 1991 年まで法案担当ディレクターを務めていたこともあり、ゴアに非常に近

い人物である。環境保護団体関係者はブラウナーが新設のエネルギー・気候変動担当大統

領補佐官のポストに任命されたことに歓迎の意を明らかにしている。ブラウナーは環境保

護政策ならびにエネルギー政策を体系的にホワイトハウスから推進している。オバマ大統

領は大統領選挙キャンペーンの中で温室効果ガス排出量を 2020 年までに 1990 年の水準ま

で削減する目標を明らかにしていたが、気候変動対策についてもブラウナーは積極的役割

を担っている。エネルギー・気候変動担当大統領補佐官に任命される迄はオルブライト・

グループの社長として、環境保護、気候変動、省エネ、エネルギー安全保障といった重要

な分野で顧客に対し戦略的分析を提供していた。2008 年民主党大統領候補選出プロセスで

はヒラリー・クリントンを支持していたが、撤退後はオバマを支持した。ブラウナーは幼

少期から自宅近くのフロリダ州のエバーグレーズ国立公園で遊んでいたこともあり、環境

問題に強い関心を抱くようになった経緯がある。フロリダ大学卒業。フロリダ大学ロース

クール卒業。フロリダ州マイアミ出身。1955 年 12 月 16 日生。 

 

●エネルギー・気候変動担当大統領次席補佐官(新設) ヒザー・ザイカル (Heather Zichal) 

2008 年 12 月 15 日、オバマは環境・エネルギー関連の主要人事を発表し、ホワイトハウス

に新設するエネルギー・気候変動担当大統領次席補佐官にヒザー・ザイカルを任命した。

ザイカルはエネルギー・気候変動担当大統領次席補佐官に任命されるまではオバマ政権移

行チームのエネルギー・環境政策チームの共同委員長を務めていた。2008 年大統領選挙で
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はオバマ陣営のエネルギー・環境・農業担当政策部長の立場にあった。ザイカルは複数の

民主党連邦下院議員の議員スタッフを経て、ジョン・ケリー上院議員(民主党-マサチュー

セッツ州選出)の立法担当部長として同上院議員の内政、外交政策の調整役を務めていた。

2004 年大統領選挙キャンペーンではケリー民主党大統領候補のエネルギー・環境政策を担

当していた。議員スタッフ時代から、(1)環境関連の雇用の創出、(2)気候変動対策、(3)

外国産原油への過度の依存からの脱却、(4)天然資源の保護、(5)北極圏野生動物保護区の

保護、などのために積極的な立法活動に従事していた。アイオワ州出身。ラトガーズ大学

卒業。 

 

〔医療改革室(Office of Health Reform)〕 

 

●大統領顧問兼ホワイトハウス医療改革室長 ナンシーアン・ドパール (Nancy-Ann 

DeParle)オバマ大統領は、2009 年 3 月 2日、ナンシーアン・ドパールを医療保険改革担当

調整官である大統領顧問兼ホワイトハウス医療保険改革担当ディレクターに任命した。ド

パールはテネシー州厚生省のコミッショナーを経て、クリントン政権では1997年から2000

年まで米連邦医療財政管理局(HCFA)(その後、メディケア・メディケイド・サービスセンタ

ーに改称)の局長として医療保険改革関連の予算を担当していた。HCFA 局長離任後は、米

薬剤給付管理最大手のメドコ・ヘルス・ソリューションズ(MHS)、医療情報システム企業の

サーナー、医療機器会社のボストン・サイエンティフィック、ダヴィタ、トリアド・ホス

ピタルズといった大手医療関連企業の取締役として勤務していたために、医療保険ビジネ

ス界での経験も豊かである。当初、オバマ大統領は、次期厚生長官にトム・ダシュル民主

党元上院院内総務を任命するとともに、ダシュルをホワイトハウスに新設される医療改革

室長にも任命し、ダシュルが厚生長官とホワイトハウス医療改革室室長を兼務するかたち

でオバマ政権の医療保険改革を総括することになっていたが、納税ミスなどによりダシュ

ルが指名を辞退した経緯がある。ドパールを大統領顧問兼ホワイトハウス医療改革室長に

任命した後の 4月 9日、オバマはホワイトハウス内に医療保険改革実現のために、連邦政

府、議会、州政府、地方自治体などと政策を調整する役割を担う医療保険改革担当の専門

部署の新設に関する大統領令に正式署名している。 

●ホワイトハウス医療改革室政策担当ディレクター ローレン・アロンソン (Lauren 

Aronson) 

ローレン・アロンソンは 2009 年 4 月からホワイトハウス医療改革室政策担当ディレクター

に就任しており、オバマ政権の医療保険改革法案の作成をサポートしている。オバマの次

期大統領当選後は、オバマ・バイデン政権移行プロジェクトで医療保険政策作業部会のメ

ンバーに就任していた。ラーム・エマニュエル大統領首席補佐官に非常に近い人物であり、

エマニュエルが下院議員時代に同議員の医療政策担当の議員スタッフとして勤務するとと

もに、2005 年 7 月から 2008 年までは、エマニュエルが会長を務めていた下院民主党コー

カスの医療政策スタッフとしてメディケアや州の児童健康保険プログラムに関連する法案

の協議で主要な役割を担っていた。ラーム・エマニュエルの議員スタッフになる前は、

Ginsberg Lahey, LLC の調査担当アナリストや Jennings Policy Stategies の法案担当ア

ナリストを経て、カロライン・マッカーシー下院議員(民主党-ニューヨーク州選出)の法案

担当補佐官をつとめていた。ニューヨーク市ブロンクスで生まれ、クイーンズで育った。

ジョージワシントン大学で政治学を専攻。1979 年生 3月 25 日生。 
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●ホワイトハウス医療改革室コミュニケーション担当部長 リンダ・ダグラス(Linda 

Douglass) 

オバマ政権は医療保険改革を同政権の最優先課題の一つとしており、医療保険改革の必要

性を米有権者に訴えることを目的として、ベテラン・レポーターであるリンダ・ダグラス

を 2009 年 5 月にホワイトハウス医療改革室のコミュニケーション担当部長に任命した。ダ

グラスはホワイトハウス医療保険改革室でナンシーアン・ドパール医療改革室長やローレ

ン・アロンソン医療改革室政策担当ディレクターと協調しながら対応している。オバマの

次期大統領当選後の 2008 年 11 月から 2009 年 1 月までダグラスはバラク・オバマ大統領就

任委員会(Barack Obama’s Presidential Inaugural Committee)のメンバーに首席報道官

として就任し、2009 年大統領就任式の計画立案を支援した。オバマの大統領選挙キャンペ

ーンを支援する目的で 2008 年 5 月に上級ストラテジスト兼上級報道官に就任したが、同ポ

ストで報道関係者とオバマ陣営との良好な関係を構築し、オバマのメッセージをメディア

を通じて米有権者に伝えることがダグラスの主要な役割であった。オバマの大統領選挙キ

ャンペーンに参加するまではナショナル・ジャーナル誌の編集委員に就任していた。ダグ

ラスは、ロサンゼルスの地方テレビ局勤務を経て、ABC 放送、CBS 放送のレポーターとなり、

テレビ局レポーターとして 30 年以上のキャリアがある。1980 年以降のすべての大統領選

挙報道に関与してきたベテラン・レポーターである。第 1 期クリントン政権での医療保険

改革も取材している。2000 年共和党大統領候補指名獲得争いではレポーターとしてジョ

ン・マケイン上院議員(アリゾナ州選出)の選挙キャンペーン報道を担当した。ダグラスは

イラク政策、医療保険改革、ブッシュ減税等の問題についてマケインとは基本的立場に違

いがあり、2008 年大統領選挙キャンペーンでマケインの政策批判を展開する点でいかなる

問題もないとの見解を表明していたが、マケイン自身は友人であり、尊敬の念を表明して

いた。ダグラスがオバマと出会ったのは ABC 放送の番組で上院を取材し、オバマが上院議

員に在職し始めた 2005 年であり、ダグラスはオバマの知性と判断力に強い印象を受けた。

2007 年初頭にダグラスがハーバード大学ショレンスタイン・プレス研究所にフェローとし

て在籍していた当時、オバマに討論会に関する助言を行なったりしていたが、2008年5月、

オバマと協議してオバマ選対本部の報道官に就任することを決意した。報道官就任に際し

てはクリントン大統領のホワイトハウス報道官を務めたマイク・マカリーにも相談したこ

とをダグラスは明らかにしている。オバマ選対本部の上級ストラテジストであったデビッ

ド・アクセルロッドはダグラスは全米レベルの重要な問題に非常に精通しており、ネット

ワーク・テレビ局を内側と外側とで理解しているため、オバマ選対本部にとり貴重な｢財産

(“asset”)｣になっていたと高く評価していた。夫のジョン・フィリップスは弁護士であ

り、2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマに大口の政治献金を行っている。カリフォ

ルニア州出身。南カリフォルニア大学卒業。 

〔副大統領室〕 

 

●副大統領首席補佐官 ロナルド・クライン (Ronald A. Klain) 

2008 年 11 月 15 日、バイデンはロナルド・クラインを副大統領首席補佐官に任命した。ク

ラインはクリントン政権でアル・ゴア副大統領の首席補佐官兼顧問を務め、2000 年大統領

選挙でのフロリダ州をめぐる再集計作業ではゴア陣営の再集計委員会の法律顧問の立場に

あった。1989 年から 1992 年まで上院司法委員会の首席顧問の立場にあり、クラレンス・

トーマスの連邦最高裁判事任命問題に関与していたが、当時、上院司法委員会委員長をし

ていたのがバイデン副大統領であり、バイデンとは当時から親しい関係にある。クリント

ン政権ではジャネット・リノ司法長官の首席補佐官兼顧問や大統領補佐官も務めていた。
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AOL 創業者であるスティーブ・ケースが設立した投資企業であるレボリューションの元副

社長。インディアナ州インディアナポリス出身。ジョージタウン大学卒業。ハーバード大

学ロースクール卒業。 

●副大統領顧問 マイケル・ドニロン (Michael C. Donilon) 

2008 年 11 月 25 日、バイデンは副大統領顧問にマイケル・ドニロンを任命した。ドニロン

は 2008 年大統領選挙本選挙キャンペーンでの副大統領候補テレビ討論会ではバイデン民

主党副大統領候補の討論準備チームに参画し、遊説担当顧問としてバイデンを支えていた。

ブリンケンはトーマス・ドニロン国家安全保障問題担当大統領次席補佐官、スタインバー

グ国務副長官とは家族ぐるみで休暇を過ごすなど非常に懇意であり、オバマ政権のホワイ

トハウスと国務省との政策調整を図る上で 3人は重要な役割を担うようになると見られて

いる。民主党の政治家の数多くの選挙キャンペーンを支援してきた民主党系ストラテジス

トであり、1989 年のダグラス・ワイルダーのヴァージニア州知事選挙や 1992 年のビル・

クリントンの大統領選挙をそれぞれ支援していた。オバマの国家安全保障問題担当大統領

次席補佐官に任命されたトーマス・ドニロンとは兄弟であり、義姉のキャシー・ラッセル

はジル・バイデン副大統領夫人の首席補佐官に任命されている。 

 

●副大統領補佐官(国家安全保障問題担当) アントニー・ブリンケン (Antony “Tony” 

Blinken) 

バイデン副大統領の国家安全保障問題担当補佐官に上院外交委員会で外交政策上級顧問を

務めるアントニー・ブリンケンが任命された。ブリンケンは 2002 年 4 月に上院外交委員会

のスタッフ・ディレクターに就任し、当時、同委員会委員長であったジョー・バイデンに

助言を行っていた。ブリンケンはトーマス・ドニロン国家安全保障問題担当大統領次席補

佐官、ジェイムズ・スタインバーグ国務副長官とは家族ぐるみで休暇を過ごすなど、非常

に親しく、オバマ政権のホワイトハウスと国務省との政策調整を図るうえで 3人は重要な

役割を担うようになると見られている。ブリンケンは、クリントン政権では 1993 年から

1994 年に欧州問題担当国務次官補特別補佐官に就任し、その後、1994 年から 2001 年まで

はホワイトハウス国家安全保障会議(NEC)で戦略立案担当上級部長、スピーチ作成担当上級

部長、欧州問題担当上級部長を歴任した。米戦略国際問題研究所(CSIS)の上級研究員を経

て、オバマ・バイデン大統領選挙キャンペーンの外交政策上級顧問として外交政策につい

て助言を行っていた。政治雑誌｢ニュー・リパブリック誌｣の元記者であり、有力紙や外交

専門誌に多数の論文を寄稿している。ハーバード大学卒業。コロンビア大学ロースクール

卒業。 

 

●副大統領次席補佐官(国家安全保障問題担当)ブライアン・マッケノン (Brian McKeon) 

 

●副大統領特別顧問(大量破壊兵器(WMD)・不拡散問題担当) ジョン・ウォルフォゾール(Jon 

Wolfsthal)   

 

●副大統領補佐官(内政担当) テレル・マクスウィーニー (Terrell P. McSweeny) 

バイデン次期大統領の内政担当の副大統領補佐官に任命された。マクスウィーニーはバイ

デン上院議員の次席補佐官兼政策ディレクターをしていた人物であり、主に、内政、経済

政策立案や法案作成を担当していた。 

 

●副大統領補佐官(省庁間問題担当) エヴァン・ライアン (Evan M. Ryan) 
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バイデン次期大統領の省庁間問題担当の副大統領補佐官に任命された。2008 年大統領選挙

キャンペーンではバイデンの顧問を務めており、民主党大統領候補選出プロセスではバイ

デンの選対副本部長の立場にあった。クリントン政権では 1994 年から 2000 年までホワイ

トハウス・スタッフとして勤務しており、ファーストレディであったヒラリー・クリント

ンの首席補佐官の特別補佐官などの立場にあった。その後、ニューヨークのクリントン・

グローバル・イニシアティブなどに勤務していた。 

 

●副大統領席エコノミスト兼経済政策顧問 ジャレド・バーンスタイン (Jared Bernstein) 

2008 年 12 月 5 日、ジョセフ・バイデン次期副大統領(当時)はワシントン DC にある労働経

済のシンクタンクである｢経済政策研究所(EPI)｣の主任エコノミスト兼生活水準研究担当

ディレクターであったジャレド・バーンスタインを新設される同副大統領の首席エコノミ

スト兼経済政策顧問(Chief Economist and Economic Policy Adviser)に任命した。バーン

スタインは自由貿易に懐疑的な労組寄りのエコノミストとして知られており、低所得の労

働者のための政策の導入や格差是正を重視する労組が資金援助を行っているシンクタンク

である EPI に長年勤務していたリバラル派のエコノミストである。バーンスタインは、所

得格差、低賃金労働市場、貧困問題、ミドルクラスに対する経済政策等に焦点を当てて研

究活動を送っている。クリントン政権ではロバート・ライシュ労働長官の次席エコノミス

トをしていたが、EPI はライシュが共同設立者の一人であり、寄付の一部は労組からのも

のである。近著に｢Crunch: Why Do I Feel So Squeezed? (And Other Unsolved Economic 

Mysteries)｣がある。ニューヨーク・タイムズやワシントンポストなどの主要紙に頻繁に寄

稿を行っている。 

 

●副大統領補佐官兼コミュニケーションズ担当部長 ジェイ・カーニー (Jay Carney) 

2008 年 12 月 16 日、バイデンは副大統領補佐官兼コミュニケーションズ担当部長にジェ

イ・カーニーを任命した。カーニーは 2005 年 9 月からタイム誌のワシントン支局長として

政治・米国関連報道を担当していたが、タイム誌勤務は 20 年になる。タイム誌のモスクワ

支局勤務時代にはソ連崩壊を取材している。1993 年からタイム誌ワシントン支局に勤務し、

ホワイトハウスを 2 度担当しており、2001 年 9 月 11 日の米国同時多発テロ事件発生時に

はジョージ・W・ブッシュ大統領の大統領専用機に同行していた記者の一人であった。エー

ル大学でロシア・東欧研究の学位取得。ヴァージニア州出身。 

 

●副大統領報道官 エリザベス・アレキサンダー (Elizabeth Alexander) 

2008年 12月 16日、バイデンは副大統領報道官にエリザベス・アレキサンダーを任命した。

アレキサンダーは 2006 年以来、バイデン上院議員の上院オフィスならびに上院外交委員会

で報道官やコミュニケーションズ担当部長として勤務していた。バイデンの議員スタッフ

として勤務する以前は、テッド・ターナーの寄付により 1998 年に設立された｢国連財団(UN 

Foundation)｣の報道官に就任していた。 

 

〔ファーストレディ室(Office of the First Lady)〕 

 

●大統領夫人 ミシェル・オバマ (Michelle LaVaughn Obama) 

イリノイ州シカゴの勤労家庭に生まれ、シカゴの大手法律事務所であるシドレイー・アン

ド・オースチンで弁護士としての勤務を経て、オバマ政権でホワイトハウス上級顧問に就

任したヴァレリー・ジャレットとの縁でシカゴ市の行政関連の重要業務に従事した。1996

年から 2008 年までシカゴ大学の学部長補佐やシカゴ大学病院幹部として勤務。2009 年 10
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月2日にコペンハーゲンで開催される2016年夏季五輪開催地を決定する国際オリンピック

委員会(IOC)総会にシカゴへの五輪誘致を訴えるためにシカゴ出身のミシェル・オバマ大統

領夫人が出席することをホワイトハウスが発表した。バラク・オバマとは法律事務所勤務

時代に知り合い、1992 年に結婚。二女の母親。イリノイ州シカゴ出身。プリンストン大学、

ハーバード大学ロースクール卒業。アフリカ系米国人。1964 年 1 月 17 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報：http://www.whitehouse.gov/firstlady/) 

 

●ファーストレディ首席補佐官 スーザン・シェー (Susan Sher) 

オバマ政権発足後4ヶ月余りが経過した2009年6月4日にファーストレディ首席補佐官が

オバマのアイオワ州党員集会キャンペーンを支援していたジャーキー・ノリスからスーザ

ン・シェーに交代した。シェーはミッシェル・オバマも勤務していたシカゴ・メディカル・

センターの副所長を務めていたために、お互いにシカゴ時代からの旧友であり、10 年以上

の付き合いになる。シェーはリチャード・デイリー・シカゴ市長の法人担当顧問をかつて

務めていたが、特に、法律問題、医療保険改革に詳しい人物である。ミッシェル・オバマ

はシェーのファーストレディ首席補佐官就任に関する声明の中で、「シェーは信頼できる顧

問であり、長年の相談相手かつ友人でもあり、ファーストレディ首席補佐官の移行はシー

ムレスに行われると確信している」と指摘。 

 

●ジャッキー・ノリス (Jackie Norris) (ファーストレディ首席補佐官辞任) 

ジャッキー・ノリスは、2009 年 6 月 4日、ファーストレディ首席補佐官を辞任することを

発表した。ノリスはアイオワ州政治を熟知した行政・歴史が専門のアイオワ州の高校教師

であり、2000 年の民主党アイオワ州党員集会ではアル・ゴア副大統領(当時)の日程管理・

政治担当ディレクターを務めていた経歴がある。アイオワ州党員集会キャンペーンではオ

バマの上級顧問兼スケジュール責任者を務め、オバマのアイオワ州党員集会キャンペーン

を支援し、オバマ夫妻と一緒に州内を選挙運動する中で懇意になり、2008 年 1 月 3日に実

施された同州党員集会でのオバマの勝利に尽力した。ファーストレディ首席補佐官として

は国家奉仕活動に大きな焦点を当ててミッシェル・オバマをサポートしていた。｢1993 年

全米コミュニティサービス委託法(National and Community Service Trust Act of 199

3)｣の成立に基づき設置され、ボランティア団体に補助金を提供し、ボランティア主義の推

進を図る米国政府のボランティア活動推進機関である｢全米コミュニティサービス公社(Co

rporation for National and Community Service)(CNCS)｣の上級顧問にノリスは就任して

おり、同ポストで、AmeriCorps や Senior Corps 等のプログラムも管轄している。 

 

●ファーストレディ次席補佐官 メリッサ・ウインター (Melissa Winter) 

メリッサ・ウインターはファーストレディ次席補佐官に任命され、現在、ミシェル・オバ

マ大統領夫人をサポートしている。2008 年大統領大統領候補選出プロセスや 2008 年大統

領選挙キャンペーンを通じて約 2年近くにわたりシカゴのオバマ選対本部でミシェル・オ

バマの遊説担当首席補佐官などを務めていた。政権移行プロセスでは 2009 年 11 月 24 日に

オバマ政権移行室のメンバーに任命されていた。シカゴ出身で、カリフォルニア州で育ち、

スキッドモア・カレッジ卒業後にワシントン D.C.でノーマン・ミネタ下院議員(民主党-カ

リフォルニア州選出)(当時)やジョー・リーバーマン上院議員(民主党－コネティカット州

選出)(当時)(現在は民主党系無所属)の議員スタッフを務めていた。1967年 11月 16日生。 

 

〔副大統領夫人室〕 
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●副大統領夫人 ジル・バイデン (Jill Tracy Biden) 

ジョゼフ・バイデン副大統領とは 1977 年に結婚(バイデンは 1972 年 11 月に実施されたデ

ラウェア州選出連邦上院議員当選直後に先妻と長女を交通事故で亡くしている)。先妻との

間の長男、次男の他に、バイデンとの間の長女、三人の母親。公立学校教員など教育活動

に 25 年以上従事し、デラウェア大学から教育学の博士号を取得。また、乳癌の啓蒙活動「バ

イデン・ブレスト・ヘルス・イニシアティブ」に 1993 年から積極的に取り組んでいる。ニ

ュージャージー州出身。デラウェア大、ウエスト・チェスター大学、ビラノバ大学卒業。

1951 年 6 月 5日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/administration/jill_biden/) 

 

●副大統領夫人首席補佐官 キャサリン・ラッセル (Catherine M. Russell) 

キャサリン・ラッセルは、2008 年 11 月 21 日、ジル・バイデン次期副大統領夫人の首席補

佐官に任命された。2008 年大統領選挙キャンペーンでもジル・バイデンの首席補佐官を務

めていた。クリントン政権の司法副長官補、ジョー・バイデン上院議員の元補佐官(管理担

当)、上院司法委員会元スタッフ・ディレクター、上院外交委員会元上級顧問(国際女性問

題担当)などを歴任。夫のトーマス・ドニロンはオバマ大統領の国家安全保障問題担当大統

領次席補佐官。義弟のマイケル・ドニロンは副大統領顧問。ジョージワシントン大学ロー

スクール卒業。 

 

〔ホワイトハウス最高情報責任者(CIO)〕 

 

●ホワイトハウス最高情報責任者 ヴィベック・クンドラ (Vivek Kundra) 

オバマ大統領は、2009 年 3 月 5日、ホワイトハウスに新設された最高情報責任者(CIO)に

インド系アメリカ人のヴィベック・クンドラを任命したと発表した。クンドラは、現在、

同ポストでオバマ政権の技術アジェンダの推進を図っている。オバマはクンドラをホワイ

トハウス CIO に任命する発表を行った際、従来までの技術分野における経験の豊かさと行

政機能のコスト削減への取り組みを新たなポストで発揮することになると説明したうえで、

パフォーマンスの改善ならびに行政機能コストの削減のために米国のイノベーションの精

神と技術力を使うようクンドラに指示した事実に言及した。ホワイトハウスの発表では、

ホワイトハウス CIO は連邦情報技術投資の政策及び戦略の立案を指示するとともに、連邦

技術関連支出も管轄する立場にあることを明らかにしている。オバマ大統領の技術アジェ

ンダの推進を図るために CTO に就任したアニーシュ・チョプラを緊密に連携を図っている。 

 

〔ホワイトハウス最高技術責任者(CTO)〕 

 

●ホワイトハウス最高技術責任者(CTO) アニーシュ・チョプラ (Aneesh Chopra) 

オバマ大統領は、2009 年 4 月 18 日に行った定例ラジオ・インターネット演説でホワイト

ハウスに新設される最高技術責任者(CTO)にヴァージニア州技術長官のアニーシュ・チョプ

ラを任命したと発表した。ヴァージニア州技術長官として、行政改革に技術を積極的に活

用し、同州のイノベーション関連のアジェンダを促進し、起業家精神を特に重視しながら

技術関連の経済開発に取り組んでいた業績がある。オバマ大統領はチョプラが雇用創出か

ら医療費削減、国家の安全維持に至るまで、米国で最も優先順位の高い政策の実現を図る

ために技術革新を積極的に導入していくと説明した。ホワイトハウス最高情報責任者に就

任したヴィベック・クンドラとチョプラは行政の透明性改善における技術の役割について



 59

最近頻繁に協議を行っている。ホワイトハウス CTO には、当初、シリコンバレーの関係者

が任命されるのではないかとの憶測があったが、最終的にはオバマはヴァージニア州技術

長官で、インド系米国人のチョプラを最終的に任命した経緯がある。オバマの次期大統領

当選後、チョプラはオバマ・バイデン政権移行プロジェクトの技術、イノベーション、行

政に関する検証監視作業部会の委員を務めていた。チョプラは民間の医療シンクタンク

Advisory Board Company で取締役を務めた後、2005 年にヴァージニア州技術長官に就任し

た。またヴァージニア州の医療 IT およびブロードバンド関連の委員会の委員長も務めてい

た。ハーバード大学で公共政策学の修士号取得。 

 

〔サイバーセキュリティ責任者〕 

 

●サイバーセキュリティ責任者 空席 

オバマ大統領は、2009 年 5 月 29 日、ホワイトハウスにサイバーセキュリティ政策を担当

し、連邦政府のサイバーセキュリティ政策の調整役を果たし、サイバー・スペース上の脅

威に対応するためにサイバーセキュリティ責任者である「サイバーツァー(cyber czar)」

のポストを新設する意向を正式に発表した。また、ホワイトハウスはサイバーセキュリテ

ィやデジタル・リテラシーに関する国民の意識を高まることを目的として新たな啓蒙キャ

ンペーンを展開する方針も明確にした。だが、サイバーセキュリティ責任者の空席状況が

続いている。サイバーセキュリティ責任者は、ハッカーやテロリストなどからのサイバー

攻撃から政府や民間のコンピューター・システムを防御するための全米レベルの取り組み

の調整を図り、国家安全保障問題担当大統領補佐官とホワイトハウス国家経済会議(NEC)

議長に対して報告を行うことになっている。ジョージ・W.ブッシュ前政権ではサイバーセ

キュリティ政策は国土安全保障省主導となっていたが、複数のオバマ政権関係者はホワイ

トハウス主導ですべての省庁・機関が連携しつつサイバーセキュリティの強化を図るよう

に指示を行う必要性を指摘している。 

●メリッサ・ハザウェイ (Melissa Hathaway) (サイバーセキュリティ責任者代行辞任) 

ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)に勤務していたメリッサ・ハザウェイが連邦政府の

サイバーセキュリティ活動の責任者代行を務めていたが、2009 年 8 月、辞意を表明した。

ハザウェイはサイバーセキュリティ関連の問題に関するレビュー・プロセスを担当し、民

間セクター、政府省庁・機関、学界、州政府・地方自治体、人権擁護団体、プライバシー

専門家といった各関係者との意見交換を行っていた。ハザウェイは電力送電網や金融ネッ

トワークをはじめとする全米の重要インフラの脆弱性について懸念を表明していたが、国

土安全保障省は政府や民間のネットワークに対するサイバー攻撃件数は 2005 年の 4095 件

から 2008 年には 7万 2065 件に 17 倍以上も増大したと警告していた。 

〔国務省〕(http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/c130.htm) 

 

●国務長官 ヒラリー・クリントン (Hillary Rodham Clinton) 

2008 年 12 月 1 日、オバマは新政権の外交・安保政策チームを明らかにし、ビル・クリン

トン元大統領夫人で、ニューヨーク州選出民主党連邦上院議員のヒラリー・クリントンを

国務長官に任命することを発表した。ヒラリー・クリントンは 2009 年 1 月 21 日に開催さ

れた上院外交委員会での指名承認公聴会で、国際協調主義を重視し、また、非軍事分野の

対外援助を強化していく方針を表明し、ブッシュ外交との決別を明確にした。上院本会議

は、1月 21 日、賛成 94 名、反対 2名の賛成多数でクリントンの第 67 代国務長官就任を正
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式に承認した。元ファーストレディ、前上院議員としての国際的知名度の高さを活かして

ブッシュ政権下で悪化した国際社会における米国のイメージ改善に取り組んでいる。2 月

中旬から日本、インドネシア、韓国、中国のアジア 4ヶ国を歴訪し、初外遊先として 2月

16 日から 18 日までの 3 日間日本を訪問した。オバマは、クリントン次期国務長官、ゲー

ツ次期国防長官、ジョーンズ次期大統領補佐官(国家安全保障問題担当)らから構成される

次期政権の外交・安保チームと 2008 年 12 月 15 日にシカゴで初会合を開催し、直面する外

交案件について協議を行った。上院議員在任中、クリントンは上院軍事委員会に在籍して

いた。オバマとの民主党大統領候補指名獲得では最後のモンタナ州、サウスダコタ州両予

備選挙まで争って、約 1750 万票を獲得したが、大統領予備選挙・党員集会プロセス完了後

の 6月 7日に自らの選挙キャンペーンを停止するとともに、オバマ支持を表明した。オバ

マとしても民主党大統領候補指名獲得争いで党内を二分して激しい闘いを演じたクリント

ンを入閣させ、挙党態勢を構築する必要があったと考えられる。クリントンの国務長官任

命に際し、ビル・クリントン元大統領は自らの財団への 20 万件以上の献金リストの公開に

踏み切った。ウェルズリー大学卒業。エール大学ロースクール卒業。ビル・クリントンと

は 1975 年に結婚し、一女の母である。イリノイ州シカゴ出身。1947 年 10 月 26 日生。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/115321.htm) 

 

●国務長官顧問兼首席補佐官 シェリル・ミルズ (Cheryl D. Mills) 

2009 年 1 月からクリントン国務長官の顧問兼首席補佐官に就任しており、同長官の外交政

策アジェンダの管理等を支援している。1992 年大統領選挙でのビル・クリントン民主党大

統領候補の勝利を受け、クリントン・ゴア政権移行委員会では法律顧問代理に就任し、ク

リントン政権発足後は 1993 年から 1999 年までの 7年間ホワイトハウス大統領法律顧問代

理として 1999 年の大統領弾劾プロセス等に大統領弁護団の一人として対応したことでも

知られる。その後、米国で最も影響力のあるトークショー・ホストであるオプラ・ウィン

フリィの Oxygen Media で企業政策・公共プログラム担当上級副社長に就任し、2002 年に

はニューヨーク大学上級副学長に就任した。クリントン夫妻の Mills に対する信頼は厚く、

ヒラリー・クリントンが 2008 年民主党大統領候補指名獲得を目指した際にはクリントン陣

営の上級補佐官兼顧問に就任したが、クリントン陣営の選挙キャンペーン幹部の足並みが

乱れる中、ビル・クリントン関係者との会談準備やクリントン選対本部でのスタッフ・ミ

ーティングでの見解表明をはじめとしてヒラリー・クリントンの大統領選挙キャンペーン

でも実質的な選挙キャンペーン対策委員長としての重要な役割を担った。ヒラリー・クリ

ントンの側近中の側近である”ヒラリーランド(Hillaryland)”の一人である。アフリカ系

女性弁護士として地域コミュニティ奉仕活動等に積極的に関与している。米陸軍に勤務し

ていた父親の関係で、少女時代からベルギー、西ドイツ、米国内の米軍基地で過ごしてい

た。ワシントンD.C.の大手法律事務所であるHogan & Hartsonに勤務していた経歴がある。

ヴァージニア大学卒業。スタンフォード大学ロースクール卒業。同大学ロースクール在学

中は『スタンフォード・ロー・レビュー』の編集委員に選出されている。1965 年生。 

 

●国務副長官 ジェイムズ・スタインバーグ (James B. Steinberg) 

2008 年 12 月 23 日、オバマは国務副長官にジェームズ・スタインバーグとジャコブ・ルー

の二人を起用する意向を表明した。ニクソン政権当時の 1972 年に国務副長官ポストが設置

されたが、二名体制となるのはオバマ政権が初めてとなる。ルーは国務副長官として予算

面や組織管理面を管轄する一方、スタインバーグは外交政策を担当しているが、クリント

ン政権では国務省首席補佐官兼政策立案局長(1994-1996 年)や国家安全保障問題担当大統

領次席補佐官(1996-2000 年)を歴任した民主党の外交政策のベテランである。スタインバ
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ーグはトーマス・ドニロン国家安全保障問題担当大統領次席補佐官、トニー・ブリンケン

副大統領顧問とは家族ぐるみで休暇を過ごすなど非常に懇意であり、オバマ政権のホワイ

トハウスと国務省との政策調整を図る上で 3人は重要な役割を担っている。スタインバー

グはオバマの中核的外交顧問グループである｢国家安全保障上級作業グループ(Senior 

Working Group on National Security)｣のメンバーの一人であった。スタインバーグはイ

ラク駐留米軍のイラク撤退のための期限設定に前向きな見解を示していた。オバマが民主

党大統領候補指名獲得を事実上確実にした直後の 2008 年 6 月 4日に米国の親イスラエル・

ロビー団体である｢アメリカ・イスラエル公共問題委員会(AIPAC)」の年次総会で外交政策

演説を行なったが、同演説の起草について中心的役割を担ったのが、スタインバーグ、デ

ニス・ロス、ダニエル・カッツァーの三人であった。スタインバーグは、スーザン・ライ

ス、リチャード・ダンジッグとともに 2008 年 7 月の行なわれたオバマのアフガニスタン、

中東、西欧歴訪に同行し、オバマに対し外交政策について助言を行った。2001 年１月にク

リントン政権を離れてからは、ブルッキングス研究所副所長を経て、2006 年 1 月からはテ

キサス大学オースチン校リンドン・B.ジョンソン公共政策大学院学長に就任していた。か

つて英国際戦略研究所(IISS)、米ランド研究所等にも勤務し、研究活動を行っていた経歴

がある。近年、日本にも度々来日しており、2008 年 6 月 4日に読売国際経済懇話会(YIES)、

日本国際問題研究所(JIAA)、読売新聞社共催の読売国際会議 2008 夏季フォーラム｢新たな

秩序を求めて～ポスト・ブッシュ政権とその世界戦略｣にパネリストの一人として参加した。

ハーバード大学卒業。エール大学ロースクール卒業。ユダヤ系米国人。1953 年生。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/119494.htm) 

 

●国務副長官 ジェイコブ・ルー (Jacob J.“Jack” Lew) 

2008 年 12 月 23 日、オバマは国務副長官にジェイコブ・ルーを起用する意向を表明した。

ルーはクリントン政権では大統領特別補佐官としてホワイトハウス国家安全保障会議

(NSC)のメンバー、行政管理予算局(OMB)副局長、OMB 局長を務めていた。1998 年 7 月から

は OMB 局長としてルーはホワイトハウスの予算作成プロセスや予算に関する議会折衝など

に従事していたため、オバマ政権では国務副長官として予算面や組織管理面を管轄してい

る。また、国務省と米国国際開発庁(USAID)が共同でオバマ政権の外交政策の基本戦略を示

す「4年毎の外交・開発戦略見直し(QDDR:Quadrennial Diplomacy and Development Review)」

を新たに策定する方針をクリントン国務長官が 2009 年 7 月に表明したが、同策定作業につ

いてはルー国務副長官が中心となって担当しており、2010 年初頭にも取りまとめられるこ

とになっている。国務副長官に任命されるまでは、CITI Alternative Investments の取締

役兼最高執行責任者(COO)として、オペレーション、技術、人的資源、法的面・財政面及び

地域的調整の責任者であった。クリントン政権の OMB 局長辞任後はニューヨーク大学(NYU)

で副学長兼 COO の立場にあり、予算、財務、オペレーションを担当していた。1979 年から

1987 年までトーマス・オニール下院議長(当時)の内政担当上級政策顧問を務めていた。米

外交問題評議会(CFR)会員。ハーバード大学卒業、ジョージタウン大学ローセンター卒業。

ニューヨーク市出身。ユダヤ系米国人。1955 年 8 月 29 日生。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/117944.htm) 

 

●国務省法律顧問 ハロルド・コー (Harold Hongju Koh) 

米議会上院本会議は、2009 年 6 月 26 日、国務省法律顧問に任命されていたハロルド・コ

ーを賛成 62 名、反対 35 名の賛成多数で正式に承認した。エール大学ロースクールの学長

兼国際法教授から国務省法律顧問に抜擢された。国際法(国際私法・国際公法)、国家安全

保障関連法、人権問題の第一人者である。第 2期クリントン政権では 1998 年から 2001 年
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まで国務次官補(民主主義・人権・労働担当)に就任し、国際公法に関する国務長官諮問委

員会の委員も務めていた。ハーバード大学卒業。英オクスフォード大学卒業。ハーバード

大学ロースクール卒業。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-3-23-2009/) 

 

●国務次官(政務担当) ウィリアム・バーンズ (William Joseph Burns) 

2008 年 1 月にライス国務長官(当時)は、ウィリアム・バーンズが国務次官(政務担当)に同

年 3月に就任すると発表し、現職にある。1982 年に国務省に入省し、国務長官特別補佐官、

駐モスクワ米国大使館公使(政務担当)、国務省政策立案局局長代行兼筆頭副局長、大統領

特別補佐官兼ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)上級部長(近東担当)、ホワイトハウス

NSC スタッフ(南アジア担当)を歴任した。最近では、駐ヨルダン米国大使(1998-2001 年)、

国務次官補(近東問題担当)(2001-2005 年)、駐ロシア米国大使(2005-2008 年)、等を務めた。

イラン核開発問題では、2008 年 7 月 19 日にスイスのジュネーブで行われたソラナ EU 共通

外交・安全保障担当上級委員とイランのジャリリ国家最高安全保障委員会(SNSC)事務局長

とのイラン核開発問題を巡る協議に米国政府オブザーバーとして初めて出席した。ロシア

語、アラビア語、フランス語が堪能な外交官。ラサール大学卒業。英オクスフォード大学

で国際関係の博士号取得。1956 年 4 月 4日生。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/105574.htm) 

 

●国務次官(経済・エネルギー・農業問題担当) ロバート・ホーマッツ (Robert David 

Hormats) (2009 年 8 月 21 日現在、未承認) 

2009 年 7 月 20 日、大手投資銀行のゴールドマン・サックス・インターナショナルのロバ

ート・ホーマッツ副会長が経済・エネルギー・農業問題担当の国務次官に任命された。ク

リントン国務長官は就任以来、国務省の経済分野での機能強化に取り組む方針を明確にし

ており、国務次官就任が正式に承認された場合、特に、中国、インド、ロシアと米国との

それぞれの二国間関係を経済、通商、環境面でも強化を図り、再定義しようとするクリン

トン国務長官の取り組みをホーマッツは支えることになる。だが、任命直後から、非営利

団体である Public Accountability Initiative は中国国営エネルギー企業ペトロチャイナ

の新規株式公開(IPO)を巡るペトロチャイナとスーダン関連のホーマッツの過去のミスリ

ーディングな発言を問題視し、ペトロチャイナの IPO を巡るホーマッツの役割は国際経済

政策や米中関係に多大な影響を持つ経済・ビジネス・農業問題担当の国務次官就任の同氏

の適格性に深刻な疑問を提起するとして、ホーマッツの国務次官就任に反対するキャンペ

ーンを開始した。2000 年当時、ウォールストリートジャーナル紙の取材に対しホーマッツ

は、「IPO 手続きは中国国内向けとなるよう広範な法的規制が設定されているためにスーダ

ンとの関係は問題にされるべきではない」と発言していたことについて、同 NPO は広範な

法的規制は実際には設定されていなかったと反論している。ホーマッツの国務次官就任に

反対する同 NPO の動きの背景として、米国政府に対するゴールドマン・サックスの影響力

に対する懸念が指摘されており、ゴールドマン・サックス出身のヘンリー・ポールソン前

財務長官の後任のティモシー・ガイトナー財務長官に対しても米議会の指名承認プロセス

においても米国政府の政策に対するゴールドマン・サックスの影響力が高まっているので

はないかとの質問が相次いで行われた。ホーマッツはタフツ大学フレッチャー法律・外交

大学院卒業後、ニクソン政権のホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)で国際経済問題担当

の上級スタッフ・メンバーとして勤務し、カーター政権では、国務次官補筆頭代理(経済・



 63

ビジネス担当)となり、この間、ヘンリー・キッシンジャー、ブレント・スコウクロフト、

ズビグニュー・ブレジンスキーらに対中政策をはじめとして助言を行った。レーガン政権

では、国務次官補(経済・ビジネス担当)(1981-1982 年)の立場にあった。1982 年にゴール

ドマン・サックスに入社し、1988 年から 2009 年まで取締役に就任。1965 年にタフツ大学

卒業。タフツ大学フレッチャー法律・外交大学院から修士号(1966 年)、博士号(1970 年)

取得。 

 

●国務次官補(経済・エネルギー・ビジネス問題担当) ホセ・フェルナンデス (Jose W. 

Fernandez) 

2009 年 7 月 22 日、オバマ大統領が国務次官補(経済・エネルギー・ビジネス問題担当)に

ホセ・フェルナンデスを任命したとホワイトハウスは発表した。大手法律事務所 Latham & 

Watkins のパートナーからの抜擢であり、フェルナンデスは、過去約 30 年間、主に外国投

資、買収、融資の分野で国際通商関連法、銀行法に焦点を当て国際弁護士活動を展開して

いた。フェルナンデスは、法人、投資会社、国営企業に対し新興市場における民営化、有

価証券の募集、ジョイントベンチャー、仲裁について助言を行っていた。また、主な担当

案件としては、欧州、中南米、アフリカにおける電気通信、原油・天然ガス、電力、水、

航空、鉱業といった分野でのインフラ整備プロジェクト関連が殆どであった。米国弁護士

会(ABA)の米大陸諸国間法律委員会委員長、ニューヨーク州弁護士会(NYSBA)のクロスボー

ダーM&A・ジョイントベンチャー委員会委員長に就任し、最近までは、ABA の「法の支配イ

ニシアティブ」の中南米・カリブ海部会部会長の立場にあった。米外交問題評議会(CFR)

会員ならびにニューヨーク市ラテン・メディア・エンターテイメント委員会コミッショナ

ーにも就任していた。ダートマス大学で修士号取得。コロンビア大学ロースクール卒業。

ヒスパニック系米国人。ニューヨーク市出身。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-7-22-09/) 

 

●国務長官特別顧問(不拡散・軍備管理担当) ロバート・アインホーン (Robert J. 

Einhorn) 

ロバート・アインホーンは 2009 年 3 月から不拡散・軍備管理担当の国務長官特別顧問に就

任した。当初、軍備管理・国際安全保障担当の国務次官就任の要請があったが、拒否し、

国務長官特別顧問(不拡散・軍備管理担当)となった。2008 年民主党大統領候補指名獲得プ

ロセスではヒラリー・クリントン上院議員(当時)の大統領選挙キャンペーンの不拡散・軍

備管理諮問グループの委員長に就任していたが、クリントン撤退後はオバマ民主党大統領

候補に対して助言を行っていた。2001 年から国務長官特別顧問(不拡散・軍備管理担当)に

就任するまで、ワシントン D.C.のシンクタンクである米戦略国際問題研究所(CSIS)の国際

安全保障プログラム担当の上級顧問の立場にあった。CSIS に勤務する以前は、国務省に 29

年間勤務していた。1972 年から 1986 年まで、アインホーンは米国軍備管理・軍縮局(ACDA)

で軍備管理ならびに不拡散関連の数多くのポストを歴任し、ソ連(当時)との戦略兵器削減

交渉(START)の米国代表団のメンバーであった。レーガン政権当時の 1986 年からジョー

ジ・H.W.ブッシュ政権にかけて国務省政策立案局に勤務し、1992 年からクリントン政権期

の 1999 年まで国務次官補代理(不拡散担当)、1999 年 11 月から 2001 年 8 月まで国務次官

補(不拡散担当)として核兵器、生物・化学兵器、ミサイル運搬システム、最先端通常兵器

の不拡散問題を担当した不拡散問題の専門家である。核戦略、軍備管理、不拡散問題に関

する多数の著書がある。コーネル大学卒業。プリンストン大学ウッドロー・ウィルソン公
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共政策・国際問題学部で MPA 取得。米外交問題評議会(CFR)や英国際戦略研究所(IISS)のメ

ンバーを務めていた。ニューヨーク州ロックヴィル・センター出身。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/t/isn/125079.htm) 

 

●国務次官(軍備管理・国際安全保障担当) エレン・タウシャー (Ellen O. Tauscher) 

米議会上院本会議の指名承認を経て、2009 年 6 月 27 日、国務次官(軍備管理・国際安全保

障担当)に正式に就任した。現職に就任する以前は、ローレンスリバモア国立研究所やサン

ディア国立研究所があるサンフランシスコ郊外の選挙区であるカリフォルニア州第 10 区

選出民主党連邦下院議員を 13 年間務めていた政治家である。下院議員在職中は下院軍事委

員会戦略兵力小委員会の委員長を 2007 年から務め、下院運輸・インフラ委員会にも在籍し

ていた。タウシャーは下院議員時代に 60 名以上の中道派の民主党下院議員で構成される政

策グループであるニュー・デモクラティック・コアリション(New Democrat Coalition)の

議長にも就任していた。連邦下院議員に当選する以前は、ウォール街で 14 年間勤務してい

た経歴を持つ。セトンホール大学卒業。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/125660.htm) 

 

●国務次官補(査察・遵守・執行担当) ローズ・ゴッテンムラー (Rose Gottemoeller) 

ロシア核問題の第一人者であるローズ・ゴッテンムラーは、2009 年 4 月 6日、査察・遵守・

執行担当の国務次官補に正式に就任した。 

オバマ大統領は、2009 年 4 月のプラハ演説で核廃絶を国際社会に対して表明したが、オバ

マ政権が｢核なき世界｣を目指す中で、米国は核不拡散条約(NPT)強化に取り組んでおり、

2010年 5月に開催されるNPT再検討会議に備えてNPT体制強化につながる新たな合意形成

に向け米国政府代表団の一人としてゴッテンムラーは積極的に取り組んでいる。ゴッテン

ムラーは、特に、核保有国に真剣な核軍縮への取り組みを求める NPT の第 6条の目的達成

に大きな焦点を当てている。オバマ政権で現職に就任するまでは、2000 年からカーネギー

国際平和財団で研究生活を送っており、最近では、ワシントン D.C.にあるカーネギー・ロ

シア・ユーラシア・プログラムの上級アソシエイツとして、米・ロシア関係、核の安全保

障及び安全性に焦点を当てて研究を行っていた。ゴッテンムラーは 2006 年 1 月から 2008

年 12 月までの 3年間、カーネギー・モスクワ・センター所長を務めていた。第 1期クリン

トン政権では、1993 年から 1994 年までホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)でロシア・

ウクライナ・ユーラシア問題担当部長に就任し、ウクライナ、カザフスタン、ベラルーシ

の非核化を担当した。その後、ロンドンにある英国際戦略研究所(IISS)の副所長として 3

年間勤務していた。第 2期クリントン政権当時の 1997 年 11 月からエネルギー省不拡散・

国家安全保障室に勤務し始め、その後、エネルギー次官補(不拡散・国家安全保障担当)、

エネルギー次官代理(防衛核不拡散担当)として、ロシア及び独立国家共同体(NIS)諸国との

すべての不拡散協力を担当していた。 RAND 研究所の国防アナリストや米外交問題評議会

(CFR)国際問題研究員としてかつて研究生活を送っており、ジョージタウン大学で旧ソ連の

軍事政策やロシアの安全保障政策について教鞭を取っていた。ロシア語が堪能。夫のレイ

モンド・アーナウドーはオバマ政権で国務省政策立案局に勤務している。ジョージタウン

大学卒業。ジョージワシントン大学で修士号取得。オハイオ州コロンバス出身。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/121630.htm) 

 

●政策企画局長 アンマリー・スローター (Anne-Marie Slaughter) 

2009 年 1 月 23 日にヒラリー・クリントン国務長官はプリンストン大学ウッドロー・ウィ

ルソン公共政策・国際問題大学院学長のアンマリ－・スローターを国務省政策企画局長に
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任命した。スローターは、2006 年 11 月に「民主主義推進のための国務長官諮問委員会」

の委員長に就任した。米国国際法学会の元理事長でもある。プリンストン大学ウッドロー・

ウィルソン公共政策・国際問題大学院学長に就任するまでは、ハーバード大学ジョン・F.

ケネディ行政大学院やシカゴ大学ロースクールで教鞭を取っていた。国際関係問題に関す

る執筆、講演活動等を積極的に行っており、「The Idea that Is America: Keeping Faith with 

Our Values in a Dangerous World」(Basic Books、2007 年)や国家安全保障に関するプリ

ンストン・プロジェクトの最終報告書である「Forging a World of Liberty under Law」

(2006 年)をプリンストン大学のジョン・アイケンベリー教授とともに著わしている。プリ

ンストン大学ウッドロー・ウィルソン公共・国際問題大学院卒業。英オクスフォード大学

卒業。ハーバード大学ロースクール卒業。英オクスフォード大学から国際関係の博士号取

得。1958 年 9 月 27 日生。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/s/p/115437.htm) 

 

●政策企画局筆頭副局長 デレク・ショーレ (Derek H. Chollet) 

2008 年民主党大統領予備選挙プロセスではジョン・エドワーズ元上院議員(民主党-ノース

カロライナ州選出)の国家安全保障政策担当首席顧問を務めていた。2002 年から 2004 年ま

でエドワーズ上院議員(当時)の外交政策・国家安全保障政策担当顧問に就任し、2004 年大

統領選挙ではエドワーズが民主党副大統領候補であったために、大統領選挙キャンペーン

で外交政策について助言を行っていた。クリントン政権当時の国務省勤務時代にはリチャ

ード・ホルブルック国連大使の首席スピーチライター、ストローブ・タルボット国務副長

官の特別顧問の立場にあった。ワシントン D.C.のシンクタンクである米国際戦略研究所

(CSIS)にも研究員として在籍していたこともあり、専門は、防衛政策、国際安全保障であ

る。カート・キャンベルとともに CSIS 発行の『ワシントン・クウォータリー』の 2007-2008

年冬季号に｢The National Security Election｣と題する論文を寄稿し、今後、大統領選挙

は国家安全保障が重視されるようになるとの議論を展開していた。2007 年 6 月 27 日に新

設された安全保障関連のシンクタンク「新米国安全保障研究所 (Center for A New American 

Security)(CNAS)」の上級研究員、ブルッキングス研究所のグローバル経済・開発プログラ

ム担当非常勤研究員、ジョージタウン大学の非常勤准教授等を務めていた。コーネル大学

卒業。コロンビア大学卒業。米外交問題評議会(CFR)会員。著書・論文に、｢The Road to the 

Dayton Accords: A Study of American Statecraft｣(Palgrave Macmillan, 2005 年)、

「 America Between the Wars: From 11/9 to 9/11 」 (James Goldgeier と の 共 著

(PublicAffairs、2008 年)、｢The New Tribalism: Cliques and the Making of U.S. Foreign 

Policy｣(カート・キャンベルとの共著、『ワシントン・クウォータリー』2006-2007 年冬

季号)がある。ジェイムズ・ベーカー3世元国務長官やウォーレン・クリストファー元国務

長官の回顧録、リチャード・ホルブルック元国連大使のデイトン和平プロセスの著書、あ

るいは、ストローブ・タルボット元国務副長官の米ロ関係に関する著書について、それぞ

れ調査や執筆を支援している。ネブラスカ州リンカーン出身。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/s/p/119417.htm) 

 

●国務次官補(東アジア・太平洋担当) カート・キャンベル (Kurt M. Campbell) 

2009 年 4 月 23 日、ホワイトハウスはオバマ大統領が国務次官補(東アジア・太平洋担当)

にカート・キャンベルを任命する意向を発表した。上院外交委員会での指名承認公聴会を

経て、6月 25 日、上院本会議は国務次官補(東アジア・太平洋担当)就任を賛成多数で承認

した。サム・ブラウンバック上院議員(共和党-カンザス州選出)はテロ支援国リストに北朝

鮮を再び指定する自らが提出した法案を票決するよう求めてキャンベルの上院での国務次
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官補の指名承認を遅らせていた経緯がある。キャンベルはオバマ政権で駐イラク大使に転

出したクリストファー・ヒルの後任となる。北朝鮮政策についてはスティーブン・ボスワ

ース政府代表が総括しており、6 ヶ国協議の首席代表はソン・キム 6 ヶ国協議担当特使が

務めており、キャンベルの役割は前任者のヒルと比較した場合、大きく異なっている。2008

年大統領選挙キャンペーンではオバマ民主党大統領候補の対日政策顧問グループのメンバ

ーに就任していたが、当初はヒラリー・クリントンの外交政策顧問であった。民主党内の

代表的な知日派であり、クリントン政権では北米自由貿易協定(NAFTA)交渉担当大統領特別

顧問代理を務め、その後、国防次官補代理(アジア・太平洋地域担当)として日米安保共同

宣言や普天間飛行場移設問題等の日米安保問題を担当していた。ヒラリー・クリントンの

対日政策立案関連では、2008 年 1 月 21 日に日本のニューヨーク総領事公邸での昼食会で

リチャード・ホルブルックが｢米日同盟は今後もアジア太平洋での米国の政策の基盤であり

続けなければならない｣とする対日重視のクリントンの声明を公表したが、同声明のドラフ

ト作業をキャンベルは担当した(以下の同声明参照)。米戦略国際問題研究所(CSIS)副所長

を経て、国家安全保障関連のシンクタンク「新米国安全保障研究所(Center for A New 

American Security)(CNAS)」の最高経営責任者(CEO)兼共同設立者に 2007 年 1 月 1 日付で

就任していた。2007 年 2 月に発表された日米同盟関係強化に関する提言｢THE U.S.-JAPAN 

ALLIANCE: Getting Asia Right through 2020｣(通称、第 2 弾アーミテージ/ナイ報告書)

の作成にも関与。米外交問題評議会(CFR)会員、CSIS 発行の『ワシントン・クウォータリ

ー(Washington Quarterly)』の編集委員会委員長等を務めていた。著書に、｢Hard Power: The 

New Politics of National Security｣(Michael O'Hanlon との共著)、｢To Prevail: An 

American Strategy for the Campaign against Terrorism ｣(CSIS, 2001 年)、｢The Nuclear 

Tipping Point ｣(共同編者、ブルッキングス研究所、2004 年)。カリフォルニア州立大学

サンディエゴ校卒業。英オクスフォード大学で国際関係博士号取得。夫人はラエル・ブレ

イナード財務次官(国際問題担当)。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/125594.htm) 

 

Statement of Senator Hillary Rodham Clinton on the U.S.-Japan Alliance 

“I believe the U.S.-Japan alliance must continue to provide the foundation for America’s policy in the 
Asia-Pacific region during a period of profound importance in the time ahead. Japan has been, and remains, 
a proven and steadfast long-term partner and friend of the United States with deeply shared values and 
interests.  This vital partnership must continue to thrive and diversify, as we work together to tackle both 
the long-standing threats as well as the new challenges confronting Asia and the world-including nuclear 
proliferation, poverty alleviation, disease control and regional stability.  We must focus especially on the 
long-term challenges posed by energy security and climate change. Most importantly, the United States and 
Japan share a strong interest in ensuring that China will play a stable, prosperous, peaceful and responsible 
role in the region and in the broader international community. 

The U.S.-Japan alliance enjoys wide bipartisan recognition in the United States, and this deep domestic 
support for the relationship provides a strong foundation for our common future. Our relationship with Japan 
will be indispensable in the years ahead as we work together to preserve peace, stability and prosperity in the 
Asia-Pacific. 

Our two countries have different cultures, traditions, and history but we share a common democratic 
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tradition. Only by working together in a productive partnership, can we forge a positive and stable 
environment in the Asia-Pacific region. Presidents of both parties have helped build and sustain this vital 
partnership over two generations.  We must continue this important work to make the US-Japan partnership 
an essential foundation for the 21st century in the Asian-Pacific region.” 

    

●国務次官補代理(日本・朝鮮・地域安全保障政策担当) ジョセフ・ドノヴァン (Joseph R. 

Donovan Jr.) 

2008 年 8 月から香港総領事に就任していたが、香港総領事から国務次官補代理(日本・朝

鮮・地域安全保障政策担当)に抜擢された。日本・朝鮮・地域安全保障政策について、現在、

カート・キャンベル国務次官補を補佐している。北朝鮮政策については国務省中国・モン

ゴル部長時代や在京米国大使館勤務時代に 6ヶ国協議に関与していた経験がある。だが、

スティーブン・ボスワース北朝鮮政策担当政府特別代表とソン・キム 6ヶ国協議担当特使

が中心となって対北朝鮮外交に従事しているために、二人とキャンベル国務次官補との役

割分担のあり方によりドノヴァン国務次官補代理の対北朝鮮外交アプローチは大きな影響

を受けることは必至である。ドノヴァンは香港総領事として赴任する前は、2003 年から

2005 年までの 2年間、国務省本省で東アジア・太平洋局の中国・モンゴル部長に就任して

いた。2005 年から 2008 年までは在京米国大使館で首席公使(DCM)の立場にあり、トーマス・

シーファー駐日米国大使を支えていた。米国在台湾協会(American Institute in 

Taiwan(AIT))台北事務所、在北京米国大使館、在台湾米国協会高雄支所、在ソウル米国大

使館、在ドーハ米国大使館での勤務経験がある。国務省入省前に平和部隊の一員として 2

年間韓国で生活していた経歴がある。国務省入省以来、アジア政策に一貫して関わってき

たキャリア外交官である。ニューヨーク州出身。台湾生まれの中国人である Mei Chou Wu

夫人との間に息子二人がいる。ジョージタウン大学外交学部卒業。海軍大学院大学(U.S. 

Naval Postgraduate School)(カリフォルニア州モントレー)で国家安全保障問題の修士号

取得。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/109369.htm) 

 

●国務次官補代理(中国・台湾・モンゴル担当) デビッド・シーア (David Shear) 

デビッド・シーアは、国務次官補代理代行(日本・朝鮮・地域安全保障政策担当)から国務

次官補代理(中国・台湾・モンゴル担当)に異動した。中国・台湾・モンゴル政策について、

現在、カート・キャンベル国務次官補を補佐している。国務次官補代理代行(日本・朝鮮・

地域安全保障政策担当)に就任するまでは国務省中国・モンゴル部長として勤務していた。

在京米国大使館には政務部を中心に 4度勤務し、国務省日本部にも勤務していた日本専門

家である。2001 年から 2005 年までの 4 年間在京米国大使館の政務担当公使として在日米

軍基地再編問題等を担当した。シーアは、国務省朝鮮部次長、在マレーシア米国大使館首

席公使等も歴任し、国務省入省以来、アジア政策に一貫して従事してきたキャリア外交官

である。Earlham 大学(インディアナ州リッチモンド)卒業。ジョンズ・ホプキンズ大学高

等国際問題研究大学院(SAIS)で国際関係論の修士号取得。 

 

●国務省日本部長 ケビン・メア (Kevin Maher) 

2009 年 2 月 17 日、国務省は同省の日本部長にケビン・メア駐沖縄米総領事を起用するこ

とを正式に決定した。メアは日米安全保障問題に詳しい知日派であり、米軍普天間飛行場

移設問題などの在日米軍再編協議にも実務担当者として関与してきた。2006 年 7 月から駐

沖縄米総領事を務めていた。2009 年 2 月 24 日に小沢一郎民主党代表(当時)が米国の極東

におけるプレゼンスは第七艦隊で十分と発言したことについて米空軍や米海兵隊などの必
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要性を理解していないと小沢代表の発言を批判した。メアは 1981 年に国務省に入省し、在

福岡首席領事、在京米国大使館安全保障部長なども務めてきた。 

       

●6 ヶ国協議担当特使 ソン・キム (Sung Kim) 

ソン・キム特使はブッシュ前政権の任期満了の約半年前の 2008 年 7 月 31 日に 6ヶ国協議

担当特使に任命され、米議会上院本会議での指名承認を受けて大使級ポストとなった。オ

バマ政権でも引き続き同ポストに留任している。対北朝鮮外交については、クリントン国

務長官、ジェイムズ・スタインバーグ国務副長官の下でスティーブン・ボスワース北朝鮮

政策担当政府特別代表とキム 6 ヶ国協議担当特使が担当している。6 ヶ国協議の米政府首

席代表はソン・キム担当特使が引き継いでいる。キム特使は国務省のキャリア外交官であ

り、6ヶ国協議担当特使に就任する以前は、2006 年 8 月から 2008 年 7 月までの約 2年間国

務省朝鮮部長の立場にあった。国務省朝鮮部長に異動する以前は、在ソウル米国大使館、

在京米国大使館、在クアラルンプール米国大使館、香港領事館で在外勤務するとともに、

国務省本省の中国・モンゴル部、東アジア・太平洋部等に勤務していた。国務省入省以前

には、ロサンゼルス地方検察局で検察官としての勤務経験がある。ペンシルベニア大学卒

業。ロヨラ大学卒業。ロンドン・スクール・オブ・エコノミクスで修士号取得。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/111575.htm) 

 

●国務省北朝鮮制裁担当調整官 フィリップ・ゴードン (Philip S. Goldberg) 

国連安保理が2009年6月12日に対北朝鮮制裁決議である国連安保理決議1874を採択した

ことを受け、北朝鮮の核兵器開発プログラムを放棄させるために国連安保理決議 1874 の国

連加盟国による履行を目的として、6月 18 日にゴールドバーグが国務省北朝鮮制裁担当調

整官に任命された。現在、米国政府内で対北朝鮮制裁を担当している。ゴールドバーグ調

整官を団長とする国務省、財務省、国防総省、ホワイトハウス NSC の関係者らで構成され

る米国政府代表団が 2009 年 8 月下旬にシンガポール、タイ、韓国、日本のアジア 4ヶ国を

歴訪し、対北朝鮮金融制裁措置の実施方法や船舶・飛行機の貨物検査等について協議を行

った。ゴールドバーグ調整官は中国、マレーシア、ロシア等も訪問しており、対北朝鮮制

裁について活発な外交を展開している。来日中の 8月 26 日に在京日本大使館で行った記者

会見では、北朝鮮が 6ヶ国協議に復帰したうえで、朝鮮半島の非核化、弾道ミサイルの発

射中止、核関連物質等の流出防止、に取り組む必要性を力説した。スペイン語が堪能なキ

ャリア外交官であり、コロンビア、チリやボリビア等の中南米諸国や南アフリカ、コソボ

等に勤務経験がある。クリントン政権では、ボスニア・ヘルツェゴビナ紛争の和平交渉に

従事するとともに、ストローブ・タルボット国務副長官の特別補佐官(1996-1998 年)、上

級補佐官(1998-2000 年)に就任していた。クリントン政権からブッシュ政権への政権移行

では、国務省政権移行チームの上級メンバーを務め、2001 年 1 月から 6月までは国務次官

補代理(議会担当)の立場にあった。国務省北朝鮮調整官に就任する以前は、2006 年 10 月

から駐ボリビア大使であったが、駐ボリビア大使赴任後一年足らずの 2008 年 9 月にボリビ

ア国内の反体制派勢力を支援して同国内の分裂を扇動しているとの理由でモラレス大統領

がゴールドバーグに国外退去(Persona Non Grata)を命じ、帰国した。マサチューセッツ州

ボストン出身。ボストン大学卒業。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/125772.htm) 

 

●アジア・太平洋経済協力会議(APEC)担当上級官 カート・トン (Kurt W. Tong) 

2009 年 7 月 1 日、国務省関係者は、カート・トン国務省朝鮮部長がアジア・太平洋経済協

力会議(APEC)担当上級官兼国務次官補代理代行(東アジア・太平洋問題担当)に内定したこ
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とを明らかにした。実質的に、パトリシア・M.ハスラック米国 APEC 大使の後任となる。ト

ンは引き続き国務省朝鮮部長も兼務している。米国は 2011 年の APEC 首脳会議の議長国で

あり、APEC 閣僚会議、APEC 首脳会合の準備を行うことになるが、今後のある時点で APEC

担当上級官から APEC 大使に昇格するものと考えられている。国務省朝鮮部長であったソ

ン・キムが 6ヶ国協議担当特使に 2008 年 7 月に任命されたために、トンはホワイトハウス

国家安全保障会議(NSC)アジア経済担当部長から国務省朝鮮部長に異動した経緯がある。ブ

ッシュ政権下で米国とアジア諸国との関係強化を図ることができなかったとの認識がオバ

マ政権関係者の間では共有されており、アジア地域との経済協力の強化を目指すオバマ政

権の方針がトンの APEC 担当上級官任命にも強く反映されていると考えられる。 

 

●国務次官補代理(核不拡散政策・交渉担当)兼特別顧問(北朝鮮非核化担当) エリオッ

ト・カン (C.S. Eliot Kang) 

2009 年 1 月 4 日、国務省国際安全保障・不拡散局の核不拡散政策・交渉担当国務次官補に

任命され、現在、北朝鮮非核化担当特別顧問も兼務している。オバマ政権が発足した 2009

年 1 月 20 日から 6月 15 日までの約半年間、国務省国際安全保障・不拡散局の次官補代行

に就任していた。同ポストに就任以前は、国務次官補代理(脅威削減・輸出管理・交渉担当)

の立場にあった。カンは 2003 年に国務省に入省しており、軍備管理局で上級顧問に就任し

ていた。元大学教授であり、ペンシルベニア大学や北イリノイ大学で国際安全保障につい

て教鞭を取るとともに、米外交問題評議会(CFR)やブルッキングス研究所で研究員として研

究生活を送っていた。2002 年に CFR の終身委員に選出されている。財団法人日本国際問題

研究所客員研究員を務めていた。カンは著名な米国の投資銀行であった Dillon, Read & Co.

の合併・買収(M&A)を専門とする投資銀行家としても勤務していた経歴を持つ。プリンスト

ン大学、コーネル大学で研究生活を送り、エール大学で博士号取得。 

 (国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/122719.htm) 

 

●国務次官補(海洋・国際環境・科学問題担当) ケリー-アン・ジョンズ (Kerri-Ann Jones) 

クリントン政権ではホワイトハウス科学・技術政策局(OSTP)に勤務した経歴を持ち、その

後、全米科学財団(National Science Foundation)で勤務していた。 

 

●国務次官補(政治・軍事問題担当) アンドリュー・シャピロ (Andrew J. Shapiro) 

2009 年 6 月 19 日、米議会上院本会議は政治・軍事問題担当の国務次官補に任命されてい

たアンドリュー・シャピロを正式に承認した。現在、シャピロは、国務次官補(政治・軍事

問題担当)として、アフガニスタンにおける民主化推進、同盟国に対する米国の軍事支援の

管理、を主として担当している。シャピロの上司は、エレン・タウシャー国務次官(軍備管

理・国際安全保障担当)である。シャピロは、現在のポストに就任するまでは、クリントン

国務長官の上級顧問の立場にあった。元々、ヒラリー・クリントンの上院議員時代に法案

担当補佐官(2001-2005 年)、上級外交政策顧問(2005-2009 年)を歴任しており、上院軍事委

員会に在籍していたクリントンのために、議員スタッフ時代から国防総省関係者とは緊密

に協議していた経歴がある。ワシントン D.C.にある親イスラエル系のシンクタンクである

ワシントン近東政策研究所(WINEP)にも一時期勤務していた。2000 年大統領選挙キャンペ

ーンでは、民主党副大統領候補であったジョセフ・リーバーマン上院議員(コネティカット

州選出)を支援していた。ニューヨーク州チェストナットリッジ出身。ユダヤ系米国人。ペ

ンシルベニア大学卒業。コロンビア大学ロースクール卒業。 

 

●国務次官補(法案担当) リチャード・ヴァーマ (Richard Rahul Verma) 
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2009 年 4 月 3 日、国務次官補(法案担当)に任命され、同月 6日に正式に同ポストに就任し

た。ヴァーマは国務次官補(法案担当)として、現在、国務省の米議会に対する折衝の責任

者を務めるとともに、クリントン国務長官に対し米議会関連動向について助言を行ってい

る。国務次官補(法案担当)に任命される以前は、大手法律事務所 Steptoe & Johnson のパ

ートナーとして弁護士活動を展開していたが、同時に、近年、上院多数党院内総務上級顧

問として国家安全保障問題について助言を行っていた。2008 年に、「大量破壊兵器(WMD)拡

散・テロリズム阻止委員会(Commission on the Prevention of Weapons of Mass Destruction 

Proliferation and Terrorism)」の委員に任命され、同委員会の包括的報告書である「World 

At Risk」は 2008 年 12 月に公表されている。オバマ政権移行委員会では、国防総省政権移

行チームの委員を務めていた。オバマ大統領は大統領選挙キャンペーン当時からロビイス

トの政権入りを禁止する公約を掲げていたが、ヴァーマは 2008 年秋に「米印ビジネス協議

会(US-India Business Council:USIBC)」の代理人として国務省にロビー活動を行っていた

事実が明らかになり、問題となった経緯がある。ヴァーマはかつて米空軍に在籍し、ワシ

ントン D.C.にある NGO(非政府組織)である国際問題民主研究所(NDI：National Democratic 

Institute for International Affairs)でディレクターの立場にあった。米議会下院でも

勤務経験がある。ヴァーマは米外交問題評議会(CFR)会員であり、かつて CFR の国際問題研

究員の立場にあった。全米科学アカデミー(NAS)の重要インフラ・法律部会に所属していた。

ジョージタウン大学ローセンター、アメリカン大学 Washington College of Law、Lehigh

大学卒業。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/121680.htm) 

 

●国務次官(グローバル問題担当) マリア・オテロ (Maria Otero) 

2009 年 6 月 9 日、グローバル問題担当の次期国務次官に任命され、米議会上院本会議は 8

月 7 日に同任命を正式に承認した。5000 万ドル規模のマイクロファイナンスの投資企業

ACCION インターナショナルの社長兼最高経営責任者(CEO)からの抜擢であり、アフリカ、

アジア、中南米、米国における 25 ヶ国でマイクロファイナンスに取り組んできたパイオニ

ア兼リーダー的存在である。マイクロファイナンス、女性問題、貧困撲滅をはじめとする

問題について世界各地で講演活動を展開していた。オテロの CEO 在職中に ACCION インター

ナショナルのネットワークは 46 万人から 370 万人に大幅に増大し、ポートフォリオも 2

億 7400 万ドルから約 36 億ドルに増大した。ACCION インターナショナルに勤務する以前に

は、Centre for Development and Population Activities(CEDPA)で 5 年間勤務していた。

米国国際開発庁(USAID)の開発局で中南米の女性問題担当エコノミストの立場にもあった。

オテロは ACCION Investments の取締役会会長であり、BancoSol、Calvert Foundation、世

界最大の NGO の一つであるバングラディッシュの BRAC、Public Welfare Foundation の取

締役も務めていた。2006 年 6 月にオテロはコフィ・アナン国連事務総長(当時)に｢差別の

ない金融セクターに関する国連顧問グループ(UN Advisors Group on Inclusive Financial 

Sectors)の一人に任命された。2007 年には米州基金財団(Inter-American Foundation)と

連邦預金保険公社(FDIC)の諮問会議の委員に指名された。オテロは 1997 年から母校である

ジョンズ・ホプキンズ大学高等国際問題研究大学院(SAIS)で客員教授として教鞭を取って

いる。米外交問題評議会(CFR)委員。メリーランド大学卒業。ジョンズ・ホプキンズ大学高

等国際問題研究大学院(SAIS)で国際関係の修士号取得。ボリビアの首都ラパス出身。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-5-12-2009/) 
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●国務次官補(西半球担当) アルトロ・ヴァレンズエラ (Arturo Valenzuela Bowie) 

2009 年 5 月 12 日、オバマ大統領は西半球担当の国務次官補にジョージタウン大学外交学

部の中南米研究センター(CLAS)のアルトロ・ヴァレンズエラ所長を任命する意向を表明し

た。駐ブラジル大使に転出したトーマス・シャノンの後任となる。ヴァレンズエラは中南

米政治や米国と中南米地域の関係に関する専門家であり、同地域との人脈が非常に豊富で

ある。また、研究者としてだけではなく、外交の実務経験もあり、第 1期クリントン政権

では国務次官補代理(中南米問題担当)として、主に、米国の対メキシコ政策に焦点を当て

て取り組んだ。また、第 2期クリントン政権では大統領特別補佐官兼ホワイトハウス国家

安全保障会議(NSC)中南米問題担当上級部長に就任した。ジョージタウン大学で教鞭を取る

以前は、デューク大学の政治学教授兼中南米研究協会ディレクターの立場にあった。英オ

クスフォード大学、英サセックス大学、伊フィレンツェ大学、チリのカトリック大学の客

員教授を務めた。ドリュー大学で政治学と宗教を専攻し、コロンビア大学で政治学の修士

号と博士号取得。チリの中南部に位置するコンセプシオンでチリ人の父と宣教師であった

米国人の母の間に 1944 年に生まれ、16 才で米国に留学。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-5-12-2009/) 

 

●米国国際開発庁(USAID)長官 空白 

オバマ政権は、当初、発展途上国における医療の専門家であるポール・ファーマーを米国

国際開発庁(USAID)長官に任命する方針であったが、ファーマーが任命を辞退したことによ

り、USAID 長官人事は混迷したために、クリントン国務長官は同ポストの指名承認プロセ

スの大幅な遅れに公の場で不満を表明した経緯がある。 

 

●国務次官補(欧州・ユーラシア問題担当) フィリップ・ゴードン (Philip H. Gordon) 

2009 年 3 月 11 日、オバマ大統領は欧州・ユーラシア問題担当の国務次官補にフィリップ・

ゴードンを任命した。米議会上院外交委員会での指名承認公聴会を経て、5月 14 日、上院

本会議は同氏の国務次官補任命を正式に承認し、ダニエル・フライドの後任として就任し

た。指名承認プロセスでは、第一次世界大戦中や同大戦後のオスマン・トルコによるアル

メニア人に対する攻撃についてゴードンは「虐殺(genocide)」という表現を用いることに

消極的であったために、ジョン・エンサイン上院議員(共和党-ネヴァダ州選出)が指名承認

プロセスを遅らせた経緯がある。そのため、2009 年 4 月に行われたオバマの欧州歴訪にゴ

ードンは同行することができなかった。ゴードンはワシントン D.C.のシンクタンクである

ブルッキングス研究所の上級研究員からの抜擢であり、2000 年から 2009 年まで同研究所

で米国の対欧州外交、米欧関係、中東政策、テロ防止等を中心に研究活動に従事していた。

クリントン政権ではホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)欧州問題担当部長を務めてい

た。2008 年大統領選挙キャンペーンでは、オバマに対して対欧州政策について助言を行い、

オバマ陣営内に設置された地域別・政策別の 20 もの外交チームの中で欧州専門家チームを

指揮していた。また、民主党大統領候補指名獲得を確実にしたオバマは 2008 年 7 月にアフ

ガニスタン、中東諸国、西欧諸国を歴訪したが、ゴードンはドイツでのオバマとメルケル

独首相との会談、ベルリン・ブランデンブルク門近くの戦勝記念塔での聴衆約 20 万人を前

にした演説等を事前に準備した。ゴードンは NATO やトルコ等の問題について、クリントン

政権当時のホワイトハウス NSC やブルッキングス研究所でもイヴォ・ダールダー駐 NATO

大使と緊密に連携して取り組んでいたために、現在も二人は引き続き協調して取り組んで

いる。オハイオ大学でフランス語、哲学を専攻し、ジョンズ・ホプキンズ大学大学高等国
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際問題研究大学院(SAIS)で欧州研究、国際経済の修士号、博士号取得。フランス語、ドイ

ツ語、イタリア語が堪能で、スペイン語もある程度話すことができる。国際関係や外交政

策に関する多数の著書・論文があり、また、欧米の主要紙に対し頻繁に寄稿。英国際問題

研究所(IISS)、ジョンズ・ホプキンズ大学大学高等国際問題研究大学院(SAIS)、仏

INSEAD(欧州経営大学院）、ドイツ外交政策協会等で教鞭を取った経歴もある。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/123518.htm) 

 

●国務次官補代行(近東問題(NEA)担当) ジェフリー・フェルトマン (Jeffrey D. Feltman) 

ジェフリー・フェルトマンは国務次官補代行(近東問題(NEA)担当)として、デニス・ロス湾

岸・南西アジア担当国務長官特別顧問(2009年6月、ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)

に異動)とともに国務省内で対イラン政策の見直し作業に従事している。2009年3月には、

ホワイトハウス NSC のダニエル・シャピロとともにダマスカスを訪問し、シリア政府高官

と米・シリア関係の改善や中東和平プロセスについて協議を行った。フェルトマンは 1986

年に国務省に入省した生え抜きの外交官であり、かつて駐レバノン米国大使を務めていた。

駐レバノン米国大使就任前はイラクのアルビルでイラク暫定統治機構(CPA)に 2004 年 1 月

から 4月まで勤務していた。フェルトマンは数次にわたりイスラエルでの勤務経験があり、

2000 年から 2001 年まではマーチン・インダイク駐イスラエル米国大使の特別補佐官とし

てテルアビブの米国大使館に勤務していた。東欧及び中東での勤務経験も豊富な外交官で

ある。フランス語、アラビア語、ハンガリー語が堪能。ボール州立大学卒業。タフツ大学

フレッチャー法律・外交大学院卒業。アンマンのヨルダン大学で 1994 年から 1995 年まで

アラビア語修得のために留学。オハイオ州グリーンヴィル出身。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/120440.htm) 

 

●国務次官補(国際機関問題担当) エスサー・ブリマー (Esther Brimmer) 

 

●国務次官補(人口・難民・移民担当) エリック・シュワルツ (Eric P. Schwartz) 

 

●対テロ対策担当調整官(大使級) ダニエル・ベンジャミン (Daniel Benjamin) 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/124422.htm) 

 

●無任所大使(女性グローバル問題担当)  メレイン・ヴァーヴァー (Melanne Verveer) 

 

●脅威削減プログラム担当調整官(大使級) ボニー・ジェンキンズ (Bonnie D. Jenkins) 

 

●無任所大使兼調整官(HIV/AIDS の国際撲滅のための米国政府活動担当) エリック・グー

ズビー (Eric P. Goosby) 

 

●国連大使首席補佐官 ブルック・アンダーソン(Brooke Anderson) 

 

〔特使・特別代表〕 

 

●朝鮮半島問題担当特別代表 スティーブン・ボスワース(Stephen Warren Bosworth) 

ヒラリー・クリントン国務長官は 2009 年 2 月 20 日に訪問中のソウルで行われた米韓外相

会談後の記者会見で北朝鮮問題を担当する朝鮮半島問題担当特別代表にスティーブン・ボ

スワースの起用を正式に発表した。ボスワースは、核開発問題、大量破壊兵器(WMD)不拡散、
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人権問題を担当し、クリントン国務長官のみならず、オバマ大統領にも直接報告できる立

場にある。クリントン国務長官は国務長官就任後に 6ヶ国協議の継続の必要性に言及して

おり、6 ヶ国協議の米政府首席代表には駐イラク大使に転じたクリストファー・ヒル前国

務次官補を補佐してきたソン・キム担当特使が引き継ぎ、ボスワースは上級特使として北

朝鮮との高官協議を担当している。ボスワースは、2009 年 6 月 11 日に米議会上院外交委

員会公聴会で北朝鮮政策について証言し、北朝鮮を核保有国として認めることはないとし

たうえで、4 つの対北朝鮮基本戦略として、(1)関係国との連携強化、(2)北朝鮮の危険な

行動に対して代償を科す方針、(3)北東アジア地域での防衛力の強化と抑止力の改善、(4)

外交による解決、を挙げた。同公聴会ではボスワースは、北朝鮮が 6 ヶ国協議の場に戻ら

ない限り、米国は同盟国とともに安全を確保するための措置を講ずる方針を表明した。オ

バマ政権は北朝鮮に対して圧力を加え続けるとともに、北朝鮮の 6ヶ国協議復帰に向けた

外交努力も継続している。2008 年大統領選挙キャンペーン中からオバマ陣営関係者の間で

は国務次官補(東アジア・太平洋問題担当)の業務の大部分が北朝鮮問題に占められており、

北朝鮮専任のポストを設置する必要性が指摘されていた。朝鮮半島問題担当特別代表の候

補として、ウェンディー・シャーマン元大統領特別顧問兼北朝鮮政策調整官、クリストフ

ァー・ヒル国務次官補(当時)、ミッチェル・リース元国務省政策企画局長らの名前が浮上

していた。ボスワースは、1994 年の米朝枠組み合意を受けて北朝鮮に軽水炉建設を目的と

して設置された朝鮮半島エネルギー開発機構(KEDO)の初代事務局長(1995-1997 年)や駐韓

国米国大使(1997年 11月-2001年 2月)等を務めた。特別代表就任を打診された直前の2009

年 2 月初旬に米国政府元高官らとともに平壌を訪れ、北朝鮮の 6ヶ国協議の首席代表であ

る金桂寛外務次官や李根米州局長らと核開発問題、ミサイル開発問題について意見交換を

行っている。ボスワースは朝鮮半島問題担当特別代表就任後も、2001 年 2 月以降学長を務

めているタフツ大学フレチャ―法律・外交大学院の学長職を兼務している。国務省在職中

は、駐チュニジア大使(1979-1981 年)、駐フィリピン大使(1984-1987 年)を務めるとともに、

国務省政策立案局長、筆頭国務次官補代理(米大陸諸国間問題担当)、国務次官補代理(経済

担当)等の国務省高官ポストも歴任した。アジア外交に精通した元外交官である。1990 年

代前半には、コロンビア大学国際・公共問題大学院で非常勤教授として国際関係論の講義

を行うとともに、ハミルトン・カレッジでも客員教授を務めていた。著書に、「Chasing the 

Sun, Rethinking East Asian Policy」(共著、2006 年)等がある。米日財団理事長を 7 年

間務め、2005 年に日本政府から旭日重光章を授与されている。ダートマス大学卒業。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/120809.htm) 

 

●北朝鮮人権問題担当特使(大使級) ロバート・キング (Robert R. King) 

オバマ大統領は、2009 年 9 月 24 日、ロバート・キングを大使級である北朝鮮人権問題担

当特使に任命する意向を表明した。キングは米議会で 25 年間勤務し、そのうち 24 年間は

故トム・ラントス下院議員(民主党-カリフォルニア州選出)の首席補佐官を務めていた。ラ

ントスの逝去後は、下院外交委員会委員長に就任したハワード・L.バーマン下院議員(民主

党-カリフォルニア州選出)のスタッフ・ディレクターに 1年間就任していた。ラントス自

身がホロコーストの生存者であり、下院外交委員会委員長として人権重視の政策を積極的

に展開したことでも知られており、キングもラントスの人権重視アジェンダの推進に深く

関与した。キングはラントスとともに脱北者の受け入れを定めた 2004 年 10 月 18 日に成立

した｢2004 年北朝鮮人権法(North Korean Human Rights Act of 2004)｣にも尽力した。北

朝鮮政策を管轄しているスティーブン・ボスワース朝鮮半島問題担当特別代表らとともに

脱北者の人権問題や日本人拉致問題を担当する。キングは故ラントス下院議員の首席補佐

官とともに、米議会下院外交委員会の民主党スタッフ・ディレクター(2001-2007 年)、下
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院外交委員会のスタッフ・ディレクター(2007-2008 年)を兼務していた。議員スタッフに

就任する前は、カーター政権のホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)でスタッフを務めて

いた。南カリフォルニア大学ドイツ研究プログラム、ブリガムヤング大学外国研究、アメ

リカン大学(ワシントン D.C.校)、ニューイングランド大学などの教育機関で米国の外交政

策及び国際関係論についての講義を担当していた。国際関係関連の著書、論文が多数ある。

ドイツのミュンヘンにある Radio Free Europe の調査・分析担当アシスタント・ディレク

ターをかつて務めていた。 米外交問題評議会(CFR)会員。ブリガムヤング大学卒業。タフ

ツ大学フレッチャー法律外交大学院で国際関係の博士号取得。 

(ホワイトハウス公表略歴情報：

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-09/24/09/) 

 

●アフガニスタン・パキスタン担当特別代表 リチャード・ホルブルック (Richard C. 

Holbrooke) 

2009 年 1 月 22 日、オバマは大統領就任後初めて訪れた国務省でアフガニスタン・パキス

タン担当特別代表にリチャード・ホルブルック元国連大使を任命し、同発表をクリントン

国務長官が行った。アフガニスタン・パキスタン担当特別代表として、クリントン国務長

官と緊密に連携しつつ、国防総省や国務省傘下の米国国際開発庁(USAID)と調整を図りなが

ら対応することになる。ホルブルックは、特別代表としての初のパキスタン、アフガニス

タン訪問を開始する直前の2009年2月8日、｢第45回ミュンヘン安全保障会議｣に出席し、

個人的見解として、(1)アフガニスタン情勢の安定化はイラク情勢の安定化よりも｢はるか

に困難(much tougher)｣になる、(2)アフガニスタンはパキスタンも一体となった戦闘地域

とみなすべきであり、地域全体として扱う必要がある、との厳しい現状認識を示した。2008

年民主党大統領候補指名プロセスではヒラリー・クリントン上院議員(当時)の外交政策担

当顧問に就任していたが、クリントンが大統領候補指名を獲得し、大統領選挙でも当選し

ていた場合、国務長官就任が有力視されていた。2008 年 1 月 21 日、ニューヨークの日本

総領事公邸での昼食会でホルブルックは｢米日同盟は今後もアジア・太平洋地域での米国の

政策の基盤であり続けなければならない｣とする対日重視のヒラリー・クリントンの声明を

公表した 1993 年 1 月に発足したクリントン政権では、駐独大使(1993-1994 年)を経て、国

務次官補(欧州・カナダ問題担当)として 1995 年のボスニア・ヘルツェゴビナ紛争を終結さ

せたデイトン和平合意を導いた。クリントン政権ではウォーレン・クリストファー国務長

官の後任に就任するのではと見られていたが、クリントン大統領の友人のオルブライト国

連大使が国務長官ポストに横滑りした。ホルブルックは 1999 年から 2001 年まで国連大使

に就任した。2004 年大統領選挙キャンペーンではジョン・ケリー民主党大統領候補の外交

政策担当顧問として助言を行っていた。1976 年大統領選挙キャンペーンでジミー・カータ

ー民主党大統領候補の国家安全保障問題担当の調整役を務めた。1977 年 1 月に発足したカ

ーター政権では 1977 年から 1981 年まで、国務次官補(東アジア・太平洋担当)として、日

米関係にも深く関与した。ホルブルックは 1962 年に国務省に入省し、在南ベトナム米国大

使館に勤務した。その後、ジョンソン大統領のベトナム担当スタッフ、カッツェンバック

国務次官の特別補佐官、ベトナム戦争パリ和平協議の米国代表団メンバー等を歴任した。

米外交問題評議会(CFR)理事会理事、アジア協会会長(2002-2009 年)、ワシントンポスト紙

コラムニストを歴任。ブラウン大学卒業。プリンストン大学卒業。ユダヤ教。ニューヨー

クシティ出身。1941 年 4 月 24 日生。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/secretary/rm/2009a/01/115297.htm) 
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●中東和平担当特使 ジョージ・ミッチェル (George J. Mitchell) 

2009 年 1 月 22 日、オバマ大統領は大統領就任後初めて訪れた国務省で中東和平担当特使

にジョージ・J・ミッチェル民主党元上院院内総務を任命し、クリントン国務長官が同発表

を行った。ミッチェルは、任命直後の 1月 27 日から中東歴訪を開始し、イスラエルのオル

メルト暫定首相(当時)やパレスチナ自治政府のアッバス議長らと会談し、パレスチナ自治

区ガザの停戦のための調停外交を開始した。ミッチェルは、2000 年から始まったパレスチ

ナの第 2次インティファーダ(対イスラエル武装闘争)について国際調査団を率いたが、イ

スラエル側のパレスチナでの入植活動を批判するととともに、パレスチナ側のテロ行為も

同時に批判していた経歴がある。現在、精力的に中東関係国を歴訪するなど、中東和平を

積極的に推進している。ミッチェルの父親はアイルランド系米国人であるが、母親はレバ

ノン系移民であり、アラブ穏健派諸国の立場と比較的共通しているために、アラブ穏健派

諸国関係者らはミッチェルの中東和平担当特使任命を歓迎しているのに対し、イスラエル

の保守派の中にはミッチェルはアラブ・イスラエル双方に中立的と警戒する見方も一部に

はある。メイン州選出の民主党元連邦上院議員(1980-1995 年)であり、第 2期レーガン政

権当時に発覚したイラン・コントラ事件では上下両院合同委員会で厳しい追及を行った。

その後、民主党上院院内総務(1989-1995 年)の要職も経験している。政界引退後は、北ア

イルランド和平プロセス担当の米国特使に就任し、1998 年の北アイルランド和平締結を実

現したその調停手腕に対しては高い評価を受けている。米大リーグのステロイド使用問題

の調査も担当した。ウォルト・ディズニー元会長(2004-2007 年)。メイン州出身。1933 年

8 月 20 日生。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/secretary/rm/2009a/01/115297.htm) 

 

●グアンタナモ担当特使 ダニエル・フライド (Daniel Fried) 

オバマ大統領は大統領就任直後に一年以内にグアンタナモ捕虜収容所を閉鎖する方針を表

明したが、同公約の実現を目的としてクリントン国務長官は 2009 年 3 月 13 日に大使級ポ

ストであるグアンタナモ担当特使を新設するとともに、専門チームのトップにダニエル・

フライドを任命した。フライドは、グアンタナモ捕虜収容所に拘束されている捕虜の裁判

のレビュー作業を目的とするエリック・ホルダー司法長官を委員長とするオバマ政権内の

関係省庁委員会のメンバーに現在就任している。グアンタナモ捕虜収容所に長期にわたり

拘束されている約 60 名の捕虜の受け取りを欧州の同盟国に対し説得することがグアンタ

ナモ担当特使としてのフライドの主要任務となっているが、各国の指導者は捕虜受け入れ

に消極的姿勢を示している。グアンタナモ担当特使に任命される前は、フライドは 2005

年 5 月から 2009 年 3 月まで、国務次官補(欧州・ユーラシア問題担当)の立場にあった(フ

ィリップ・ゴードン国務次官補の前任者)。1977 年に国務省に入省したキャリア外交官で

あり、駐ポーランド大使(1997 年 11 月-2000 年 5 月)、国務長官特別顧問筆頭代理(NIS 諸

国担当)(2000 年 5 月-2001 年 1 月)、大統領特別補佐官兼ホワイトハウス国家安全保障会議

(NSC)上級部長(欧州・ユーラシア問題担当)(2001-2005 年)等を歴任した。1952 年生。コー

ネル大学卒業。コロンビア大学で国際関係の修士号取得。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/prs/ps/2009/03/120298.htm) 

 

●スーダン担当大統領特使 J.スコット・グレイション (J.(Jonathan) Scott Gration) 

オバマ大統領は、2009 年 3 月 18 日、スーダン問題担当大統領特使に J.スコット・グレイ

ションを指名した。グレイションは、2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマ民主党大

統領候補(当時)の国家安全保障問題担当外交補佐官を務め、オバマ陣営の外交顧問のイン

ナーサークルの一人であった。退役米空軍少将で、米国欧州司令部戦略担当ディレクター
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等歴任し、米空軍に 1974 年から 2006 年までの 32 年間勤務した。両親がキリスト教宣教師

としてコンゴとケニアで布教活動を行なっていた関係で、少年期を両国で過ごしたために、

スワヒリ語が堪能である。オバマが上院議員在任中の 2006 年 8 月下旬からの 15 日間の日

程のアフリカ 5ヶ国歴訪にアフリカ専門家の米空軍少将としてオバマに同行したため、オ

バマと知り合うことになる。米空軍退役後、アフリカの貧困撲滅に取り組んでいる

Millennium Villages の CEO に就任するとともに、インド、バングラディッシュ、ガーナ

の貧困層に対する安全な水の提供を支援する Safe Water Network の活動にも関与していた。

グレイションは 2000 年大統領選挙ではジョージ・W.ブッシュ共和党大統領候補に投票して

いるが、オバマ支持の理由として、優れた判断力、英知、勇気、経験、指導力を挙げてい

た。2008 年 7 月 22 日、アンマンでのオバマとアブドラ・ヨルダン国王との会談に同席し

ているが、同国王とオバマとの会談を準備したのはグレイションであった。欧州、中東駐

留経験も非常に豊富であり、また、イラク政策から退役軍人に関する問題に至るまで非常

に精通しており、大統領選挙キャンペーン当時、オバマと米軍関係者との橋渡し役も果た

していた。ラトガーズ大学卒業。ジョージタウン大学で国家安全保障研究の修士号を取得。

1974 年 9 月に米空軍入隊。イリノイ州セントチャールズ生) 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/122561.htm) 

 

●気候変動問題担当特使 トッド・スターン (Todd D. Stern) 

2009 年 1 月 26 日、ヒラリー・クリントン国務長官は、1997 年から 1999 年までホワイトハ

ウス上級交渉官として京都議定書の交渉を担当したトッド・スターンを気候変動問題担当

特使に任命した。気候変動問題担当特使としてのスターン特使の役割についてクリントン

国務長官は、(1)気候変動に関する国際的取り組みや戦略についての同長官に対して助言を

行う、(2)国連での交渉や二国間交渉で主導的役割を果たす、と説明している。スターンは

2009 年 12 月にデンマーク・コペンハーゲンで開催される国連気候変動枠組み条約第 15 回

締約国会議(COP15)に向けた国際交渉や多国間交渉、二国間交渉を現在担当している。また、

スターンは米国内の気候変動対策ならびにクリーン・エネルギー政策の立案にも積極的に

関与している。クリントン国務長官の初外遊となった 2009 年 2 月のアジア 4ヶ国歴訪(日

本、インドネシア、韓国、中国)にスターンは同長官に全行程を同行し、GE が中国政府と

のパートナーシップに基づいて建設した環境に配慮した発電所を同長官とともに視察した

が、環境分野における米中協力でも重要な役割を担っている。同年 6月上旬には 4日間の

日程でスターンを団長とし、ホワイトハウス、国務省、財務省、エネルギ省、環境保護局

(EPA)の各関係者から構成される米国政府代表団が北京を訪問し、中国政府関係者と地球温

暖化対策関連で米中両国間のおける技術協力について協議を行い、温室効果ガス排出量削

減のために、二酸化炭素回収・貯留(CCS)技術、電気自動車、太陽光発電などの広範な技術

について議論を行った。気候変動問題担当特使として公職に復帰する以前は、ワシントン

D.C.にある民主党寄りのリベラル系シンクタンクである｢アメリカ進歩センター(Center 

for American Progress(CAP))｣で上級研究員(専門：気候変動・環境問題)として気候変動

対策や環境問題に焦点を当てて研究生活を送っていた。また、大手法律事務所ウィルマー・

カトラー・ピカリング・ヘイル・アンド・ドーアのパートナーとして公共政策・戦略グル

ープの副部長の立場にあった。クリントン政権では、1993 年から 1999 年までホワイトハ

ウスにスタッフ・セクレタリーとして勤務しており、クリントン大統領の内政、経済、国

家安全保障等の主要政策の意思決定に関する準備段階で非常に重要な役割を担っていた。

1997 年から 1999 年までの 2 年間、京都会議やブエノスアイレス会議ではホワイトハウス

上級交渉官として国際気候変動対策に関するクリントン政権のイニシアティブの調整を行

った。その後、1999 年から 2001 年まで、財務省に勤務し、財務長官に対し、経済、金融
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関連の広範な政策及ぶ政治的影響について助言を行うとともに、財務省の資金洗浄取り締

まり戦略を担当していた。クリントン政権で公職に就く以前は、1990 年から 1993 年まで

は、パトリック・リーヒー上院司法委員会委員長(民主党-ヴァーモント州選出)の上級顧問

として、知的財産権問題、電気通信問題、憲法問題について助言を行っていた。公職辞任

後、ハーバード大学ジョン・F.ケネディ行政大学院の非常勤講師や米国の助成財団 German 

Marshall Fund(GMF)の常勤研究員の立場にあった。ダートマス大学卒業。ハーバード大学

ロースクール卒業。米外交問題評議会(CFR)会員。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/122554.htm) 

 

●グローバル・パートナーシップ担当国務省特別代表 エリザベス・ベーグリー 

(Elizabeth Frawley Bagley) 

国務省の初代のグローバル・パートナーシップ担当特別代表にエリザベス・ベーグリーが

任命され、2009 年 6 月 18 日に正式に就任した。べーグリーは、現在、国務省の国務長官

室内に新設されたグローバル・パートナーシップ・イニシアティブ室を率いている。グロ

ーバル・パートナーシップ・イニシアティブは、あらゆる分野でのグローバル・レベルで

の協調的対応を通じて、21 世紀型のグローバルな新たな諸課題に対応することを目的とし

ており、国務省が財団、産業界、非政府組織(NGO)、大学、宗教コミュニティとの官民パー

トナーシップの新世代に対し扉を開く目的で立ち上げられたイニシアティブである。2009

年 4 月 22 日に開催されたグローバル・フィランソロピー・フォーラムでの演説でクリント

ン国務長官が同イニシアティブを正式に発表した。協調的ガバナンスを奨励し、また、さ

らにダイナミックかつ迅速に対応可能な外交と民間サービスとの強化が図れるシステムを

構築することは今後数十年先を視野に入れた場合、極めて重要であり、各セクターとの協

調関係推進の点で新たな文化を植え付ける中で、べーグリーは最適任者との見解をクリン

トン国務長官は示し、官民パートナーシップを米国外交の中核に据える必要性に言及した。

べーグリーは、クリントン政権では、駐ポルトガル大使(1994-1997 年)を経て、オルブラ

イト国務長官の上級顧問(1997-2001 年)に就任し、バルカン半島や NATO 東方拡大関連の問

題を担当した。カーター政権でも国務省に勤務し、パナマ運河返還問題や中東和平等に従

事した。オバマ政権入りする以前は、米外交問題評議会(CFR)パブリック・ディプロマシー

米国諮問委員会の委員やワシントン D.C.にある NGO(非政府組織)である国際問題民主研究

所(NDI：National Democratic Institute for International Affairs)評議員等に就任し

ていた。レジス・カレッジ(マサチューセッツ州)卒業。ジョージタウン大学ローセンター

卒業。フランス、スペイン、オーストリアに留学経験がある。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/prs/ps/2009/06a/125278.htm) 

 

●核不拡散担当大統領特別代表 スーザン・バーク (Susan F. Burk) 

2009 年 3 月 17 日に大使級の核不拡散担当特別代表に任命され、米議会上院本会議は、6

月 1日、同任命を正式に承認した。核不拡散防止条約(NPT)ならびに国際的な不拡散体制の

強化を他の国家と図ることが核不拡散担当大統領特別代表としての任務となっている。ま

た、2010 年 5 月に開催予定の NPT 再検討会議の準備に向けて主導的役割を担うこともバー

ク特別代表の重要な任務の一つとなっている。2009 年 8 月 26 日に新潟市で開会した第 21

回国連軍縮会議に出席し、オバマ大統領がプラハ演説で提唱した「核なき世界」の柱とな

る NPT 体制について、NPT 違反に対して NPT 再検討会議で脱退国等への必要な対策を講ず

るべきであると演説。バークは国務省テロ防止調整官室で国土安全保障担当筆頭副調整官

として勤務当時、国務省内に国土安全保障調整委員会(Homeland Security Coordinating 

Committee)を設置し、委員長に就任するとともに、国務省テロ防止調整官室が国土安全保
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障省やその他の連邦機関の窓口として対応していた。国務次官補代行(不拡散担当)、国務

次官補筆頭代理(不拡散管理)、米国軍備管理・軍縮局(ACDA)国際核問題部長等の不拡散関

連のポストを歴任(ACDA)。1999 年 4 月国務省入省。トリニティ・カレッジ(ワシントン D.C.)

卒業。ジョージタウン大学で行政学の修士号取得。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/125818.htm) 

 

〔主要大使人事〕 

 

●国連大使 スーザン・ライス (Susan E. Rice) 

2008 年 12 月 1 日、オバマはスーザン・ライスを閣僚級の国連大使に任命し、2009 年 1 月

22 日、上院本会議はライスの第 27 代国連大使就任に正式に承認した。オバマはライスを

国連大使に任命した背景として、対テロ対策、大量破壊兵器拡散防止、気候変動などの分

野での国連の役割の重要性を指摘した。オバマは国連大使ポストを閣僚級に格上げして、

ブッシュ政権の一国中心主義から国連重視の多国間協調路線への舵の切り替えを図ってい

る。国連大使就任後の 1月 29 日、ライスは国連安保理で初めて演説し、国連を中心とする

多国間枠組みを重視する方針を改めて明確にし、国際的な平和維持、テロ活動及び核拡散

の阻止、気候変動への取り組み、貧困撲滅と開発支援、基本的人権の尊重、民主主義の推

進に取り組む姿勢を示した。高須幸雄国連大使とは 1月 28 日にニューヨークの日本国連代

表部で会談し、オバマ政権の対日重視の姿勢を伝えた。ライスはジェイムズ・スタインバ

ーグ、リチャード・ダンジィグとともに 2008 年 7 月の行なわれたオバマの中東・西欧歴訪

に同行するなど、オバマに対し外交政策について上級外交顧問として助言を行ってきた。

そのため、国家安全保障問題担当大統領補佐官の候補にも挙がっていた。オバマとは 2004

年イリノイ州連邦上院議員選挙キャンペーン中に初めて出会った。オバマの次期大統領当

選後は、オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの 12 名で構成される顧問委員会の委員に

キャロル・ブラウナー、ウィリアム・デイリー、ジュリウス・ジナチョースキー、ジャネ

ット・ナポリターノらとともに就任していた。クリントン政権のホワイトハウスで 1995

年から 1997 年まで大統領特別補佐官、国家安全保障会議(NSC)上級部長、また、1997 年か

ら 2001 年まで国務次官補としてそれぞれアフリカ問題を担当した。オルブライト元国務長

官の側近でもあった。2004 年大統領選挙キャンペーンではジョン・ケリー民主党大統領候

補の国家安全保障問題担当上級顧問に就任して選挙キャンペーンを支援した。最近、ダル

フール紛争に関するスーダン政府の対応を厳しく批判しており、人権問題、貧困撲滅、紛

争解決、平和維持活動(PKO)、対外援助に大きな焦点が当てられるものと考えられる。ブル

ッキングス研究所上級研究員を休職してオバマの大統領選挙キャンペーンを支援していた。

専門は、国際経済開発。スタンフォード大学卒業、ローズ奨学金で英オクスフォード大学

に留学し、国際関係の博士号取得。1964 年 11 月 17 日生。 

(国務省公表略歴情報：http://usun.state.gov/leadership/c31461.htm) 

 

●駐カナダ大使 デビッド・ジェイコブソン (David C. Jacobson) 

オバマ大統領は、2009 年 6 月 4日大統領特別補佐官で、ホワイトハウス人事室に勤務する

デビッド・ジェイコブソンを、駐カナダ大使に任命した。ジェイコブソンは行政府の委員

会の人事をホワイトハウスで担当していた。民主党系ファンドレイザーであり、2008 年大

統領選挙キャンペーンではオバマ陣営の財務担当副委員長の立場にあり、バンドラーとし

てオバマ陣営の政治資金集めに尽力していた。シカゴの法律事務所 Sonnenschein, Nath & 

Rosenthal のパートナーを務めていた人物である。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 
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http://www.whitehouse.gov/the_press_office/Presidential-Nominations-Sent-To-The-

Senate-6-8-09/) 

●駐メキシコ大使 カルロス・パスカル (Carlos Pascual) 

2009 年 2 月、ブルッキングス研究所のカルロス・パスカル副所長兼外交政策研究部長(2006

年から就任)は駐メキシコ大使に任命された。ブルッキングス研究所に勤務する以前は 23

年間国務省のキャリア外交官として、国務省や米国国際開発庁(USAID)の要職、あるいは、

ホワイトハウス大統領特別補佐官兼国家安全保障会議(NSC)上級部長(ロシア・ウクライ

ナ・ユーラシア問題担当)等を歴任していた。また、駐ウクライナ大使を 2000 年から 2003

年まで務めていた。ブルッキングス研究所では 21 世紀の平和イニシアティブである

「Managing Global Insecurity: American Leadership, International Institutions, and 

the Search for Peace in the 21st Century」を立ち上げるとともに、外交政策研究部長

として、同研究所の中国研究部、北東アジア研究部、中東研究部、欧州部の 4つの部を統

括していた。パスカルは危機管理に関する米国の第一人者であり、紛争管理、破綻国家、

経済開発に焦点を当てて外交官生活を送っていた。このようなパスカルの経歴のために、

駐メキシコ大使に任命された直後、パスカルの駐メキシコ大使任命は麻薬戦争が激化し、

経済的にも厳しい状況にあるメキシコは崩壊の危機にあるとオバマ政権が認識しているシ

グナルではないかとしてメキシコ政府関係者が相次いで強く反発を示していた経緯がある。

パスカルは外交官時代にはメキシコ関連の業務経験はあまりない。スペイン語、ウクライ

ナ語が堪能。キューバ出身であるが、3歳のときに家族とともに米国に移住した。1980 年

にスタンフォード大学卒業。1982 年にハーバード大学ジョン・F.ケネディ行政大学から修

士号取得。 

(在メキシコ米国大使館公表略歴情報：http://mexico.usembassy.gov/eng/eBio_AMB.html) 

●駐ブラジル大使 トーマス・シャノン (Thomas A. Shannon, Jr.) 

オバマ大統領は、2009 年 6 月 1日、トーマス・シャノンを駐ブラジル大使に任命した。シ

ャノンは国務省のキャリア外交官であり、2005 年 10 月から国務次官補(西半球担当)の立

場にあったが、ブラジルは新興国の代表として中国、インドなどとともに G20 金融サミッ

トなどの国際社会の場での益々その発言力を強化しており、米国との一層の関係強化に向

けて国務省の中南米問題のエキスパートであるシャノンが駐ブラジル大使に任命された経

緯がある。シャノンは、国務省入省後、中南米関連のポストを歴任しており、在グアテマ

ラ米国大使館領事(政務担当)(1984-1986 年)、駐ブラジル米国大使特別補佐官(1989-1992

年)、在ベネズエラ米国大使館参事官(政務担当)(1996-1999 年)、ホワイトハウス国家安全

保障会議(NSC)米州問題担当部長(1999-2000 年)、米州機構(OAS)米国次席代表(2000-2001

年)、国務省アンデス問題担当部長(2001-2002 年)、国務次官補代理(西半球問題担

当)(2002-2003 年)、大統領特別補佐官兼ホワイトハウス NSC 上級部長(西半球問題担

当)(2003-2005 年)、国務次官補(西半球担当)(2005-2009 年)を歴任した。ウィリアムズ・

アンド・メアリー大学で行政、哲学を専攻。英オクスフォード大学で政治学の修士号及び

博士号取得。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/55306.htm) 

●駐アルゼンチン大使 ヴィルマ・マルチネス (Vilma Martinez) 

オバマ大統領は、Munger, Tolles & Olson 法律事務所のパートナーであったヴィルマ・マ

ルチネスを駐アルゼンチン大使に任命し、2009 年 7 月 24 日、米議会上院本会議は同任命

を賛成多数で正式承認した。Munger, Tolles & Olson 法律事務所のパートナーとして、最
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近は、均等雇用機会政策の強化するための措置について顧客である企業などに助言したり、

企業のビジネス計画に多様性を反映するイニシアティブの策定を支援したりしていた。

1994 年から 1996 年までクリントン大統領の通商政策・交渉大統領諮問委員会の委員に就

任していた。テキサス州サンアントニオ出身。テキサス大学オースチン校卒業。コロンビ

ア大学ロースクール卒業。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/129351.htm) 

●駐日大使 ジョン・ルース (John V. Roos) 

2009 年 5 月 19 日、オバマ大統領はトーマス・シーファー駐日大使の後任として、カリフ

ォルニア州の大手法律事務所 Wilson Sonsini Goodrich & Rosati の最高経営責任者

(CEO)(2005 年 2 月就任)で、民主党系の大口ファンドレイザーであるジョン・ルースを任

命することを内定し、6月 24 日に正式に任命した。7月 24 日に開催された上院外交委員会

指名承認公聴会を経て、8 月 7 日、上院本会議は同指名を承認した。オバマ大統領は、ル

ースが上院本会議で正式承認される前日の 8月 6日、ホワイトハウスでルースと会談し、

同氏を次期駐日大使に指名した理由について、「アジア地域と地球規模の双方で日米関係

の強化を図ることができる人物であり、優れた判断力と知性を持ち、非常に親しい友人、

相談相手でもある。最先端技術を担当する民間企業に勤務しつつ、公職にも深い関心があ

る」と称賛した。ルースは企業法務を専門とする弁護士としてシリコンバレーでハイテク

企業の M&A に従事するとともに、民主党系ファンドレイザーとして 1984 年大統領選挙キャ

ンペーンでのウォルター・モンデールを支持して以降、カリフォルニア州で積極的な政治

活動を展開していた。オバマ大統領との関係では、同大統領が民主党大統領予備選挙への

出馬を表明した 2007 年 2 月段階で既にルースはオバマ支持を表明し、自宅でオバマのため

の政治資金集めパーティーを開催しており、オバマ大統領やデビッド・アクセルロッド・

ホワイトハウス上級顧問らと非常に近い関係にある。2008 年大統領選挙キャンペーンでは

オバマの大統領選挙勝利のためにカリフォルニア州の財務担当共同委員長に就任していた。

2004 年大統領選挙プロセスでは、民主党大統領候補であったジョン・ケリー上院議員(マ

サチューセッツ州選出)の選挙キャンペーンを北カリフォルニア地区で支援していた。2000

年民主党大統領候補選出プロセスではビル・ブラッドレー元上院議員を支援していた。ル

ースはカリフォルニア州の民主党関係者の間ではよく知られた人物であり、ナンシー・ペ

ロシ下院議長、ダイアン・ファインシュタイン上院議員、バーバラ・ボクサー上院議員ら

カリフォルニア州選出の有力民主党議員らと懇意であるために、米議会対策という観点か

ら日米関係の維持、強化に向けて貴重なパイプを構築している。ルースは日米間の協力分

野として、技術交流と再生可能エネルギー分野を挙げている。日本で総選挙を控えた 2009

年 8 月 19 日に赴任のために来日した。次期駐日大使候補にはジョセフ・ナイ・ハーバード

大学教授やノーマン・ミネタ元運輸長官(元商務長官)、ロバート・オアー・ボーイング日

本法人本社長、ジム・リーチ元共和党下院議員らの名前も浮上していた経緯がある。ルー

スはロサンゼルス出身。1977 年にスタンフォード大学卒業。1980 年に同大学ロースクール

卒業。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-5-27-2009/) 
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For Immediate Release                                                August 6, 2009 
 

REMARKS BY THE PRESIDENT 
REGARDING JOHN ROOS, AMBASSADOR-DESIGNATE TO JAPAN 

Oval Office 

2:55 P.M. EDT 

THE PRESIDENT:  Hello, everybody.  I think many of you are aware that a partnership between the United 
States and Japan is one of tremendous interest.  It's one of the cornerstones of our both security and economic 
well being.  We have an extraordinarily close relationship based on shared values and shared interests.  There 
is enormous respect between the people of Japan and the people of the United States. 

And it's for that reason that my administration wants to get off on a strong footing diplomatically through our 
relationship.  And I placed great importance in the selection of who would represent the United States as 
Ambassador to Japan.  And after careful consideration I made the determination that the person who I thought 
could best do this is somebody with superb judgment, somebody with an outstanding intellect, somebody who 
is a very close friend of mine and a close advisor, somebody who has worked both in the private sector with 
cutting-edge technologies, but also is somebody who has a deep interest in public service.  And that's my 
friend, John Roos. 

He is somebody who I'm confident is going to be able to help to strengthen both the regional and the global 
relationship between the United States and Japan.  He's somebody who will be able to advise me directly on 
issues that may arise and opportunities that may arise in the U.S.-Japanese relationship.  He is somebody who 
is I know going to be working incredibly hard to make sure that he is listening to and understanding the full 
scope of Japanese concerns.  And so I very much appreciate his willingness to take on those tasks. 

He and his wife, Susie, and his family are prepared to -- and eager -- to travel to Japan.  It's a sacrifice to, 
obviously, uproot yourself, but John has shown nothing but great enthusiasm for what is one of the most 
important diplomatic tasks that we have in the country.  And I'm grateful for his service and confident that he 
is going to represent not only my administration, but the United States of America with extraordinary ability.

So thank you so much, John. 

                             END                    2:58 P.M. EDT 

 

●駐日米国大使補佐官 スザンヌ・バサラ (Suzanne Basalla) 

駐日米国大使補佐官に就任したスザンヌ・バサラは第 7艦隊 USS Blue Ridge に乗艦してい

た海軍出身で、慶應義塾大学にも留学経験があり、前国防総省日本部長として在日米軍再

編問題を担当してきた知日派である。ルース駐日大使は企業買収や合併を専門とする弁護

士出身であり、安全保障問題、軍事問題については全く経験がないが、同大使をバサラ補

佐官がサポートしている。 

 

●駐中国大使 ジョン・ハンツマン (Jon Huntsman, Jr,) 
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2009 年 5 月 16 日、オバマ大統領はクラーク・T.ラント駐中国米国大使の後任に現職のユ

タ州知事で、共和党員のジョン・ハンツマンを任命すると発表した。ハンツマンは 2008

年 11 月にユタ州知事選挙で再選を果して 2期目を務めていた。2008 年大統領選挙プロセ

スではジョン・マケイン共和党大統領候補の全米共同委員長の一人に就任していた。駐シ

ンガポール大使(1992-1993 年)や米国通商代表部(USTR)次席代表(2001-2004 年)を務めて

いた経歴があり、USTR 次席代表として対中恒久最恵国待遇供与法案(PNTR 法案)の米議会可

決や中国の世界貿易機関(WTO)加盟問題に関与していた。若き日にモルモン教の宣教師とし

て台湾で布教活動に従事していた経験があるために北京語を流暢に話すことができる中国

通であり、中国政府高官との個人的人脈も構築している。ジョージ・H.W.ブッシュ政権で

は商務省次官補代理(東アジア・太平洋担当)に就任していた。米国の対中貿易赤字は 2008

年には 2663 億ドルに達しており、中国政府による為替操作にも米議会などから不満が表明

される中、個人的にも中国ならびにアジアとの経済・金融問題、通商問題、環境問題等に

幅広く精通しており、益々重要性を帯びてきている米中関係や中国関連の問題に高い専門

性を持ったハンツマンは2009年8月7日に米議会上院本会議で賛成多数で駐中国大使任命

が承認され、駐中国大使に正式に就任した。2009 年 5 月 16 日に駐中国大使指名について

ホワイトハウスでオバマ大統領とともに記者会見に臨んだが、ハンツマンは米中関係につ

いて、｢米国にとり最も重要な戦略的二国間関係｣との認識を示した。中国外務省もハンツ

マンが次期駐中国大使に任命されたことについて馬朝旭報道局長が、｢中米関係の発展と両

国民の友好のために積極的役割を果たすよう希望する｣との歓迎する意向を表明していた。

ハンツマンは北京には同年 8月下旬に赴任し、赴任直後の 8月 22 日に駐中国米国大使公邸

で行われた記者ブリーフィングで、米中関係は、現在、重要な局面を迎えており、今後数

ヶ月以内に強固かつ永続的関係を構築していけるかを試されることになるとの見解を示し

た。また、米中両国が 30 年前の 1979 年に国交正常化して以来、現在ほど懸案が山積して

いる時期はなかったのではないかとの認識も示した。ハンツマンは北京赴任直前にオバマ

大統領と会談した際、今後の米中関係で焦点を当てるべき全体像的な問題として同大統領

からは、(1)グローバル経済、(2)エネルギー問題、(3)気候変動対策、を指摘された事実を

明らかにしている。同年 11 月中旬にオバマ大統領はアジア歴訪の一環として訪中する政治

日程を考慮したうえで、ハンツマンは、現在、米中関係が重要な局面を迎えているとの認

識を示しつつ、「中国は、従来までとは異なり、グローバル経済、エネルギー問題、気候

変動対策のすべての問題についてステーク・ホールダー(利害共有者)である。米中関係で

従来までとは異なるユニークな側面があるとすると、両国が協調して取り組み、ともに解

決を図ろうとする数多くのグローバル・イシューが存在している点である」と述べて両国

は協調を図ることが可能との期待感を表明した。ジョージ・W.ブッシュ政権末期に台湾に

対し武器供与が行われ、米中関係は一時冷却化したが、米中軍事交流は再開され、また、

過去 8年間全く協議が行われなかった人権に関する定期協議も年内に再開の見通しであり、

米中関係には進展の兆候が見られるとの見方をハンツマンは表明した。中国が米国の財政

赤字の拡大や米ドル安に懸念を示す中、米中両国はグローバル経済の不況からの脱出につ

いて協調して取り組まなければならない関係である。また、米中両国は核開発を推進する

北朝鮮、イランといった外交案件にも直面しており、ハンツマンは駐中国米国大使として

重要な責務を担っている。ハンツマンは、2008 年大統領選挙及び連邦議会選挙の敗北から

共和党が立ち直るためには、より穏健な方向に同党は政策転換を図る必要があるとの主張

を展開し、党内保守派勢力から反発を受けていた経緯がある。環境問題についてもハンツ

マンはユタ州知事として米西部諸州の州知事らと超党派アプローチで協力して地球温暖化

問題に積極的に取り組んでいた実績がある。2012 年大統領選挙に向けた共和党大統領候補

の一人として有望な穏健派共和党州知事としても非常に注目されていたために、駐中国大
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使指名は大きな驚きを持って受け止められた。オバマ大統領がハンツマンを次期駐中国大

使に指名した背景には、2001 年から 2002 年にかけてハンツマンと USTR で一緒に勤務して

いたジェフリー・ベーダー・ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)上級部長(アジア担当)

の推薦があったとされる(当時、ハンツマンはUSTR次席代表(アジア担当)、ベーダーはUSTR

代表補(中国担当)として緊密に連携しながら勤務していた)。他に次期駐中国大使の候補と

しては、2008 年大統領選挙プロセスで共和党員ながらオバマ支持を表明した下院銀行・金

融サービス委員会委員長や下院外交委員会アジア・太平洋小委員会委員長を務めたジム・

リーチ元下院議員(アイオワ州選出)などの名前も浮上していた。ハンツマンは家族が設立

したファミリー企業であったケミカル企業の多国籍企業 Huntsman Corp.(世界での全従業

員数 1万 2000 人、2008 年の売上高 100 億ドル以上)の経営にも会長兼 CEO としてかつて従

事していた元ビジネスマンであり、同社は中国でも事業展開を行っている(ハンツマン家は

既に同社の株式を売却しており、同社との結びつきはなく、大使就任に際し同社関連の案

件には一切関与しないことを誓約した倫理規定文書にハンツマンは署名)。モルモン教徒。

7人の子供の一人、Gracie Mei は中国人の養子である。ペンシルベニア大学卒業。1960 年

3 月 26 日生。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/127146.htm) 

 

●駐インド大使 ティモシー・ロマー (Timothy J. Roemer) 

オバマ大統領は、2009 年 5 月 27 日、第 21 代駐インド米国大使に任命し、米議会上院本会

議も 7 月 10 日に同任命を賛成多数で正式に承認し、7 月 23 日、駐インド大使に正式に就

任した。8月 11 日、パーティル・インド大統領に信任状を提出して駐インド大使として勤

務を開始した。近年、米印二国間関係は益々その重要性を高めており、世界最古の民主主

義国家である米国と世界最大の人口を抱える民主主義国家であるインドとが 21 世紀の国

際的課題の克服に向けてさらなる多角的な関係強化を図る必要があり、ロマーの大使とし

ての役割は重要になると考えられる。ワシントン D.C.の国家安全保障に関するシンクタン

ク｢国家政策研究所(Center for National Policy(CNP))｣の会長から駐インド米国大使に抜

擢された。2008 年 1 月 23 日、オバマ支持を表明した。1990 年 11 月にインディアナ州第 3

区選出連邦下院議員に初当選し、1991 年 1 月から 2003 年 1 月まで 6期 12 年連邦下院議員

として政治活動を行っていた。議員在職中は、諜報活動や教育の向上に精力的に取り組み、

｢No Child Left Behind 法｣の成立ならびに同プログラムの予算獲得の点で重要な役割を果

たした。また、米国同時多発テロ事件発生後には、国家安全保障及び国土安全保障への対

応を改善するために国土安全保障省創設を主張した下院議員の一人であった。2008 年民主

党大統領候補選出プロセスでは早い段階からオバマ支持を表明し、2008 年 5 月 6日に行わ

れた地元のインディアナ州民主党大統領予備選挙ではオバマの選挙キャンペーンを積極的

に支援し、クリントン上院議員(当時)に僅差で惜敗したものの、オバマが民主党大統領候

補に事実上、確定することに尽力した。ロマーは中道派の民主党員であり、｢米国同時多発

テロ事件究明委員会(September 11 Commission)｣、｢大量破壊兵器(WMD)拡散及びテロ活動

阻止に関する委員会(Commission on the Prevention of Weapons of Mass Destruction, 

Proliferation and Terrorism)｣、ワシントン近東政策研究所(WINEP)の｢過激派過激主義イ

デオロギー撲滅に関する大統領タスクフォース(Presidential Task Force on Combating 

the Ideology of Radical Extremism｣の委員をそれぞれ務め、安全保障分野に非常に強い

人物である。George Mason 大学 Mercatus 研究所客員教授として立法府と政策分析に関す

る講義を行うことで公共政策の改善を目的として議員や議員スタッフと協調して取り組ん

でいた。カトリック教徒。カリフォルニア大学サンディエゴ校卒業。ノートルダム大学か

ら米国政治の修士号と博士号を取得。趣味はバスケットボール、歴史書、自伝の読書。 
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 (国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/127199.htm) 

 

●駐イギリス大使 ルイス・ススマン (Louis B. Susman) 

オバマ大統領は、2009 年 6 月 2日、駐イギリス大使にルイス・ススマンを任命し、7月 10

日に米議会上院本会議が同任命を賛成多数で正式に承認し、7月 29 日、駐イギリス大使に

正式に就任して、8月 17 日にイギリスに赴任した。Citigroup Corporate and Investment 

Banking の元副会長であり、Citigroup 国際諮問委員会委員も務めていた。著名な民主党系

のファンドレイザーとして知られており、オバマの大統領選挙キャンペーンのために 10

万ドルの政治献金を集め、また、2009 年 1 月の大統領就任祝賀会のために 30 万ドルを集

めた。2008 年大統領選挙キャンペーンではシカゴのオバマ選対本部の中核で影響力のある

ビジネスマン兼弁護士としてオバマの選挙キャンペーンを支えた。2004 年大統領選挙キャ

ンペーンでもジョン・ケリー民主党大統領候補のための政治資金集めで重要な役割を担っ

た。1989 年 6 月に投資銀行のソロモン・ブラザーズに勤務する前は、ミズーリー州セント

ルイス市内の弁護士事務所で27年間勤務しており、セントルイスを本拠地にするThompson 

& Mitchell 法律事務所のシニア・パートナーの立場として主に M&A(企業合併・買収)を担

当していた。1975 年から 1989 年までは地元の大リーグ球団セントルイス・カージナルス

の取締役に就任し、同球団は 1982 年にワールドシリーズ制覇、1985 年、1987 年にはナシ

ョナルリーグ制覇を果たしている。ススマンは公職分野でも積極的に活動してきた人物で

あり、1988 年にはロナルド・レーガン大統領により｢パブリック・ディプロマシーに関す

る米国諮問委員会(U. S. Advisory Commission on Public Diplomacy)｣の委員に任命され、

米国広報庁(USIA)に対する監督について協議し、提言を行った。全米の公共政策関連の諸

問題について調査するワシントン D.C.の超党派のシンクタンク全米政策研究所

(CNP:Center for National Policy)の取締役にも就任していた。ミシガン大学卒業。ワシ

ントン大学卒業。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/128695.htm) 

 

●駐アイルランド大使 ダニエル・ルーニー (Daniel Rooney) 

米プロ・フットボールチームのピッツバーグ・スティーラーズのオーナーからの抜擢であ

り、2008 年 4 月 22 日に実施されたペンシルベニア州民主党大統領予備選挙前にオバマ支

持を表明していた。 

 

●駐フランス大使 チャールズ・リヴキン (Charles H. Rivkin) 

エンターテイメント企業である W!LDBRAIN Inc.の CEO であり、かつて Jim Henson Co.の社

長を務めていた。父親がかつて駐セネガル大使、駐ルクセンブルク大使を務めていたため

にフランス語に堪能である。民主党系ファンドレイザーとしてオバマの大統領選挙キャン

ペーンを積極的に支援していた。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-5-27-2009/) 

 

●駐ドイツ大使 フィル・マーフィー (Phil Murphy) 

元投資銀行家であり、民主党全国委員会(DNC)の全米財務担当委員長の立場にあった。 

 

●駐オランダ大使 フェイ・ハートッグ・レビン (Fay Hartog-Levin) 

民主党系ファンドレイザーであり、シカゴのパブリック・リレーションズ企業である Res 
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Publica Group の上級コンサルタントから駐オランダ大使に任命された。 

 

●駐ベルギー大使 ハワード・ガットマン (Howard W. Gutman) 

オバマ大統領は、2009 年 6 月 16 日、駐ベルギー大使にハワード・ガットマンを任命し、7

月 24 日、米議会上院本会議は同任命を正式に承認した。2008 年大統領選挙キャンペーン

ではオバマのためにバンドラーとして 50 万ドルの政治献金を集めた民主党系の有力ファ

ンドレイザーである。大手法律事務所である Williams & Connolly のワシントン D.C.事務

所にパートナーとして勤務し、ワシントンを代表する弁護士の一人に挙げられていた。米

国の大手投資銀行 Friedman, Billings & Ramsey の訴訟担当顧問にも就任していた。ウィ

リアム・H.ウェブスター連邦捜査局(FBI)長官の特別補佐官として、テロ対策、諜報対策を

担当していた経歴を持つ。コロンビア大学。ハーバード大学ロースクール卒業。ユダヤ系

米国人。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-6-11-09/) 

 

●駐スウェーデン大使 マシュー・バーズン (Matthew Barzun) 

Kentucky Internet のエグゼクティブから駐スウェーデン大使に抜擢され、2008 年大統領

選挙キャンペーンではオバマのファンドレイザーであった。。 

 

●駐デンマーク大使 ローリー・フルトン (Laurie F. Fulton) 

民主党系ファンドレイザーであり、大手法律事務所 Williams & Connolly のパートナーか

ら駐デンマーク大使に抜擢された。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-5-27-2009/) 

 

●駐スイス・リヒテンシュタイン大使 ドン・ベヤー (Don Beyer) 

ドン・ベヤーはヴァージニア州元副知事であり、2008 年大統領選挙キャンペーンでオバマ

を積極的に支持していた人物である。Volvo の自動車販売で成功を収めた大事業家でもあ

る。 

 

●駐スペイン・アンドラ公国大使 アラン・ソロモント (Alan D. Solomont) 

Corporation for National and Community Service 会長、ベンチャーキャピタル企業

Solomont Bailis Ventures 会長から駐スペイン・アンドラ公国大使に抜擢された。ボスト

ンの民主党系ファンドレイザーであり、オバマの大統領選挙キャンペーンを北東部地域担

当財務委員長として支援。介護事業で財産を成した人物。民主党候補や民主党の活動に多

額の政治献金を行なっており、ビル・クリントンやジョン・ケリーの大統領選挙キャンペ

ーンの主要ファンドレイザー。オバマが上院議員に当選し、上院議員としての職務を開始

した直後の 2005 年 2 月段階でオバマの議員スタッフがソロモントに接触し、政治資金集め

を依頼し、その後、オバマとソロモントはワシントン D.C.の中華レストランで会食し、二

人とも地域活動家として活動していた共通点などでソロモントがオバマに好印象を持つよ

うになった経緯がある。オバマ陣営はロビイストからの政治献金受け取りを拒否する方針

を示しているが、ソロモントは 2007 年末時点でヘルスケア関連ビジネスの連邦ロビイスト

として登録。2007 年 1 月 25 日、オバマ支持の意向を表明し、選挙キャンペーンではオバ
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マに対しヒラリー・クリントンとの違いを明確にして有権者に訴える必要性について助言。

長年にわたり民主党のために活動してきた人物。1997 年、クリントン大統領、ゴア副大統

領の要請により民主党全国委員会(DNC)全米財務委員長に就任し、DNC 全米財務委員長在任

中、総額 4,000 万ドル以上の政治資金を集めた。2004 年大統領選挙ではジョン・ケリー民

主党大統領候補のファンドレイザーとして中核的役割を担った。ユダヤ系米国人の慈善家

であり、中東和平にも積極的にコミットしている人物。Solomont Bailis Ventures の元会

長兼 CEO、Boston Private Bank & Trust Company 元役員、Angel Healthcare Investors, LLC

元取締役。タフツ大学卒業。ロウェル大学卒業。 

 

●駐バチカン大使 ミゲル・ディアズ (Miguel H. Diaz) 

ミネソタ州にあるセント・ジョンズ大学とカレッジ・オブ・セント・ベネディクトの准教

授(専門：神学)から駐バチカン大使に抜擢された。駐バチカン大使には、当初、故ケネデ

ィ大統領の長女のカロライン・ケネディの名前が浮上していたが、バチカン側が彼女の妊

娠中絶容認の立場に不快感を示し、同大使ポストへの就任の可能性がなくなった経緯があ

る。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/128689.htm) 

 

●駐欧州連合(EU)大使 ウィリアム・ケナード (William E. Kennard) 

オバマ大統領は、2009 年 8 月 6日、大手投資ファンド企業であるカーライル・グループの

取締役のウィリアム・ケナードを駐欧州連合(EU)大使に任命した。ケナードは、カーライ

ル・グループに勤務する前は、第 2期クリントン政権の 1997 年から 2001 年まで、リード・

ハント米連邦通信委員会(FCC)委員長の後任として、FCC 法律顧問を経て FCC 委員長に就任

していた。FCC 委員長として、(1)インターネットの米国の家庭への普及、(2)新たなワイ

ヤレス技術、ブロードバンド・ネットワークへの積極的投資の奨励、(3)教育機関、図書館、

低所得層が多く居住する地域社会、障害者などによるデジタル技術の活用、などに焦点を

当てた政策を積極的に導入した。2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマの有力ファン

ドレイザーの一人であった。ケナードがオバマを支持したことは、かつて FCC 委員長とし

て管轄していたテレコム業界やインターネット業界からのオバマに対する政治資金集めに

大きく貢献し、2008 年 8 月中旬にオバマ選対本部が発表した上位 35 名のファンドレイザ

ーの一人にケナードが入っており、オバマのために 50 万ドル以上の政治資金を集めた。オ

バマに対してケナードやハントを紹介したのは FCC 勤務時代に二人に仕え、オバマとはハ

ーバード大学ロースクール在学時代にクラスメートあったジュリウス・ジナチョースキー

であった。ジナチョースキーはオバマ政権では FCC 委員長に就任している。FCC に勤務す

る以前は、Verner, Liipfert, Bernhard, McPherson and Hand 法律事務所(現在は、DLA 

Piper)のパートナー兼取締役の立場にあった。駐欧州連合(EU)大使に就任するまでは、ニ

ューヨークタイムズ・カンパニー、ハワイアン・テレコム、インサイト・コミュニケーシ

ョンズの取締役に就任していた。スタンフォード大学卒業。エール大学ロースクール卒業 

(ホワイトハウス公表略歴： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-8-6-09/) 

 

●NATO 米国代表部大使 イヴォ・ダールダー (Ivo H. Daalder) 

オバマ大統領は、2009 年 3 月 11 日、イヴォ・ダールダーを NATO 米国代表部大使に任命し、

米議会上院本会議は同任命を 5月 6日に正式に承認した。クリントン政権ではホワイトハ

ウス国家安全保障会議(NSC)で欧州問題担当部長(1995-1996 年)を務め、米国の対ボスニア
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政策の立案に関与した。2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマの外交顧問として 40

名で構成される核不拡散チームを率い、不拡散チームは 8 つの作業部会を設置していた。

また、オバマの対欧州政策担当顧問としても対欧州政策について助言を行なっていた。ク

リントン政権を離れてからはブルッキングス研究所で上級研究員としての研究生活を送っ

ていた。 

(NATO 米国代表部公表略歴情報： 

http://nato.usmission.gov/Bio/Ambassador_Daalder_Bio.asp) 

 

●駐経済協力開発機構(OECD)大使 カレン・コーンブルー (Karen Francine Kornbluh) 

オバマ大統領は、2009 年 6 月 25 日、駐経済協力開発機構(OECD)大使にカレン・コーンブ

ルーを任命し、米議会上院本会議は、8月 7日、同任命を賛成多数で正式に承認した。 

ワシントン D.C.にある民主党寄りの進歩系シンクタンク「アメリカ進歩研究所(CAP)」の

客員研究員からの抜擢となった。オバマがイリノイ州選出連邦上院議員選挙に当選後、2005

年からオバマの上院議員スタッフとして活動していた。オバマの上院議員時代の政策担当

ディレクターとして、専門であるコミュニケーション政策や国際貿易と勤労世帯に影響を

及ぼす問題に焦点を当てていた。オバマの上院議員スタッフに就任する前は中道派シンク

タンクである New America Foundation の勤労・家族プログラムを創設し、同シンクタンク

で研究員として研究生活を送っていた。アトランティック・マンスリー、ニューヨーク・

タイムズ・ワシントンポスト等に経済政策に関する記事を多数寄稿し、医療保険制度改革

の必要性を訴える論文も寄稿しており、コーンブルーの考え方はオバマの著書｢The 

Audacity of Hope｣の中の一つのテーマとなっていた。クリントン政権ではロバート・ルー

ビン財務長官の次席補佐官を務め、電子商取引、国際貿易等を担当していた。1994 年から

1997 年までは米連邦通信委員会(FCC)に勤務し、FCC マスメディア局副局長としてデジタル

テレビ関連案件を担当し、FCC 法案・省庁間問題局局長としては｢1996 年電気通信法｣の主

要条項の実施を担当した。FCC 国際局局長補としては WTO 基本テレコム協定交渉を支援し

た。FCC に勤務する前はジョン・ケリー上院議員(民主党-マサチューセッツ州選出)の上院

商業委員会電気通信小委員会スタッフとして勤務していた。公職に勤務する前はアラン・

グリーンスパンの経済予測企業である Townsend-Greenspan & Co.のエコノミストとして勤

務していた経歴がある。B ブリンマー大学卒業。ハーバード大学ジョン・F.ケネディ行政

大学院で修士号取得。 

(ホワイトハウス公表略歴： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-6-25-09/) 

 

●駐ロシア大使 ジョン・ベイル (John R. Beyrle)  

ロシア・東欧問題を専門とするキャリア外交官であり、ウィリアム・バーンズ駐ロシア大

使の国務次官(政務担当)への異動に伴い、ジョージ・W.ブッシュ大統領が、2008 年 5 月 13

日に駐ロシア大使に任命し、米議会上院本会議は、6月 27 日に同任命を正式承認し、7月

27 日にモスクワに赴任した。モスクワ赴任後間もなく南オセチア紛争が発生した。ベイル

はロシア政府との協議を行ったが、ロシア政府による南オセチア自治州、アブハジア自治

共和国の承認を批判した。1983 年に国務省入省。1983 年から 1985 年まで在モスクワ米国

大使館に政務官として勤務し、2003 年から 2005 年までは在モスクワ米国大使館で首席公

使に就任していた。国務長官特別顧問代行(NIS 諸国担当)、ホワイトハウス国家安全保障

会議(NSC)ロシア、ウクライナ、ユーラシア問題担当部長、ジョージ・シュルツ国務長官な

らびにジェイムズ・ベーカー三世国務長官のスタッフ・オフィサー、ポール・サイモン上



 88

院議員(民主党-イリノイ州選出)の外交政策顧問等を歴任した。ミシガン州出身。グラン

ド・ヴァレー州立大学卒業。米国戦争大学卒業。ミドルバリー大学でロシア語を修了。1954

年 2 月 11 日生。 

 

●駐ポーランド大使 リー・ファインスタイン (Lee Andrew Feinstein) 

オバマ大統領は、2009 年 7 月 20 日、リー・ファインスタインを駐ポーランド大使に任命

し、米議会上院本会議は、9月 22 日、同任命を賛成多数で正式に承認した。2008 年民主党

大統領候補選出プロセスではヒラリー・クリントンの国家安全保障政策担当ディレクター

兼調整官を務めていたが、クリントン撤退後はオバマ陣営に参画した。クリントン政権で

は、オルブライト国務長官の上級顧問として大量破壊兵器(WMD)不拡散問題、戦略軍備管理、

南アジア、国務省改革等の外交案件を担当していた。武器密輸問題に関する国連特別協議

の米国代表団団長や国務省政策立案局局長代理等を務めた経歴を持つ。1994 年から 1995

年までは国防長官室で平和維持活動(PKO)の政策立案に関与した。1994 年 2 月にクリント

ン政権入りするまではワシントン D.C.の民間団体 Arms Control Association のディレク

ター補佐として活動していた。オバマ大統領は、2009 年 9 月にポーランド、チェコへのミ

サイル防衛(MD)配備計画の見直しを決定しており、イランの短距離・中距離ミサイルに対

して効率性を重視した新たな欧州 MD 配備を目指すことにしており、2015 年に地上発射型

SM3 をポーランド、チェコに配備する方針である。ジョージタウン大学ローセンター卒業。

ニューヨーク市立大学卒業。ジョージワシントン大学エリオット国際関係大学院及びニュ

ーヨーク市立大学で准教授として国際法、国際政治を指導していた。 

(在ポーラント米国大使館公表略歴情報： 

http://poland.usembassy.gov/embassy-events-2009/white-house-confirms-lee-feinste

in-as-the-new-u.s.-ambassador-to-poland-16-july-2009) 

 

●駐ベリーズ大使 ヴィナイ・サムマァラパリー (Vinai K. Thummalapally) 

カリフォルニア州にあるオキシデンタル・カレッジにオバマが在学していた当時のクラス

メートである。2008 年大統領選挙ではオバマの選挙キャンペーンのために多額の政治資金

集めに尽力したバンドラーの一人であり、10 万ドル以上を集めたといわれている。記録用

光ディスクの製造・販売企業である MAM-A Inc.社長から駐ベリーズ大使に任命された。

MAM-A Inc.社長に就任する前は、Mitsui Advanced Media Inc.のプラント・マネジャーの

立場にあった。インド中南部アーンドラ・プラデーシュ州の州都ハイデラバード出身であ

り、1974 年に米国に移住した。カリフォルニア州立大学卒業。インド系米国人。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-6-11-09/) 

 

●駐アフガニスタン大使 カール・アイケンベリー (Karl Winfrid Eikenberry) 

2009 年 3 月 11 日、オバマ大統領は、北大西洋条約機構(NATO)軍事委員会副議長の立場に

あったカール・アイケンベリー米陸軍中将を駐アフガニスタン米国大使に任命した。アイ

ケンベリーは駐アフガニスタン連合国司令官を務めており、アフガニスタン情勢に非常に

詳しい人物である。 

 

●駐イラク米国大使 クリストファー・ヒル (Christopher Robert Hill) 

2009 年 2 月 27 日、オバマ大統領はノースカロライナ州キャンプ・レジューン海兵隊基地

でイラク駐留米軍の撤収計画について演説を行ったが、同演説の中でライアン・クロッカ
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ー駐イラク米国大使の後任としてクリストファー・ヒル国務次官補(東アジア・太平洋担当)

を任命する方針を明らかにした。駐イラク米国大使任命の正式発表は同年 3月 11 日に行わ

れた。上院外交委員会での指名承認公聴会を経て、4月 21 日、上院本会議はヒルの駐イラ

ク米国大使任命を賛成 73 名、反対 23 名の賛成多数で承認し、4月 24 日にバグダッドに赴

任した。ヒルの駐イラク大使任命に対しては、有力共和党上院議員から中東政策での経験

不足や対北朝鮮政策における譲歩姿勢などを理由に相次いで反対が表明された。サム・ブ

ラウンバック上院議員(共和党－カンザス州選出)は北朝鮮との協議の中で北朝鮮人権担当

特使を参加させなかったとの批判を展開して反対票を投じた。また、2008 年共和党大統領

候補であったジョン・マケイン上院議員(共和党－アリゾナ州選出)もヒルには中東での勤

務経験や対テロ戦争に不可欠な米軍との緊密な連携の経験が欠如しているとして反対票を

投じた。ヒルは 2005 年から北朝鮮核開発に関する 6ヶ国協議で米国政府の首席代表を務め

ていた。オバマ政権のイラク米国大使任命に関しては、アンソニー・ジニー米中央軍

(CENTCOM)元司令官が駐イラク大使への任命を約束されたとの失言が問題となったことが

あった。ヒルは国務次官補(東アジア・太平洋担当)に就任する以前は、駐マケドニア大使

(1996-1999 年)、駐ポーランド大使(2000-2004 年)、駐韓国大使(2004-2005 年)を歴任し、

コソボ担当特使(1998-1999 年)も務めていた外交官である。かつて米下院外交委員会アジ

ア・太平洋小委員会委員長をしていたスティーブ・ソラーズ下院議員(民主党-ニューヨー

ク州選出)(当時)のスタッフを務めていた。国務省入省は 1977 年である。ボードウィン・

カレッジ卒業。海軍戦争大学で修士号取得。1952 年生。 

(国務省公表略歴情報：http://www.state.gov/r/pa/ei/biog/122026.htm) 

●駐サウジアラビア大使 ジェイムズ・スミス (James B. Smith) 

オバマ大統領は、2009 年 6 月 4 日、駐サウジアラビア大使に大手防衛関連企業 Raytheon 

Integrated Defense Systems の国際ビジネス開発担当役員であるジェイムズ・スミスを任

命し、米議会上院本会議は、8 月 4 日、同任命を正式に承認した。スミスは退役空軍将軍

であり、かつて沖縄嘉手納基地の米軍航空団司令官も務めていた。Raytheon に入社する前

は、Lockheed Martin Mission Systems の Navy C2 プログラム担当ディレクターに就任し

ていた。米空軍士官学校で軍事史の学位取得。インディアナ大学で歴史の修士号取得。海

軍大学校、空軍指揮幕僚大学、国防大学校をそれぞれ卒業。 

(在リヤド米国大使館公表略歴情報： 

http://riyadh.usembassy.gov/policy/press-releases/president-obama-announces-inte

nt-to-nominate-brigadier-general-james.-b.-smith-as-ambassador-to-kingdom-of-sau

di-arabia) 

●駐南アフリカ大使 ドナルド・ギプス (Donald H. Gips) 

2009 年 6 月 4 日、オバマ大統領はドナルド・ギプスを駐南アフリカ大使に任命し、7 月 7

日、米議会上院本会議は全会一致で同任命を承認した。2008 年大統領選挙関連では、オバ

マが大統領選挙で勝利し、次期大統領に決まって 2008 年 11 月からは、ブッシュ政権下で

の国務省、国防総省、財務省等の政策決定を検証し、また、新政権の長官人事や政策立案

に反映させるためのに省庁検証チームの共同議長にメロディ・バーンズ、リサ・ブラウン

とともに就任していた。オバマ政権が発足した 2009 年 1 月から駐南アフリカ大使に任命さ

れるまで、ホワイトハウスで大統領補佐官兼大統領人事担当部長として 40 名のスタッフを

率い、オバマ政権での 3000 以上もの公職ポストでの勤務を希望する人材採用等の人事を担

当していた。オバマとは 2004 年に初めて会い、直ちに懇意になり、オバマが上院議員当選

後は上院議員オフィスのスタッフ採用を支援していた。2008 年大統領選挙キャンペーンで
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もオバマを積極的に支援していた。1998 年から 2008 年まで、Level 3 Communications の

グローバル・コーポレート開発担当元グループ副社長として同社の M&A を管轄するととも

に、最高戦略責任者(CSO)も兼務していた。また、Mindspeed Technologies 社取締役にも

就任していた。マッキンゼー・アンド・カンパニーでの勤務を経て、米国連邦通信委員会

(FCC)国際局長(1994-1997 年)として WTO 交渉や周波数帯割り当て政策等を担当していた。

その後、クリントン政権でアル・ゴア副大統領の内政担当首席顧問(1997-1998 年)に就任

していた。技術政策に非常に詳しい人物であり、民主党系ファンドレイザーとしても知ら

れている。1982 年にハーバード大学卒業。1989 年にエール大学経営大学院で MBA 取得。イ

リノイ州ハイランドパーク出身。1960 年生。 

(在南アフリカ米国大使館公表略歴情報： 

http://southafrica.usembassy.gov/amb_gips.html) 

〔財務省〕 

 

●財務長官 ティモシー・ガイトナー (Timothy F. Geithner) 

オバマは、2008 年 11 月 24 日、財務長官にニューヨーク連邦準備銀行のティモシー・ガイ

トナー総裁を任命した。米国経済が深刻な状況にある中、大統領選挙投票日から僅か 3週

間足らずという異例の早さでオバマは経済関連閣僚を任命した。オバマ政権発足から 1週

間後の 2009 年 1 月 26 日、上院本会議はガイトナーの第 75 代財務長官就任を賛成 60 名、

反対 34 名の賛成多数で正式に承認したが、上院財政委員会の指名承認公聴会開催直前に

IMF勤務時代の2001年から 2003年にかけて約3万 4000ドルの申告漏れが指摘されて追徴

課税されていたことが発覚し、また、米国内での就業許可が失効した家政婦を 3カ月間雇

っていた事実なども明らかになり、承認手続きが遅れた。上院本会議でガイトナーの財務

長官就任に反対した議員の多くは、内国歳入庁(IRS)は財務省の外局であり、IRS を管轄す

る財務長官に納税ミスがあったガイトナーが同ポストに就任することは適切ではないとの

理由を挙げていた。ガイトナーが財務長官に正式に承認されるまでは、スチュアート・レ

ビー財務次官(テロ・金融情報担当)が財務長官代行を務めた。上院財政委員会で行われた

指名承認公聴会では、ガイトナーは金融安定化法の抜本的見直しの必要性について言及し、

財務省が主導的役割を担う方針を表明した。ガイトナーはニューヨーク連銀総裁として、

2008 年 3 月の証券会社大手ベアー・スターンズの救済、同年 9月の証券企業大手リーマン・

ブラザーズの経営破綻、保険会社大手の AIG の救済等に対応し、金融危機への対応をベン・

バーナンキ FRB 議長やヘンリー・ポールソン財務長官(当時)とともに主導した中核的人物

の一人である。オバマはガイトナーの財務長官への任命理由として、金融危機・経済危機

の深刻さや緊急性に対する理解の深さを指摘しており、未曽有の危機に対応するためにオ

バマは継続性を重視した人選と考えられる。ガイトナーは 1988 年に財務省に入省し、1990

年から 1992 年まで在京米国大使館に勤務していた経験があり、日本語と中国語が堪能であ

る。1997 年に発生したアジア通貨危機ではルービン財務長官(当時)、サマーズ財務副長官

(当時)の下で対応した経験があり、二人の信任が厚い。1999 年から 2001 年まではサマー

ズ財務長官(当時)の下で財務次官(国際担当)を務めていた。国際通貨基金(IMF)でも政策企

画審査局長としての勤務経験がある。ダートマス大学卒。ジョンズ・ホプキンズ大学高等

国際問題研究大学院(SAIS)で国際経済と東アジアの研究で修士号取得。ニューヨーク市ブ

ルックリン出身。1961 年 8 月 18 日生。 

(財務省公表略歴情報：http://www.treasury.gov/organization/bios/geithner-e.shtml) 

 

●財務長官首席補佐官 マーク・パターソン (Mark Patterson) 
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ゴールドマンサックス・グループのトップロビイストであったパターソンがガイトナー財

務長官の首席補佐官に任命されたが、ホワイトハウスが規定した倫理規定に従ってパター

ソンは一部の業務に利益相反の可能性があるために関与していない。 

 

●財務副長官 ニ―ル・ウォリン (Neil S. Wolin) 

2009 年 3 月 23 日、オバマ大統領は財務副長官にニ―ル・ウォリンを指名し、上院本会議

は、5月 18 日、ウォリンの財務長官任命を全会一致で承認した。オバマ政権では次期財務

副長官に指名される前は、2009 年 2 月に大統領次席補佐官兼次席顧問(経済政策担当)とし

て経済政策の立案等に従事していた。ウォリンはワシントン D.C.の大手法律事務所 Wilmer, 

Cutler & Pickering での勤務を経て、クリントン政権時代には、国家安全保障問題担当大

統領補佐官の上級補佐官や国家安全保障問題担当大統領次席補佐官、ホワイトハウス国家

安全保障会議(NSC)次席補佐官(法律担当)を経て、1995 年から 1999 年までは財務省副法律

顧問、1999 年から 2001 年までは財務省法律顧問に就任しており、その後、2001 年から 2008

年までは、ハートフォード・フィナンシャル・サービシズ・グループ(Hartford Financial 

Services Group Inc)に勤務し、法律顧問を経て、社長兼 COO(不動産・損害保険部門)に就

任していた。エール大学卒業。英オクスフォード大学卒業。エール大学ロースクール卒業。 

(財務省公表略歴情報：http://www.ustreas.gov/organization/bios/wolin-e.html) 

 

●アネット・ナザレス (Annette Nazareth) (財務副長官指名辞退) 

米国証券取引委員会(SEC)元委員長のアネット・ナザレスは、オバマ政権の財務副長官に任

命されると見られていたが、事前審査プロセスの長期化等により自ら指名を辞退すること

を申し出たことが 2009 年 3 月 5 日に明らかになった。SEC 委員長に就任する以前は 1999

年から SEC の市場規制局長に就任していた。オバマ政権が高官人事の任命について非常に

厳格な規則を導入したために、ガイトナー財務長官は同省の高官ポスト任命について思惑

どおりには進まず、財務省高官人事の遅れは、最悪の金融・経済危機への財務省の対応に

とり大きな支障となった。 

 

●財務省法律顧問 ジョージ・マディソン (George W. Madison) 

オバマ大統領は、2009 年 3 月 28 日、米国の最大の年金基金である米国教職員保険年金協

会大学退職株式基金(TIAA-CREF:Teachers Insurance and Annuity Association College 

Retirement Equities Fund)の副社長、上級顧問を歴任したジョージ・マディソンを財務省

法律顧問に任命した。 

(ホワイトハウス公表略歴情報：

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-Additional-

Treasury-Department-Posts/) 

 

●財務長官顧問 ジーン・スパーリング (Gene B. Sperling) 

2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマの経済顧問に就任していたが、2008 年 7 月 28

日にワシントン DC 市内のホテルで開催された経済サミットに出席し、当面の米国の経済課

題についてオバマと協議を行った。だが、民主党大統領予備選挙プロセスでは、ヒラリー・

クリントン選対本部の経済担当上級顧問に就任し、2008 年 1 月 24 日にクリントンは景気

刺激プランをサウスカロライナ州で発表したが、スパーリングやロバート・アルトマン、

ロバート・ルービンがクリントンの景気刺激プランの政策アイディアの立案を支援してい

た。スパーリングはクリントン政権では、ホワイトハウス国家経済会議(NEC)副議長、NEC

議長、ルービン、ローラ・タイソンに続く 3人目の大統領補佐官(経済政策担当)として同
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政権 8年間の経済政策を担当した。スパーリングはクリントン政権内の経済関連閣僚の政

策調整を図るとともに、｢1993 年財政赤字削減法｣のイニシアティブ等で政権内において中

核的役割を担った。クリントン元大統領はスパーリングをクリントン政権の｢経済チームの

MVP(the MVP of the economic team)｣と高く評価していた。ワシントン DC の民主党系の進

歩系シンクタンクである「アメリカ進歩センター(Center for American Progress)(CAP)」

の上級研究員として研究活動を送っていた。ミネソタ大学では政治学を専攻し、エール大

学ロースクールで法学博士取得。ペンシルベニア大学ウォートン校卒業。ミシガン州出身。

1958 年 12 月 24 日生。 

 

●製造業政策担当上級顧問兼財務長官上級顧問(自動車産業再建作業部会担当) ロン・ブ

ルーム (Ron Bloom) 

オバマ大統領は、レイバーデーに当たる 2009 年 9 月 7日、遊説先のオハイオ州シンシナテ

ィで開催された米最大の労組 AFL-CIO のイベントで米国の製造業の再生を目指す製造業政

策担当上級顧問に、現在、自動車産業再建作業部会(タスクフォース)担当の財務長官上級

顧問に就任しているロン・ブルームを任命すると発表した。ブルームは Manufacturing Czar

として苦境に立つ米国の製造業を支援するための政策立案を担当し、オバマ政権の米国製

造業の再生と国際競争力強化に関する戦略を実行するために、ホワイトハウス国家経済会

議(NEC)と緊密に連携しながら、商務省、財務省、エネルギー省、労働省をはじめとする関

係行政機関の既存のプログラムの統合を図り、製造業再生の向けた新たなイニシアティブ

の策定に取り組んでいる。オバマはブルームについて、｢優れた賃金体系の将来の製造業雇

用を創出する方策を主導するために必要な知識と経験を持った人物｣とその手腕を高く評

価している。ブルームは声明の中で米国に 21 世紀型の強固な製造業を確立することは米国

の国際競争力の礎石(cornerstone)であり、オバマ政権の経済戦略にとっても技術革新的で

活力に満ちた製造業セクターを支援するためには政権横断的な協調的政策を導入すること

が重要との認識を示した。実際、オバマは 2008 年大統領選挙キャンペーンで米国の製造業

の再生を選挙公約の一つに掲げていた。オバマ政権発足後に自動車産業再建作業部会を率

いて、GM やクライスラーに対する救済策をまとめたスティーブ・ラトナーの後任としてブ

ルームは 2009 年 7 月に就任していたが、同年 2月からブルームは自動車産業再建作業部会

の一員として自動車大手救済策の中核となる労組との交渉を担当していた。連邦破産法 11

条を申請した GM などへの大手自動車メーカに対する政府支援については、6 月 10 日に米

議会上院銀行・住宅・都市開発委員会主催の公聴会に GM やクライスラーへの再建策を策定

した自動車産業再建作業部会の中心人物であるブルームが出席し、共和党議員から GM の一

時国有化に対して批判が展開された。同公聴会ではブルームは政府支援の正当性を主張し

つつ、GM の財務負担を軽くするためには政府融資額の株式化が避けられなかったと証言し、

政府支援への理解を求めた。また、ブルームは GM に対する公的資金投入は今後は行わず、

GMが 2010年にも再上場を果たして米国政府はGM保有株を早期に売却する意向をブルーム

は示した。製造業政策担当上級顧問とともに、自動車産業再建作業部会の部会長も引き続

き兼務している。オバマ政権入りする前は米国鉄鋼労組(USW)会長の特別顧問を務めており、

USW の団体交渉権プログラムなどを担当していた。USW 会長特別顧問に就任する以前には、

国際サービス従業員労組(SEIU)の調査・交渉担当スペシャリストを経て、Lazard Freres & 

Co.や Keilin and Bloom といった投資銀行に勤務していた。Keilin and Bloom の共同創設

パートナーとして、USW や全米自動車労組(UAW)、全米トラック運転組合(チームスター)、

エアライン・パイロット乗員組合(ALPA)などの代理人として数多くの取引を担当していた。

ウェズレアン大学卒業。ハーバード大学ビジネススクール卒業。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 
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http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Names-Ron-Bloom-Senio

r-Counselor-for-Manufacturing-Policy/) 

 

●スティーブ・ラトナー (Steven "Steve" Lawrence Rattner) (財務長官顧問(自動車業界

救済問題担当)辞任) 

2009 年 2 月 23 日、財務省で自動車業界救済問題を主導していくためにスティーブ・ラト

ナーがティモシー・ガイトナー財務長官顧問に就任するとホワイトハウスは発表した。オ

バマ政権は自動車業界の改革のために大統領自動車業界タスクフォースの上級顧問にステ

ィーブ・ラトナーを任命し、同ポストに 6ヶ月弱就任していたが、7月 13 日、ラトナーが

同ポストを辞任することを財務省が発表した。リック・ワゴナーGM 会長兼 CEO に辞任を迫

り、GM ならびにクライスラーの取締役会を再編するとともに、経営破たんした GM やクラ

イスラーの早期再建計画を策定した中心人物がラトナーである。ラトナー辞任後は、大統

領自動車業界タスクフォースのメンバーであるロン・ブルームがラトナーの後任として大

統領自動車業界タスクフォースを指揮している。ラトナーは、メディア・コミュニケーシ

ョン企業に国際投資を行っている投資銀行 Quadrangle Group の創立経営者の一人。マイケ

ル・ブルームバーグ・ニューヨーク市長と非常に懇意である。ブラウン大学卒業後、ニュ

ーヨーク・タイムズ紙のワシントン支局、ロンドン支局で記者生活を送った後、モルガン・

スタンレーに転職し、投資銀行などの金融業界に転じた異色の経歴を持つ。モーリーン・

ホワイト夫人とともに民主党の大口ファンドレイザーとしても知られている。 

 

●財務次官(テロ対策・金融情報(TFI)担当) スチュアート・レビー (Stuart A. Levey) (留

任)  

2009 年 2 月 2 日、ティム・ガイトナー財務長官はスチュアート・レビー財務次官(テロ対

策・金融情報担当)の留任を発表し、オバマ大統領もレビーの留任を正式に発表した。国際

テロリスト、大量破壊兵器(WMD)の拡散、麻薬の密輸、米国の安全保障に対するその他脅威

への金融支援ラインを遮断することを目的として、財務省の政策、執行、規制、諜報の各

機能を整理する部局を財務次官として主導する立場にレビーはある。具体的には、テロリ

スト金融・金融犯罪局(TFFC)、諜報・分析局(OIA)、金融犯罪執行ネットワーク(FinCEN)、

外国資産管理局(OFAC)、財務省資産没収エグゼクティブ局(TEOAF)といった財務省内の関連

部局をテロ対策・金融情報(TFI)担当の財務次官としてレビーは管轄している。さらに財務

省の新たな国家安全保障関連のミッションの増進を図ることを目的として、米国の国家安

全保障に対する脅威に対抗するとともに、国際金融システムを乱用されることから保護す

るために金融戦略・権限の立案・実行も主導している。テロ組織を支援している金融ネッ

トワークの切断と解体に向けた財務省の取り組みについてもレビーが担当している。WMD

拡散を阻止する金融措置の立案・実行もレビーの権限であり、国際金融システムにおける

北朝鮮、イランによる違法行為を阻止する米国政府の取り組みの点でもレビーは非常に重

要な役割を果たしてきた。ブッシュ政権当時の 2004 年 7 月 21 日から同ポストに就任して

以来、特に、財務省主導の対イラン金融制裁強化について米国政府内で極めて重要な役割

を果してきた。レビーはディック・チェイニー副大統領(当時)に重用されたネオコン(新保

守主義者)の一人である。オバマ政権はイランとの直接対話を行う方針を表明しているが、

レビー財務次官に留任を求めたことはイラン政府の対応によってはさらなる対イラン金融

制裁強化の意思がオバマ政権にはあることを示していると考えられる。テロ対策・金融情

報(TFI)担当の財務次官に就任する以前は、司法副長官補、司法副長官首席補佐官を経て、

司法副長官筆頭補に就任し、司法副長官の主要スタッフ・メンバーとして、調査、諜報活

動、訴追等の司法省内の様々な反テロ活動の調整役を担っていた。 司法省での勤務を開始
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した2001年以前には、レビーは11年間ワシントンD.C.にあった法律事務所であるMiller, 

Cassidy, Larroca & Lewin LLP(現在は、Baker Botts, LLP と合併)で弁護士活動に従事し

ており、特に、ホワイトカラー犯罪関連の裁判を担当していた。ハーバード大学卒業。ハ

ーバード大学ロースクール卒業。 

(財務省公表略歴情報：http://www.ustreas.gov/organization/bios/levey-p.html) 

 

●財務次官補(テロ対策・金融情報(TFI)担当) デビッド・コーエン (David S. Cohen) 

2009 年 3 月 8 日、ホワイトハウスはテロ対策・金融情報(TFI)担当の財務次官補に弁護士

出身のデビッド・コーエンを任命すると発表した。5月 1日、米議会上院本会議は同任命

を賛成多数で正式に承認した。財務次官補(テロ対策・金融情報(TFI)担当)として、コーエ

ンは財務省内のテロリスト金融への対抗策やマネーロンダリング防止策の取り組みについ

ての立案ならびに調整の点で中心的役割を担っている。コーエンは財務次官補に任命され

る以前にガイトナー財務長官の顧問に就任していた。コーエンは、テロリズム、組織犯罪、

大量破壊兵器(WMD)の拡散をはじめとする広範な脅威に対抗するための金融戦略の策定を

目的とするオバマ政権の国家安全保障チームの主要メンバーの一人であった。クリントン

政権当時も財務省に勤務しており、1999 年から 2001 年まで財務省の法律顧問室で法律顧

問上級顧問、法律顧問代理補、法律顧問代理代行を歴任した。財務省法律顧問室で勤務す

る一方、当時も財務省のマネーロンダリング阻止策やテロリスト金融政策対抗策の立案及

び実行のために政策立案者と広範な協力を行っていた。財務次官補(テロ対策・金融情報

(TFI)担当)に就任するまでは、大手法律事務所 WilmerHale のパートナーを務め、反マネー

ロンダリングなどに焦点を当てていた。コーネル大学卒業。エール大学ロースクールから

法学博士取得。 

(財務省公表略歴情報：http://www.ustreas.gov/organization/bios/cohen-p.html) 

 

●財務次官補(経済政策担当)兼チーフエコノミスト アラン・クルーガー (Alan B. 

Krueger) 

2009 年 3 月 8 日、ホワイトハウスはプリンストン大学のアラン・クルーガー教授を経済政

策担当の財務次官補兼チーフエコノミストに任命すると発表し、5 月 6 日、米議会上院本

会議は同任命を正式に承認した。クルーガーは務次官補に就任する以前は、ガイトナー財

務長官の顧問に就任していた。マクロ経済の現状及び今後の展望をはじめとして経済政策

全般についてガイトナー財務長官に対して助言を行っている。クリントン政権では 1994

年から 1995 年まで労働省でチーフエコノミストとして勤務していた。クルーガーは、教育、

失業、所得配分、社会保障、規制、金利をはじめとする経済問題全般について多数の著書

があり、「What Makes A Terrorist: Economics and the Roots of Terrorism」、「Education 

Matters: A Selection of Essays on Education」、「Myth and Measurement: The New Economics 

of the Minimum Wage」、「Inequality in America: What Role for Human Capital Policies?」

などがある。現在、プリンストン大学教授職を休職して財務次官補に就任している。コー

ネル大学卒業。ハーバード大学で経済学の博士号取得。 

((財務省公表略歴情報：http://www.ustreas.gov/organization/bios/krueger-p.html) 

 

●財務次官補(金融機関担当) マイケル・バー (Michael S. Barr) 

オバマ大統領は、2009 年 3 月 28 日、マイケル・バーを財務次官補(金融機関担当)に任命

し、米議会上院本会議での正式承認を経て同年 5月 21 日に同ポストに就任した。ガイトナ

ー財務長官が米国の金融システム再生の方策を模索する中で同長官をサポートしており、

バーは金融機関担当の財務次官補として、金融機関に影響を及ぼす法案及び規制関連の問
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題についての財務省の政策の立案、調整を主に担当している。オバマ政権入りするまでは

ミシガン大学ロースクール教授やブルッキングス研究所の上級研究員、民主党寄りのリベ

ラル系シンクタンクである「アメリカ進歩センター(CAP)」の上級研究員等の立場にあった。

ブルッキングス研究所では貧困層に融資を行っている金融機関に対する支援策に関する論

文等を著し、2008 年 3 月に表面化した Bear Stearns の破綻の数ヶ月前に住宅ローン市場

への政府の介入を主張していた。クリントン政権ではロバート・ルービン財務長官の特別

顧問や財務次官補代理、クリントン大統領特別顧問や国務省政策立案局スタッフ特別補佐

官兼顧問にも就任していた。エール大学卒業。ローズ奨学金で英オクスフォード大学マグ

ダレン校に留学して国際関係の M.Phil 取得。エール大学ロースクール卒業。 

(財務省公表略歴情報：http://www.ustreas.gov/organization/bios/barr-p.html) 

 

●財務次官補(金融安定化担当)兼財務長官顧問 ハーバート・アリソン Jr. (Herbert M. 

Allison, Jr.) 

オバマ大統領は、2009 年 4 月 17 日、財務次官補(金融安定化担当)兼財務長官顧問にハー

バート・アリソン Jr.を任命し、米議会上院本会議は、6月 19 日、賛成多数で同任命を正

式に承認した。連邦住宅抵当公社 Fannie Mae の社長兼最高経営責任者(CEO)からの抜擢で

あり、金融安定化担当の財務次官補として、金融安定化法に基づく 7000 億ドルの公的資金

枠の運用などを担当している。また、不良資産救済プログラム(TARP)の管轄をはじめとす

る金融安定化に影響を及ぼす法案・規制関連の問題に関する財務省の諸政策の立案、調整

も担当している。アリソンは、タイム・ワーナー取締役、エール大学ビジネススクール評

議員、スタンフォード大学ビジネススクール諮問会議委員、ニューヨーク連邦準備銀行国

際諮問委員会委員等を歴任してきた。また、2003 年から 2005 年までニューヨーク証券取

引所(NYSE)取締役にも就任していた。アリソンは、Fannie Mae 社長兼 CEO に就任する以前

は、元々は、投資銀行メリルリンチ出身であり、同社の社長兼最高執行責任者(COO)を経て、

米国最大の年金基金 TIAA-CREF(全米教職員退職年金基金)の会長兼社長兼 CEO の立場にあ

った。エール大学卒業。スタンフォード大学で MBA 取得。米海軍に 4年間在籍し、ベトナ

ムに 1年間勤務した経歴がある。 

(財務省公表略歴情報：http://www.ustreas.gov/organization/bios/allison-p.html) 

 

●財務次官補(法案担当) キム・ウォラス (Kim N. Wallace) 

2009 年 3 月 8 日、ホワイトハウスは法案担当の財務次官に金融スペシャリストであるキ

ム・ウォラスを任命すると発表した。ウォレスは財務次官補に任命される以前にガイトナ

ー財務長官の顧問に就任していた。ウォラスは元議会スタッフであり、ジョージ・ミッチ

ェル民主党上院院内総務(当時)の財政政策を専門とする立法スタッフや上院予算委員会の

アナリストとして米議会関連の業務に従事していた。ウォレスはレーマンブラザーズの取

締役も務めていたことがあり、同社での 14 年間の勤務を経て、投資銀行のバークレイズ・

キャピタル取締役兼同社のワシントン調査グループの取締役兼所長に就任していた。 

 

●財務次官補(管理・最高財務責任者(CFO)・最高パフォーマンス責任者(CPO)) ダニエル・

タンガリーニー (Daniel Tangherlini)  

米議会上院本会議は、2009 年 7 月 24 日、財務次官補(管理・最高財務責任者(CFO)・最高

パフォーマンス責任者(CPO))に任命されていたダニエル・タンガリーニーを正式に承認し

た。タンガリーニーは、現在、財務省及び財務省の内部管理の予算、パフォーマンス計画

の策定ならびに執行に関する政策上の助言を行っている。タンガリーニーは、2000 年 6 月

から 2006 年 2 月までワシントン D.C.の運輸省担当ディレクターの立場にあり、その後、



 96

ワシントン D.C.の市行政官兼副市長に就任し、行政機関の日常のオペレーション、予算作

成、パフォーマンス管理などを担当していた。ワシントン D.C.の業務に従事する以前は、

運輸省運輸長官政策室や行政管理予算局(OMB)で勤務していた。シカゴ大学から公共政策研

究の学位及び修士号取得。ペンシルベニア大学ウォートン校からビジネス管理の修士号取

得。 

(財務省公表略歴情報：http://www.ustreas.gov/organization/bios/tangherlini-e.html) 

 

●財務次官(国際問題担当) ラエル・ブレイナード (Lael Brainard) 

2009 年 3 月 23 日、オバマ大統領は財務次官(国際問題担当)にラエル・ブレイナードを指

名した。当初、クリントン国務長官は国務省の経済関連機能強化を図るために、ブレイナ

ードを経済担当の国務次官に任命する意向であったが、キャロライン・アトキンソンが財

務次官(国際問題担当)指名を固辞したために、急遽、ブレイナードが財務次官(国際問題担

当)に任命されることとなった。クリントン政権では主要国首脳会議でシェルパ(大統領の

個人代表)を務め、また、1997 年 7 月に発生したアジア通貨危機にも対応した経歴があり、

国際金融・経済に非常に精通している。ブルッキングス研究所の前副所長兼国際経済・開

発担当ディレクターであり、クリントン政権では、ホワイトハウス国家経済会議(NEC)次席

部長、国際経済担当大統領次席補佐官を務めた。マサチューセッツ工科大学(MIT)スローン

校准教授(専門：国際競争力、通商、国際経済、米国の対外援助、国際貧困問題)、等も歴

任した。夫は「新米国安全保障研究所(CNAS)」の CEO 兼共同設立者からオバマ政権で国務

次官補(東アジア・太平洋問題担当)に抜擢されたカート・キャンベル。ウェズレアン大学

卒業。ハーバード大学で経済学の修士号、博士号取得。 

 

●キャロライン・アトキンソン (Caroline Atkinson) (財務次官(国際問題担当)指名辞退) 

オバマ政権は、国際通貨基金(IMF)対外関係局(EXR)のキャロライン・アトキンソン局長を

国際金融担当の財務次官に指名するとみられていたが、事前審査プロセスの長期化等によ

り自ら指名を辞退することを申し出たことが 2009 年 3 月初旬に明らかになった。アトキン

ソンは引き続き IMF に勤務することとなった。IMF の西半球局の局長代理を経て、2008 年

11 月 1 日付で対外関係局長に就任したが、IMF では、欧州局、西半球局、政策立案・審査

局で政策問題とともに、国家横断的問題についても取り組んでいた経歴がある。イングラ

ンド銀行、米財務省、米外交問題評議会(CFR)、ワシントン D.C.のコンサルティング企業

であるストーンブリッジ・インターナショナルでの勤務経験がある。また、ジャーナリス

トとして、ワシントンポスト紙、エコノミスト誌、英タイムズ紙で勤務していた。英オク

スフォード大学で哲学、経済学を専攻。 

(IMF 公表略歴情報：http://www.imf.org/external/np/bio/eng/ca.htm) 

 

●財務長官顧問(金融市場担当) リー・サックス (Lee Sacks) 

リー・サックスは国内金融担当の財務次官への就任が有力視されていたが、同ポストへの

就任を固辞し、財務長官顧問(金融市場担当)に引き続き留任することとなった。財務省内

でナンバー・スリーの高次のポストである財務次官(国内金融担当)の指名を辞退した理由

として、次官ポストに就任した場合、行政上の責務等の負担が増大するあるため、現在の

危機関連対応の政策に直接的に従事することが困難になるとの判断を下したことを関係者

が明らかにした。財務省に勤務するまでは、Mariner Investment Group のパートナー兼フ

ァンドマネジャーに就任していたが、サックスは財務省の金融機関に対する支援策をまと

める点で中核的役割を担ったガイトナー財務長官にも非常に近い金融行政の専門家である。

クリントン政権では財務次官補に就任していた。 
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●財務次官(国内金融担当) ジェフリー・ゴールドスタイン (Jeffrey Goldstein) 

オバマ大統領は、2009 年 6 月 23 日、国内金融担当の財務次官にジェフェリー・ゴールド

スタインを任命する意向を明らかにした。ゴールドスタインは、サンフランシスコ、ニュ

ーヨーク、ロンドンにオフィスを持つ投資ファンドである Hellman & Friedman LLC の取締

役から財務次官(国内金融担当)に抜擢された。1999年から2004年まで世界銀行に勤務し、

理事兼最高財務責任者(CFO)に就任し、世銀の財務オペレーション及び予算の責任者を務め

ていた。また、世銀勤務時代は、金融システム、資本市場システムの強化を図るかたちで

担当国の業務を管轄していた。ゴールドスタインは世銀グループの一つである国際開発協

会(International Development Association : IDA)に関する世銀の中心人物であった。先

進 8ヶ国と世銀との関係強化にも中心となって取り組んでいた。かつてプリンストン大学

で経済学の教鞭を取っていたことがあり、ブルッキングス研究所で研究生活や米財務省で

勤務経験がある。米外交問題評議会(CFR)会員。ヴァサー大学卒業。ロンドン・スクール・

オブ・エコノミクス留学。エール大学で経済学の修士号、博士号取得。 

●財務次官補(税制担当) 未定 (2009 年 8 月 22 日現在) 

税制担当の財務次官補のポストは税制改正を巡る議論で中心的役割を担うポストである。

オバマ大統領は、当初、南カリフォルニア大学(USC)のヘレン・ガレット教授を財務次官補

(税制担当)に任命していたが、2009 年 6 月に指名を辞退した経緯がある。 

 

●ヘレン・ガレット (Helen Elizabeth Garrett) (財務次官補(税制担当)指名辞退) 

オバマ大統領は、2009 年 3 月 28 日、南カリフォルニア大学(USC)副学長(教育立案・予算

担当)兼教授のヘレン・ガレットを財務次官補(税制担当)に任命したが、任命から 2ヶ月後

の 5月 28 日、ガレットは指名を辞退する意向を表明した。ガレットは財務次官補就任以前

には、USC-Caltech の法律・政治研究センターの共同ディレクターや USC イニシアティブ・

レファレンダム研究所評議員を務めていた。また、米国の有力な市民団体である「コモン

コーズ」の全米理事会傘下の財務委員会委員長にも就任していた。2005 年にジョージ・W.

ブッシュ大統領(当時)は連邦税制改革に関する 9名の専門家から構成される超党派諮問委

員会の委員の一人にガレットを指名したが、同年 11 月に同諮問委員会は報告書を公表した。

2003年からUSCで教鞭を取る前はシカゴ大学ロースクール教授兼副学長(教育担当)の立場

にあった。ハーバード大学ロースクール、ヴァージニア大学ロースクール、ブダペスト中

央ヨーロッパ大学、イスラエルの学際研究所ロースクールで客員教授として教鞭を取って

いた。ガレットはサーグッド・マーシャル最高裁判事(当時)の下で補佐の業務に従事して

いた。ガレットはオクラホマ州選出民主党連邦上院議員(当時)であったデビッド・L.ボー

レン(元オクラホマ州知事で、現在、オクラホマ大学学長)の税制、予算、福祉改革担当の

法律顧問や法案担当補佐官を務めていた。最近の学術論文には、裁判所と政党、選挙キャ

ンペーン資金改革法、議会手続き、規制関連法規の司法審査、イニシアティブ・プロセス

の研究等がある。オクラホマ大学卒業。ヴァージニア大学ロースクール卒業。 

(ホワイトハウス公表略歴情報：

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-Additional-

Treasury-Department-Posts/) 

 

●財務次官補代理(投資セキュリティ担当) マーク・ジャスコウアーク (Mark Jaskowiak) 

2009 年 6 月 23 日、財務省は投資セキュリティ担当の財務次官補代理にマーク・ジャスコ

ウアークを任命した。ジャスコウアークは米国外国投資委員会(CFIUS)のスタッフ委員長と
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しても、米国内における外国投資が米国の国家安全保証にダメージをもたらしていないか

重要な買収案件について審査を行っている。CFIUS は、司法長官、国土安全保障長官、商

務長官、国防長官、国務長官、エネルギー長官、米国通商代表(USTR)、ホワイトハウス科

学・技術政策室長から構成され、財務長官が委員長を務めている。財務次官補(投資・安全

保障担当)は CFIUS の一部として財務省の関連業務を管轄するとともに、米議会の下院金融

サービス委員会、上院銀行・住宅・都市問題委員会にそれぞれ在籍する議員や上下両院の

指導者に対し米国内での外国企業による買収案件や CFIUS による最終審査について説明を

行う立場にある。CFIUS は、2006 年にアラブ首長国連邦(UAE)に本拠地がある Dubai Ports 

World による米国北東部の複数の港湾施設を管理する買収案件を承認した際、一部の議員

から米国の国家安全保障にとりマイナスになるとして同買収案件の撤回を求める法案が提

出された結果、Dubai Ports World は同買収案件を断念せざるを得ない状況に追い込まれ

た経緯がある。翌年、米議会は CFIUS の大幅な見直しを図る法案を成立させている。同買

収案件を最も問題視し、CFIUS の大幅見直しを推進した議員はジャスコウアークがかつて

スタッフを務めていたチャック・シューマー上院議員であった。ジャスコウアークが就任

した財務次官補代理(投資セキュリティ担当)のポストは Dubai Ports World による買収案

件が問題視される以前に設置されている。ジャスコウアークはニューヨーク州選出民主党

連邦上院議員であるチャック・シューマーの元法案担当補佐官であり、米国外国投資委員

会(CFIUS)のスタッフ委員長代行を 2008 年 7 月から 11 ヶ月間暫定的に就任していた。財務

省の多国間開発銀行部長にかつて就任していた経歴がある。 

(財務省公表略歴情報：http://www.ofii.org/press-rel-2009_062509.html) 

 

●財務次官補代理(アジア担当) ロバート・ドーナー (Robert Dohner) 

ロバード・ドーナーは、中国、日本及びその他の東アジア諸国、東南アジア諸国を担当す

る財務省東アジア局長を経て、現在、アジア担当の財務次官補代理の立場にある。在京米

国大使館に勤務経験もある。財務省に勤務する前は、大統領経済諮問会議(CEA)の上級エコ

ノミスト、経済協力開発機構(OECD)の筆頭エコノミスト、ジョージ・H.W.ブッシュ政権当

時のロバート・ゼーリック国務次官(経済・農業問題担当)上級経済顧問に就任していた。

タフツ大学フレッチャー法律外交大学院で経済学の講義を行っていた。マサチューセッツ

工科大学(MIT)で経済学の博士号取得。 

●中国問題・戦略・経済対話(SED)担当エグゼクティブ・セクレタリー兼上級調整官 デビ

ッド・ローヴィンガー (David Loevinger) 

2009 年 6 月 1 日、米中戦略・経済対話の中国側議長である王岐山副首相との協議のために

北京滞在中のガイトナー財務長官は、デビッド・ローヴィンガーを財務省の中国問題・戦

略・経済対話(SED)担当のエグゼクティブ・セクレタリー兼上級調整官に任命する方針を発

表した。ローヴィンガーは米中経済関係に関する深い専門性と広範な経験があり、ユニー

クな資質により米中経済関係に貢献することへの期待をガイトナー財務長官は表明した。

ローヴィンガーは、特に、金融規制、マクロ経済政策の分野での豊富な経験を持っており、

財務省管轄の中国関連案件についてロバート・ドーナー財務次官補代理(アジア担当)と協

力して対応している。現在、財務長官顧問(中国金融問題担当)として財務省では初の中国

常駐代表に就任しており、金融規制、通貨政策、為替政策をはじめとする広範な経済問題

について中国政府側との協議を担当している。ローヴィンガーは、米中戦略・経済対話の

設置に主導的役割を担うとともに、米国の金融サービス企業が中国の新市場に参入できる

よう中国規制当局との協議を担当してきた。中国問題・戦略・経済対話(SED)担当エグゼク

ティブ・セクレタリー兼上級調整官に任命される前は、国務次官補代理(アフリカ・中東・
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アジア担当)に就任するとともに、APEC や他の多国間の国際機関に財務省代表として出席

していた。1991 年に財務省に入省し、スタッフ・エコノミストとして勤務した。財務次官

補特別補佐官、メキシコ危機タスクフォースのエコノミスト、東アジア部長等を歴任し、

国際通貨基金(IMF)にもエコノミストとして勤務した。ダートマス大学卒業。ハーバード大

学ジョン・F.ケネディ行政大学院から公共政策の修士号取得。 

(財務省公表略歴情報：http://www.ustreas.gov/press/releases/tg153.htm) 

 

●中国経済・金融担当官 デビッド・ダラー (David Dollar) 

世界銀行の中国・モンゴル担当局長として 2004 年以来北京に勤務しているが、財務省中国

経済・金融担当官に任命されてからも引き続き北京勤務となる。財務省管轄の中国関連案

件について、現在、ロバート・ドーナー財務次官補代理(アジア担当)と協力して対応して

いる。ダラーのリーダーシップに基づき、中国経済に関する最も信頼性の高い情報源、分

析の一つに位置付けられている中国経済に関する四半期ベースの報告書の発行を世界銀行

が開始した経緯がある。また、エネルギー効率、CO2 削減、水質改善、植林等の環境関連

問題を対象とする世界銀行のプログラム拡充にもダラーは尽力した。世界銀行の中国・モ

ンゴル担当局長に就任する前は、世界銀行調査部でグローバル化や経済支援の効率性の研

究に従事していたが、ダラーの専門は開発経済であり、経済支援の有効性、経済の自由化、

貧困削減の点で関税引き下げの重要性について影響力のある研究成果を発表している。

1989 年から 1995 年までは経済改革に取り組んでいたベトナム担当のエコノミストに就任

していた。世界銀行に勤務する以前は、カリフォルニア大学ロサンゼルス校(UCLA)経済学

部准教授であり、1986 年の春季学期ではフォード財団の支援プログラムで北京にある中国

社会科学院大学院でマクロ経済学の教鞭を取っていた。ダートマス大学在学中に中国語と

中国史を研究。ニューヨーク大学で博士号取得。 

(財務省公表略歴情報：http://www.ustreas.gov/press/releases/tg153.htm) 

 

〔国防総省〕(http://www.defenselink.mil/bios/) 

 

●国防長官 ロバート・ゲーツ (Robert M. Gates) 

2008 年 12 月 1 日、オバマはブッシュ政権の国防長官であったロバート・ゲーツに留任を

求めることを発表した。留任であるために、上院での指名承認手続きは改めて必要とされ

なかった。ゲーツは有権者登録については無党派で登録しているが、本人は共和党支持者

であると発言しており、共和党関係者のオバマ政権への入閣はレイ・ラフッド運輸長官と

ともに 2人となった。米国はイラク戦争とアフガニスタン戦争という 2つの戦争を遂行し

ており、オバマ新政権の成立は、ベトナム戦争中の 1969 年 1 月のリンドン・ジョンソン民

主党政権からリチャード・ニクソン共和党政権以来、実に 40 年振りの戦時下での政権移行

となったために、国防政策の継続性と超党派主義との観点からゲーツ国防長官の留任とな

った。留任が決まった記者会見では、オバマが大統領就任後 16 カ月以内にイラクに駐留す

るすべての戦闘部隊を撤退させる方針を示していることに関連し、ゲーツ国防長官はイラ

ク政策を巡りオバマと対立することはないと明言した。また、オバマ政権の最優先の外交

課題はアフガニスタン戦略の検討になるとの見解をゲーツ長官は示した。ゲーツ国防長官

は、具体的には、オバマ政権成立後の 1月 27 日に上院軍事委員会公聴会で国防総省が直面

している諸課題について証言し、アフガニスタンに平和と治安回復をもたらす上で対テロ

戦争が米軍にとり最大の軍事的課題となっているとの認識を示しつつ、2009 年夏までに米

軍 3個旅団(約 1万人)を増派する方針を表明した。同盟国に対しては、アフガニスタン軍

の強化を図るための費用を分担するよう求めた。アジア・太平洋政策における米国の国防
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政策関連では、2009 年 9 月 16 日にメリーランド州で行われた米空軍協会(Air Force 

Association：AFA)主催の｢Annual Air & Space Conference and Technology Exposition｣

での演説でゲーツ長官は最近の中国軍の兵器近代化が太平洋地域における米国の軍事的プ

レゼンスにとり脅威となりかねず、また、米国の同盟国の防衛にも影響が及ぶ可能性に言

及して懸念を表明した。ゲーツは中国がサイバー戦争関連投資を増大させるとともに、対

空兵器、対艦兵器、弾道ミサイル開発を最近重視して取り組んでいるために、米国が同盟

国支援のために太平洋地域に前方展開している空軍基地や空母部隊にとり脅威となり、米

軍の自由な展開が阻止され、戦略上の選択肢が限定される可能性があるとして懸念を表明

した。ゲーツは 1966 年に CIA に加わり、主に CIA 情報分析官として活動したが、専門はロ

シア・ソ連であった。CIA 副長官、国家安全保障問題担当大統領次席補佐官、大統領補佐

官兼国家安全保障問題担当次席顧問を経て、ジョージ・H・W・ブッシュ政権では CIA 長官

に就任。CIA 長官離任後はテキサス A&M 大学学長。2006 年 12 月にドナルド・ラムズフェル

ド国防長官の後任の第 22 代国防長官に就任し、イラク駐留米軍の増派政策を担当し、イラ

ク情勢の安定化を図った。国防長官に就任する以前は、ジェイムズ・ベーカー3 世元国務

長官とリー・ハミルトン元下院外交委員会委員長が共同議長を務めていた超党派委員会で

ある｢イラク研究グループ(Iraq Study Group)｣の委員を務めていた。インディアナ大学卒

業。カンザス州出身。1943 年生 9月 25 日生。 

(国防総省公表略歴情報：

http://www.defenselink.mil/bios/biographydetail.aspx?biographyid=115) 

 

●国防副長官 ウィリアム・リン三世 (William J. Lynn III) 

2009 年 1 月 8 日、オバマは国防副長官にウィリアム・J・リン三世を任命する意向を表明

し、1月 20 日、正式に任命し、米議会上院本会議は、2月 11 日、同任命を賛成 93 名、反

対 4名の賛成多数で正式に承認した。リンは大手米国防衛企業レイセオン社の副社長(政

府・戦略担当)から国防副長官に抜擢されたが、ロビー活動を行っていた省庁に勤務するこ

とを2年間禁止するロビイスト規制強化の大統領令にオバマ大統領が1月21日に署名した

にも関わらず、レイセオン副社長としてのリンのロビイスト活動が例外扱いされたことに

上院軍事委員会での指名承認公聴会でチャック・グラスリー上院議員(アイオワ州選出)を

はじめとする共和党議員が問題視した。そのため、リンはグラスリー上院議員やマケイン

上院議員(アリゾナ州選出)宛の書簡の中で、国防副長官就任が承認された場合、レイセオ

ンに直接関係する案件を担当する前に国防総省の弁護士に書面による許可を求める意向を

表明するとともに、米議会に対して最近ロビー活動を展開していた 6件の国防プログラム

に関する問題には関与しない方針も明らかにした。リンは、米国国防大学(NDU)上級研究員、

防衛戦略研究所(IDA)専門スタッフ、米戦略国際問題研究所(CSIS)防衛組織プロジェクト担

当エグゼクティブ・ディレクターをかつて務めた。クリントン政権では 1993 年から 1997

年まで国防長官室プログラム分析・評価担当部長として国防総省の戦略立案のすべてのプ

ロセスの責任者の立場にあった。その後、1997 年から 2001 年まで、国防次官(会計監査担

当)を務め、国防総省の最高財務責任者(CFO)兼国防長官顧問(予算・財務全般担当)にも就

任していた。1993 年に国防総省に勤務する以前には、故エドワード・ケネディ上院議員(民

主党-マサチューセッツ州選出)の議員スタッフとして上院軍事委員会の連絡スタッフを 6

年間務めていた。ダートマス大学卒業。コーネル大学ロースクール卒業。プリンストン大

学ウッドロー・ウィルソン公共政策・国際問題大学院で公共政策の修士号取得。 

(国防総省公表略歴情報：

http://www.defenselink.mil/bios/biographydetail.aspx?biographyid=17) 
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●法律顧問 ジェイ・チャールズ・ジョンソン(Jeh Charles Johnson)  

オバマ大統領は、大統領就任日の 2009 年 1 月 20 日に国防総省の法律顧問にジェー・チャ

ールズ・ジョンソンを正式任命し、米議会上院本会議は、2 月 9 日、同任命を賛成多数で

正式承認した。ジョンソンは、第 2期クリントン政権では空軍省法律顧問に就任していた。

2008 年民主党大統領候補選出プロセスからオバマの外交顧問としてオバマに助言を行う

とともに、オバマの全米財務委員会委員も務めていた。民主党政治にファンドレイザーや

大統領選挙キャンペーンの顧問として積極的に関与してきた人物であり、2004 年大統領選

挙キャンペーンでは、民主党大統領候補であったジョン・ケリー上院議員(マサチューセッ

ツ州選出)の特別顧問に就任していた。国防総省の法律顧問に就任する以前は、ニューヨー

クの大手法律事務所 Paul, Weiss, Rifkind, Wharton & Garrison LLP のパートナーを務め

ていたが、アフリカ系米国人として同法律事務所で初めてパートナーに就任した。2008 年

6 月、｢National Law Journa｣l は最も影響力のある米国のマイノリティの弁護士 50 名の一

人にジョンソンを選んでいる。モアハウス大学卒業。コロンビア大学ロースクール卒。著

名な社会学者でフィスク大学の創設者であるチャールズ・S.ジョンソンは祖父である。1957

年生。 

(国防総省法律顧問室公表略歴情報：http://www.dod.mil/dodgc/gc_bio.html) 

 

●国防次官(政策担当) ミシェル・フロノイ (Michèle A. Flournoy) 

2009 年 1 月 8 日、オバマ政権移行プロジェクト関係者は国防次官(政策担当)にミシェル・

フロノイを任命した。同年 2月 9日、米議会上院本会議はフロノイの国防次官(政策担当)

指名を正式に承認した。フロノイはオバマの次期大統領当選後にオバマ・バイデン政権移

行プロジェクトの「国防総省省庁検証チーム(Department of Defense Agency Review Team)」

の責任者に就任していた。クリントン政権では筆頭国防次官補代理(戦略・脅威削減担当)

兼国防次官補代理(戦略担当)として国防長官室において、(1)戦略、(2)所要・計画・不拡

散、(3)ロシア・ウクライナ・ユーラシア問題、の 3つの政策局を統括した。国防総省の「2001

年国防計画見直し(QDR)」の作成準備段階においては、統合参謀本部議長の指示により設置

された米国防衛大学(NDU)全米戦略研究所のリサーチ・プロフェッサーとして、フロノイは、

NDU 全米戦略研究所の国防計画見直し(QDR)作業部会を創設し、米議会が国防総省に 4年毎

に作成を義務付けている「国防計画見直し(QDR)」の 2001 年版を中心となって作成してい

る。2009 年 6 月 23 日から中国、日本、韓国の東アジア 3ヶ国を歴訪し、2度目の核実験を

強行した北朝鮮に対する国連安保理決議の履行に向けた連携を確認した。来日中の 25 日、

フロノイは民主党本部を表敬訪問し、民主党の岡田克也幹事長(当時)、前原誠司副代表(当

時)、鉢呂吉雄『次の内閣』ネクスト外務大臣(当時)と日米同盟、在日米軍再編問題等につ

いて意見交換し、フロノイは、日米同盟はアジア・太平洋地域の安全のために重要との認

識を示し、政権交代があっても同認識に基づきさらに発展させていくことが必要との見解

を示した。また、北朝鮮による核実験、ミサイル発射について、東アジア地域の安全保障

に対する挑戦との認識を示したうえで、日米防衛協力の強固が抑止力となり、日米韓３ヶ

国の連携の重要性にも言及した。米軍再編計画関連では、グアム協定を含め米軍再編は沖

縄の負担を軽減し、より公平な同盟関係を構築するためにも不可欠との認識を示した。ア

フガニスタン支援や海賊対策での協力関係等で日本とのパートナーシップ構築の重要性に

言及した。フロノイは国防総省の「国防政策諮問委員会(Defense Policy Board：DPB)」や

「米国国防科学委員会(Defense Science Board:DSB)」のトランスフォーメーション・タス

クフォースの元委員である。国家安全保障関連のシンクタンク「新米国安全保障研究所

(Center for A New American Security)(CNAS)」の共同設立者であり、2007 年 1 月 1日付

で CNAS 所長に就任していた。CNAS 設立以前は、ワシントン D.C.のシンクタンクである米
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戦略国際問題研究所(CSIS)の上級顧問として国防政策や国際安全保障問題をはじめとする

広範な問題に取り組んでいた。アスペン戦略グループ、米外交問題評議会(CFR)、英国際戦

略研究所(IISS)のメンバーや国防分析研究所(IDA)評議員を務めていた。ハーバード大学で

社会学を専攻し、英オクスフォード大学バリオル・カレッジで国際関係を専攻。 
(国防総省公表略歴情報： 

http://www.defenselink.mil/bios/biographydetail.aspx?biographyid=172) 

 

●筆頭国防次官代理(政策担当) ジェイムズ・ミラー (James N. Miller) 

米議会上院本会議は、2009 年 4 月 2日、筆頭国防次官代理(政策担当)に指名されていたジ

ェイムズ・ミラーを賛成多数で承認した。現在、ミシェル・フロノイ国防次官(政策担当)

の筆頭のスタッフ補佐官として勤務しつつ、国家安全保障政策及び国防政策の立案、米国

の国家安全保障上の目的達成のための国防総省の政策及びプランの統合、監視に関するす

べての案件ついて国防長官と国防副長官に対し助言、支援を行っている。オバマ政権で国

防総省に勤務勤務する以前は、国家安全保障問題に焦点を当てて活動しているシンクタン

ク｢Center for a New American Security(CNAS)｣の上級副所長兼研究部長に就任していた。

米議会下院軍事委員会の上級専門スタッフ委員(1988-1992 年)、デューク大学准教授

(1992-1997 年)、国防次官補代理(所要・計画、不拡散政策担当)(1997-2000 年)、Hicks and 

Associates, Inc の副社長(2000-2003 年)、上級副社長(2003-2007 年)を歴任した。英国際

戦略研究所(IISS)のメンバーとして、国防総省の｢脅威削減諮問委員会(Threat Reduction 

Advisory Committee:TRAC)」の大量破壊兵器(WMD)撲滅パネルの顧問やワシントン D.C.の

シンクタンクである米戦略国際問題研究所(CSIS)のシニア・アソシエイツとして「米国国

防科学委員会(Defense Science Board:DSB)」の顧問を務めた。英オクスフォード大学セン

ト・アンソニーズ・カレッジの上級アソシエイツ委員も務めた経歴がある。スタンフォー

ド大学で経済学の学位取得。ハーバード大学ジョン・F.ケネディ行政大学院で公共政策に

関する修士号、博士号取得。 

(国防総省公表略歴情報：

http://www.defenselink.mil/bios/biographydetail.aspx?biographyid=182) 

 

●国防次官(会計監査担当) ロバート・ヘイル (Robert F. Hale) 

2009 年 1 月 8 日、オバマ政権移行委員会は国防次官(会計監査担当)にロバート・F・ヘイ

ルを任命した。American Society of Military Comptrollers(ASMC)専務理事からの抜擢と

なる。ヘイルはクリントン政権では米空軍次官補に就任していた。米空軍次官補に就任す

る以前は、米議会予算局(CBO)国家安全保障局局長を 12 年間務めていた。スタンフォード

大学でオペレーション研究の修士号を取得し、ジョージワシントン大学で MBA 取得。 

 

●国防次官(調達・技術・兵站(AT&L)担当) アシュトン・カーター (Ashton B. Carter) 

オバマ大統領は、2009 年 2 月 23 日、国防次官(調達・技術・兵站(ロジスティックス)(AT&L)

担当)にハーバード大学ジョン・F.ケネディ行政大学院国際・グローバル問題学部のアシュ

トン・カーター教授を任命し、米議会上院の承認を経て、同年 4月 27 日、正式に就任した。

カーターは、2006 年 6 月 22 日にワシントンポスト紙にウィリアム・ペリー元国防長官と

ともに｢If Necessary, Strike and Destroy: North Korea Cannot Be Allowed to Test This 

Missile｣と題して寄稿し、北朝鮮に対する先制攻撃論を主張した。2008 年民主党大統領予

備選挙プロセスでは、ヒラリー・クリントン上院議員(当時)の外交・国防政策担当ブレー

ンを務めていた。第 1期クリントン政権では国防次官補(国際安全保障政策担当)(1993-96

年)として軍備管理、核拡散防止、ミサイル防衛プログラム等を担当した。1994 年朝鮮半
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島危機の際には対北朝鮮武力行使計画の立案作業に従事している。ハーバード大学とスタ

ンフォード大学の共同研究プロジェクトである｢Preventive Defense Project｣にペリー元

国防長官とともに共同ディレクターに就任していた。カーターは、科学、国防技術、軍事

作成、兵器製造などの専門家で構成され、国防政策に助言、勧告を行う米国国防科学委員

会(DSB)の委員(1991-1993 年、1997-2001 年)や国防総省の諮問機関である国防政策委員会

(DPB)の委員(1997-2001 年)、ライス国務長官(当時)の国際安全保障諮問委員会委員

(2006-2008 年)などにも就任していた。1997 年にはジョン・ドイチュ元 CIA 長官と｢破壊的

テロ活動研究グループ(Catastrophic Terrorism Study Group)｣の共同委員長を務め、テロ

の脅威について喚起を促した。1998 年から 2000 年まで｢北朝鮮政策レビュー(North Korea 

Policy Review)｣にウィリアム・ペリー元国防長官とともに取り組んで、同元国防長官とと

もに訪朝している。2001 年から 2002 年には、全米科学アカデミー(NAS)のテロ対策のため

の科学・技術委員会の委員に就任し、国土安全保障省の新設について助言した。カーター

は論文の発表や政府の調査への対応、議会公聴会での証言等広範かつ活発な活動を展開し

ているが、共編、共著には、「Keeping the Edge: Managing Defense for the Future 」

(2001 年)、「Preventive Defense: A New Security Strategy for America」(1997 年)、

「Cooperative Denuclearization: From Pledges to Deeds」(1993 年)、「A New Concept 

of Cooperative Security 」(1992 年)、「Beyond Spinoff: Military and Commercial 

Technologies in a Changing World」(1992 年)、「Soviet Nuclear Fission: Control of 

the Nuclear Arsenal in a Disintegrating Soviet Union」(1991 年)、「Managing Nuclear 

Operations」(1987 年)、「Ballistic Missile Defense」(1984 年)、「Directed Energy Missile 

Defense in Space」(1984 年)、などがある。エール大学で物理学と中世史を専攻。ローズ

奨学金で英オクスフォード大学に留学して理論物理学の博士号取得。 

(国防総省公表略歴情報： 

http://www.defenselink.mil/bios/biographydetail.aspx?biographyid=186) 

 

●国防次官代理(調達・技術担当) フランク・ケンドール三世 (Frank Kendall III) 

2009 年 8 月 5 日、ヴァージニア州アーリントンに本拠地がある航空・防衛関連のコンサル

ティング企業 Renaissance Strategic Advisors の取締役兼パートナーを務めるフランク・

ケンドール三世が調達・技術担当の国防次官代理に任命された。ケンドールは、民間セク

ター、政府、軍においてエンジニアリング、管理、防衛調達、国家安全保障などの分野で

35 年以上の経験があり、過去 10 年間は戦略立案、エンジニアリング管理、技術アセスメ

ントの分野で防衛関連企業や非営利の調査団体ならびに国防総省に対してコンサルティン

グ業務を行っていた。また、ケンドールは人権擁護分野でも最近活発に活動しており、米

国アムネスティ・インターナショナルの評議員の立場にある。国防総省では、国防長官室

で戦術戦争プログラム担当ディレクターや国防次官代理補(戦略防衛システム担当)といっ

たポストを歴任していた。レイセオン勤務時代には、エンジニアリング担当副社長として

同社の経営方針から同社全体のエンジニアリング機能や研究開発を担当していた。ケンド

ールは、陸軍科学委員会(ASB)や国防諜報機関科学・技術諮問委員会の委員にかつて就任し

ており、科学、国防技術、軍事作成、兵器製造などの専門家で構成され、国防政策に助言、

勧告を行う米国国防科学委員会(DSB)のコンサルタントに現在就任している。また、ワシン

トン D.C.の超党派のシンクタンクである米戦略国際問題研究所(CSIS)の上級顧問にも就

任している。マサチューセッツ州ピッツフィールド出身。米陸軍士官学校(ウエストポイン

ト)卒業。米陸軍に 10 年間在籍し、ドイツに駐留経験がある。カリフォルニア工科大学(CIT)

から航空工学の修士号取得。ロングアイランド大学 C.W.ポートセンターから MBA 取得。ジ

ョージタウン大学ローセンターから法学博士取得。 
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(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-7-30-09/) 

 

●国防次官補(国家安全保障問題(ISA)担当) アレクサンダー・バーシュボウ (Alexander 

Vershbow) 

2009 年 3 月 11 日、オバマ大統領は、アレクサンダー・バーシュボウ前駐韓国大使を国防

次官補(国際安全保障問題(ISA)担当)に任命した。バーシュボウは、国家安全保障問題(ISA)

担当の国防次官補として、同盟国及び欧州、中東、アフリカの各地域の国際機関(NATO 等)

に関係する米国の安全保障政策・国防政策の調整に取り組んでいる。バーシュボウは国務

省に 32 年間勤務したベテラン外交官であり、駐 NATO 大使(1998-2001 年)、駐ロシア大使

(2001-2005 年)、駐韓国大使(2005-2008 年)といった大使職を歴任した。国務省本省では、

ソ連問題担当部長(1988-91 年)、大統領特別補佐官兼ホワイトハウス国家安全保障会議

(NSC)欧州問題担当上級顧問(1994-97 年)、等の数多くの要職にあった。国務省在職中を通

じて、ポスト冷戦における諸課題を克服することを目的として、欧州、アジアの同盟国と

の米国の国防関係の強化、NATO 及びその他欧州の安全保障関連機関の変革に中核的役割を

果たしてきた。また、旧ソ連における民主主義、人権の推進にも積極的に取り組んだ。バ

ーシュボウは、旧ユーゴスラビアの平和への貢献により 1997 年に国防総省の Joseph J. 

Kruzel 賞の第 1回受賞者となっている。また、米韓自由貿易協定締結に向けた貢献が評価

され、国務省の Cordell Hull 経済達成賞を 2007 年に受賞した。エール大学でロシア・東

欧を研究して 1974 年に同大学を卒業。コロンビア大学ロシア研究所(現在は、現在はハリ

マン研究所の一部)で 1976 年に国際関係、ロシア研究の修士号取得。マサチューセッツ州

ボストン生。  

(国防総省公表略歴情報： 

http://www.defenselink.mil/bios/biographydetail.aspx?biographyid=194) 

 

●国防次官補(アジア・太平洋安全保障問題担当) ウォレス・グレグソン (Wallace 

“Chip” Gregson) 

2009 年 2 月 26 日、ホワイトハウスはオバマ大統領が国防次官補(東アジア・太平洋担当)

に、沖縄駐留米軍トップである 4軍調整官を務めていたウォレス・グレッグソン元海兵隊

中将を任命する意向であると発表し、4 月 20 日、ホワイトハウスは正式に任命を行った。

米議会上院での指名承認プロセスを経て 5月 13 日に国防次官補に正式に就任し、現在、在

日米軍の再編問題等を担当している。第 2期クリントン政権当時の 1998 年から 2000

年にかけてグレグソンは国防総省アジア・太平洋政策担当部長の立場にあり、カート・

キャンベル国防次官補代理(当時)とともに国防総省でアジア太平洋地域を担当していた。

その後、沖縄で第 3海兵師団司令官や国防総省アジア・太平洋部長を経て、2001 年から 2003

年まで沖縄駐留米軍トップである四軍調整官やハワイの太平洋海兵隊司令官を務めた。

を任命したと発表した。国防次官補に就任するまでは、2006 年に国際的政策、外交政策、

軍事問題を専門とするコンサルティング企業 WCG & Associates を設立し、同社のオーナー

兼社長を務めていた。グレグソンは米国オリンピック協会の最高執行責任者(COO)にも在職

していた経歴がある。米外交問題評議会(CFR)、太平洋国際政策評議会(Pacific Council on 

International Policy)、英国際戦略研究所(IISS)、米海軍研究所、海兵隊協会の委員を務

めている。メリーランド州アナポリスの米海軍士官学校を 1968 年に卒業し、海兵隊に入隊

し、ベトナム戦争にも従軍。海軍戦争大学から戦略プランに関する修士号取得。サルヴェ

レジーナ大学から国際関係の修士号取得。メリーランド大学から公共サービスに関する名
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誉博士号が授与。シンディ夫人との間に二男。 

(国防総省公表略歴情報： 

http://www.defenselink.mil/bios/biographydetail.aspx?biographyid=202) 

 

●筆頭国防次官補代理(アジア・太平洋安全保障問題担当) デレク・ミッチェル (Derek J. 

Mitchell) 

デレク・ミッチェルは、2009 年 4 月に筆頭国防次官補代理(アジア・太平洋安全保障問題

担当)に任命された。2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマ陣営での対アジア政策、

対日政策の立案に関与していた。ワシントン D.C.にある有力シンクタンクである米戦略国

際問題研究所(CSIS)で 2001 年 1 月から研究活動を送っており、CSIS 上級研究員兼国際安

全保障プログラム(ISP)アジア担当部長の立場にあり、ISP のアジア関連研究の責任者とし

て、台湾海峡問題、日米関係、米韓同盟、中国の外交・国家安全保障政策、米中関係、米

国の対アジア政策全般、インドの東アジア統合等に焦点を当てて研究を行っていた。CSIS

は東南アジア研究を目的とする最初のプログラムである CSIS 東南アジア・イニシアティブ

を 2008 年 1 月に立ち上げたが、ミッチェルは同イニシアティブの初代部長にも同時に就任

していた。第 2期クリントン政権の 1997 年から 2001 年までは国防長官室でアジア・太平

洋問題担当特別補佐官を務めるとともに、日本担当部長(1997-1998 年)、地域安全保障問

題担当部長(1998－2000 年)、フィリピン・インドネシア・マレーシア・ブルネイ・シンガ

ポール担当上級部長(1998-1999 年)、中国・台湾・モンゴル・香港担当上級部長(2000-2001

年)を兼務していた。国防総省が 1998 年に公表した「東アジア戦略報告(East Asia Strategy 

Report)」の作成について中核的役割を担ったのがミッチェルである。クリントン政権で国

防総省に勤務する以前は、ワシントン D.C.にある NGO(非政府組織)である国際問題民主研

究所(NDI：National Democratic Institute for International Affairs）でアジア・旧ソ

連担当上級プログラム・オフィサーとして勤務していた。特に、1993 年から 1997 年まで

は NDI の対アジア長期アプローチを策定し、アルメニア、ビルマ、カンボジア、グルジア、

パキスタン、タイに関する民主主義開発プログラムに取り組んでいた。1986 年から 1988

年までは民主党リベラル派の代表的政治家である故エドワード・ケネディ上院議員(民主党

-マサチューセッツ州選出)の外交政策担当上級顧問の補佐官を務めていた。1989 年にはミ

ッチェルは台湾の英字新聞 The China Post 紙で台湾担当編集者兼記者として勤務していた。

1992 年秋にカリフォルニア州の United Democratic Campaign フィールド・プログラムの

ロジスティックス兼オペレーション担当マネジャーとしてクリントン/ゴア、バーバラ・ボ

クサー等の民主党の各選挙キャンペーンを支援していた経歴もある。アジア地域における

安全保障問題に関する著書、論文等多数あり、また中国に関する共著もあるが、代表的な

著書は、「China:The Balance Sheet—What the World Needs to Know Now about the Emerging 

Superpower (Public Affairs, 2006)」(共著)、｢China and the Developing World: Beijing’s 

Strategy for the 21st Century (M.E. Sharpe, 2007)｣(共同編者)、「China’s Rise: 

Challenges and Opportunities (ピーターソン国際経済研究所(IIE)出版、2008 年)」。1986

年にヴァージニア大学を卒業し、1991 年にタフツ大学フレッチャー法律外交大学院で法律、

外交の修士号取得。中国の南京大学で 1990 年夏に語学留学経験があり、北京語が堪能。 

(国防総省公表略歴情報： 

http://www.defenselink.mil/bios/biographydetail.aspx?biographyid=201) 

 

●国防次官補代理(東アジア担当) R.マイケル・シファー (R. Michael Schiffer) 

R.マイケル・シファーは、2009 年 4 月から国防次官補室(アジア・太平洋安全保障問題担

当)に国防次官補代理(東アジア担当)として勤務している。国防次官補代理に就任する以前
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は 2006 年から 2009 年までアイオワ州にあるシンクタンクであるスタンレー財団でアジア

関連のプログラムや米国の国家安全保障問題・の政策分析・対話のプログラム・オフィサ

ーを務めるとともに、米国の国家安全保障、国際安全保障問題あるいはグローバル問題を

担当した。当時、アイオワ大学アジア・太平洋研究所の研究員も兼務していた。2008 年大

統領選挙キャンペーンでは、オバマの対日政策顧問グループのメンバーとして、オバマの

対アジア、対日政策の立案に深く関与していた。1995 年から 2004 年までの 9 年間はダイ

アン・ファインシュタイン上院議員(民主党-カリフォルニア州選出)の議員スタッフであり、

国家安全保障問題担当上級顧問ならびに法案担当ディレクターの立場にあった。その後、

2004年から2005年までは米外交問題評議会(CFR)の日立国際問題フェローとして日本の防

衛研究所に在籍し、東アジアの安全保障問題に焦点を当てつつ研究生活を送っていた。議

員スタッフとして勤務する以前は、ニューヨーク大学戦争・平和・ニュースメディア研究

所の国際安全保障プログラム担当ディレクターを務めていた。シファーはアイオワ大学ア

ジア・太平洋研究所の研究員として国際安全保障、政治問題、メディア問題をはじめとす

る広範な問題について執筆活動を展開。博士論文では米国の外交・国防政策形成における

大統領選挙キャンペーンの役割について焦点を当てて研究を行っており、国際安全保障、

政治問題、メディアに及ぶ広範な問題について多数寄稿等を行っている。ジョージタウン

大学、ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス、ニューヨーク大学大学院卒業。  

(国防総省公表略歴情報： 

http://www.defenselink.mil/bios/biographydetail.aspx?biographyid=207) 

 

●国防次官補代理(南アジア・東南アジア担当) ロバート・シュアー (Robert Scher) 

ロバート・シュアーは、国防次官補室(アジア・太平洋安全保障問題担当)で国防次官補代

理(南アジア・東南アジア担当)として勤務しており、担当する南アジア・東南アジア政策

の戦略立案、実施を目的として国防総省の上層部に対し助言を行っている。具体的には、

インドやその他の南アジア諸国(アフガニスタン、パキスタンは除く)、東南アジア諸国、

オーストラリア、東チモール、ニュージーランド等との二国間安全保障問題を担当してい

る。2009 年 7 月 15 日に開催された米議会上院外交委員会東アジア・太平洋小委員会にお

いて、南シナ海における中国船舶による米海軍艦船の活動妨害などについて米海軍艦船を

危険にさらす行動であるとして強い懸念を示しつつ、中国は南シナ海において引き続き軍

備増強を図っているとの証言を行った。シュアーは現在のポストに任命される以前は、コ

ンサルティング企業 Booz Allen Hamilton でアソシエイツとして勤務しており、アジア各

国に対して国防・安全保障の意思決定プロセス改善について支援を行っていた。また、同

コンサルティング企業勤務時代には、戦略立案及びアジア関連問題について米国防長官室

(OSD)を支援する分析作業を率いていた。シュアー国防次官補代理は、かつて 15 年間に及

び国防総省、国務省でアジア地域の安全保障、国防政策関連問題を担当したアジア専門家

である。国防次官補代理(アジア・太平洋問題担当)の首席補佐官当時、アジア地域の二国

間及び多国間の安全保障関係の OSD のオペレーションを担当するとともに、「Bottom-Up 

Review(BUR)」、「国防計画見直し(QDR)」の 1997 年版をはじめとする米国国防戦略報告書

の戦略ベースの作成を支援していた。 国務省勤務当時は国務長官の政策立案スタッフとし

てアジア関連の問題、テロ対策、政治・軍事問題についての助言を提供していた。スワー

スモア大学卒業。コロンビア大学国際問題・公共問題大学院で国際問題の修士号取得。 

 

●国防次官補代理(アフガニスタン・パキスタン・中央アジア担当) デビッド・セドニー

ー (David Samuel Sedney) 

デビッド・セドニーは、国防次官補室(アジア・太平洋安全保障問題担当)で国防次官補代
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理(アフガニスタン・パキスタン・中央アジア担当)として現在勤務している。現在のポス

トに就任する以前は、2007年から2009年まで、国防次官補代理(アジア・太平洋担当)の立

場にあった。2004年から2007年までは、在北京米国大使館で首席公使(DCM)を務めていた。

アフガニスタンの首都カブールの米国大使館再開後の2002年に首席公使としての勤務を命

じられ、2003年7月から2004年6月まで、在カブール米国大使館に勤務していた。第1期ジョ

ージ・W・ブッシュ政権では、ジョン・ネグロポンテ国連大使(当時)の上級顧問(2001-2002

年)、国務省e-ディプロマシー室上級顧問(2002年)、ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)

アフガニスタン担当部長(2003年)を歴任した。クリントン政権ではアゼルバイジャンの米

国大使館勤務(1995-1997年)、スティーブン・セスタノヴィッチ無任所大使兼特別代表(独

立国家共同体(NIS)諸国担当)の特別補佐官(1997～1998年)、国務省中国・モンゴル部長代

理(1999-2001年)を歴任した。また、ルーマニアの米国大使館(1985-1987年)、国務省オペ

レーション・センター(1987-1988年)、ホワイトハウス・シチュエーションルーム(1988-1989

年)、在北京米国大使館(1991-1994年)、での勤務経験もある。プリンストン大学、サフォ

ーク大学ロースクール、ルイジアナ州立大学ロースクール、米国戦争大学をそれぞれ卒業。

ルーマニア語、北京語、アゼルバイジャン語が堪能。 

(国防総省公表略歴情報： 

http://www.defenselink.mil/bios/biographydetail.aspx?biographyid=195) 

 

●国防次官補代理(戦略担当) アマンダ・ドーリー (Amanda J. Dory) 

 

●陸軍長官 ジョン・マクヒュー (John McHugh) 

2009 年 6 月 2 日、オバマ大統領は陸軍長官にニューヨーク州選出連邦下院議員であるジョ

ン・マクヒューを任命した。オバマ大統領は、ロバート・ゲーツ国防長官、レイ・ラフッ

ド運輸長官、ジョン・ハンツマン駐中国大使をはじめとして共和党員を政権の要職に積極

的に登用して超党派主義を訴えているが、マクヒューの陸軍長官任命もその一環である。

オバマ大統領は、マクヒューの次期陸軍長官任命に際し、「継続性のある国家安全保障戦

略を実現していくためには、超党派の見解の一致が不可欠であり、このような私の個人的

な信念をマクヒュー氏も共有している」と述べている。マクヒューは 1992 年にニューヨー

ク州選出連邦下院議員に初当選し、下院軍事委員会に在籍してきた有力議員であり、軍事・

国防問題の専門家である。第 111 議会では下院軍事委員会の共和党筆頭理事に就任してい

た。穏健な投票行動から民主党議員からも尊敬されている共和党政治家である。マクヒュ

ーは 2008 年の選挙で 65％の得票率で再選を果たしたが、マクヒューの選挙区であるニュ

ーヨーク州第 20 区での 2008 年大統領選挙では、オバマは 52％、マケインは 47％をそれぞ

れ一般投票で獲得していた経緯があり、2010 年中間選挙に向けて民主党全国委員会(DNC)

は同選挙区を最重要選挙区の一つに位置付けて民主党候補の勝利を目指している。マクヒ

ューが次期陸軍長官就任の申し出を受け入れて、連邦下院議員職を辞任したことで、ニュ

ーヨーク州選出連邦下院議員合計 29 名のうち、共和党議員は僅か 2名のみとなった。ラー

ム・エマニュエル大統領首席補佐官のスタッフであり、ニューヨーク州政治のベテランで

あるショーン・スウィーニーが陸軍長官のポストをマクヒューに提示する構想を最初に発

案したとの憶測も一部にはあった。マクヒューは軍事・国防問題の専門家ではあるが、軍

役経験はない。ピート・グレン陸軍長官の後任として、特に、イラクやアフガニスタンの

安定化を図るために陸軍長官として陸軍を統括している。 

 

●陸軍参謀議長 ジョージ・ケイシー (George Casey) 

ジョージ・W.ブッシュ政権からの留任となる。 
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●海軍長官 レイ・メイバス (Raymond Edwin "Ray" Mabus, Jr.) 

2009 年 3 月 27 日、オバマ大統領は次期海軍長官にレイ・メイバス元ミシシッピー州知事

を任命する意向を発表した。上院軍事委員会での指名承認公聴会を経て、5月 18 日、米議

会上院本会議は同任命を正式に承認し、メイバスは第 75 代海軍長官に就任した。メイバス

は 1970 年から 1972 年までの 2年間、海軍で海上戦闘戦術士官として従軍していた。2008

年大統領選挙キャンペーンでは、オバマ選対本部で上級顧問の立場にあり、オバマを積極

的に支援していた。1988 年 1 月から 1992 年 1 月までの 1期 4年、ミシシッピー州知事(民

主党)を務めたが、州知事在職中には包括的教育改革プログラムを導入するなど、特に、教

育重視の政策を積極的に導入した。1991 年の再選では共和党候補に惜敗したが、クリント

ン政権では 1994 年から 1996 年まで、駐サウジアラビア大使に就任していた。オバマ政権

では教育長官の候補の一人に名前が挙がっていた。ミシシッピー州出身。1948 年 10 月 11

日生。 

 

〔司法省〕 

 

●司法長官 エリック・ホルダー (Eric H. Holder, Jr.) 

2008 年 12 月 1 日、オバマは司法長官に元司法副長官のエリック・ホルダーを任命し、2009

年 2 月 2日、米上院本会議は賛成 75 名、反対 21 名の賛成多数でホルダーの司法長官就任

を承認し、アフリカ系初の司法長官に就任した。ブッシュ前政権下でのテロ容疑者に対す

る CIA による水責めなどの過酷な尋問捜査に関連し、刑事事件として扱うかを判断するた

めの予備捜査を開始する方針をホルダーは表明したが、尋問方法が司法省のガイドライン

(指針)から逸脱していない場合には訴追しない方針を明らかにしており、組織的責任追及

は行わないことになっているが、保守派勢力からは諜報機関関係者の士気低下につながる

としてホルダーは批判対象となった。ホルダーは第 2期クリントン政権で司法副長官に就

任したが、司法副長官当時のクリントン政権末期に、脱税容疑で米国外に逃亡した実業家

のマーク・リッチの恩赦にホルダーがどのように関与していたのかが問題視される可能性

が指名承認プロセス開始以前から指摘されていたが、指名承認プロセスは党派性を帯びた

ものとなった。大統領選挙キャンペーン中はワシントン D.C.の大手法律事務所コンヴィン

グトン・アンド・バーリングの訴訟担当パートナーの立場にあったが、オバマの上級顧問

として法律政策について助言を行っていた。オバマの｢国家安全保障上級作業グループ 

(Senior Working Group on National Security) ｣のメンバーを務めるとともに、オバマの

副大統領候補選定作業にも故ジョン・ケネディ大統領の長女であるキャロライン・ケネデ

ィとともに従事した。連邦検事時代はホワイトカラーの犯罪に厳しい態度で臨んだことで

も知られている。米コロンビア大学、コロンビア大学ロースクール卒。ニューヨーク市出

身。アフリカ系米国人。1951 年 1 月 21 日生。 

(司法省公表略歴情報：http://www.usdoj.gov/ag/) 

 

●司法副長官 デビッド・オグデン (David Ogden) 

2009 年 1 月 5 日、オバマは司法副長官にデビッド・オグデンを任命する意向を表明し、1

月 26 日、正式に任命を行った。2月 5日に開催された上院司法委員会での指名承認公聴会

では、フォーカス・オン・ザ・ファミリーやアメリカン・ファミリー・アソシエーション

を始めとするオグデンの司法副長官任命を疑問視するキリスト教保守団体が強い関心を寄

せているポルノグラフィーの規制、妊娠中絶の権利、同性愛者の権利についてジョン・カ

イル上院議員(共和党-アリゾナ州選出)ら共和党上院議員から数多くの質問が行われた。米
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議会上院本会議は3月12日に同任命を賛成65名、反対25名の賛成多数で正式に承認した。

オグデンは司法長官に任命されるまではウィルマー・カトラー・ピカリング・へイル・ア

ンド・ドール法律事務所のパートナーとして勤務していた。オバマ政権移行プロジェクト

の司法省検証チームのリーダーを務めていた。クリントン政権ではジャネット・リノ司法

長官の司法次官(民事局担当)、司法長官首席補佐官、司法長官顧問、司法副長官代理や国

防総省の副法律顧問等を歴任した。ペンシルベニア大学卒業。ハーバード大学ロースクー

ル卒業。ハーバード大学ロースクール在学中は『ハーバード・ロー・レビュー』の編集に

従事。 

 

●司法次官 トーマス・ペレリ (Thomas John Perrelli) 

2009 年 1 月 5 日、オバマは司法次官にトム・ペレリを任命する意向を表明し、1月 30 日、

正式に任命を行った。米議会上院本会議は、3月 12 日、同任命を賛成 72 名、反対 20 名の

賛成多数で正式に承認した。ペレリはワシントン D.C.のジェナー・アンド・ブロック法律

事務所のワシントン D.C.事務所パートナーから抜擢された。1997 年から 1999 年までジャ

ネット・レノ司法長官(当時)の司法長官顧問を務め、各種の公民権問題を担当した。その

後、1999 年に司法次官補に昇格し、民事局で連邦プログラムを担当した。ペレリは長年脳

死状態にあったフロリダ州のテリー・シアボの尊厳死裁判の弁護を務めていたために、全

米のキリスト教保守団体からは司法次官への任命に強い不満が表明されていた。ブラウン

大学で歴史学の学位取得。ハーバード大学ロースクール卒業。同ロースクール在学中に『ハ

ーバード・ロー・レビュー』の編集長に就任。 

 

●訟務長官 エレーナ・ケ―ガン (Elena Kagan) 

オバマ大統領は、2009 年 1 月 26 日、連邦最高裁で連邦政府が当事者となっている訴訟に

おいて連邦政府の弁護を行う司法省の訟務長官にハーバード大学ロースクールのエレー

ナ・ケ―ガン学長を正式に任命し、米議会上院は、3 月 19 日、同任命を賛成 61 名、反対

31 名の賛成多数で正式に承認し、女性初の第 45 代訟務長官に就任した。ハーバード大学

で教鞭を取る以前は、シカゴ大学ロースクールの教授職にあったが、ケーガンは 1991 年に

シカゴ大学ロースクール准教授としてオバマとともに行政法、憲法、民事訴訟法等の講義

を持っていた。クリントン政権では大統領次席法律顧問(1995-1996 年)、大統領補佐官代

理(内政担当)、内政会議(DPC)担当ディレクター代理(1997-1999 年)を務め、各ポストで教

育、犯罪、公衆衛生に至る分野の法律及び政策の行政府における策定、推進、実施で中核

的役割を担った。将来、連邦最高裁判所判事の一人が退任の意向を表明した場合、連邦最

高裁判事に任命される可能性のある人物の一人であると見られている。実際、デビッド・

スーター最高裁判事が引退を表明した際、後任の最高裁判事としてケーガンの名前が浮上

したが、最終的にオバマ大統領はソニア・ソトマイヤー連邦巡回控訴裁判所(第二巡回区)

裁判官を次期最高裁判事に任命した経緯がある。ケーガンは、ローレンス・サマーズがハ

ーバード大学学長だった 2003 年、ロバート・クラークの後任のハーバード大学ロースクー

ル第 11 代学長に女性初の学長となるケーガンを任命された。1980 年代後半にはアブナー・

ミクヴァ・ワシントン連邦高裁判事やサーグッド・マーシャル連邦最高裁判事のもとでそ

の職務を補佐していた経歴がある。その後、ワシントン D.C.のウィリアムズ・アンド・コ

ノリー法律事務所に勤務していた。プリンストン大学卒業。英オクスフォード大学ウォー

スター・カレッジ卒業。ハーバード大学ロースクール在学中は『ハーバード・ロー・レビ

ュー』の編集長を務めた。ニューヨーク市出身。1960 年 4 月 28 日生。 

(司法省訟務長官室公表略歴情報：http://www.usdoj.gov/osg/) 
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●法律顧問局長 ドーン・ジョンセン (Dawn Johnsen) 

オバマ大統領はインディアナ大学ロースクールの憲法教授であるドーン・ジョンセンを司

法省の法律顧問局長に任命した。上院司法委員会での指名承認委員会では、ジョンセンが

女性の妊娠中絶の権利を擁護する団体 NARAL Pro-Choice America の前身の National 

Abortion & Reproductive Rights Action League に 1988 年から 1993 年まで勤務していた

こともあり、妊娠中絶支持団体との関係について質問が集中した。クリントン政権では

1993年から1998年まで司法省法律顧問局で司法次官補代行として勤務していた。American 

Constitution Society for Law and Policy の全米委員会委員。エール大学卒業。エール

大学ロースクール卒業。 

●反トラスト局長 クリスティーヌ・ヴァーニー (Christine Varney) 

クリスティーヌ・ヴァーニーは連邦取引委員会(FTC)の元委員であり、ヴァーニーが反トラ

スト局長に任命されたことでオバマ政権が企業の合併・買収審査に厳しい姿勢を取る可能

性が指摘されている。 

 

〔内務省〕 

 

●内務長官 ケン・サラザール (Ken L. Salazar) 

2008 年 12 月 17 日、オバマはコロラド州選出連邦民主党上院議員であるケン・サラザール

を内務長官に任命し、2009 年 1 月 20 日、上院本会議は全会一致でサラザールの第 50 代内

務長官就任を正式に承認した。ヒルダ・ソリス労働長官とともにヒスパニック系の閣僚。

内務長官として、環境政策、エネルギー政策、連邦政府所有地の管理・利用、野生生物の

保護等に関する政策を管轄する。サラザールは 2004 年 11 月コロラド州選出連邦上院議員

選挙で当選。上院議員在職中(2005 年 1 月-2009 年 1 月)は 2005 年に排気ガス基準引き上げ

のための CAFE 改善法案に反対票を投じたり、また、大手石油会社に対する優遇税制撤廃法

案に反対票を投じたりしている。また、2006 年にはフロリダ州沖のオフショアの原油・天

然ガス掘削を禁じる保護措置に終止符を打つ内容の法案に共和党議員とともに賛成してお

り、環境保護団体から批判を受ける投票行動を行っている。2006 年中間選挙では、コネテ

ィカット州選出民主党上院議員予備選挙で反戦派候補のネッド・ラモントに敗北して無所

属で立候補したジョゼフ・リーバーマン上院議員を支持し、民主党内穏健派上院議員とし

て知られる。サラザールは上院議員在職以前にはコロラド州司法長官(1999－2005 年)の立

場にあり、また、民間セクターでも合計 11 年間にわたり水質管理法・環境法を実践してい

た経歴もある。コロラド州第 3区選出の民主党連邦下院議員のジョン・T・サラザールは実

兄である。コロラド・カレッジ卒業。ミシガン大学ロースクール卒業。カトリック教徒。

1955 年 3 月 2日生。 

(内務省公表略歴情報：http://www.doi.gov/welcome.html) 

 

●内務副長官 デビッド・ヘイズ (David J. Hayes) 

オバマ大統領は、2009 年 2 月 27 日に内務副長官にデビッド・ヘイズを任命する意向を表

明したが、米議会本会議は、5月 20 日、同任命を正式に承認した。ヘイズは内務副長官と

してのみならず、法律上、内務省の最高執行責任者(COO)の役割も課せられており、職員数

6万 7000 名、年間予算約 160 億の内務省を率いている。ヘイズは、第 2期クリントン政権

でも 1999 年から 2001 年まで内務次官に就任しており、米国西部諸州における先住民居住

区における水と土地を巡る長年の紛争を解決して最先端の水質管理システムの導入を図る
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点で主導的役割を果たした。また、コロラド州南部に位置するグレート・サンド・デュー

ンズ国立公園をはじめとする新たな国立公園の選定にも非常に重要な役割を果たした。ヘ

イズは、エネルギー、環境政策分野において民主党政治に深く関与しており、クリントン・

ゴア政権移行委員会では環境保護局(EPA)移行チームのメンバーであった。2004 年大統領

選挙キェンペーンではジョン・ケリー民主党大統領候補の環境・エネルギー政策担当顧問

に就任していた。また、2008 年大統領選挙関連では、大統領選挙でのオバマ次期大統領当

選後にオバマ・バイデン政権移行プロジェクトのエネルギー省、内務省、農務省、環境保

護局(EPA)の省庁検証プロセスを担当し、「エネルギー・天然資源チーム(Energy and Natural 

Resources Team)」の責任者に就任していた。ヘイズは大手法律事務所 Latham & Watkins

のパートナーとして、全米でも屈指の天然資源専門の弁護士であり、2007 年から 2008 年

にかけてはスタンフォード大学ウッズ環境研究所の顧問教授に就任し、達成可能かつ実践

的な気候変動政策の解決策を模索するプロジェクトを指揮していた。1975 年にノートルダ

ム大学卒業。1978 年にスタンフォード大学ロースクールで法学博士を取得するとともに、

『スタンフォード・ロー・レビュー』の編集長にも就任していた。ニューヨーク州ロチェ

スター出身。1953 年生。(内務省公表略歴情報：

http://www.doi.gov/news/09_News_Releases/012609.html) 

〔農務省〕 

 

●農務長官 トム・ヴィルザック (Tom Vilsack) 

2008 年 12 月 17 日、オバマは農務長官にトム・ヴィルサック前アイオワ州知事を任命し、

2009 年 1 月 20 日、上院本会議は全会一致でヴィルサックの第 30 代農務長官就任を正式に

承認した。2期 8年(1999 年-2007 年)にわたりアイオワ州知事に在職したが、民主党員と

しては 32 年間で初めて同州知事に当選した。州知事在職中は、教育、医療問題に積極的に

取り組む一方、増税に抵抗して財政均衡を重視した中道派の政治家との評価があった。自

らも民主党大統領候補指名獲得を目指して 2006 年 11 月に出馬宣言したが、2007 年 2 月に

撤退を表明した。その後、ヒラリー・クリントン支持を表明し、クリントンの大統領選挙

キャンペーンの全米共同委員長としてクリントンの選挙キャンペーンを支援していた。

2007 年 5 月からミネソタ州ミネアポリスを本拠地とする法律事務所ドーシー&ホイットニ

ー法律事務所のアイオワ州デモイン事務所に勤務。アイオワ州はトウモロコシをはじめと

する穀物生産で知られた農業州であり、ヴィルサックはエタノール推進を目的とした各種

連邦政府の政策を支持してきた政治家である。米外交問題評議会(CFR)の気候変動問題作業

部会の共同議長を務め、温室効果ガス排出量の大幅削減を求める報告書を公表している。

農業補助金政策については、アイオワ州知事当時、ヴィルサックは土壌や水質管理の改善

を図る農業従事者のための新たな支援に伝統的な農業補助金から農業関連予算支出をシフ

トさせることを支持する穏健な立場を採っていた。環境保護派ならびに食糧業界指導者か

らも信頼が厚い政治家である。ヴィルサックは、代替エネルギー政策の推進は、経済的に

苦境に陥り、人口減少が顕在化している過疎地の活性化にとりきわめて重要であると主張

し、最近、農業をエネルギーの自立や国家安全保障に絡める農業政策の論文を複数寄稿し

ていた。対日関連では、アイオワ州は牛肉生産などの畜産業が盛んな中西部の州の一つで

あり、前同州知事のヴィルサックが米国産牛肉の対日輸出問題を担当することになる。ハ

ミルトン・カレッジ卒業。アルバニー・ロースクール卒業。ペンシルベニア州ピッツバー

グ出身。1950 年 12 月 12 日生。 

(農務省公表略歴情報： 
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http://www.usda.gov/wps/portal/!ut/p/_s.7_0_A/7_0_1OB?contentidonly=true&content

id=bios_vilsack.xml) 

 

●副長官 キャスリーン・メリガン (Kathleen A. Merrigan) 

2009 年 2 月 24 日、オバマ大統領はタフツ大学フリードマン栄養科学・政策学部のキャス

リーン・メリガン准教授兼農業・食料・環境プログラム担当ディレクターを農務副長官に

任命した。かつて上院農業・食品・林業委員会の議員スタッフとしてオーガニック食品の

より厳格なラベル表示を義務付ける法律である｢1990 年オーガニック食品生産法｣の作成

に携ったオーガニック食品の専門家である。第 2期クリントン政権の 1999 年から 2001 年

まで、メリガンは農務省農業販売促進局(AMS)局長として勤務し、農務省のオーガニック・

プログラムを管轄していた。そのため、農務副長官に任命されたことに対して食品安全コ

ミュニティからは賞賛の声が上がった。ウィリアムズ・カレッジ卒業。テキサス大学オー

スチン校リンドン・ジョンソン公共政策大学院で公共問題の修士号取得。マサチューセッ

ツ工科大学(MIT)で博士号取得。 

 

〔商務省〕 

 

●商務長官 ゲリー・ロック (Gary Faye Locke) 

2009 年 2 月 25 日、オバマ大統領は商務長官にゲリー・ロック前ワシントン州知事を任命

した。オバマは商務長官候補に任命したビル・リチャードソン・ニューメキシコ州知事と

ジュッド・グレッグ上院議員(共和党-ニューハンプシャー州選出)の二人がそれぞれ任命辞

退となったために、ロックは 3人目の指名となった。3月 24 日、上院本会議は商務長官に

任命されていたロックを正式に承認し、スティーブ・チュー・エネルギー長官、エリック・

シンセキ退役軍人長官に次いでオバマ政権では 3人目のアジア系閣僚となった。ロックは

ワシントン州議会下院議員などを経て1997年から2005年までの2期8年間第21代ワシン

トン州知事を務めた。ロックは中国系米国人として米国史上初めて州知事に就任した政治

家である。州知事を退任後は国際法律事務所のデイビス・ライト・トレマインのシアトル

事務所で中国関連ビジネスに従事していた。商務長官として米中経済案件などに中核的役

割を担っている。2008 年民主党大統領候補選出プロセスではヒラリー・クリントン上院議

員のワシントン州における選挙キャンペーンの共同委員長を務めた。エール大学で政治学

の学位を取得、その後、ボストン大学ロースクールを卒業。ワシントン州シアトル出身。

1950 年 1 月 21 日生。 

(商務省公表略歴情報：http://www.commerce.gov/CommerceSecretary/index.htm) 

 

●ビル・リチャードソン (Bill Richardson) (商務長官指名辞退) 

2008 年 12 月 3 日、オバマは商務長官にビル・リチャードソンを任命した。しかし、指名

承認公聴会が数日後に迫った 2009 年 1 月 4日、リチャードソンはニューメキシコ州政府と

取引関係がある CDR Financial Products(本拠地：カリフォルニア州ビバリーヒルズ)に対

する連邦検察当局による捜査が継続しており、上院での指名承認プロセスに影響を及ぼし

かねないことを理由に次期商務長官の任命を辞退する意向を発表し、オバマもこれを受け

入れた。リチャードソンは次期政権の閣僚に任命された候補の中で最初の辞退者となり、

政権発足目前にしたオバマにとって躓きとなった。CDR Financial Products はニューメキ

シコ州政府との高速道路拡張契約に関する契約に絡み、リチャードソンの二つの政治活動

委員会(PAC)である Moving America Forward と Si Se Puede に総額 10 万ドルの政治献金を

行っており、便宜供与を受けていた疑いがあり、捜査対象となっている。リチャードソン
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の代わりの次期商務長官としては、ハビアー・ベセラ下院議員(民主党－カリフォルニア州

選出)、ジェニファー・グランホルム・ミシガン州知事らの名前が浮上していたが、オバマ

はニューハンプシャー州選出共和党連邦上院議員のジュッド・グレッグを任命した経緯が

ある(グレッグもその後指名を辞退)。リチャードソンは、現在、ニューメキシコ州知事(2003

年 1 月-現在)を務めており、全米で唯一のニスパニック系州知事である。政権移行プロセ

スでは国務長官の候補の一人に挙げられていたが、ヒラリー・クリントンが国務長官の指

名を受諾したことでリチャードソンが次期商務長官に落ち着いた経緯があった。ニューメ

キシコ州選出民主党連邦下院議員(1983-1997 年)を経てクリントン政権では国連大使、エ

ネルギー長官を歴任した。リチャードソン自らも 2008 年民主党大統領候補指名獲得争いに

出馬したが、序盤州で振るわずに撤退した。オレゴン州ポートランドで 2008 年 3 月 21 日

に開催されたオバマ支持の政治集会に参加し、オバマについて｢人生で一度出会うかどうか

の指導者(once-in-a-lifetime leader)｣ と賞賛し、｢国家の団結｣と｢米国の国際的指導力

の回復｣を図れる人物であるとしてオバマ支持を表明した。リチャードソンは特別代議員の

一人であり、また、ヒスパニック系有力政治家の一人であったため、リチャードソンのオ

バマ支持は特別代議員及びヒスパニック系有権者に大きな影響を及ぼす可能性が指摘され

ていた。2008 年 3 月 4日に実施されたオハイオ、テキサス、ロードアイランド、ヴァーモ

ントの予備選挙後により多くの代議員数を獲得した候補が民主党大統領候補になるべきと

の議論を出演した米 CBS 放送の政治討論番組｢Face the Nation｣で展開し、ジョン・ケリー、

ディック・ダービン両上院議員とともにヒラリー・クリントンに対し民主党大統領候補指

名獲得争いから撤退するよう求めた。オバマは民主党大統領候補選出プロセスでヒスパニ

ック系有権者の支持を十分に獲得できなかったために、自らヒスパニック系(父親は白人米

国人で、母親はメキシコ人)であり、ヒスパニック系有権者に大きな影響力を持つリチャー

ドソンが副大統領候補の一人として浮上していた。カリフォルニア州出身で、幼少期はメ

キシコシティで育った。タフツ大学卒業。タフツ大学フレッチャー法律外交大学院卒業。

1947 年 11 月 15 日生。 

●ジュッド・グレッグ (Judd Alan Gregg) (商務長官指名辞退) 

2009 年 2 月 3 日、オバマ大統領は商務長官にニューハンプシャー州選出共和党連邦上院議

員のジュッド・グレッグを任命したが、2 月 12 日、グレッグは米議会が 7890 億ドル規模

の景気対策法案を可決しようとする中、財政保守の立場から同法案などの政策には賛同で

きないとの理由で商務長官の指名を急遽辞退する意向を表明した。ビル・リチャードソン・

ニューメキシコ州知事に続き二人目の商務長官指名辞退となり、また、主要ポストの指名

辞退は 4人目となったためオバマ自身の任命責任に対する疑問が浮上した。超党派主義を

掲げて政権運営を目指すオバマにとって打撃となり、政権発足から約 1ヶ月が経過した時

点で商務長官と厚生長官の 2つの主要ポストが空席状態となる事態が生じた。グレッグを

商務長官に任命した背景として、グレッグからオバマ政権にアプローチしてきた経緯があ

ったために、オバマ自身もグレッグの指名辞退を驚きとともに受け止めた。共和党穏健派

のグレッグの他に、アフリカ系の民主党下院議員らはソフトウェア・セキュリティ会社の

シマンテック社のジョン・トンプソン会長兼 CEO を商務長官に強く推挙していた経緯があ

る。グレッグは 1993 年 1 月から上院議員に在職しており、任期は 2011 年までであり、2010

年 11 月には再選期を迎えることになっていた。商務長官就任の条件としてグレッグは、ミ

ネソタ州選出連邦上院議員選挙でのアル・フランケンの当選が確定し、グレッグの後任と

して民主党上院議員が指名された場合、上院の民主党議員の議席数が議事妨害(フィリバス

ター)の阻止が可能な 60 議席に達するため、ジョン・リンチ・ニューハンプシャー州知事(民

主党)が後任に共和党員を指名することを強く求めた。実際、リンチ州知事はグレッグの下
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院議員時代に首席補佐官やレーガン政権の商務次官補などを務めていたボニー・ニューマ

ンをグレッグの後任の上院議員に指名した。グレッグは、上院予算委員会委員長も務めた

財政保守派であり、社会保障改革ならびに連邦支出の抑制を支持し、国務省の支出を管轄

するパネルの共和党委員を務めていた。2008 年 10 月に成立した 7000 億ドル規模の金融安

定化法の成立にも深く関与している。社会的争点については穏健な立場を取っており、エ

ネルギー政策でも省エネ推進を主張するなど、オバマ大統領と政策的に近い立場である。

グレッグは財政均衡重視であり、オバマ政権としては、景気刺激法案の審議が行われる中

で共和党上院議員のグレッグを商務長官に任命することで市場(マーケット)への好影響を

狙う超党派主義の明確な姿勢を示したかったものと考えられる。グレッグの商務長官就任

が承認されれば、ゲーツ国防長官、ラフッド運輸長官に続き 3人目の共和党関係者の入閣

となるはずであった。グレッグは、上院議員に在職する以前は、ニューハンプシャー州選

出共和党連邦下院議員(1981-1989 年)、ニューハンプシャー州知事(1989-1993 年)を務めて

いた。2008 年共和党大統領予備選挙ではミット・ロムニー前マサチューセッツ州知事を支

持していた。父親のヒュー・グレッグもニューハンプシャー州知事を務めた。コロンビア

大学卒業。ボストン大学卒業。ニューハンプシャー州ナシュア出身。1947 年 2 月 14 日生。 

 

●商務副長官 デニス・ハイタワー (Dennis F. Hightower) 

オバマ大統領は、2009 年 7 月 22 日、商務副長官にデニス・ハイタワーを任命する意向を

明らかにした。ハイタワーは商務副長官として 12 の部局と 170 億ドルを超える年間予算を

抱える巨大省庁である商務省の日常ベースのオペレーションを担当する。ハイタワーは民

間セクターでのビジネス経験が豊富であり、1987 年から 1996 年までウォルト・ディズニ

ー社の上級経営幹部の立場にあり、1995 年から 1996 年まではウォルト・ディスニー・テ

レビジョン・アンド・コミュニケーションズの社長に就任し、2000 年から 2002 年までは

ルクセンブルクに本拠地を置くブロードバンド双方向エンターテイメント企業であるヨー

ロッパ・オンライン・ネットワークスの最高経営責任者(CEO)に就任していた。また、ハー

バード大学ビジネススクールで 1996 年から 2000 年まで経営学担当教授として、リーダー

シップ、新興市場の構築、グローバルなマネジメントに大きな焦点を当てつつ教鞭を取っ

ていた経歴もある。1962 年に米陸軍に入隊し、ベトナム戦争に従軍するなど米陸軍に 8年

間在籍し、1970 年に除隊している。ワシントン D.C.出身。ハワード大学卒業。ハーバード

大学ビジネススクールで MBA 取得。1941 年 10 月 28 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-7-22-09/) 

 

●商務長官首席補佐官 エレン・モラン (Ellen Moran) 

オバマ政権発足から 100 日も経過しない 2009 年 4 月 21 日、ホワイトハウスのコミュニケ

ーション担当部長を辞任し、ゲリー・ロック商務長官の首席補佐官に就任するために商務

省に異動した。2008 年 11 月 22 日、オバマは、ホワイトハウスのコミュニケーション担当

部長にエレン・モランを任命していた経緯がある。モランは人工妊娠中絶を容認する民主

党のリベラル派女性候補の当選、再選を支援するリベラル系団体である｢エミリーズ・リス

ト(EMILY’s  List)｣の初代事務局長をしていた人物であり、同団体のキャンペーン・スタ

ッフ育成プログラムを作成した。また、全米最大の労組である米労働総同盟産別会議(AFL・

CIO)に勤務していた当時は、ウォルマートのコーポレート・アカウンタビリティ活動に取

り組んでいた。2004 年には AFL・CIO を休職し、全米 20 州においてテレビ、ラジオ、メー

ル、電話による民主党全国委員会(DNC)関連の大統領選挙キャンペーン広告を指揮していた。
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2008 年民主党大統領候補選出プロセスではモランが事務局長を務めていた｢エミリーズ・

リスト｣はヒラリー・クリントン上院議員(当時)を支援していた。モランは 1992 年民主党

大統領候補指名獲得プロセスではトム・ハーキン上院議員(民主党-アイオワ州)の全米選挙

キャンペーン・スタッフとして選挙キャンペーンを支援していた。2000 年には民主党下院

議員選挙キャンペーン委員会(DCCC)の争点推進キャンペーンを指揮していた。モランは、

州知事、上院議員、下院議員の選挙キャンペーンを支援してきた政治経験がある。マサチ

ューセッツ州アマースト出身。ウィートン・カレッジで政治学、英文学専攻。 

 

●商務省国勢調査局長 ロバート・グローブス (Robert M. Groves) 

オバマ大統領は、2009 年 4 月 2日、国勢調査局長にミシガン大学のロバート・グローブス

教授を任命し、米議会上院本会議は、同任命を 7 月 13 日に正式承認し、グローブスは 7

月 15 日に正式に就任した。グローブスはミシガン大学調査研究センター所長を務め、メリ

ーランド大学でも調査手法共同プログラムの研究教授に就任していた。スウェーデンやド

イツといった海外の教育機関でも教鞭も取っていた。1990 年から 1992 年まで国政調査局

補に就任していた経歴がある。1975 年からミシガン大学社会学部で教鞭を取っている。｢S

urvey Errors and Survey Costs｣(1989 年)、｢Nonresponse in Household Interview Surv

eys｣(共著)をはじめとする調査手法に関する著書や学術論文が多数ある。米国統計学会(A

SA)フェロー、国際統計協会(ISI)委員等。カンザスシティ出身。ダートマス大学卒業後、

ミシガン大学で統計・社会学の修士号、社会学の博士号取得。 

(商務省国勢調査局公表略歴情報： 

http://www.census.gov/Press-Release/www/releases/pdf/RobertGrovesbio.pdf) 

 

●商務次官(知的財産担当)兼米国特許・商標庁(USPTO)長官 デビッド・カッポス (David 

Kappos) 

ホワイトハウスは、2009 年 6 月 18 日、デビッド・カッポスを知的財産担当の商務次官兼

米国特許・商標庁(USPTO)長官に任命すると発表した。カッポスは、IBM の知的財産権法担

当の副社長兼法律顧問補として、特に、同社の特許・商標ポートフォリオの統括や知的財

産権政策を担当していた。1983 年に IBM に技術者として入社して以降、主に、知的財産権

分野を担当し、アジア・太平洋地域担当法律顧問補等を歴任した。米国知的財産法律協会

(AIPLA)、米国知的財産権者協会(IPO)等の要職にあった。 

 

●全米電気通信情報局(NTIA)副局長兼局長代行 アンナ・ゴメス (Anna Gomez)   

スプリント・ネクステル勤務から全米電気通信情報局(NTIA)副局長兼局長代行に抜擢され

た。 

 

●商務次官(海洋・大気担当)兼全米海洋・大気管理庁(NOAA)長官 ジェーン・ルブチェンコ

(Jane Ann Lubchenco) 

オバマは 2008 年 12 月 20 日に行った恒例のラジオ演説の中で商務次官(海洋・大気担当)

兼商務省傘下の第 9代の全米海洋・大気管理庁(NOAA)長官にオレゴン州立大学教授のジェ

ーン・ルブチェンコを任命する意向を表明し、2009 年 3 月 19 日、米議会上院本会議は同

任命を賛成多数で正式に承認し、史上初の女性の全米海洋・大気管理庁(NOAA)長官就任と

なった。ルブチェンコは国際的にも著名な環境科学者、海洋エコロジストであり、科学関

連の問題について大統領や議会関係者にも助言を行ってきた科学者であり、全米科学振興

協会(AAAS)の会長にも就任していた。研究分野は、生物多様性、気候変動、サステイナビ

リティ学、海洋の状態である。ルブチェンコは、NOAA 長官として、年間予算 40 億ドル、
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職員数 1万 2,800 人の NOAA を率いている。コロラド大学卒業。ワシントン州立大学で海洋

エコロジーの修士号を取得し、ハーバード大学で同研究で博士号取得。コロラド州デンバ

ー出身。1947 年 12 月 4 日生。 

(NOAA 公表略歴情報： 

http://www.noaanews.noaa.gov/stories2009/20090319_lubchenco.html) 

 

●商務次官補(経済開発担当)兼経済開発庁(EDA)長官 ジョン・フェルナンデス (John 

Raymond Fernandez) 

2009 年 8 月 6 日、インディアナ州ブルーミングトン市の市議会議員、市議会議長、市長を

20 年以上務めたジョン・フェルナンデスが経済開発担当の商務次官補兼経済開発庁(EDA)

長官に任命された。ブルーミングトン市長時代には、積極的な企業誘致やダウンタウン地

域の再活性化に取り組むとともに、官民学の連携により 2億 4300 万ドル以上の民間投資を

確保し、3700 人以上の新規雇用をもたらした同市のライフサイエンス・プロジェクトを立

ち上げた実績がある。オバマのファンドレイザーであり、2007 年にインディアナ州のオバ

マの大統領選挙キャンペーン支援団体である「オバマ・フォー・チェンジ・インディアナ・

リーダーシップ・チーム」に参加した。インディアナ大学公共・環境問題大学院で公共問

題に関する修士号取得。インディアナ大学ロースクールで法学博士取得。オハイオ州カン

トン出身。 

〔労働省〕 

 

●労働長官 ヒルダ・ソリス (Hilda L. Solis) 

2008 年 12 月 19 日、オバマは労働長官にヒルダ・ソリス下院議員(民主党-カリフォルニア

州選出)を任命した。だが、自動車修理業を経営する夫の納税漏れ疑惑が発覚し、また、ソ

リス自身の労組寄りの立場が共和党保守派議員から問題視されるなどしたために、2 月 5

日に予定されていた上院医療・教育・労働・年金委員会での採決は延期されるなど、指名

承認プロセスは順調には進行しなかった。次期労働長官任命から 2 ヶ月以上が経過した 2

月 24 日、上院本会議は賛成 80 名、反対 17 名の賛成多数でソリスの労働長官任命を正式に

承認した。次期労働長官候補には、ソリスの他には、ジェニファー・グランホルム・ミシ

ガン州知事、カリフォルニア大学バークレー校のハーレー・シェイケン教授、労組活動家

で親労組の非営利団体である｢アメリカン・ライツ・アット・ワーク｣のメアリーベス・マ

クスウェル専務理事らの名前が浮上していた。オバマ政権での閣僚や高官の納税漏れ問題

は、ティモシー・ガイトナー財務長官、厚生長官の指名承認を辞退したトム・ダシュル、

ホワイトハウスの政府機能監視官(最高パフォーマンス・オフィサー)の指名を辞退したナ

ンシー・ケルファーに続き 4人目であった。米議会では組合員の投票なしに組合結成を容

易にする法案｢従業員自由選択法案(EFCA)｣の可決に向けて労組は各議員に積極的な働きか

けを行う一方で、経営者側は EFCA に強く反発しており、同法案の扱いがソリスにとり労働

長官就任直後の大きな課題となった。オバマ政権は、2009 年 6 月 23 日、GM の一時国有化

や大手自動車メーカの経営不振による従業員の大幅解雇といった状況の中で自動車業界な

らびに地域社会の雇用対策などを支援することを目的にして大統領令に基づき評議会を新

設することを決定した。同評議会の共同議長にソリスはサマーズ国家経済会議(NEC)議長と

ともに就任した。ソリスはカリフォルニア州議会の下院議員2年、上院議員6年を経て2001

年からヒスパニック系有権者が数多く居住するロサンゼルス郡東部を中心とする地域を選

挙区とする民主党連邦下院議員を務め、下院エネルギー・商業委員会、下院教育・労働者

委員会に在籍し、労働問題、環境政策、移民問題などに積極的に取り組んできた。ソリス
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は自由貿易には反対姿勢を示しており、中米自由貿易協定(CAFTA)に反対する投票を行って

いる。反 NAFTA のデービッド・ボニアー元民主党下院院内幹事が会長を務める親労組の非

営利団体である｢アメリカン・ライツ・アット・ワーク(American Rights at Work)｣の理事

を務めていた唯一の連邦下院議員であり、米議会では一貫して親労組の投票行動を行って

きた。ヒスパニック系のソリスの両親も労働組合員だったため、労組関係者はソリスの労

働長官任命が承認されたことに対し相次いで歓迎の意を表明した。米国最大の労組である

米労働総同盟産別会議(AFL・CIO)のジョン・スウィーニー委員長も｢ソリス氏の指名承認は

米国民にとり大きな勝利であり、裕福な CEO ではなく、勤労者の利益を代表する労働長官

が就任することになった｣と就任を歓迎する声明を発表した。ソリスはカリフォルニア州出

身であり、父親はメキシコ移民、母はニカラグア移民というヒスパニック系米国人である。

オバマ政権でのヒスパニック系の閣僚登用という観点では、サラザール内務長官とともに

2 人目となる。カリフォルニア州立工科大学ポモナ校卒業。南カリフォルニア大学卒業。

1957 年 10 月 20 日生。 

(労働省公表略歴情報：http://www.dol.gov/_sec/welcome.htm) 

 

●労働副長官 セス・ハリス (Seth David Harris) 

2009 年 3 月 3 日、ニューヨーク大学ロースクール教授兼労働・雇用法プログラム担当ディ

レクターに就任していたセス・ハリスが次期労働副長官に正式任命され、5月 21 日、米議

会上院本会議は同任命を賛成多数で正式に承認した。ハリスは、オバマが次期大統領当選

後に、オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの労働省、教育省、運輸省担当省庁検証作

業部会の委員に就任していた。ハリスは、雇用法、労働法のエキスパートであり、クリン

トン政権では労働長官顧問、労働次官代行(政策担当)の立場にあった。脳性麻痺連合協会

(United Cerebral Palsy Association)の Life Without Limits プロジェクト担当のシニア・

フェロー、職場フレキシビリティに関する全米諮問委員会(National Advisory Commission 

on Workplace Flexibility)の委員、Obama for America's Labor, Employment, and Workplace 

Policy Committee の委員長等を歴任している。コーネル大学卒業。ニューヨーク大学ロー

スクール在学中に『Review of Law & Social Change』の編集長に就任。 

 

〔厚生省〕 

 

●厚生長官 キャスリーン・セベリウス (Kathleen Sebelius) 

2009 年 3 月 2 日、オバマ大統領は厚生長官にカンザス州のキャスリーン・セベリウス知事

を任命すると正式発表するとともに、医療保険未加入者を対象にして全国 126 カ所で医療

施設を整備する方針を新たに表明した。次期厚生長官兼ホワイトハウス医療改革室室長に

任命されていたトム・ダシュル元民主党上院院内総務は2月3日に指名を辞退したために、

ハワード・ディーン民主党全国委員会(DNC)前委員長、バーバラ・ミカルスキー上院議員(民

主党-メリーランド州選出)、デビー・スタベノウ上院議員(民主党-ミシガン州選出)、ビル・

ブラッドレー元上院議員(民主党-ニュージャージー州選出)らとともにシベリウスは次期

厚生長官の候補として名前が挙がっていた。4月 28 日、上院本会議はシベリウスを賛成 65

名、反対 31 名の賛成多数で厚生長官任命を承認した。厚生長官ポストは 15 あるオバマ政

権の閣僚ポストの中で最後まで空席となっていたポストであり、指名承認公聴会プロセス

でトム・ダシュル元民主党上院院内総務が指名辞退に追い込まれるなど人事が遅れていた。

オバマ政権が発足から 100 日を迎え、新型インフルエンザの感染が米国内でも拡大する中

での指名承認となった。医療保険制度の改革を目指すオバマ政権は、セベリウスの厚生長

官任命を迅速に承認するよう米議会上院に対して求めていたが、指名承認プロセスでは妊
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娠中絶を行っている医師から政治献金を受け取っていた事実が発覚し、共和党保守派上院

議員が強く反発し、指名承認プロセスの引き延ばしを図っていた経緯がある。オバマ政権

は医療保険制度の見直しを内政の優先課題として位置付けており、米国内の医療保険未加

入者数が 4600 万人以上にも達する中で、セベリウスはジーン・ランブルー厚生省医療改革

室長、ナンシーアン・ドパール大統領顧問兼ホワイトハウス医療改革室とともにオバマ政

権の公約である国民皆保険の実現に向けて中核的役割を担っている。オバマ政権が公表し

た予算教書では医療保険制度改革のために今後 10 年間で費用として 6338 億ドルを要求し

ている。スーパーチューズデーの一環としてカンザス州党員集会が行われる一週間前の

2008 年 1 月 29 日という早い段階でセベリウスはオバマ支持を表明した。オバマの母方の

祖父はカンザス州のエル・ドラドの出身である。オバマ支持表明の前日、セベリウスはジ

ョージ・W・ブッシュ大統領(当時)の一般教書演説後に民主党を代表してカンザス州の知事

公舎から反論の演説を行っている。セベリウスは 2002 年のカンザス州知事選挙で副州知事

候補に共和党員の元ビジネスマンを指名し、また、2006 年の再選キャンペーンでもカンザ

ス州共和党元委員長のマーク・パーキンソンを副知事候補に指名するなど超党派主義を重

視した(現在、パーキンソンは民主党員に党籍変更)。2006 年の州知事選挙で再選を果たし

た際、民主党登録者が僅か 27％以下であり、共和党が非常に強固なカンザス州において約

58％の得票率を獲得して再選を果している。オバマがセベリウスを厚生長官に任命した背

景の一つとして、第 44 代カンザス州知事就任以前にカンザス州保険局長(1995-2003 年)だ

ったことが挙げられる。カトリック教徒として個人的には中絶には反対しているが、州知

事としては中絶を容認する立場であったために、中絶に反対する｢カトリック・リーグ｣は

セベリウスの指名承認プロセスで反対する姿勢を示した。セベリウスは民主党知事協会

(DGA)の名誉会長を務めるなど党内でも有力政治家と見られており、オバマの副大統領候補

のほかに、民主党政権が成立した場合、入閣候補の筆頭に挙げられていた。父親はジョン・

ギリガン元オハイオ州知事であり、オハイオ州シンシナティ出身。ワシントン D.C.のトリ

ニティ・カレッジ卒業。カトリック教徒。1948 年 5 月 15 日生。 

(厚生省公表略歴情報：http://www.hhs.gov/secretarysebelius.html) 

 

●トム・ダシュル (Tom A. Daschle) (厚生長官兼ホワイトハウス医療改革室長指名辞退) 

2008 年 12 月 11 日、オバマは内政上の優先政策の一つである医療保険改革を総括すること

になる厚生長官にトム・ダシュルを任命するとともに、ホワイトハウスに新設する｢医療改

革室(Office of Health Reform)｣の室長の兼務についても発表した。だが、上院財政委員

会での指名承認プロセスで、民主党系ファンドレイザーであり、ニューヨーク・ヤンキー

スの地域スポーツ・ネットワークである YES 会長であったメディア経営者のレオ・ヒンデ

リーJr.から提供されていた運転手付き自動車などを含む3年間の所得について12万 8000

ドル以上の納税漏れがあり、ダシュルは2009年 1月 2日に未納の総額14万 6000ドル(2005

年は 3万 2090 ドル、2006 年は 3万 8507 ドル、2007 年は 6万 9570 ドル等)を納めていたこ

とが 1月末に発覚した。2005 年にヒンデリー氏は投資会社インターメディア・アドバイザ

ーズを創設し、同社の諮問委員会委員長にダシュルが就任していた。また、コンサルティ

ング関連の所得についても指名承認プロセスで調査が行われたが、ダシュルは米議会での

26 年にも及ぶ議員生活で培われた専門性などにより 2007 年からの 2年間だけでも医療業

界からの 22 万ドルの収入をはじめとして総額 500 万ドル以上の収入があった。その結果、

ダシュルは 2月 3日に厚生長官指名辞退に追い込まれ、ホワイトハウスに新設された医療

保険改革室室長の任命も辞退した。オバマ自身は内政の最重要課題の一つとして医療保険

改革を挙げており、IT 導入による医療制度の近代化や医療コスト抑制等に取り組む姿勢を

明確にしていたため、ダシュルの指名辞退は政権発足後僅か 2週間のオバマ政権にとって
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打撃となった。だが、ダシュルはオバマ政権の内政に対して引き続き大きな影響力を持っ

ており、米議会が休会となり、全米各地で医療保険改革に関する議論が賛否それぞれの立

場から行われていた中、2009 年 8 月 21 日、オバマの招きでホワイトハウスを訪れ、医療

保険改革をはじめとする内政の優先課題についてオバマに助言を行った。厚生長官指名辞

退後も民間セクターから医療保険問題に積極的に取り組んでおり、民主党上院院内総務時

代の首席補佐官で、現在、ホワイトハウス上級顧問を務めるピート・ラウズ、医療保険改

革「ツァー」であるナンシーアン・ドパール大統領顧問兼ホワイトハウス医療改革室のに

対し非公式に助言を行っている。ホワイトハウスには、ラウズやコミュニケーション担当

暫定ディレクターのアニタ・ダン、コミュニケーション担当副部長のダニエル・ファイフ

ァー、フィル・シリーロ大統領補佐官(議会関係担当)らは、かつてダシュルとともに勤務

していた政府高官が要職に配置されているため、ホワイトハウス内にはオバマを 2008 年民

主党大統領候補指名獲得プロセスの早い段階からオバマを支援していたダシュルを支持す

る強固な基盤が存在している。ダシュルは、ハリー・リード民主党上院院内総務(ネヴァダ

州選出)やステニー・ホイヤー民主党院内総務(メリーランド州選出)ら米議会の友人である

有力議員らとも医療保険改革について定期的に意見交換している。また、テレビ出演や講

演、シンポジウム等にも積極的に参加し、政府が運営する公的保険保険制度の導入の選択

肢も含む国民皆保険プランへの支持を強く訴えている。2008 年 2 月に医療保険改革に関す

る著書「Critical: What We Can Do About the Health-Care Crisis」をオバマ政権で厚生

省医療改革室長に就任したジーン・ランブルーとともに著わし、同著書の中でダシュルは

医療政策を管轄する独立の連邦機関を新設するよう提案している。2009 年 6 月には、かつ

てのライバルであり、共和党上院院内総務の要職にあったロバード・J.ドールやハワード・

ベイカーといった有力者とともに連邦政府のさらなる財政負担につながらないかたちでの

国民皆保険制度導入プランを一緒に提案している。ダシュルとオバマとの関係については、

ダシュルの上院議員首席補佐官を務めていたピート・ラウズが、オバマの上院議員首席補

佐官を務めていたこともあり、ダシュルは上院議員に在職したオバマと定期的にディナー

をともにしながら政策上の助言を行っていた。2008 年大統領選挙プロセスでは 2007 年 2

月の段階でオバマ支持を表明し、オバマ大統領選挙キャンペーンの全米共同委員長の一人

に就任し、オバマの上級顧問を務めていた。民主党大統領候補指名獲得を巡るオバマとヒ

ラリー・クリントンとの争いが激しさを増す中で、特別代議員に対しオバマ支持の説得を

行なった特別代議員の一人であった。また、ダシュルは、民主党大統領候補選出プロセス

が終了した直後から、ビル・クリントン大統領(当時)の元首席補佐官であり、ヒラリー・

クリントンを支持していたレオン・パネッタにオバマ支持を表明するよう要請していた。

大統領選挙本選挙キャンペーンではオバマのために接戦州で積極的に選挙キャンペーンを

支援していた。ダシュルは、サウスダコタ州選出民主党連邦下院議員4期(1979年 1月-1987

年 1 月)を経て、同州選出連邦上院議員(1987 年１月-2005 年 1 月)を務め、2004 年 11 月の

選挙で再選に失敗するまではジョージ・ミッチェルの後任として 10 年以上にわたり民主党

上院院内総務の要職にあった。上院議員辞任後はワシントン D.C.の Alston and Bird 法律

事務所の特別政策顧問やジョージタウン大学公共政策研究所の客員教授に就任するととも

に、ワシントン D.C.の民主党寄りのリベラル系シンクタンク｢アメリカ進歩センター

(CAP)｣で無報酬の主席研究員として医療保険改革や気候変動問題に取り組んでいる。リン

ダ夫人はベーカー・ドネルソン・ベアマン・カルドウェル・アンド・バーコウィッツの著

名なロビイストであり、元連邦航空局(FAA)長官代理を務めていたこともあり、顧客にはア

メリカン航空、ボーイング、クリーブランド・ホプキンス国際空港、ロッキード・マーチ

ンなどの航空業界企業を多く抱えている。サウスダコタ州アバディーン出身。ローマカト

リック教徒。1947 年 12 月 9 日生。 
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●厚生省医療改革室長 ジーン・ランブルー(Jeanne M. Lambrew) 

ジーン・ランブルーは、2009 年 5 月、厚生省医療改革室長に任命され、現在、医療保険改

革についてセベリウス厚生長官を補佐している。当初、ランブルーと CAP で医療保険改革

について一緒に研究活動を行っていたトム・ダシュルが厚生長官とホワイトハウスに新設

された医療改革室長を兼務し、ランブルーがホワイトハウス医療改革室副室長としてダシ

ュルを補佐することになっていた。だが、ダシュルが厚生長官兼ホワイトハウス医療改革

室長の指名を断念せざるを得なくなったために、ランブルーは医療保険改革についてホワ

イトハウス医療改革室副室長としてではなく、厚生省医療改革室長としてセベリウス厚生

長官をサポートすることになった経緯がある。厚生省医療改革室長に任命される以前は、

2009 年 1 月までテキサス大学リンドン・B.ジョンソン公共政策大学院で准教授として教鞭

を取るとともに、ワシントン D.C.の民主党寄りの進歩系シンクタンク「アメリカ進歩セン

ター(CAP)」の上級研究員も 2003 年から 2009 年 1 月まで務めていた。ランブルーは、医療

問題、医療政策の専門家であり、医療保険、メディケイド、メディケア、長期医療等につ

いての調査に従事してきた。CAP で研究活動を送っていたトム・ダシュル元民主党上院院

内総務とともに、医療保険改革に関する共著「Critical: What We Can Do About the 

Health-Care Crisis」を 2008 年 2 月に著している。ランブルーは、クリントン政権では

1993 年から 1994 年まで厚生省に勤務し、医療保険改革に取り組んだが、失敗に終わって

いる。その後、1997 年から 2001 年までホワイトハウスの行政管理予算局(OMB)医療政策担

当副ディレクターや国家経済会議(NEC)上級医療アナリストとして医療政策に従事し、医療

政策立案の調整、関連法案の作成、OMB、厚生省、財務省、労働省ならびにその他の関連機

関との分析作業やコスト予測を支援していた。児童医療保険プログラムの作成及び導入、

クリントン大統領(当時)のメディケア改革案の策定等の医療関連提案に関わった中心人物

がランブルーであった。ランブルーは、子供の無保険者向けの医療保険制度である

SCHIP(State Children’s Health Insurance Program)の創設を支援した実績がある。今後、

疾病予防を重視した医療システムを構築する意向を示しており、ダシュルとの共著の中で

は、国民皆保険制度の導入とともに、連邦政府の医療機関の創設の必要性について言及し

ている。ホワイトハウス勤務以前は、ジョージワシントン大学公衆衛生・医療サービス校

医療政策学部准教授に就任。アマースト大学卒業。ノースカロライナ大学チャペルヒル校

公共衛生校衛生政策学部より修士号、博士号取得。 

●医療改革室上級顧問 ニーラ・タンデン (Neera Tanden) 

ニーラ・タンデンは、2009 年 5 月から厚生省医療改革室の上級顧問に就任している。医療

保険制度の専門家であり、オバマ政権が米国の医療保険制度の大幅な見直しに取り組む中、

医療保険制度の専門家であるタンデンの存在は｢貴重な財産(valuable asset)｣となってい

る。議員スタッフ時代ならびにシンクタンクでの研究生活時代を通じて、一貫して家庭、

医療保険、児童、教育に大きな焦点を当てつつ取り組んできた。2008 年民主党大統領候補

指名獲得争いでのヒラリー・クリントンの選挙キャンペーンでも教育政策や勤労女性のた

めの児童支援制度の改善に関する提案にタンデンの影響が強く反映されていた。2008 年 6

月 27 日、オバマ選対本部はタンデンがオバマの内政担当ディレクター代理に就任すると正

式に発表したが、2008 年民主党大統領候補指名獲得プロセスでは、タンデンはヒラリー・

クリントンの上級政策顧問としてオバマの医療保険改革案を批判していた経緯がある。タ

ンデンがオバマ陣営に参画し、オバマ陣営で医療保険制度の見直しに関与していたドラ・

ヒューズやジェイソン・ファーマンらとともにオバマの医療保険改革案の作成に携わり、

国民皆保険の導入に向けてオバマの医療保険改革案に重大なインパクトを及ぼした。オバ

マ選対本部ではタンデンは内政担当ディレクターのヘザー・ヒギンボトムに報告を行って
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いた。オバマ選対本部に合流する前はクリントン選対本部で選挙キャンペーンの内政政策

担当ディレクターに 2007 年 1 月に就任し、ヒラリー・クリントンの医療保険改革担当の上

級政策顧問を務め、クリントンの医療保険改革の中核的立案者としてクリントンの側近中

の側近の一人であった。第 1期クリントン政権ではホワイトハウス報道官室と内政室に勤

務し、ビル・クリントン大統領の政策顧問を務めていた。ダニエル・パトリック・モイニ

ハン上院議員の引退に伴う 2000 年ニューヨーク州選出連邦上院議員選挙では、タンデンは

ヒラリー・クリントンの選対本部副本部長兼政策担当ディレクターに就任し、上院議員当

選後は、クリントンの上院議員オフィスで法案担当ディレクターとして勤務していた。ク

リントンの民主党大統領候補指名獲得争いに向けた選挙キャンペーンに参画するまでは、

ワシントン D.C.にある民主党寄りの進歩系シンクタンクである｢アメリカ進歩研究所

(CAP)の内政担当副所長の立場にあったため、オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの共

同委員長に就任したジョン・ポデスタ CAP 所長やオバマ政権でホワイトハウス国内政策会

議(DPC)議長に就任したメロディ・バーンズ、財務長官顧問のジーン・スパーリング、ジョ

ン・アイロンズらとは一緒に勤務していた。タンデンは 18 才の時に 1988 年のマイケル・

デュカキス民主党大統領候補の選挙キャンペーンにボランティアとして支援しており、民

主党政治に深くコミットしている。マサチューセッツ州ベッドフォード出身。カリフォル

ニア州立ロサンゼルス校(UCLA)卒業。エール大学ロースクール卒業。 

〔住宅・都市開発省(HUD)〕 

  

●住宅・都市開発長官 ショーン・ドノヴァン (Shaun Donovan) 

2008 年 12 月 13 日、オバマ次期大統領(当時)は次期住宅・都市開発長官にニューヨーク市

住宅保全・開発局長のシャウン・ドノヴァンを任命し、2009 年 1 月 22 日、上院本会議は

ドノヴァンの第 15 代住宅・都市開発長官承認を正式に承認した。住宅・都市開発長官ポス

トには、クリントン政権当時のヘンリー・シスネロスやブッシュ政権当時のメル・マルチ

ネスに代表されるようにヒスパニック系などの少数派(マイノリティ)が伝統的に任命され

る場合が多く、当初、ヒスパニック系のマニー・ディアズ・マイアミ市長、アフリカ系の

シャーリー・フランクリン・アトランタ市長、ニューヨーク市ブロンクスのアドルフォ・

カリオン Jr.区長らが任命されるとの見方が有力であったために、白人のドノヴァンの任

命発表は驚きを持って受け止められた。2004 年 3 月、ドノヴァンをニューヨーク市住宅保

全・開発局局長に任命したのはマイケル・ブルームバーグ市長であり、2013 年までにニュ

ーヨーク市民 50 万人に対し 16 万 5000 件の住宅を提供するという全米最大 75 億ドル規模

の低所得者向けの公共住宅建設構想に取り組んできた人物である。サブプライム・ローン

による住宅差し押さえが急増する中で、住宅・都市開発長官として低・中所得者向けの住

宅政策に大きな期待が寄せられている。ドノヴァンは 2008 年大統領選挙でニューヨーク市

住宅保全・開発局長職を一時休職してオバマの選挙キャンペーンを支援していた。ドノヴ

ァンはクリントン政権でも住宅・都市開発省の次官補代理として入手可能な住宅の開発に

取り組んできた経歴がある。クリントン政権末期の政権移行期には連邦住宅局(FHA)局長代

理に就任している。その後、プルデンシャル・モーゲージ・キャピタル・カンパニーに勤

務していた。ハーバード大学在学中は建築学と公共サービスを専攻。ニューヨーク出身。

1966 年 1 月 24 日生。 

(HUD 公表略歴情報：

http://portal.hud.gov/portal/page/portal/HUD/about/hud_secretary) 

 

●住宅・都市開発副長官 ロン・シムズ (Ron Sims) 
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オバマ大統領は、2009 年 2 月 2日、ワシントン州キング郡の行政首長を 3期務めていたロ

ン・シムズを住宅・都市開発副長官に任命する方針を明らかにし、米議会上院本会議は、5

月 6日、同任命を賛成多数で正式に承認した。シムズはシアトル市周辺の 39 都市の約 180

万人が居住する地域を管轄してきた経験があり、住宅セクターの安定化に貢献することに

期待が寄せられている。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/RonSimsToBeNominatedAsHUDsDeputySecre

tary/) 

 

●住宅・都市開発次官補(住宅担当)兼連邦住宅庁(FHA)長官 デビッド・スティーブンス 

(David H. Stevens) 

2009 年 3 月、オバマ大統領は住宅・都市開発次官補(住宅担当)兼連邦住宅庁(FHA)長官に

デビッド・スティーブンスを任命し、米議会上院の承認を経て、7月 15 日に正式に就任し

た。全米最大の不動産会社の一つである Long & Foster の社長兼最高執行責任者(COO)(2008

年 10 月就任)から抜擢された。同不動産会社勤務以前には、Wells Fargo Co.傘下の Wells 

Fargo Home Mortgage の上級副社長兼全米大口金融業務担当取締役や Freddie Mac の上級

副社長(シングル・ファミリー向け不動産ビジネス担当)を務めており、住宅融資を中心と

して金融サービス業界に 20 年以上身を置いてきたが、近年では、住宅担保融資に最も詳し

い強固なバックグランドを持つ唯一の FHA 長官となる。サブプライム危機発生による経済

危機によりオバマ政権の中でも FHA の長官ポストは最も注目されるポストの一つであると

ともに、課題も非常に大きなポストであり、スティーブンスは、現在、住宅都市開発省(HUD)

のショーン・ドノヴァン長官、ロン・シムズ副長官と連健しつつ取り組んでいる。ドノヴ

ァン長官はスティーブンスを指名する際に、FHA の市場シェアが増大する中、不動産業、

住宅業界、不動産融資業界に関するスティーブンスの深い知識は HUD 自体の業務態勢を変

革させるでけではなく、米国の住宅市場の変革も支援することになるとの期待を表明した。

コロラド大学ボルダー校卒業。ニューヨーク市出身。 

(住宅・都市開発省(HUD)公表略歴情報： 

http://www.hud.gov/news/release.cfm?content=pr09-120.cfm&CFID=449981&CFTOKEN=368

21832) 

 

〔運輸省〕 

 

●運輸長官 レイ・ラフッド (Ray H. LaHood) 

2008 年 12 月 19 日、オバマ次期大統領はイリノイ州第 18 区選出の共和党連邦下院議員の

レイ・ラフッドを次期運輸長官に任命し、2009 年 1 月 22 日、上院本会議はラフッドの第

16 代運輸長官就任を全会一致で正式に承認した。ラフッドは 2008 年 11 月に実施された選

挙で再選を求めなかったために、第 110 議会(2007 年 1 月-2009 年 1 月)で引退したが、連

邦下院議員在任中は超党派の議会運営や超党派の抱負な人脈を持つことで知られた共和党

の穏健派政治家である。ラフッドは、1994 年中間選挙前に共和党が提示したマニフェスト

文書である｢米国民との契約(Contract with America)｣に署名しなかった数少ない共和党下

院議員候補の一人であった。共和党関係者の閣僚としてはロバート・ゲーツ国防長官(有権

者登録は無党派で登録しているが、本人は共和党支持者であると発言)とともに二人となり、

超党派政治の観点から非常に象徴的な閣僚任命となった。ラフッドはラーム・エマニュエ

ル大統領首席補佐官とはイリノイ州選出の連邦下院議員同士の関係にあったために、児童

のための医療保険改革法案を共同提出するなど懇意な関係にあり、ラフッドはエマニュエ
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ルのプラグマティズムを高く評価していた。政権発足直後の最重要課題であった景気刺激

策の迅速な成立を目指してラフッドは元同僚の共和党議員に電話をかけるなどして支持の

ための働きかけを行っていた。エマニュエル大統領首席補佐官もラフッドについて、「ラ

フッド運輸長官は運輸長官というポートフォリオを超えて我々の大使のような役割を果た

してくれている。同長官は米議会の共和党の各議員のパーソナリティ、関心、個人として

の特質に非常に深い知識を持っている。オバマ政権としては、景気刺激策である 2009 年米

国再生・再投資法に共和党下院議員の支持を全く取り付けることができず、オバマ大統領

の法案成立イニシアティブへの共和党議員の支持獲得の点で現時点ではあまり成功を収め

ていないが、超党派主義への取り組みは依然として重視しており、そのようなホワイトハ

ウスの戦略の中心に位置しているのがラフッド運輸長官である」と 2009 年 4 月に述べてい

る。ラフッドは 1990 年代後半に下院運輸・インフラ委員会に在籍していたが、第 110 議会

では同委員会には在籍せずに、下院歳出委員会に在籍しており、運輸行政の専門性の観点

から運輸長官任命に一部からは批判があった。オバマは、2008 年 12 月 6 日に景気刺激策

の一環として高速道路や橋の建設などからなる大規模な公共事業プログラムを発表したが、

ラフッドが公共事業プログラムの指揮を行っている。ジョージ・W・ブッシュ政権も運輸長

官ポストにクリントン政権で商務長官に就任していた民主党員のノーマン・ミネタを登用

しており、運輸長官ポストが超党派主義の象徴として活用されている。ヨルダンおよびレ

バノン系米国人。カトリック教徒。イリノイ州出身。ブラッドレー大学卒業。1945 年 12

月 6 日生。 

(運輸省公表略歴情報：http://www.dot.gov/bios/lahood.htm) 

 

●運輸副長官 ジョン・ポルカーリ (John Davis Porcari) 

2009 年 4 月 27 日、オバマ大統領は次期運輸副長官にジョン・ポルカーリを任命し、米議

会上院本会議は 5月 21 日に同任命を正式承認し、6月 1日に運輸副長官に就任した。ポル

カーリは、現在、運輸副長官として全米及び海外に勤務する合計 5万 5000 人以上の同省職

員ならびに同省傘下の組織の日常業務を実質的な最高執行責任者(COO)として管轄してい

る。運輸副長官に就任する前は、2007 年 1 月からメリーランド州運輸長官に就任していた

が、同ポストには 1999 年から 2003 年にも就任していた。メリーランド州運輸省は米連邦

運輸省をモデルとしており、公共輸送機関による通勤、高速道路、港湾、航空、有料道路、

自動車登録などの広範囲の業務を対象としている。メリーランド州運輸長官在職中は、14

億ドル規模のボルチモア・ワシントン国際サーグッド・マーシャル空港の拡張事業などの

数多くの業績を残している。2003 年から 2007 年まではメリーランド大学カレッジ・パー

ク校で管理担当の副学長に就任していた。メリーランド州行政での勤務経験が長く、メリ

ーランド州運輸副長官、メリーランド州ビジネス・経済開発省経済開発政策担当次官補な

ども歴任している。かつて土木・土地利用関連のコンサルティング企業副社長として民間

セクターで勤務していた経歴もある。 

(運輸省公表略歴情報：http://www.dot.gov/bios/porcari.htm) 

 

●ジェーン・ガーヴェイ (Jane Garvey) (運輸副長官指名辞退) 

運輸副長官の指名が有力視されていたが、オバマ政権が導入した厳格な規則による事前審

査プロセスの長期化のために家庭上の理由を挙げつつ、指名辞退を申し出た経緯がある。

ガーヴェイは 1997 年から 2002 年まで、連邦航空局(FAA)長官に就任していた。 

 

●運輸次官補(政策担当) ポーリー・トロッテンバーグ (Polly Ellen Trottenberg) 
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ポーリー・トロッテンバーグは、2009 年 6 月 8日に政策担当の運輸次官補に任命され、米

議会本会議は、7月 24 日、同任命を正式に承認した。トロッテンバーグは、米国内の積極

的なインフラ投資を目的として、エドワード・レンデル・ペンシルベニア知事、アーノ

ルド・シュワルツェネッガー・カリフォルニア州知事、マイケル・ブルームバーグ・ニ

ューヨーク市長といった公職者らが 2008 年 1 月に設立した超党派連合｢Building 

America’s Future(BAF)｣のエグゼクティブ・ディレクターから運輸次官補(政策担当)に抜

擢された。同ポストにトロッテンバーグが任命された背景として、オバマ政権が運輸政策

を最優先課題の一つとして位置付けており、連邦政府の運輸関連法案を巡る議論で都市部

の運輸システムを重視していることが指摘されている。トロッテンバーグは米議会上院で

の有力民主党上院議員の議員スタッフ歴が合計 12 年にも及び、故ダニエル・パトリック・

モイニハン上院議員(民主党-ニューヨーク州選出)の法案担当補佐官、チャック・シューマ

ー上院議員(民主党-ニューヨーク州選出)の法案担当ディレクターやバーバラ・ボクサー上

院議員(民主党-カリフォルニア州選出)の首席補佐官兼法案担当ディレクターに就任して

いた。トロッテンバーグは、かつてニューヨーク・ニュージャージー港湾公社やマサチュ

ーセッツ港湾公社での勤務経験もあり、航空業界や運輸財務問題にも精通しており、産業

界での専門性も兼ね備えている。ワシントン D.C.出身。コロンビア大学卒業。ハーバード

大学が MPA 取得。 

 

●米国連邦自動車運輸安全局(FMCSA)長官 アン・フェロー (Anne S. Ferro) 

2009 年 6 月 4 日、オバマ大統領は米国連邦自動車運輸安全局(FMCSA)長官にアン・フェロ

ーを任命した。フェローは、1997 年から 2003 年までメリーランド州自動車局(MMV)の長官

に就任し、高速道路の安全性の改善、規制遵守の強化、MMV のリーダーシップの発揮等に

ついて卓越した行政手腕を示した。フェローは、現在、メリーランド自動車トラック協会

会長に就任している。FMCSA は、運輸省傘下の機関であり、自動車及び商業目的の大型の

トラック、バスの安全性の確保を目的としており、特に、大型のトラック、バスが関連し

た事故の発生減少を図ることが主要任務となっている。西アフリカに位置するコートディ

ヴォワール共和国に平和部隊の一員としてボランティア活動に従事していた経歴がある。

メリーランド州アナポリスにあるセント・ジョンズ・カレッジ卒業。メリーランド大学で

公共経営学の修士号取得。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-6-4-09/) 

 

●研究・イノヴェイティブ技術庁副長官 ロバート・ベルティーニ (Robert Bertini) 

運輸省傘下の研究・イノヴェイティブ技術庁(Research and Innovative Technology 

Administration)の副長官にホートランド州立大学の情報運輸システムの専門家であるロ

バート・ベルティーニが任命された。 

 

〔エネルギー省〕 

 

●エネルギー長官 スティーブ・チュー (Steven Chu) 

2008 年 12 月 15 日、オバマ次期大統領はエネルギー省傘下のローレンス・バークレー国立

研究所のスティーブ・チュー所長を次期エネルギー長官に任命し、2009 年 1 月 20 日、上

院本会議はチューの第 12 代エネルギー長官就任を全会一致で正式に承認した。チューはカ

リフォルニア大学バークレー校の物理学および分子生物学教授も兼務していた著名な物理
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学者。1978 年から 10 年間、AT&T ベル研究所に勤務し、レーザー光線で気体原子の動きを

止める方法を開発した功績により 1997 年にノーベル物理学賞を受賞している。スタンフォ

ード大学教授を経て 2004 年からローレンス・バークレー国立研究所長に就任し、所長就任

以来、同研究所は、特に、バイオ燃料や太陽光エネルギーの研究、エネルギー効率の改善

などに大きな焦点を当てつつ研究活動を行っており、チューは地球環境の変化の危険性に

ついても警告を鳴らし続け、温室効果ガスの排出規制に積極的立場を示している。また、

化石燃料から代替エネルギーに移行することが不可避との立場から、代替エネルギー研究

関連予算の増額を積極的に求めている。ポスト京都議定書に関する合意期限とされる国際

会議である国連気候変動枠組み条約締約国(COP15)が2009年12月にコペンハーゲンで開催

されるが、新たな気候変動枠組みの合意を支援するために企業経営者や科学者らで構成さ

れる国際協力団体「コペンハーゲン気候評議会(Copenhagen Climate Council)」のメンバ

ーにチューは就任していた。オバマ大統領は再生可能エネルギー分野への投資等により数

百万規模の雇用創出を図ることを政策目標に掲げており、同分野でもチューは重要な役割

を担っており、オバマ政権のエネルギー・環境政策はジョージ・W.ブッシュ政権のそれと

比較すると大きく変化することになると考えられる。チューは中国系米国人であり、ジョ

ージ・W.ブッシュ政権のチャオ労働長官に次いで二人目の中国系米国人の閣僚となった。。

全米科学アカデミー会員。ミズーリ州セントルイス出身。ロチェスター大学卒業。カリフ

ォルニア大学バークレー校で博士号取得。1948 年 2 月 28 日生。 

(エネルギー省公表略歴情報：http://www.energy.gov/organization/dr_steven_chu.htm) 

 

●エネルギー副長官 ダニエル・ポネマン (Daniel B. Poneman) 

2009 年 4 月 20 日、オバマ大統領は次期エネルギー副長官にダニエル・ポネマンを任命し、

米議会上院本会議は 5月 18 日に同任命を正式承認した。ポネマンは、エネルギー副長官に

就任する前は、フォード、ジョージ・H.W.ブッシュ両共和党政権で国家安全保障問題担当

大統領補佐官を務めたブレント・スコウクロフトが創設したワシントン D.C.の国際ビジネ

ス・コンサルティング企業スコウクロフト・グループの社長を 2001 年から務めていた。ス

コウクロフト・グループ社長に就任する以前は、1990 年代後半に大手法律事務所 Hogan & 

Hartson のパートナー兼顧問としてロビー活動に従事しており、自由貿易を標榜する産業

界のロビー団体である外国貿易評議会(NFTC:National Foreign Trade Council)や Business 

Coalition for U.S.-Central American Trade、Payless Shoesource やブランダイス大学(マ

サチューセッツ州ウォルサム)などの顧客の代理人を務めていた。公職経験では、エネルギ

ー省でホワイトハウス・フェローとして勤務した後、ジョージ・H.W.ブッシュ政権当時の

1990 年にホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)で国防政策・軍備管理担当部長に就任し

た。第 1 期クリントン政権では、1993 年から 1996 年まで大統領特別補佐官兼ホワイトハ

ウス NSC 上級部長(不拡散・輸出管理担当)であった。アスペン戦略グループのメンバー。

米外交問題評議会(CFR)客員上級研究員。著書に、「Going Critical: The First North Korean 

Nuclear Crisis」(共著)がある。ワシントン D.C.出身。ハーバード大学卒業。英オクスフ

ォード大学で政治学の修士課程修了。 

(エネルギー省公表略歴情報：http://www.energy.gov/news2009/7418.htm) 

 

●スーザン・ティアニー (Susan Tierney) (エネルギー副長官指名辞退) 

スーザン・ティアニーは、オバマの次期大統領選挙当選後にオバマ・バイデン政権移行プ

ロジェクトでエネルギー省エネルギー・天然資源チームのエネルギー省検証チームの責任

者を務め、元エネルギー次官補(政策担当)の立場にもあったために、エネルギー副長官に

指名されることが有力視されていた。だが、オバマ政権が導入した厳格な規則により事前
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審査プロセスが長期化したために、家庭上の理由を挙げてエネルギー副長官の任命辞退を

申し出た経緯がある。コンサルティング企業 Analysis Group の代表取締役兼アナリストで

ある。 

(エネルギー省公表略歴情報：http://www.energy.gov/news2009/7418.htm) 

 

●エネルギー次官 クリスティーナ・ジョンソン (Kristina M. Johnson) 

オバマ大統領は、2009 年 3 月 24 日、クリスティーナ・ジョンソンを次期エネルギー次官

に正式に任命し、米議会上院での指名承認プロセスを経て、米議会本会議は、5 月 19 日、

同任命を賛成多数で正式承認した。ジョンソンはエネルギー次官に就任する前は、ジョン

ズ・ホプキンズ大学の学長や上級副学長(大学教育問題担当)に就任していた。1985 年から

1999 年までは、コロラド大学(コロラド州ボールダー)に勤務し、全米科学財団(NSF)工学

研究所(NSF Engineering Research Center)の所長として、コンピューターの最速化、接続

の改善を目的として、エンジニア、数学者、物理学者、化学者、心理学者らと協調して取

り組んでいた。その後、1999 年から 2007 年までデューク大学プラット工学部の学部長に

就任し、光通信、生物工学、生物科学と材料工学の融合、エネルギー、環境に関する学際

的取り組みの立ち上げを支援していた。ジョンソンは電子工学が専門であり、米国内外で

申請中の特許も含めて 129 件の特許を所有している。 

(エネルギー省公表略歴情報：http://www.energy.gov/news2009/7418.htm) 

 

●エネルギー次官 (科学担当) スティーブ・クーニン (Steven Elliot Koonin) 

科学担当の次期エネルギー次官に 2009 年 3 月 20 日に任命され、米議会上院本会議は、5

月 19 日、同任命を賛成多数で正式承認した。世界第 2 位の国際エネルギー資本の BP plc

のチーフ・サイエンティストからの抜擢となった。スティーブ・クーニンは、2004 年に BP 

plc のチーフ・サイエンティストに就任したが、同社勤務時代には長期的技術戦略の立案、

特に、ポスト石油の代替エネルギー源及び再生可能エネルギー源に大きな焦点を当てて取

り組んでいた。また、クーニンは BP チーフ・サイエンティストとして、世界各地における

BP と主要大学との研究プログラムを担当するとともに、BP の経営幹部に対して技術面から

助言を行っていた。チュー・エネルギー長官がエネルギー省傘下のローレンス・バークレ

ー国立研究所所長時代には、クーニンはチューとともにバイオサイエンス・エネルギー研

究パートナーシップの構築に向けてお互い支援し合っていた緊密な関係にある。クーニン

の研究対象は、理論物理学、計算物理学、宇宙核物理学、グローバル環境科学などである。

クーニンは、2004 年に BP plc のチーフ・サイエンティストに就任する以前は、1975 年か

ら 29 年間、カリフォルニア工科大学(Caltech)で理論物理学の教鞭を取り、1981 年に教授

職に昇格し、1995 年から 2004 年までは同大の学長を 9 年間務めた。その間に、全米科学

財団(NSF)、国防総省、エネルギー省ならびに同省傘下の数多くの国立研究所の諮問委員会

の委員にも就任していた。米国物理学会(APS)、全米科学振興協会 (AAAS)、米国芸術科学

アカデミー(AAAS)のフェローや米外交問題評議会(CFR)や日米欧三極委員会の委員。カリフ

ォルニア工科大学卒業。マサチューセッツ工科大学で理論物理学の博士号取得。 

(エネルギー省公表略歴情報：http://www.energy.gov/news2009/7418.htm) 

 

●法律顧問 スコット・ハリス (Scott Blake Harris) 

電気通信、訴訟、上訴等で全米でも広く知られているワシントン D.C.の大手法律事務所

Harris, Wiltshire & Grannis LLP のマネジング・パートーナからエネルギー省法律顧問

に抜擢された。ハリスは、商務省の首席顧問(輸出管理担当)、連邦通信委員会(FCC)国際局

の筆頭チーフ(1994-1996 年)を歴任した。FCC で勤務する以前は、大手法律事務所 Williams 
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& Connolly のパートナーの立場にあった。ブラウン大学卒業。ハーバード大学ロースクー

ル卒業。 

(エネルギー省公表略歴情報：http://www.energy.gov/news2009/7418.htm) 

 

●エネルギー次官補(化石燃料担当) ジェイムズ・マーコウスキー (James Markowsky) 

American Electric Power Service Corp.(AEP)の元上級副社長(EVP)(発電担当)からエネル

ギー次官補(化石燃料担当)に抜擢された。 

 

●エネルギー次官補(核エネルギー担当) ウォレン・ミラー (Warren Miller) 

Texas A&M 大学教授からの抜擢。ニューメキシコ州にあるロスアラモス国立研究所に長ら

く勤務していた経歴を持つ。 

 

●エネルギー次官補(政策・国際問題担当) デビッド・サンダロウ (David B. Sandalow) 

2009 年 3 月 20 日、オバマ大統領は、政策・国際問題担当の次期エネルギー次官補にデビ

ッド・サンダロウを任命し、米議会上院の承認を経て、5 月に正式に就任した。ワシント

ン D.C.のシンクタンクであるブルッキングス研究所のエネルギー・環境スコラー兼上級研

究員からの抜擢であり、同研究所には 2004 年から 2009 年まで在籍して地球温暖化問題や

石油政策に焦点を当てて研究活動を行っていた。エネルギー、環境政策に関する多数の著

書があるが、最近では「Freedom From Oil: How the Next President Can End the United 

States' Oil Addiction」(2008 年)を著わしており、米国の原油への依存から脱却する大

統領のプランは、先ず、クリーン自動車に関する大統領令に署名することから着手される

べきであるとの主張を展開している。サンダロウは、気候変動対策のための有効なアプロ

ーチとして、プラグイン・ハイブリッド車の普及を熱心に支持しており、エネルギーの自

立をもたらす唯一の代替燃料は電気であるとの認識を示している。サンダロウは、国務次

官補(海洋・国際環境・科学問題担当)、ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)環境問題担

当上級部長、ホワイトハウス環境評議会のグローバル環境担当副局長、環境保護局(EPA)

法律顧問室弁護士といった環境関連の公職ポストを歴任している。2001 年から 2003 年ま

で、世界自然保護基金(WWF)の上級副社長に就任していた。エール大学卒業。ミシガン大学

ロースクールで法学博士取得。 

(エネルギー省公表略歴情報：http://www.energy.gov/news2009/7418.htm) 

 

●エネルギー次官補(環境管理担当) アイネス・トライアイ(Ines Triay)  

オバマ大統領は、2009 年 3 月 13 日、環境管理の次期エネルギー次官補にアイネス・トラ

イアイを任命する方針を表明し、指名承認プロセスを経て、米議会上院本会議は、5月 20

日、同任命を正式承認した。トライアイはエネルギー省カールスバード・フィールド事務

所及びエネルギー省本省に勤務していたが、同省に勤務する前は、ニューメキシコ州にあ

るロスアラモス国立研究所に 14 年間勤務し、1999 年からは同研究所の環境科学・廃棄物

技術グループに勤務していた。トライアイは、2005 年、商務省の環境管理担当最高執行責

任者(COO)に就任し、その後、2008 年 11 月にエネルギー次官補代理(環境管理担当)に就任

していた。キューバ生まれであり、3才の時に両親とともに米国に移住した。少女時代を

プエルトリコで過ごし、マイアミ大学で化学の博士号を取得した。博士号取得後、ロスア

ラモス国立研究所で研究生活を送っていた。 

(エネルギー省公表略歴情報：http://www.energy.gov/news2009/7418.htm) 

 

〔教育省〕 
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●教育長官 アーン・ダンカン (Arne Duncan) 

2008年 12月 16日、オバマはシカゴ市教育長のアーン・ダンカンを次期教育長官に任命し、

2009年 1月 20日、米議会上院本会議はダンカンの第9代教育長官就任を正式に承認した。

レーガン政権で教育長官を務めたウィリアム・ベネットはシカゴ市の公立学校システムは

全米で最低水準にあるとかつて批判していたが、ダンカンは、全米で三番目の規模である

シカゴ市公立学校システムを 2002 年以降 7年間運営し、教員の水準の向上やマイノリティ

の児童の成績向上等に取り組み、保守派からも支持を受けた。シカゴ市教育長に就任する

以前は、シカゴ市内のアフリカ系の中低所得者層が多く居住するサウスサイドで貧困世帯

の児童のための教育機会を拡充するプログラムである｢アリエル教育イニシアティブ｣を指

揮していた。ダンカンのシカゴの自宅はオバマの自宅にも近かったため、二人は個人的に

非常に親しく、シカゴ時代にバスケットボールの試合を一緒に楽しんでいた関係である。

ダンカンはハーバード大学在学中に同大バスケット・チームの共同キャプテンをしており、

豪州でプロのバスケットボール選手をしていた。ハーバード大学卒業。 

(教育省公表略歴情報：http://www.ed.gov/news/staff/bios/duncan.html) 

 

●教育副長官 アンソニー・ミラー (Anthony Wilder Miller) 

オバマ大統領は、2009 年 4 月 29 日、次期教育副長官にアンソニー・ミラーを任命する意

向を表明し、指名承認プロセスを経て、7月 24 日、米議会上院本会議は賛成多数で同任命

を承認した。オバマ政権発足直後からミラーは非公式なかたちでダンカン教育長官に対し

て助言を行っていた。2009 年 2 月に成立した総額 7870 億ドルの｢2009 年米国再生・再投資

法｣の中には教育分野を対象にした支援策が 1000 億ドル盛り込まれているために、オバマ

は教育副長官の任命に際し、民間セクターにおけるビジネス経験の豊かさを重視してミラ

ーを任命している。ミラーは、教育副長官として、教育省の実質的な最高執行責任者(COO)

としての役割を担っている。教育副長官に任命されるまでは、カリフォルニア州のメンロ

ーパークやニューヨーク市に事務所を構え、150 億ドル以上の資産を運用している投資会

社 Silver Lake の取締役の立場にあった。1984 年から 1990 年まで GM Hughes Electronics

の子会社である Delco Electronics に勤務し、地域の販売チャネル開拓の責任者を務めて

いた。その後、コンサルティング企業マッキンゼー・アンド・カンパニーで、成長戦略、

パフォーマンス改善、コスト削減、企業リストラを専門とするパートナーとして 10 年間勤

務していた。2003 年から 2006 年まではガバナンス及びコンプライアンス関連のソフトウ

ェアや法律検索サービスのプロバイダーである LRN Corporation のオペレーション担当上

級副社長(EVP)に就任していた。民間セクターでのこれらの経験の他に、ミラーは 1997 年

から 2000 年までロサンゼルス統一学区で学生の学力向上目標や戦略立案の作業を予算や

教育計画に沿って学区全域のパフォーマンスも監視しつつ取り組んでいた。2001 年にはカ

リフォルニア州サンタモニカ・マリブ統一学区でもロサンゼルス統一学区と同様の作業に

着手した。ミラーは、2002 年と 2003 年の二年間、ロサンゼルス市予算・財務委員会の教

育部会の委員という職務上の資格で教育改善サービスに取り組んでいたが、学区の予算問

題については把握する絶好の機会となった。パーデュー大学(インディアナ州)卒業。スタ

ンフォード大学ビジネススクールで MBA 取得。 

(教育省公表略歴情報：http://www.ed.gov/news/staff/bios/miller.html) 

 

〔退役軍人省〕 

 

●退役軍人長官 エリック・シンセキ (Eric K. Shinseki) 
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日本海軍による真珠湾攻撃から 67 周年となる 2008 年 12 月 7 日、オバマは退役軍人長官に

エリック・シンセキを任命し、米議会上院本会議は、2009 年 1 月 20 日、シンセキの第 7

代退役軍人長官就任を正式に承認した。退役軍人長官として、退役軍人の福利厚生、医療

等の問題を担当する。日系人の閣僚登用は、第 2期クリントン政権で商務長官、また、第

1期ジョージ・W・ブッシュ政権では運輸長官に就任したノーマン・ミネタ以来二人目であ

る。シンセキは、米陸軍欧州中央司令官、ボスニア・ヘルツェゴビナ紛争の NATO 平和維持

軍司令官を経て、1999 年に米陸軍トップの第 34 代米陸軍参謀総長(大将)に就任した。ブ

ッシュ政権による対イラク武力行使の前月の 2003 年 2 月 25 日に米議会上院軍事委員会公

聴会で対イラク武力行使後のイラク駐留米兵の展開規模は数十万人が必要と証言し、ドナ

ルド・ラムズフェルド国防長官(当時)やポール・ウォルフォウィッツ国防副長官(当時)に

同証言内容が批判され、対イラク武力行使から 3ヶ月後の 2003 年 6 月に任期切れを受けて

米陸軍参謀総長を退役した。シンセキはベトナム戦争、ボスニア・ヘルツェゴビナ紛争に

従軍経験がある。ハワイ州カウアイ島生まれの日系三世。1965 年に米陸軍士官学校卒業。

1942 年 11 月 28 日生。 

(退役軍人省公表略歴情報：http://www1.va.gov/opa/bios/biography.asp?id=76) 

 

●退役軍人省副長官 W.スコット・ゴウルド (W. Scott Gould) 

(退役軍人省公表略歴情報：http://www1.va.gov/opa/bios/biography.asp?id=95) 

●退役軍人次官補(渉外・政府間問題担当) タミー・ダクワース (Tammy Duckworth) 

オバマは、イリノイ州退役軍人省局長であったタミー・ダグワースを退役軍人省の次官補

(渉外・政府間問題担当)に任命した。イラク戦争で両足を失い、右腕を負傷したイラク戦

争元従軍兵士である。2006 年中間選挙では、下院外交委員会委員長を務めていたヘンリ

ー・ハイド共和党下院議員の引退により空白となったイリノイ州第 6 区選出連邦下院議員

選挙に民主党候補として出馬したが、共和党候補に惜敗した。オバマが大統領選挙当選後

に空席となったイリノイ州選出連邦上院議員の後任の一人にもダグワースの名前が挙がっ

ていた。父親が国連などに勤務し、母親がタイ人であったために、少女期は東南アジア各

国で生活した。そのため、タイ語、インドネシア語が堪能。ハワイ大学卒業。ジョージワ

シントン大学で国際関係の修士号を取得。1968 年生。 

(退役軍人省公表略歴情報：http://www1.va.gov/opa/bios/biography.asp?id=90) 

〔国土安全保障省〕(http://www.dhs.gov/xabout/structure/gc_1157655281546.shtm) 

 

●国土安全保障長官 ジャネット・ナポリターノ (Janet Napolitano) 

2008 年 12 月 1 日、オバマはアリゾナ州のジャネット・ナポリターノ州知事を国土安全保

障長官に任命し、2009 年 1 月 20 日、上院本会議はナポリターノの第 3 代国土安全保障長

官就任を正式に承認した。女性初の国土安全保障長官となった。知事を務めていたアリゾ

ナ州はメキシコと国境を接しており、メキシコ系不法移民の流入が著しい州の一つであり、

アリゾナ州知事時代の不法移民対策を指揮してきた手腕が高く評価された。ナポリターノ

は、不法移民を過度に厳格に罰する措置に対しては拒否権を発動する一方で、不法移民を

雇用している企業に対しては全米で最も厳格な制裁内容が盛り込まれた法案に署名してい

る。また、元連邦検事時代にはオクラホマシティ連邦ビル爆破事件の捜査で中核的役割を

担った。2008 年民主党大統領候補選出プロセスでは、スーパーチューズデーの一環として

実施されたアリゾナ州予備選挙が 3週間足らずとなった 2008 年 1 月 11 日の段階でナポリ

ターノは既にオバマ支持を表明していた。オバマの次期大統領当選後は、オバマ・バイデ
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ン政権移行プロジェクトの 12 名で構成される顧問委員会の委員にキャロル・ブラウナー、

ウィリアム・デイリー、ジュリアス・ジェナコウスキー、スーザン・ライスらとともに就

任していた。女性州知事として初めて全米知事協会(NGA)会長を務めた政治家であり、アリ

ゾナ州知事在職中も高支持率を維持した。2004 年大統領選挙ではジョン・ケリー民主党大

統領候補はナポリターノを副大統領候補として検討していた。1991 年にアフリカ系の連邦

最高裁判事に任命されたクラレンス・トーマスの上院司法委員会の指名承認公聴会で同氏

のセクハラ疑惑での被害を訴えたアニタ・ヒル女史の弁護士を集め、脚光を浴びた。ナポ

リターノは 1993 年にクリントン大統領により連邦検事に任命され、アリゾナ州司法長官を

経て 2002 年中間選挙でアリゾナ州知事に選出された経歴がある。乳がんを克服している。

イタリア系米国人。1957 年 11 月 29 日生。 

(国土安全保障省公表略歴情報： 

http://www.dhs.gov/xabout/structure/gc_1232568253959.shtm) 

 

●国土安全保障副長官 ジェーン・ホール・ルート (Jane Holl Lute) 

オバマ大統領は、2009 年 1 月 23 日に次期国土安全保障副長官にジェーン・ホール・ルー

トを任命し、米議会上院本会議は、2009 年 4 月 3日にルートの国土安全保障副長官就任を

賛成多数で正式に承認した。ルートは 2003 年 8 月から国連の平和維持オペレーション部で

ミッション支援担当の国連事務総長補佐官の立場にあり、その後、平和構築サポート担当

の国連事務総長補佐官に就任していた。ルートは 1990 年から 1994 年までジョージ・H.W.

ブッシュ政権ならびにクリントン政権のホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)で欧州担

当部長に就任し、その後、1994 年から 1999 年までウッドロー・ウィルソン国際問題研究

所の公共政策担当上級研究員の立場にあった。国連事務総長局で勤務する以前は、米陸軍

協会の米国の軍事力の役割に関するプロジェクトの上級ディレクターや国連の活動目的を

支援するためにテッド・ターナーが寄付した 10 億ドルを管理するために設立された国連財

団ならびにベター・ワールドの上級副社長(EVP)兼最高執行責任者(COO)に就任していた。

ルートは 30 年以上にわたり米国政府で軍事関連や政府高官ポストに就任し、国際紛争解決

に取り組んできた経歴がある。ルートの夫はジョージ・W・ブッシュ前大統領により 2007

年 5 月に大統領補佐官兼国家安全保障担当大統領次席顧問(イラク、アフガニスタン担当)

に任命され、オバマ政権ではアフガニスタン、パキスタン担当の大統領補佐官兼国家安全

保障担当大統領次席顧問としてジェイムズ・ジョーンズ大統領補佐官(国家安全保障問題担

当)を支援しつつ、アフガニスタン戦争に関する具体的戦略立案に中心となって担当してい

るダグラス・ルート米陸軍中将である。ジョージタウン大学卒業。スタンフォード大学で

政治学の博士号取得。1956 年生。 

(国土安全保障省公表略歴情報： 

http://www.dhs.gov/xabout/structure/bio_1239109350457.shtm) 

 

●国土安全保障省法律顧問 イヴァン・フォング (Ivan K. Fong) 

●国土安全保障次官(全米保護プログラム(NPPD)担当) ロバート・ビアーズ (Robert Rand 

Brittingham Beers) 

オバマ大統領は、2009 年 4 月 20 日、ロバート・ビアーズを全米保護プログラム(NPPD)担

当の次期国土安全保障次官に任命し、6月 19 日、米議会上院本会議は同任命を正式に承認

した。オバマの次期大統領当選後、オバマ・バイデン政権移行プロジェクトでは、国土安

全保障省検証チームの共同責任者に就任していた。非営利のコミュニケーション戦略グル

ープである National Security Network の社長であり、レーガン、ジョージ・H.W.ブッシ
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ュ、クリントン、ジョージ・W.ブッシュといった歴代政権のホワイトハウス国家安全保障

会議(NSC)のスタッフや国務次官補(国際麻薬取締・法執行担当)(1998-2002 年)を務めた。

2004 年大統領選挙キャンペーンでは、ジョン・ケリー民主党大統領候補の国家安全保障問

題担当顧問の立場にあった。ダートマス大学卒業。ミシガン大学で修士号取得。 

(国土安全保障省公表略歴情報： 

http://www.dhs.gov/xabout/structure/bio_1247517803382.shtm) 

 

●国土安全保障次官補(移民・税関エンフォースメント(ICE)担当) ジョン・モートン (John 

Templeton Morton) 

2009 年 2 月 23 日、オバマ大統領は移民・税関エンフォースメント(ICE)担当の国土安全保

障次官補にジョン・モートンを任命する意向を発表し、米議会上院本会議は、5 月 12 日、

同任命を正式に承認した。モートンは司法省のキャリア職員であり、移民エンフォースメ

ントを長年にわたり担当してきた経歴がある。 

(国土安全保障省公表略歴情報参照： 

http://www.dhs.gov/ynews/releases/pr_1235438666428.shtm) 

 

●連邦緊急事態管理局(FEMA)局長 ウィリアム・フーゲート (William Craig Fugate) 

2009 年 3 月 4 日、ホワイトハウスはオバマが連邦緊急事態管理局(FEMA)局長にフロリダ州

緊急事態管理局長のクレイグ・フューゲートを任命する方針であるとの声明を発表した。

米議会上院本会議は、5月12日、FEMA局長に任命されていたフーゲートを正式に承認した。

フーゲートは、2001 年からフロリダ州緊急事態管理局長に就任しており、2005 年にハリケ

ーンが来襲した際のフロリダ州緊急事態管理局の対応が高く評価された。ジャネット・ナ

ポリターノ国土安全保障長官は長官就任後に2005年8月にルイジアナ州などに甚大な被害

をもたらしたハリケーン｢カトリーナ｣からの復興状況を視察し、地元関係者らと協議した

が、同視察に任命直後のフューゲートは同行した。連邦緊急事態管理庁(当時)は、2003 年

3 月 1 日に新設された国土安全保障省(DHS)の傘下に入り、連邦緊急事態管理局となった。

FEMA は包括的な緊急管理システムを構築することにより、自然災害、テロ活動及び人為的

災害をはじめとするあらゆる危険から米国民の犠牲を減少させ、財産を守り、国家を保護

することを活動目的としている。 

(国土安全保障省公表略歴情報： 

http://www.dhs.gov/xabout/structure/bio_1242931869840.shtm) 

 

●フィリップ・マッド (Philip Mudd) (国土安全保障次官補(諜報・分析担当)指名辞退) 

オバマ大統領は諜報・分析担当の国土安全保障次官補に CIA の元ベテラン職員であるフィ

リップ・マッドを任命していたが、ブッシュ前政権下のテロ容疑に対する CIA の拷問にお

いてマッドが担った役割について調査する意向を米議会上院諜報特別委員会所属の複数の

上院議員らが明らかにしたために、2009 年 6 月 5日、マッドは同指名を辞退した。オバマ

は CIA で要職を歴任し、大統領選挙キャンペーンでオバマに対しテロ対策などについて助

言を行っていたジョン・O.ブレナンを CIA 次期長官に指名しようとしたが、CIA 勤務時代

のテロ容疑者に対する拷問プログラム策定でのブレナンの役割に民主党左派・リベラル派

勢力が批判を展開したために、CIA 長官指名を辞退した経緯がある(現在、ブレナンは、米

議会上院の指名承認プロセスを必要としない国土安全保障・テロ対策担当の大統領補佐官

に就任している)。マッドは CIA のテロ活動分析局と全米テロ対策センター(National 

Counterterrorism Center)で副局長を務めていた人物であり、現在、米連邦捜査局(FBI)

でテロ対策の要職に就任している。 
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〔連邦通信委員会(FCC)〕 

 

●FCC 委員長 ジュリウス・ジナチョースキー (Julius Genachowski) 

オバマ大統領は、2009 年 3 月 3日、連邦通信委員会(FCC)委員長にジュリアス・ジェナコ

ウスキーを任命すると発表し、米議会上院本会議は、6月 25 日、同任命を全会一致で承認

した。ケヴィン・マーチンの後任として FCC 委員長に就任した。ジナチョースキー委員長

は委員長就任直後に FCC スタッフに対し講演を行ったが、FCC の活動目標として、(1)安価

でオープンかつユニバーサルなブロードバンドの整備、(2)消防士、警察官、緊急医療隊員

を支援する最先端公共安全ネットワークの整備、(3)21 世紀の公共の利益につながるメデ

ィア業界の構築、(4)モバイル・コミュニケーションでの米国の優位の確立、を挙げた。ジ

ェナコウスキーは 2008 年大統領選挙キェンペーンではオバマの有力ファンドレイザーの

一人であり、個人献金を束ねる｢バンドラー｣としてテレコム業界を中心として積極的な政

治資金集めも展開し、オバマに対する政治献金を 50 万ドル以上も集めた。また、オバマ陣

営の技術・メディア・電気通信政策作業部会の部会長にも就任し、オバマの技術顧問とし

て技術・イノベーション・プランを立案するとともに、技術政策に関する政策上の立場や

技術政策演説についてオバマに助言し、オバマの技術政策アジェンダの策定で中核的役割

を果たすとともに、ジナチョースキーは選挙キャンペーンでは草の根活動や有権者の政治

参加を促すために最先端技術やインターネット、無線技術等の技術革新的活用方法につい

てもオバマ選対本部を支援していた。そのために、オバマ政権が発足した場合、FCC 委員

長就任やオバマ政権の技術政策で多大な影響力を持つとみられていた。また、オバマ政権

ではホワイトハウスにチーフ・テクノロジー・オフィサー(CTO)を新設する構想もあったが、

同ポストの候補の一人にも名前が挙がっていた。オバマの次期大統領当選後は、オバマ・

バイデン政権移行プロジェクトの 12 名で構成される顧問委員会の委員にキャロル・ブラウ

ナー、ウィリアム・デイリー、ジャネット・ナポリターノらとともに就任していた。また、

オバマ政権移行プロジェクトの｢技術・技術革新・行政改革グループ｣の共同委員長にも就

任していた。ジナチョースキーは、マイケル・フロマンとともにオバマのハーバード大学

ロースクール在学時代の同級生であり、非常に親しい関係にあり、オバマとともに『ハー

バード・ロー・レビュー』の編集に従事していた。ハーバード大学ロースクール卒業後は、

ワシントン連邦控訴裁判所のアバナー・ミクヴァ判事や連邦最高裁のウィリアム・ブレナ

ン判事やデビッド・スーター判事の職務を補佐していた経歴がある。ワシントン DC を本拠

地にするベンチャーキャピタル企業のランチボックス・デジタルやロック・クリーク・ベ

ンチャーズの元共同創設者兼取締役である。FCC 勤務後は、ニューメディア・電子商取引

の大手企業である IAC/InterActiveCorp に取締役として 8年間勤務し、同社 CEO であるバ

リー・ディラーの顧問を務めていた。ジナチョースキーはクリントン政権ではリード・ハ

ント FCC 委員長の法律顧問や後任のウィリアム・ケナード FCC 委員長の法律顧問特別顧問

として勤務していた。オバマに対し FCC 時代のボスであったハント、ケナード両委員長を

紹介したのがジナチョ―スキーであった。コロンビア大学卒業、ハーバード大学ロースク

ール卒業。ユダヤ系米国人であり、両親はホロコーストの生存者である。1962 年 8 月 19

日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ap

pointments-March-3-2009/) 
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●FCC 委員 ロバート・マクドウェル (Robert M. McDowell) 

オバマ大統領は、2009 年 6 月 2日、共和党系の FCC 委員であるロバート・マクドウェルを

再任する意向を表明し、6 月 25 日、米議会上院本会議は同任命を全会一致で承認し、FCC

委員として第二期目を迎えた。マクドウェルはジョージ・W・ブッシュ大統領により FCC

委員に任命され、2006 年 6 月 1日に正式に就任していた経緯がある。FCC 委員就任後は、

国際的な通信政策とともに、無線業界、メディア業界、インターネット業界を対象とする

米国の通信政策の立案、実施に取り組んでいる。マクドウェルは、FCC 委員として、特に、

無線オークションを対象とした規則の策定、ブロードバンド新技術の発展を奨励するイン

センティブの作成等を重視している。マクドウェルは、FCC 委員就任以前は、ヴァージニ

ア州議会下院議員の法案担当スタッフやインディアナ州クリーブランドを本拠地とする大

手法律事務所 Arter & Hadden のワシントン D.C.事務所勤務を経て、AT&T や Verizon 

Communications と競合関係にある電話会社のワシントンを本拠地とする通商団体である

Comptel のエグゼクティブ等約 16 年間通信業界で勤務しており、民間セクターでの経験を

FCC 委員としての勤務に活かしている。デューク大学卒業。ウィリアムズ・アンド・メア

リー大学マーシャル・ワイス・ロースクール卒業。 

(FCC 公表略歴情報：http://www.fcc.gov/commissioners/mcdowell/) 

 

●FCC 委員 マイケル・コップス (Michael J. Copps) 

2009 年 1 月にケヴィン・マーチン FCC 委員長が退任したが、後任のジュリウス・ジナチョ

ースキーの FCC 委員長就任が米議会上院本会議で正式に承認されるまでは、マイケル・コ

ップスが FCC 委員長代行の立場にあった。FCC 委員は大統領が任命し、米議会上院が承認

して、任期は 5年であるが、民主党系の FCC 委員のコップスの任期は 2009 年 12 月まで残

っている。 

(FCC 公表略歴情報：http://www.fcc.gov/commissioners/copps/) 

 

●FCC 委員 ミニオン・クライバーン (Mignon L.Clyburn) 

空席となっていた民主党員枠の FCC 委員にサウスカロライナ州公益委員会のメンバーであ

り、米議会下院民主党指導部のナンバー・スリーの高位にあるジェイムズ・E.クライバー

ン下院民主党院内幹事の娘のミニオン・クライバーンが 2009 年 6 月 25 日に FCC 委員に任

命され、米議会上院本会議も 7月 24 日に同任命を賛成多数で正式に承認した。 

(FCC 公表略歴情報：http://www.fcc.gov/commissioners/clyburn/) 

 

●FCC 委員 メレデス・ベーカー (Meredith Attwell Baker) 

民主党系の FCC 委員のジョナサン・アデルスタインの後任としてメレデス・ベーカーが指

名された。 

(FCC 公表略歴情報：http://www.fcc.gov/commissioners/baker/) 

 

〔連邦取引委員会(FTC)〕 

 

●消費者保護局長 デビッド・ブラデック (David C. Vladeck) 

連邦取引委員会(FTC)は、ジョージタウン大学のデビッド・ブラデック教授を FTC 消費者保

護局長に任命した。ブラデックは、深刻化する景気後退局面の中で消費者を標的とした金

融詐欺が増大しており、金融詐欺取り締まりが消費者保護局長としての最優先課題である

との認識を示している。 
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〔環境保護局(EPA)〕  

 

●環境保護局(EPA)長官 リサ・ジャクソン (Lisa Perez Jackson) 

2008 年 12 月 15 日、オバマはリサ・ジャクソンを環境保護局(EPA)長官に任命し、2009 年

1 月 23 日、上院本会議はジャクソンの第 12 代 EPA 長官就任を正式に承認した。オバマ・

バイデン政権移行プロジェクトでは、ジャクソンは環境保護局(EPA)政権移行チームの共同

委員長に就任していた。ジャクソンはジョン・コーザイン・ニュージャージー州知事の首

席補佐官に 2008 年 12 月 1 日に任命されたばかりであったが、EPA 長官任命を受けて 12 月

15 日にニュージャージー州知事首席補佐官を辞職した。ニュージャージー州知事の首席補

佐官ポストは州知事に次ぐ非常に大きな権限を持った重要ポストである。同ポスト就任以

前は、2002 年 3 月にニュージャージー州環境保護庁(NJDEP)長官補佐(土地利用管理担当)

を経て 2006 年 2 月から NJDEP 長官に就任し、約 3000 人のスタッフを率いて同州の環境保

護に取り組んでいた。ジャクソンはニュージャージー州政府に勤務する以前は EPA に 16

年間勤務しており、危険廃棄物のクリーンアップに関する規則を作成し、ニュージャージ

ー州中部地域の危険廃棄物のクリーンアップ・プロジェクトなどを担当し、同地域の執行

部門担当副部長や部長代行を務めた。環境・エネルギー政策に熱心に取り組んでいるアル・

ゴア元副大統領に近い。2008 年民主党大統領候補選出プロセスではヒラリー・クリントン

を支持していた。トゥーレーン大学化学工学部卒業。プリンストン大学で化学工学の修士

号取得。アフリカ系米国人。ルイジアナ州ニューオーリンズ出身。1962 年 2 月 8日生。 

(EPA 公表略歴情報：http://blog.epa.gov/administrator/bio/) 

 

●EPA 副長官 ロバート・パーシアセペ (Robert Perciasepe) 

鳥類保護等を目的に 1905 年に設立された自然保護団体である米国オーデュボン協会

(National Audubon Society)の最高執行責任者(COO)から環境保護局(EPA)副長官に抜擢さ

れた。環境政策や天然資源の管理、渉外活動の分野で 30 年以上の経験があり、EPA では EPA

長官補(水質管理担当)、EPA 長官補(大気・放射線当)として勤務していた経歴がある。メ

リーランド州環境長官補、副環境長官を経て、1990 年から 1993 年まで、メリーランド州

環境長官として、同州の環境汚染の管理、環境保護を指揮していた。メリーランド州環境

長官に就任する以前は、メリーランド州ボルチモア市の政策立案担当局長補の立場にあり、

環境保護やインフラ整備の計画立案やボルチモア市の予算管理を担当していた。コーネル

大学卒業。シラキュース大学マクスウェル行政大学院で環境政策立案に関する修士号取得。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/president-obama-announces-more-key-ad

ministration-posts-5/19/09/) 

 

●ジョナサン・キャノン (Jonathan Z. Cannon) (EPA 副長官指名辞退) 

2009年 2月 23日、オバマは環境保護局(EPA)副長官にジョナサン・キャノンを任命したが、

かつて自らが役員を務めていた非営利団体である Clean Water Foundation(現在は存在せ

ず)が EPA の補助金 2500 万ドル以上の管理を誤っていた事実が明らかになる中で、2009 年

3 月、キャノンは米議会上院での指名承認公聴会が開催される直前に自ら指名を辞退する

状況に追い込まれた。キャノンはワシントン D.C.の環境法関連の法律事務所であるべヴェ

リッジ＆ダイアモンド P.C.に 1975 年から勤務し、EPA 副長官に任命されるまでは上級顧問

として勤務していた。また、ヴァージニア大学ロースクールで環境法について教鞭を取る

とともに、同ロースクールの環境・土地利用法プログラム担当ディレクターにも就任して

いた。レーガン、ジョージ・H.W.ブッシュ、クリントンといった歴代政権でも EPA に勤務
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し、法律顧問、最高財務責任者(CFO)、局長補(管理・資源管理担当)といった上級ポストに

就任していた。 

 

●上級政策顧問 ロバート・ススマン (Robert M. Sussman) 

2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマの環境政策顧問を務めていた気候変動問題の

専門家である。ワシントン D.C.の民主党寄りの進歩系シンクタンクである｢アメリカ進歩

センター(CAP)｣の上級研究員から環境保護局(EPA)の上級政策顧問に 2009 年 2 月に任命さ

れ、ジャクソン EPA 長官を補佐している連邦環境法の専門家である。クリントン政権では

1993 年から 1994 年にキャロル・ブラウナーEPA 長官の下で EPA 副局長に就任していた。そ

の後、1996 年から 2007 年まで、大手法律事務所 Latham & Watkins でパートナーを務め、

10 年間にわたり環境弁護士として環境問題を担当していた。長年にわたり EPA と内外から

関わってきたために、1万 7000 人の職員を抱える EPA の内部機能についてススマンは熟知

している。2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマ民主党大統領候補に対し環境・エネ

ルギー問題について助言を行うとともに、大統領選挙勝利後はオバマ政権移行チームで環

境政策作業グループをリサ・ジャクソン EPA 長官とともに率い、米議会、産業界、環境保

護団体の各関係者との協議を重ねて、EPA が直面している諸問題の把握に努めた。リサ・

ハインザーリング EPA 上級政策顧問(気候変動対策・環境保護)はジャクソン EPA 長官に対

して主に気候変動対策関連の問題について助言を行っている一方、ススマンは気候変動対

策関連問題以外の大気、水質、環境汚染をはじめとするその他すべての環境問題について

ジャクソン EPA 長官に対して助言を行っており、同長官にとりサスマンは非常に信頼され

ている存在である。ジャクソン長官が環境政策や環境関連法について判断を下す際、側近

の一人としてサスマンは助言を行っており、同長官の決定の執行についても担当している。

エール大学ロースクール卒業後、大手法律事務所 Covington & Burling のワシントン事務

所で勤務した。1987 年には大手法律事務所 Latham and Watkins のワシントン事務所に移

り、同法律事務所の環境グループの立ち上げを支援した。2007 年末に Latham and Watkins

法律事務所を離れ、｢アメリカ進歩センター(CAP)｣の上級研究員として気候変動対策やエネ

ルギー問題について寄稿や講演活動を展開した。中国の気候変動対策アプローチや石炭火

力発電所の二酸化炭素回収・貯蔵技術(CCS)に関する論文を寄稿するとともに、環境・エネ

ルギー問題について米議会上院公聴会で証言を行っている。ニュージャージー州ガーデン

シティ出身。エール大学卒業。エール大学ロースクール卒業。 

(EPA 公表略歴情報：http://www.epa.gov/history/admin/deputy/sussman.htm) 

 

●上級政策顧問(気候変動対策) リサ・ハインザーリング (Lisa Heinzerling) 

2009 年 2 月に環境保護局(EPA)の上級政策顧問(気候変動対策・環境保護担当)に就任し、

現在、ジャクソン EPA 長官に対して気候変動対策について助言を行っている。EPA 上級政

策顧問に抜擢される前は、1993 年から 2009 年までジョージタウン大学ローセンター教授

(専門：環境法・行政法)であった。1990 年から 1993 年にかけてマサチューセッツ州司法

長官室で環境保護局で同州司法長官補に就任していた。ハインザーリングは、マサチュー

セッツ州など 12 州と環境保護団体が二酸化炭素を含む温室効果ガスは 1970 年大気浄化法

(Clean Air Act of 1970)が規定する「大気汚染物質」に該当するために EPA に規制の権限

があるとして訴えた｢マサチューセッツ州対 EPA 訴訟(Massachusetts v. EPA)｣で、連邦最

高裁判所は 2007 年に 5対 4で原告側の主張を認める判決を下したが、原告を支援して原告

側の主張を展開した中心人物がハインザーリングである。同訴訟に基づき新たな規制導入

について EPA は迅速に対応することができなかったが、ハインザーリングが上級政策顧問

としてEPAでの勤務を開始した2ヶ月後の2009年 4月に温室効果ガスは公衆衛生にとり脅
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威であるとする報告書を EPA は公表し、EPA が温室効果ガスなどを規制する方針を明らか

にした。環境保護派はハインザーリングの法律面ならびに環境政策面でのノウハウが今後

の EPA の環境保護政策に大きな影響を与えることに期待を寄せている。プリンストン大学

卒業。シカゴ大学ロースクール卒業。ミネソタ州チャスカ出身。 

 

●法律顧問 コリン・フルトン (Colin Scott Fulton) 

オバマ大統領は、2009 年 2 月 4 日、コリン・S.スコットを EPA 法律顧問に任命し、8 月 7

日、米議会上院本会議は同任命を賛成多数で正式承認した。フルトンは 1980 年代に司法省

で環境問題担当の検察官や同省環境局アシスタント・チーフに就任していた。1990 年から

1995 年までは EPA で民事執行担当ディレクター、その後、筆頭 EPA 補代理などのエンフォ

ースメント・プログラム関連の要職を歴任した。1995 年から 1999 年には EPA で筆頭副法

律顧問に就任していた。その後、1999 年から 2007 年までは EPA の環境再審委員会

(Environmental Appeals Board)の判事に就任していた。オバマ大統領により法律顧問に任

命されるまでは 2007 年 8 月から EPA 国際局担当の EPA 補代行の立場にあり、EPA 内部にお

ける国際環境政策の立案やプログラムの実施について主導的立場にあり、国際会議に米国

政府代表としても頻繁に出席していた。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-More-Key-Ad

ministration-Posts-5/19/09/) 

 

〔連邦行政機関〕 

 

●国家情報長官(DNI)  デニス・ブレア (Dennis C. Blair) 

2009 年 1 月 9 日、オバマ大統領は国家情報長官(DNI)にデニス・ブレア退役海軍大将を正

式に任命し、1 月 28 日、上院本会議はブレアの第 3 代 DNI 就任を正式承認し、翌 29 日に

第 3代 DNI に就任した。オバマはブレアを DNI に任命した理由の一つとして、ブレアの優

れた管理能力についての評判に非常に強い印象を受けた事実を明らかにした。ブレアは

DNI として約 10 万人から構成される 16 もの情報機関を統括し、レオン・パネッタ中央情

報局(CIA)長官から諜報情報の報告を受けている。オバマは大統領就任直後の 2009 年 1 月

22 日にキューバのグアンタナモ米軍基地内にあるテロ容疑者の収容所と世界各地に点在

する CIA の秘密収容所を 1 年以内に閉鎖する大統領令に署名し、ブッシュ前政権下の CIA

によるテロ容疑者に対する拷問等の対テロ対策プログラムの大幅見直しを図った。その二

日前の 1月 20 日に行われた米議会上院諜報特別委員会の指名承認公聴会で、ブレアは合衆

国憲法ならびに法の支配に基づいて対テロ対策プログラムを構築していく方針を表明した。

アジア・太平洋地域関連では、2009 年 4 月に開催された米議会上院諜報特別委員会の公聴

会で、ブレアは中国が米国政府のコンピューター・システムに対するハッキング能力を大

幅に強化しつつあるとの懸念を示したうえで、情報戦争が中国軍の近代化プログラムと戦

争計画の重要な柱の一つになっているとの証言を行っている。近年の中国軍の兵器近代化

の動きの中で、米国内の諜報・軍事コミュニティの間でもブレアが示している中国軍に対

する懸念が益々共有されるようになってきている。ブレアは 1999 年から 2002 年まで太平

洋軍(USPACOM)司令官を務め、2500 名からなる諜報活動を統括しつつ、インドネシアのイ

スラム過激組織｢ジェマ・イスラミア(JI)」などアジア・太平洋地域での米軍の対テロ活動

を指揮した。ブレアはかつて太平洋艦隊(USPACFLT)司令官も務めており、横須賀を母港と

する空母キティホークの元艦長であり、アジア・太平洋地域の安全保障問題に非常に精通

した知日派でもある。1990 年代には初代の CIA 軍事支援担当部長として CIA に 2 年間勤務



 137

していた経験がある。ブレアはローズ奨学金により英オックスフォード大学に留学し、ロ

シア研究の修士号を取得したが、同大学留学時期がビル・クリントン元大統領と重なって

おり、クリントン夫妻と非常に懇意な間柄である。ブレアはパネッタ CIA 長官と一緒に勤

務した経験はないが、パネッタはクリントン政権の行政管理予算局(OMB)局長や大統領首席

補佐官を務めていたため、ブレアとパネッタはビル・クリントンを通じた接点があり、パ

ネッタを CIA 長官に任命するプロセスで重要な役割を担った。メリーランド州アナポリス

にある海軍士官学校を卒業し、1968 年に海軍に入隊し、34 年間海軍に勤務して 2002 年に

海軍大将として退役。メイン州出身。1947 年生。 

(国家情報長官室公表略歴情報：http://www.dni.gov/blair_bio.htm) 

 

●中央情報局(CIA)長官 レオン・パネッタ (Leon E. Panetta) 

2009 年 1 月 9 日、オバマは中央情報局(CIA)長官にレオン・パネッタを正式に任命し、2

月 12 日、上院本会議で任命が承認された。上院諜報委員会での指名承認プロセスでは 2008

年以降に講演料・コンサルティング料など 70 万ドル以上の収入があり、一部はメリルリン

チやワコビアなどの多額の損失を出して買収された金融機関から高額の講演料を受け取っ

ていた事実が明らかになり、問題となった経緯がある。また、パネッタはカーライル・グ

ループから投資家向けコンファレンスでの講演料など2万8000ドルの報酬を受け取ってい

たが、同社は CIA の業務を請け負っているブーズ・アレン・ハミルトンの政府コンサルテ

ィング部門の株式の半数を持っているために、利益相反の点でも問題視された。パネッタ

はクリントン政権で行政管理予算局(OMB)局長(1993-1994 年)、大統領首席補佐官(1994 年

7 月-1997 年 1 月)を務め、同政権の財政均衡政策に非常に重要な役割を果たした。だが、

諜報活動や対テロ対策分野での経験は少なく、CIA 長官候補として名前が浮上していなか

ったために、諜報コミュニティ関係者の間でも同任命は驚きを持って受け止められた。オ

バマは同任命について事前通告をしなかった上院諜報特別委員会委員長のダイアン・ファ

インスタイン上院議員(民主党-カリフォルニア州選出)や同委員会委員のジョン・ロックフ

ェラー四世上院議員(民主党-ウエストヴァージニア州選出)に対し電話で理解を求めた経

緯がある。オバマは記者会見で、パネッタの CIA 長官就任を不安視する声に対し、優秀な

実務者であり、しかも、行政機関のあり方に精通しており、CIA の機能強化に向けて手腕

を発揮することを確信しているとパネッタを擁護した。パネッタは大統領首席補佐官在任

中にクリントン大統領とともに大統領執務室で CIA 長官による諜報ブリーフィングを連日

受けていた経験があり、CIA とホワイトハウスとの関係を理解しており、ブッシュ政権下

でイラクの大量破壊兵器(WMD)に関する諜報情報分析の点での失敗やモラルの低下に直面

した CIA を建て直し、世界各地で活動する約 2万人の CIA 職員を統括している。また、パ

ネッタは超党派アプローチや優れた管理能力が評価されており、米国の対イラク政策に関

する提言を行った超党派パネルである｢イラク研究グループ(Iraq Study Group)｣の委員に

就任していた。オバマは、当初、CIA 長官にオバマの顧問を務めていた元 CIA 高官のジョ

ン・ブレナンを起用する方針であったが、米国同時テロ事件後の CIA のテロリスト容疑者

に対する｢水責め｣に象徴される拘束・尋問プログラムの作成にブレナンが関与していたと

の批判を民主党左派勢力や基本的人権擁護団体などから受け、CIA 長官任命を見送らざる

を得なかった経緯がある。パネッタはブッシュ政権下の CIA による拘束・尋問を厳しく批

判していた。だが、CIA 長官就任後は、米議会下院がブッシュ前政権下で CIA が秘密裏に

実施していた対テロ作戦の妥当性を調査する方針する決定を行ったことに対しては、CIA

の諜報収集活動や秘密工作活動などの CIA の主要任務に支障が生じるとの理由で 8月 2日

付 ワ シ ン ト ン ポ ス ト 紙 に ｢ Congress and the CIA: Time to Move On ｣

(http://www.washingtonpost.com/wp-dyn/content/article/2009/07/31/AR2009073102607
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_pf.html)と題する寄稿を行うなど下院の決定を牽制した。2008 年民主党大統領候補指名

獲得争いでは、当初、ヒラリー・クリントンの選挙キャンペーンを支持していたが、クリ

ントン撤退後、オバマ支持を表明し、予算関連問題、財政政策、イラク政策について助言

を行った。カリフォルニア州選出民主党連邦下院議員(1977-1993 年)在職時代に、下院予

算委員会委員長(1989-1993 年)を務めるなど予算関連、公民権問題、教育、医療、環境問

題等に焦点を当てて議員生活を送った。カリフォルニア州立大学モンテレーベイ校にある

超党派の政策研究所｢レオン・アンド・シルビア・パネッタ公共政策研究所(Leon & Sylvia 

Panetta Institute for Public Policy)｣の創設者兼所長であり、サンタクララ大学公共政

策教授を務めた。ニューヨーク証券取引所(NYSE)元理事。1964 年から 1966 年まで米陸軍

に入隊。カリフォルニア州モントレー出身。サンタクララ大学卒業。サンタクララ大学ロ

ースクール卒業。イタリア系米国人。1938 年 6 月 28 日生。 

(CIA 公表略歴情報：https://www.cia.gov/about-cia/leadership/leon-e-panetta.html) 

 

●国家情報会議(NIC)議長 クリストファー・コジム (Christopher A. Kojm) 

2009 年 7 月 6 日、クリストファー・コジムは国家情報会議(NIC)議長に就任した。NIC 議

長に就任する前はジョージワシントン大学エリオット校(国際関係)の教授職にあり、国際

政策プログラムの修士課程を指導していた。 コジムは 2006 年には、ジェイムズ・A.ベー

カー三世元国務長官とリー・H.ハミルトン元下院議員が共同議長を務めていた「イラク・

スタディ・グループ」の上級顧問に就任していた。2003 年から 2004 年は「米国同時多発

テロ事件究明委員会(9/11 Commission)」の副ディレクターに就任していた。2004 年から

2005 年、2006 年春にプリンストン大学公共問題・国際問題ウッドロー・ウィルソン校の客

員教授の立場にあった。1984 年から 1998 年まで米議会下院外交委員会でリー・H.ハミル

トン元委員長兼筆頭議員のスタッフ・メンバーに就任していた。1998 年から 2003 年迄は

国務省の情報・調査部で諜報政策・調整担当国務次官補代理の立場にあった。1979 年から

1984 年までニューヨーク市の外交政策協会(Foreign Policy Association)の記者兼編集者

の立場にあった。ハーバード大学在学中には歴史を専攻し、プリンストン大学ウッドロー・

ウィルソン校で 1979 年に公共問題に関する修士号取得。  

(国家情報会議公表略歴情報：http://www.dni.gov/nic/NIC_personnel.html) 

 

●チャールズ・フリーマン (Charles Freeman) (国家情報会議(NIC)議長任命辞退) 

2009 年 2 月にデニス・ブレア国家情報長官はチャールズ・フリーマン元駐サウジアラビア

大使を国家情報会議(NIC)の議長に任命したが、サウジアラビアや中国といった特定国との

関係について問題視され、米国内の親イスラエル勢力や保守派から激しい批判対象となっ

たために、国家情報長官室は、3月 10 日、フリーマンが同任命を辞退したと発表した。フ

リーマンは中国が堪能であり、1972 年のニクソン訪中にも通訳として同行している。 

 

●証券取引委員会(SEC)委員長 メアリー・シャピロ (Mary L. Schapiro) 

2008 年 12 月 18 日、オバマは証券取引委員会(SEC)委員長にメアリー・シャピロを任命し、

2009 年 1 月 22 日、上院本会議はシャピロの第 29 代 SEC 委員長就任を正式に承認し、史上

初の女性の SEC 委員長に就任した。リーマン・ブラザーズの経営破綻などで金融システム

が動揺し、また、NASDAQ ストック・マーケットのバーナード・メイドフ元会長による巨額

投資詐欺事件についても見逃すなどコックス委員長の下での SEC は金融業界に対する規

制・監督能力が疑問視され、改革の必要性が指摘される中での SEC 委員長就任となった。

シャピロ委員長にとり金融規制・監督体制の大幅な見直しや金融規制当局の再編が最重要

課題となるが、上院銀行委員会での指名承認公聴会でシャピロは、SEC の金融規制・監督
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機能の強化に取り組むとともに、投資家保護や透明性及びアカウンタビリティの改善にも

積極的に取り組む姿勢を明らかにした。シャピロは歴代政権で金融監督機関に勤務した経

歴があるため、金融市場に非常に詳しい。レーガン政権およびジョージ・H.W.ブッシュ政

権下で SEC 委員を務めた。クリントン政権では商品先物取引委員会(CFTC)委員長を務め、

証券業界の自主規制団体である米金融取引業規制機構(FINRA)の最高経営責任者(CEO)を務

めた。また、シャピロはかつて全米証券業協会(NASD)会長として金融規制問題に取り組ん

だ。フランクリン・アンド・マーシャル・カレッジ卒業。ジョージワシントン大学卒業。

1955 年 6 月 19 日生。 

(SEC 公表略歴情報：http://www.sec.gov/about/commissioner/schapiro.htm) 

 

●商品先物取引委員会(CFTC)委員長 ゲリー・ゲンスラー (Gary Gensler) 

2008 年 12 月 18 日、オバマは商品先物取引委員会(CFTC)委員長にゲリー・ゲンスラーを任

命した。ゲンスラーはクリントン政権下で財務次官補(1997-1999 年)や財務次官

(1999-2001 年)を歴任した。オバマは、ゲンスラーはメアリー・シャピロ SEC 委員長、テ

ィモシー・ガイトナー財務長官とともに金融規制改革の中核的人物となるとの見解を示し

た。クリントン政権の財務次官補(金融市場担当)時代に、ゲンスラーは、金融危機、米国

金融市場、債務管理、金融サービス等の広範な政策を担当していた。その後、メリーラン

ド州選出民主党連邦上院議員であったポール・サーベインスの上級顧問として、エンロン

やワールドコムによる不正会計スキャンダルを契機にして企業のコンプライアンス強化、

監査体制の強化、経営者による不正行為の防止を目的とするサーベインス・オクスレイ法

(SOX 法)の成立(2002 年 7 月)に尽力した。2008 年民主党大統領予備選挙プロセスではヒラ

リー・クリントンの上級顧問を務めた。ゲンスラーはゴールドマン・サックスで共同経営

者を務めるなど、同社に18年間勤務した。ペンシルベニア大学ウォートン校でMBAを取得。

フランチェスカ夫人は乳癌のために 2006 年に死去。 

(CFTC 公表略歴情報：http://www.cftc.gov/aboutthecftc/commissioners/ggensler.html) 

 

●中小企業庁(SBA)長官 カレン・ミルズ (Karen G. Mills) 

2008 年 12 月 19 日、オバマは中小企業庁(SBA)長官にカレン・ミルズを任命した。メイン

州出身。経済問題についてメイン州のジョン・バルダッチ州知事に助言を行っていたベン

チャー・キャピタリストである。投資会社 MMP グループ代表からの抜擢であり、ニューヨ

ークを本拠地とする投資企業ソレラ・キャピタルの創立パートナー兼取締役であった。1953

年生。 

(SBA 公表略歴情報：http://www.sba.gov/aboutsba/administrator/index.html) 

 

●連邦預金保険公社(FDIC)総裁 シーラ・ベアー (Sheila C.Bair) 

共和党員のシーラ・ベアーは 2006 年 6 月にジョージ・W・ブッシュ大統領(当時)により FDIC

総裁に任命され、総裁としての任期は 2011 年 6 月までであり、FDIC 理事会の理事として

の任期は 2013 年 7 月までとなっている。2008 年 9 月に発生した金融危機への連邦政府へ

の対応で最も影響力を持った人物の一人であり、金融危機に対する連邦政府の対応をめぐ

り、ホワイトハウス、財務省、FRB との対立を厭わなかった。2008 年 10 月に成立した 7000

億ドル規模の金融安定化法の管理をめぐってブッシュ政権批判を展開し、住宅所有者の自

宅差し押さえを回避するための積極的な取り組みを求めたことから、米議会の民主党議員

からも高く評価されている。当初は、オバマ政権はシーラ・ベアーFDIC 総裁に辞任を求め、

後任の人選に着手するとの憶測も流れ、また、ベアー自身も辞任を求められた場合、辞任

する意向を示していたが、オバマ政権はベアーを留任させた。FDIC は預金保険を適用する
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金融機関を対象にして経営状況を 4 半期毎に集計しているが、2009 年 8 月 27 日、資本及

び収益状況から経営に問題を抱えていると FDIC が判断した金融機関の数が 2009 年 6 月時

点で 416 社に達しており、同年 3 月末から 36％もの増加となり、1994 年 6 月末時点での

434 社に次ぐ 15 年振りの高水準になった事実を明らかにした。ベアー総裁は米国経済が回

復しつつある兆候はあるものの、金融機関の健全化には時間がかかるとの認識を示した。

カンザス大学卒業。カンザス大学ロースクール卒業。カンザス州出身。1954 年 4 月 3 日生。 

(連邦預金保険公社(FDIC)公表略歴情報： 

http://www.fdic.gov/about/learn/board/board.html) 

 

●全米人文科学基金(NEH)会長 ジム・リーチ (Jim Leach) 

オバマは、2009 年 6 月 3日、人文科学分野の研究、教育、保存、パブリック・プログラム

への支援を行なうことを目的とした米国政府の独立した助成機関である全米人文科学基金

(National Endowment for the Humanities(NEH))の会長にジム・リーチを任命した。2006

年中間選挙で再選に失敗したが、1977 年から 2007 年までの 15 期 30 年間にわたりアイオ

ワ州選出共和党連邦下院議員を務めた穏健派共和党員であり、対イラク武力行使に一貫し

て反対し、共和党議会指導部と対立した。2008 年大統領選挙キャンペーンでは、オバマ民

主党大統領候補(当時)を支持する共和党員の組織である「Republicans for Obama」の一人

としてリンカン・チェフィー元上院議員(共和党-ロードアイランド州選出)、フィランソロ

ピストの共和党員であるリタ・ハウザーとともにオバマ支持を表明した。リーチはオバマ

支持を表明するに際して記者団に対し、｢米国の国益が我が国に対し国際社会との対話にお

ける新たなアプローチを求めていると確信している。米国の外交政策には新たな方向性が

必要であり、オバマはそのような感覚を持っている。オバマは潜在的な敵対国と協議する

方が、対話を閉ざすよりも好ましいことを理解している｣との見解を示した。2009 年 8 月

25 日からコロラド州デンバーで開催された民主党全国党大会の第一日目にオバマ支持の

演説を行っている。2008 年大統領選挙直後の 11 月 14 日と 15 日の両日にワシントン D.C.

で開催された G20 金融サミットではオバマ次期大統領(当時)の使者としてオルブライト元

国務長官とともに各国首脳・政府閣僚らと協議を行った。リーチは、駐中国大使や駐日大

使の候補にも名前が浮上していた。下院議員在職中は、下院金融サービス委員会委員長、

下院外交委員会アジア・太平洋問題小委員会委員長等の重要な委員長職を歴任し、議会人

道議員団(Congressional Humanities Caucus)を創設している。連邦下院議員に当選するま

では国務省に勤務していた。下院議員再選失敗後は、行政の透明性改善を目的として活動

している非営利団体コモンコーズの評議員、プリンストン大学ウッドロー・ウィルソン公

共政策・国際関係学部客員教授を務めていた。プリンストン大学卒業。ジョンズ・ホプキ

ンズ大学卒業。ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス卒業。アイオワ州出身。1942 年

10 月 15 日生。 

 

●連邦準備制度理事会(FRB)議長 ベンジャミン・バーナンキ (Ben Shalom Bernanke) 

2009 年 8 月 25 日、オバマ大統領は夏季休暇先のマサチューセッツ州マーサーズ・ビンヤ

ード島で 2010 年 1 月末に任期切れとなるベンジャミン・バーナンキ連邦準備理事会(FRB)

議長を再任する意向を正式に発表した。オバマはバーナンキ議長再任の理由として、米国

経済の急降下(free fall)に歯止めをかけることに貢献したとして同議長の手腕を高く評

価した。任期切れまで 5ヶ月余りも残す時点での再任決定となった。再任には米議会上院

本会議の承認が必要となるが、9月 17 日、ホワイトハウスは米議会上院に対してバーナン

キ議長再任に必要な承認手続きを進めるように正式要請を行った。任期は 2014 年 1 月末ま

での 4年間となる。金融危機の克服に筋道をつけたバーナンキ議長が、今後、米経済の本
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格的な回復を果たせるかが大きな課題となる。FRB 議長にはジョージ・W.ブッシュ大統領

(当時)により指名され、約 18 年間、FRB 議長に在職したアラン・グリーンスパンの後任と

して 2006 年 2 月に就任した。リーマン・ショック発生後の金融危機の中で、2008 年 12 月

には事実上のゼロ金利政策を導入するなど金融危機に対して迅速に対応した。世界大恐慌

の専門家。マサチューセッツ工科大学博士課程修了。プリンストン大学経済学部長を経て、

2002 年に FRB 理事理事に就任し、2005 年には大統領経済諮問委員会(CEA)委員長に就任し

た。ジョージア州オーガスタ出身。1953 年 12 月 13 日生。 

(FRB 公表略歴情報：

http://www.federalreserve.gov/aboutthefed/bios/board/bernanke.htm) 

 

●連邦準備制度理事会(FRB)理事 ダニエル・タルーロ (Daniel K. Tarullo) 

2009 年 1 月 28 日、連邦準備制度理事会(FRB)はオバマ大統領が任命していたダニエル・タ

ルーロが FRB 理事に正式に就任したと発表した。クリントン政権では国務次官補(経済・ビ

ジネス問題担当)、大統領補佐官代理(経済政策担当)、大統領補佐官(国際経済政策担当)

を歴任し、北米自由貿易協定(NAFTA)の米議会批准問題や G8 サミットのシェルパとして積

極的に取り組んでいた。タルーロはクリントン政権当時からラリー・サマーズ国家経済会

議(NEC)議長に近い人物であり、ベン・バーナンキ FRB 議長の任期は 2010 年 11 月迄となっ

ており、同 FRB 議長の後任にサマーズの名前が浮上しているために、バーナンキにとりタ

ルーロとの関係は微妙になるとの見方が一部でされている。クリントン政権入りするは、

リベラル派の重鎮である故エドワード・ケネディ上院議員の雇用政策担当の首席顧問や司

法省反トラスト局などで勤務していた。民主党大統領予備選挙プロセスならびに大統領選

挙本選挙キャンペーンを通じてオバマの経済顧問として経済政策に関する助言を行ってお

り、オバマ政権移行委員会でも金融業界支援や自動車業界支援を始めとしてオバマ次期政

権の経済政策を統括していた人物である。ジョージタウン大学ローセンター教授。民主党

寄りの進歩系シンクタンク｢米国進歩センター(CAP)｣の非常勤上級研究員。ジョージタウン

大学卒業。デューク大学卒業。ミシガン大学ロースクール卒業。 

(FRB 公表略歴情報： 

http://www.federalreserve.gov/aboutthefed/bios/board/tarullo.htm) 

 

●食品医薬品局(FDA)長官 マーガレット・アン・ハンブルグ (Margaret Ann Hamburg) 

2009 年 1 月 30 日、ロバート・ギブス大統領補佐官は記者ブリーフィングの中で、オバマ

は食品、医薬品、医療機器等の広範な製品を管轄する食品医薬品局(FDA)長官を数日以内に

任命すると発言していたが、任命プロセスは難航した結果、オバマは 3月 14 日の国民向け

のラジオ・インターネット演説の中で、FDA 長官に厚生次官補(立案・評価担当)やニュー

ヨーク市保健局次長を経て同市保健局長を務めていたマーガレット・アン・ハンブルグを

指名した。米議会上院本会議は、5月 18 日、同任命を全会一致で承認し、5月 22 日に正式

に就任した。FDA 長官として名前が浮上していたのは、メリーランド州ボルチモア市保健

庁のジョシュア・シャーフスタイン長官、デューク大学のロバート・カリフ心臓病専門医、

クリーブランド病院のスティーブ・ニッセン心臓病専門医、スーザン・ウッド FDA 女性健

康室元室長であった。FDA 新長官が就任するまでは、フランク・トルティが長官代行に就

任していた。ハンブルグ長官は精神科学、神経薬理学、バイオテロリズムの第一人者であ

り、特に、ニューヨーク市保健局長在任中は生物テロ対策や公衆衛生分野で優れた指導力

を発揮した。上院での指名承認公聴会では、医療機器と食品の安全性確保を最優先課題に

挙げて取り組んでいく意向を明らかにしていたが、近年、米国内では、特に、食品の安全

性に対する懸念が高まる中で FDA の対応に批判が展開されていたが、ハンブルグ長官のリ
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ーダーシップの下で FDA の再建、強化に取り組まれている。かつて米国立アレルギー感染

症研究所(NIAID)でエイズ研究に従事していた。ハーバード大学卒業。 

 

●医務総監 レジーナ・ベンジャミン (Regina Benjamin) 

オバマ大統領は、2009 年 7 月 13 日、アフリカ系女性のレジーナ・ベンジャミンを第 18 代

の医務総監に任命した。米国の公衆衛生政策の推進で中核的役割を担う同ポストは、前任

者のリチャード・カルモーナの任期が完了した 2006 年以後、空席状態もままとなっていた。

アラバマ州にある全米にも知られた貧困層対象の病院である Bayou La Batre Rural Health 

Clinic の設立者兼経営責任者からの抜擢であり、貧困層が多く居住する過疎地域の医療に

長年従事してきた。オバマ大統領はベンジャミンを医務総監に指名した際、「ベンジャミ

ン女史は患者が診療費を支払えない状況では請求せずに、病院が利益を上げていない状況

では報酬を受け取らなかった」と述べて、医師としての献身的な取り組みを称賛している。

1995 年にアフリカ系女性初の米国医療協会(American Medical Association)の評議員に就

任した。2002 年にはアラバマ州医療協会(Alabama’s State Medical Association)の会長

に就任しており、南アラバマ医学大学副学長の立場にもあった。CNN の医療専門コメンテ

ーターのサンジャイ・グプタが次期医務総監の有力候補として名前が浮上し、実際、オバ

マ政権としても非公式に次期医務総監就任を打診していたが、2009 年 3 月初旬にグプタは

個人的理由を挙げつつ、指名されたとしても辞退する意向を表明したために、ベンジャミ

ン女史が次期医務総監に指名された経緯がある。医療保険改革、喫煙問題、肥満問題等に

も積極的に取り組む方針である。アラバマ大学バーミングハム校で MD 取得、トゥーレーン

大学で MBA 取得。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/blog/Dr-Regina-Benjamin-Nominee-for-Surgeon-General/) 

 

●国立衛生研究所(NIH)所長 フランシス・コリンズ (Francis S. Collins) 

オバマ大統領は、2009 年 7 月 8 日、フランシス・コリンズ博士を国立衛生研究所(NIH)の

所長に任命した。コリンズ博士は遺伝子学の権威であり、米国政府のヒトゲノムの解析プ

ロジェクトであるヒトゲノムプロジェクト(HGP)に尽力した人物。2008 年 8 月 1 日まで、

NIH を構成する 27 の機関及び研究所の一つである国立ヒトゲノム研究所(NHGRI)の所長に

就任していた。1950 年 4 月 14 日生。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-Intent-to-N

ominate-Francis-Collins-as-NIH-Director/) 

 

●疾病対策センター(CDC)所長兼有害物質疾病登録局(ATSDR)局長 トーマス・フリーデン 

(Thomas R. Frieden) 

2009 年 5 月 15 日、オバマ大統領は疾病対策センター(CDC)所長にニューヨーク市保健局長

で、かつて 1990 年から 2002 年まで CDC に勤務していた経験もあるトーマス・フリーデン

を任命すると発表した。フリードマンは、6月 8日、第 16 代 CDC 所長ならびに有害物質疾

病登録局(ATSDR)局長に正式に就任した。新型インフルエンザ感染が流行する中、公衆衛生

政策でフリーデンは重要な役割を担っている。フリーデンは 2002 年からニューヨーク市保

健局長として、6000人の職員と年間17億ドルの巨大な公衆衛生組織を管轄するとともに、

禁煙や肥満対策、特定のレストランでのカロリー表示の義務化などのニューヨーカーの健

康改善のための政策を積極的に導入した実績がある。フリーデンはニューヨーク市保健局

長に就任する以前はニューヨーク市とインドで結核予防に関する活動に従事していた。ま
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た、フリーデンはニューヨーク市保健局長在職中にマイケル・ブルームバーグ・ニューヨ

ーク市長の医療担当顧問も兼務し、中国とインドをはじめとする発展途上国で喫煙が原因

で犠牲となっているタバコ喫煙者の数を減少することを目的とした同市長のイニシアティ

ブを積極的に支援していた。フリーデンが CDC 所長に就任するまでは CDC でテロ・緊急事

態発生対応部門の責任者を務めていたリチャード・E.ベッサーが所長代行を務めていた。

オバーリン大学卒業。コロンビア大学医学部卒業。コロンビア大学メイルマン公衆衛生大

学院卒業。コロンビア大学プレスビタリアン医療センターで内科、また、エール大学でも

感染症に関するトレーニングをそれぞれ修了。 
(疾病対策センター公表略歴情報： 

http://www.cdc.gov/about/leadership/leaders/Frieden.htm) 

 
●平和部隊長官 アーロン・ウィリアムズ (Aaron Williams) 

オバマ大統領は、2009 年 7 月 14 日にコンサルタント会社 RTI International の国際業務

開発担当副社長のアーロン・ウィリアムズを次期平和部隊長官に任命し、米議会上院本会

議は、8月 7日、同任命を賛成多数で正式に承認した。ウィリアムズは 25 年以上に及び世

界各地での支援プログラムの立案、実施に従事してきており、国務省傘下の米国国際開発

庁(USAID)の上級幹部ならびに米国の民間財団である国際青少年育成財団(IYF)の上級副社

長(EVP)といった立場で、世界各地で革新的な官民パートナーシップの構築に尽力してきた。

南アフリカをはじめとするアフリカ諸国、ホンジュラス、ハイチ、コスタリカなどの中南

米諸国、アジア諸国、中東諸国において支援プログラムを展開してきた豊富な経験を持っ

ている。自らも 1967 年から 1970 年までドミニカ共和国に平和部隊のボランティアとして

活動し、帰国後、平和部隊のシカゴ事務所でマイノリティ募集・プロジェクト評価の調整

官に就任していた。オバマの次期大統領当選後、オバマ・バイデン政権移行プロジェクト

では、対外援助検証チーム部会長に就任していた。スペイン語が堪能。米外交問題評議会

(CFR)会員、ロン・ブラウン奨学プログラム諮問委員、CARE 評議員、全米平和部隊協会評

議員。シカゴ州立大学卒業。ウィスコンシン大学で MBA 取得。 

(ホワイトハウス公表略歴情報： 

http://www.whitehouse.gov/the_press_office/President-Obama-Announces-Intent-to-N

ominate-Aaron-Williams-as-Director-of-the-Peace-Corps/) 

 

●米輸出入銀行財務担当最高責任者(COO) アリス・オルブライト (Alice Albright) 

GAVI Alliance の財務・投資担当最高責任者からの抜擢。 

 

●米輸出入銀行首席補佐官 ケヴィン・ヴァーニー (Kevin Varney) 

パブリック・アフェア企業である CMG 社長からの抜擢。 

 

●米輸出入銀行法律顧問 ジョナサン・コードン (Jonathan Cordone) 

下院エネルギー・商業委員会の法律顧問からの抜擢。 

 

●連邦航空管理局(FAA)長官 ランドルフ・バビット (J. Randolph Babbitt) 

 

●航空宇宙局(NASA)長官 チャールズ・ボールデン (Charles Frank "Charlie" Bolden, 

Jr.) 

オバマは、2009 年 5 月 23 日、航空宇宙局(NASA)長官に元宇宙飛行士で、元海兵隊准将で

あるチャールズ・ボールデンを任命すると発表した。同時に、NASA 副長官にロリー・ガー
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ヴァーを任命すると発表した。米議会上院本会議は、7 月 15 日、ボールデンの NASA 長官

任命を正式に承認し、初のアフリカ系の NASA 長官の就任となった。ボールデンは、メリー

ランド州アナポリスにある海軍士官学校を 1968 年に卒業し、海兵隊の戦闘機の操縦士とし

て入隊し、ベトナム戦争に従軍した。その後、1980 年に NASA の宇宙飛行士になり、スペ

ースシャトルに合計 4 回搭乗し、船長を 2 回務めた。1994 年に NASA から米軍に戻り、そ

の後、在日米軍副司令官に就任し、2004 年に退役した。ボールデンはかつて NASA に副長

官補として勤務していた経歴がある。NASA は 2010 年にスペースシャトルを退役させるこ

とにしており、後継機開発などの今後の宇宙プログラム計画のあり方を検討することがボ

ールデンにとり最大の課題となっている。オバマ大統領は任命に際し、ボールデンが 21

世紀の米国の活力ある宇宙計画を推進するかたちで NASA を導いていくことに強い期待を

表明した。NASA 長官に任命されるまでは軍事関連のコンサルティング・ビジネスに従事し

ていた。サウスカロライナ州コロンビア出身。1946 年 8 月 19 日生。 

(NASA 公表略歴情報：http://www.nasa.gov/home/bolden_nomination.html) 

 

〔オバマ政権入りしなかった主要人物〕 
 

オバマの大統領選挙キャンペーンの初期段階からオバマに政策助言を行っていたが、政権

入りはしなかった主要人物は次のとおりである。 

 

●リチャード・ダンズィッグ (Richard J. Danzig) 

2008 年大統領選挙キャンペーンではオバマの国家安全保障問題担当顧問に就任していた。

ジェイムズ・スタインバーグ、スーザン・ライスとともに 2008 年 7 月の行なわれたオバマ

の中東・西欧歴訪に同行し、オバマに対して外交政策について助言を行っていた。外交政

策スタッフ・メンバーであったデニス・マクドノフとスピーチライターのベン・ローズも

オバマに同行した。2008 年 6 月 18 日にオバマと退役軍人高官 40 名との協議の場をダンズ

ィッグがワシントン DC 市内でアレンジし、米軍の展開、イラク情勢、アフガニスタン情勢

等について意見交換したが、同協議を契機に退役軍人のオバマ支持団体である「Veterans 

for Obama」が結成された。ジョセフ・ナイとともにオバマの対日政策について 2008 年 6

月 28 日付ヘラルド朝日に｢Japan dialogue key to U.S. interests in Asia｣と題して寄稿

を行っている。朝日新聞 6月 27 日付では｢オバマ氏と日米関係｣と題して日本語で同寄稿が

紹介された。同寄稿では、日本は外交・政治面で極めて重要な役割を担っており、日米同

盟関係をアジア地域における礎石と位置付けるとともに、ジョージ・W.ブッシュ政権下の

単独主義外交の転換の必要性を指摘した。クリントン政権では 1993 年から 1997 年まで海

軍次官を経て、1998 年から 2001 年まで第 71 代海軍長官に就任した。オバマ政権が発足し

た場合、国防長官候補の一人と見られていたが、ロバート・ゲーツ国防長官の留任が決定

したために、オバマ政権入りはしなかった。カーター政権では国防長官補佐室に勤務し、

国防長官補佐官代理等歴任した。1981 年から 1993 年までワシントン D.C.の Latham & 

Watkins 法律事務所でパートナーとして勤務していた。現在、米戦略国際問題研究所(CSIS)

の研究員に就任している。国防総省のテロリズムに関するコンサルタントもしており、テ

ロリストによる生物兵器攻撃の潜在的危険性に関する論文を執筆している。現在、Human 

Genome Sciences Corporation 取締役、National Semiconductor Corporation 取締役、英

ベンチャーキャピタル・ファンドの Saffron Hill Ventures 取締役などに就任している。

リード大学卒業。エール大学ロースクール卒業。ローズ奨学金で英オクスフォード大学に

留学して博士号取得。 
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●マシュー・グッドマン (Matthew P. Goodman) 

2008 年大統領選挙キャンペーンでは、オバマの対日政策顧問グループのメンバーとして、

オバマに対し対アジア政策について助言していた。オバマの次期大統領当選後、オバマ・

バイデン政権移行プロジェクトで「国務省省庁検証チーム(Department of State Agency 

Review Team)」の委員を務め、オバマ政権では国務次官補(経済担当)などに就任するので

はないかと見られていたが、政権入りはしなかった。クリントン政権のホワイトハウス国

家安全保障会議(NSC)でアジア経済問題担当部長を務めていた。専門は、アジア経済・金融

問題である。1983 年に東京で金融ジャーナリストとして勤務していたこともあり、日本語

が堪能である。国際ビジネス戦略企業ストーンブリッジ・インターナショナル副社長、ゴ

ールドマン・サックスの東京事務所、ロンドン事務所で渉外活動を担当していた。財務省

での勤務経験もある。ジョンズ・ホプキンズ大学大学高等国際問題研究大学院(SAIS)で修

士号取得。ロンドン・スクール・オブ・エコノミクス卒業。 

 

●フランク・ジャヌージー (Frank S. Jannuzi) 

現在、米議会上院外交委員会の上級顧問としてジョン・ケリー外交委員長に外交政策に関

する助言を行っている。上院外交委員会委員長を務めていたバイデン副大統領に非常に近

い人物であり、東アジア地域の専門家として同地域の安全保障、政治、経済、人権問題等

に至る広範な問題について政策上の選択肢を提示するとともに助言、法案作成等に従事し

ていた。1989 年から 1997 年まで国務省諜報・調査局(INR)で東アジア担当政治・軍事アナ

リストとして勤務し、朝鮮半島問題、中国の軍備近代化、南シナ海における領土紛争など

の広範な地域安全保障問題を担当していた。多国籍平和維持活動及び人道支援に関する国

務省の刊行物である｢Peacekeeping Perspectives｣の初代編集長を務めた。日立フェローと

して日本の財団法人世界平和研究所(IIPS)と慶應義塾大学で研究生活を送っていた経歴を

持つ。エール大学で歴史学の学位取得。ハーバード大学ジョン・F.ケネディ行政大学院で

国際関係及び安全保障の MPP 取得。 

 

●ダニエル・カッツァー (Daniel Kurtzer) 

2008 年民主党大統領選挙キャンペーンではオバマに対し中東政策について助言を行って

いた。民主党大統領候補の指名を実質上確実にした後の 2008 年 7 月、オバマは中東を歴訪

したが、カッツァーはジェイムズ・スタインバーグ、ダニエル・シャピロとともにオバマ

に同行した。オバマのイスラエル訪問については、カッツァーはデニス・ロス、ダニエル・

シャピロとともに準備作業を担当し、キング・デイビッド・ホテルでのオバマとバラク・

イスラエル国防相との会談に 3人は同席している。米国務省の元キャリア外交官としてジ

ョージ・H.W. ブッシュ大統領やジョージ・W.ブッシュ大統領の対中東政策立案に関与して

いた。駐エジプト米国大使(1997-2001 年)や駐イスラエル米国大使(2001-2005 年)を歴任し

ている。オバマの外交哲学についてカッツァーは、｢世界に対し対話を通じてアプローチす

るスタイルであり、同盟関係の強化を図りつつ、敵対国とも関与するものである。しかし、

場合によっては武力行使も不可欠となる｣と指摘。現在、プリンストン大学ウッドロー・ウ

ィルソン公共政策・国際関係学部の中東政策研究担当講師兼教授の立場にある。 

(http://wws.princeton.edu/people/display_person.xml?netid=dkurtzer&display=Profe

ssors)  
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●オバマ・バイデン政権移行プロジェクト(Obama-Biden Transition Project) 

大統領選挙投票日翌日の 2008 年 11 月 5 日、オバマ次期大統領は政権移行プロジェクト・チームを正式に

発足させ、2009 年 1 月 20 日に発足するオバマ次期政権に向けて始動した。オバマ・バイデン政権移行プ

ロジェクトの公式サイトは www.change.gov。 

 

共同委員長 (3 名) 

ジョン・ポデスタ (John Podesta) クリントン政権の大統領首席補佐官 

「米国進歩センター」所長兼 CEO 

ヴァレリー・ジャレット (Valerie Jarrett) シカゴの不動産会社ハビタット・カンパニー社長 

 

ピーター・ラウズ (Pete Rouse) オバマの上院議員時代の首席補佐官、トム・ダシュ

ル元民主党上院院内総務の首席補佐官 

顧問委員会委員 (12 名) 

キャロル・ブラウナー (Carol Browner) 環境保護局(EPA)元局長 

ウィリアム・デイリー (William Daley) 元商務長官 

クリストファー・エドリー (Christopher Edley) 行政管理予算局(OMB)元副局長 

マイケル・フロマン (Michael Froman) ロバート・ルービン元財務長官の元補佐官 

ジュリアス・ジェナコウスキー 

(Julius Genachowski) 

連邦通信委員会(FCC)委員長元首席顧問 

ドナルド・ギプス(Donald Gips) アル・ゴア副大統領(当時)の内政担当元首席顧問 

マーク・ジーテンスタイン(Mark Gitenstein) 上院司法委員会元首席法律顧問 

エドワード・カウフマン(Ted Kaufman) バイデンの上院議員時代の首席補佐官 

ジャネット・ナポリターノ(Janet Napolitano) アリゾナ州前知事 

フェデリコ・ペーニャ(Federico Peña) 元運輸長官、元エネルギー長官、元デンバー市長 

スーザン・ライス(Susan E. Rice) 元国務次官補(アフリカ担当)、ホワイトハウス国家

安全保障会議(NSC)元上級部長、元大統領特別補佐

官 

ソナル・シャー(Sonal Shah) 元財務省スタッフ、ホワイトハウス国家安全保障会

議(NSC)スタッフ、グーグル国際開発事業部長 

〔上級スタッフ〕(13 名) 

クリス・ルー (Chris Lu) エグゼクティブ・ディレクター 

オバマの上院議員時代の立法スタッフ、オバマのハ

ーバード大学ロースクールの同級生 

ダニエル・ファイファー (Dan Pfeiffer) オバマのコミュニケーション担当ディレクター、ダ

シュル元上院議員やイヴァン・バイ上院議員(民主

党-インディアナ州選出)の元選挙スタッフ 

ステファニー・カッター (Stephanie Cutter)  首席報道官 

カサンドラ・バッツ (Cassandra Butts) 法律顧問 

オバマ陣営の内政政策担当顧問、「米国進歩センタ

ー」副所長、オバマのハーバード大学ロースクール

の同級生 

ジム・メッシーナ (Jim Messina) 人事担当ディレクター 

マックス・ボーカス上院議員(民主党―モンタナ州

選出、上院財政委員会委員長)の元首席補佐官 
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パトリック・ガスパード (Patrick Gaspard) 人事担当副ディレクター 

オバマの大統領選挙キャンペーンで内政政策担当 

クリステン・バーニー (Christine Varney) 人事担当顧問 

クリントン政権の連邦取引委員会(FTC)委員 

メロディ-・バーンズ (Melody Barnes) 省庁検証担当共同ディレクター 

オバマ陣営の内政担当上級顧問、｢米国進歩センタ

ー｣副所長(政策担当)、上院司法委員会元首席顧問

リサ・ブラウン (Lisa Brown) 省庁検証担当共同ディレクター 

フィル・シリーロ (Phil Schiliro) 議会関係担当ディレクター 

ヘンリー・ワックスマン下院議員(民主党－カリフ

ォルニア州選出)の前首席補佐官 

マイケル・ストラウトマニス(Michael Strautmanis) 渉外・省庁間問題担当ディレクター 

オバマの上院議員次席補佐官 

ケイティ・ケイル(Katy Kale) オペレーション担当ディレクター 

シェロッド・ブラウン上院議員(民主党-オハイオ州

選出)の元立法担当スタッフ 

ブラッド・キーリー(Brad Kiley) オペレーション担当ディレクター 

クリントン政権の元ホワイトハウス・スタッフ 

 

●省庁検証チーム (Agency Review Team) 

2008 年 11 月 12 日、オバマ次期大統領の政権移行委員会がブッシュ政権下での国務省、国防総省、財務

省の政策決定を検証し、また、新政権の長官人事や政策立案に反映させるために担当責任者を発表した。 

 

省庁検証共同議長 (Agency Review Co-Chairs) 

メロディ・バーンズ (Melody Barnes) 省庁検証作業部会共同議長 

オバマ陣営の内政担当上級顧問、｢米国進歩センター｣副

所長(政策担当)、上院司法委員会委員長当時の故エドワ

ード・ケネディ上院議員(民主党-マサチューセッツ州選

出)の元首席顧問 

リサ・ブラウン (Lisa Brown) 省庁検証作業部会共同議長 

ゴア副大統領(当時)顧問、American Constitution 

Society for Law and Policy 専務理事 

ドナルド・ギプス(Donald Gips) オバマ・バイデン政権移行プロジェクト諮問委員会委

員、省庁検証作業部会共同議長 

Level 3 Communications のグループ副社長(休職中) 

ゴア副大統領(当時)の内政担当首席顧問、連邦通信委員

会(FCC)国際局元局長 

 
作業部会委員(Working Group Members) 

セス・ハリス 

(Seth Harris) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの省庁検証作業部会委員(労働省、教育省、

運輸省担当) 

ニューヨーク大学ロースクール教授兼労働・雇用法プログラム担当ディレクター、

職場フレキシビリティに関する全米諮問委員会委員、｢Obama for America's Labor, 

Employment, and Workplace Policy Committee｣の委員長、｢Obama for Disability 
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Policy Committee｣の共同委員長、クリントン政権では労働長官顧問、労働次官代

行(政策担当)等を歴任、ニューヨーク大学ロースクールの｢Review of Law & Social 

Change」元編集長  

デビッド・ヘイズ

(David J. Hayes) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの省庁検証作業部会委員(エネルギー、天

然資源関連省庁担当) 

国際法律事務所レイサム・アンド・ワトキンズの環境・土地・資源部門の元グロー

バル・チェア、現在、世界野生基金(WWF)上級研究員として気候変動問題について

WWF 会長に助言、民主党系中道派のシンクタンク｢進歩的政策研究所(PPI)｣の上級研

究員としてエネルギー問題を研究、米国の環境保護団体｢American Rivers｣副会長、

Environmental Law Institute 元会長、クリントン政権の内務副長官、スタンフォ

ード大学ウッズ環境研究所教授(2007-2008 年) 

リード・ハント 

(Reed Hundt) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの省庁検証作業部会委員(国際貿易・経済

関連省庁担当) 

マッキンゼー・アンド・カンパニーの非常勤上級顧問等数多くの企業の取締役及び

顧問に就任、クリントン政権の連邦通信委員会(FCC)委員長(1993-1997 年)、著書に、

「You Say You Want A Revolution: A Story of Information Age Politics」、「In 

China's Shadow: The Crisis of American Entrepreneurship」(エール大学出版)

サリー・カッツェン

(Sally Katzen) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの省庁検証作業部会委員(大統領府、行政

オペレーション省庁担当) 

クリントン政権で行政管理予算局(OMB)情報・規制局長、ホワイトハウス国家経済

会議(NEC)副議長、OMB 副局長(管理担当)を歴任、クリントン政権でホワイトハウス

に勤務する以前は、大手法律事務所ウィルマー・カトラー・アンド・ピカリングの

パートナー、現在、ミシガン大学ロースクール、ジョージ・メイソン大学、ペンシ

ルベニア大学ロースクール、ジョージタウン大学ローセンター、スミス・カレッジ、

ジョンズ・ホプキンス大学の講師 

トム・ペレス 

(Tom Perez) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの省庁検証作業部会委員(司法省、厚生省、

復員軍人省、住宅・都市開発省担当) 

現在、メリーランド州労働・資格・規制長官、クリントン政権のジャネット・レノ

司法長官の下で司法次官補(公民権担当)を始めとする公民権関連ポストに勤務、ド

ナ・シャララ厚生長官の下で公民権局長に就任、故エドワード・ケネディ上院議員

(民主党-マサチューセッツ州選出)の元特別顧問、メリーランド大学准教授

(2001-2007 年)、ジョージワシントン大学公衆衛生学部准教授 

サラ・セウォール

(Sarah Sewall) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの省庁検証作業部会委員(国家安全保障関

連省庁担当) 

ハーバード大学ジョン・F・ケネディ行政大学院カー人権政策研究所ディレクター

兼教授(休職中)、研究対象は、米国の国家安全保障戦略、軍民関係、反乱鎮圧、対

テロ対策、クリントン政権の初代の平和維持・人道支援担当国防次官補代理

(1993-1996 年)、ジョージ・ミッチェル民主党上院院内総務(メイン州選出)(当時)

の元上級外交政策顧問  

ルイーザ・テレル

(Louisa Terrell) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの省庁検証作業部会委員 

Yahoo!のワシントン DC 公共政策オフィスの上級ディレクター(休職中) 

バイデン上院議員(当時)の元次席補佐官、上院司法委員会のバイデン上院議員の元

顧問、マサチューセッツ州司法長官室公民権局でかつて勤務 

レイ・リベラ オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの省庁検証作業部会委員 
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(Ray Rivera) オバマ・バイデン選挙キャンペーンのコロラド州担当ディレクター、コロラド州党

員集会担当ディレクター、公務員労組 AFSCME の政治担当ディレクター、ニューメ

キシコ州アルバカーキー出身、ニューメキシコ大学卒業 

マイケル・ウォーレン 

(Michael Warren) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの省庁検証作業部会委員(国際貿易・経済

関連省庁担当) 

国際戦略コンサルティング企業｢ストーンブリッジ・インターナショナル｣の COO(休

職中)、｢ストーンブリッジ・インターナショナル｣勤務以前は、Horne Engineering 

Services のコーポレート開発担当、Appfluent Technologies 社長、Ironbridge 

Systems 会長を歴任、クリントン政権のホワイトハウス国家経済会議(NEC)エグゼク

ティブ・ディレクター 

トム・ウェーラー 

(Tom Wheeler) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの省庁点検作業部会委員(科学、技術、宇

宙、芸術関連省庁担当) 

ベンチャーキャピタル企業コア・キャピタル・パートナーズ取締役(休職中)、30

年間に及び起業家及び政策専門家として最先端技術に従事、米国ケーブルテレビ協

会(NCTA)CEO、携帯通信・インターネット協会 CEO に就任、著書に「Mr. Lincoln's 

T-Mails」、「 Leadership Lessons from the Civil War」 

ジョン・ウィルキンス

(Jon Wilkins) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクトの省庁点検作業部会委員 

コンサルティング企業マッキンゼー・アンド・カンパニーのワシントン DC 事務所

パートナーを一時休職中、米国連邦通信委員会(FCC)勤務(1998-1999 年)、「エール・

ロー・ジャーナル」元編集長 

 
 バイデン次期副大統領政権移行チーム共同委員長(Co-Chair of Vice-President Biden’s transition team)

マーク・ジーテンスタイン 

(Mark H. Gitenstein) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクト諮問委員会委員

上院司法委員会元首席顧問(1987-1989 年) 

エドワード・カウフマン  

(Edward Kaufman) 

オバマ・バイデン政権移行プロジェクト諮問委員会委員

バイデン上院議員(当時)の上級顧問 

 
財務省省庁検証チーム (Department of the Treasury Agency Review Team) 

ジョシュ・ゴットバウム (Josh Gotbaum) 財務省省庁検証責任者 

元投資銀行家、The September 11th Fund 元 CEO 

マイケル・ウォーレン (Michael Warren) 財務省省庁検証責任者 

国際戦略コンサルティング企業｢ストーンブリッジ・イ

ンターナショナル｣COO、クリントン政権のホワイトハウ

ス国家経済会議(NEC)エグゼクティブ・ディレクター 

 
国家安全保障チーム (National Securty Team) 

サラ・セウォール (Sarah Sewall) オバマ・バイデン政権移行プロジェクト国家安全保障省

庁担当省庁検証作業部会委員、国務省、国防総省、国土

安全保障省、対外援助、諜報コミュニティ関連機関の検

証プロセス監督責任者 

ブルック・アンダーソン (Brooke Anderson) 国家安全保障担当首席報道官 

政策作業グループ (国家安全保障) 

責任者 

ジェイムズ・スタインバーグ(James B. Steinberg) テキサス大学ジョンソン公共政策大学院学長 
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スーザン・ライス(Susan E. Rice) ブルッキングス研究所上級研究員 

委員 

ジェフリー・ベーダー(Jeffrey Bader)、ジェレミー・バッシュ(Jeremy Bash)、アントニー・ブリンケン(Antony 

Blinken)、グレゴリー・クレイグ(Gregory Craig)、イヴォ・ダールダー(Ivo Daalder)、リチャード・ダン

ズグ(Richard Danzig)、メアリー・デ・ローザ(Mary De Rosa)、ミシェル・フロノイ(Michele Flournoy)、

スティブン・フリン(Stephen Flynn)、ミチェル・ガヴィン（Michelle Gavin）、フィリップ・ゴードン(Philip 

Gordon)、スコット・グレイション(Scott Gration)、フランク・ジャヌージー(Frank Januzzi)、コリン・カ

ール(Colin Kahl)、リズ・キング(Liz King)、ポール・カーツ(Paul Kurtz)、ダニエル・カッツアー(Daniel 

Kurtzer)、エレン・ライプソン(Ellen Laipson)、マーク・リッパート(Mark Lippert)、デニス・マクドノフ

(Denis McDonough)、マイケル・マクファウル(Michael McFaul)、カルロス・モンジェ(Carlos Monje)、エリ

ン・オコーナー(Erin O'Connor)、ピーター・オグデン(Peter Ogden)、ジョセフ・ポールセン(Joseph Paulsen)、

ダニエル・レストレポ(Daniel Restrepo)、ブルース・リーデル(Bruce Riedel)、デニス・ロス(Dennis Ross)、

マーラ・ラドマン(Mara Rudman)、ホイットニー・シュナイドマン(Whitney Schneidman)、エリック・シュワ

ルツ(Eric Schwartz)、サラ・セウォール(Sarah Sewall)、ダニエル・シャピロ(Daniel Shapiro)、スティー

ブン・サイモン(Steven Simon)、ピーター・シンガー(Peter Singer)、ゲイル・スミス(Gayle Smith)、モナ・

サトフェン(Mona Sutphen)、ジェニファー・ユリザール(Jennifer Urizar)、トニー・ヴァースタンディッグ

(Toni Verstandig)、ジェレミー・ワインスタイン(Jeremy Weinstein) 

 
国務省省庁検証チーム (Department of State Agency Review Team) 

責任者 

トーマス・ドニロン (Thomas E. Donilon) クリントン政権の国務次官補(広報担当)、ウォーレン・

クリストファー国務長官首席補佐官、米外交問題評議会

(CFR)会員 

ウェンディー・シャーマン (Wendy R. Sherman) オルブライト・グループ社長、オルブライト・キャピタ

ル・マネジメント社長、クリントン政権の大統領特別顧

問兼北朝鮮政策調整官 

国務省政権移行担当上級顧問 

ウォーレン・クリストファー(Warren Christopher) 元国務長官、元国務副長官、元司法副長官 

委員 

ナタシャ・ビリモリア(Natasha Bilimoria)、エスサー・ブリマー(Esther Brimmer)、リー・ファインシュタ

イン(Lee Feinstein)、ロバート・ゲルバード(Robert Gelbard)、マシュー・グッドマン(Matthew Goodman)、

マイケル・ゲスト(Michael Guest)、ヴィッキー・ハドルストン(Vicki Huddleston)、ジョゼフ・ハギンズ(Joseph 

Huggins)、ブライアン・マケオン(Brian McKeon)、サマンサ・パワー(Samantha Power)、プニート・タルワ

ール(Puneet Talwar)、ロバート・アヒンホーン(Robert Einhorn) 

 
国防総省省庁検証チーム (Department of Defense Agency Review Team) 

責任者 

ミシェル・フロノイ (Michèle A. Flournoy) ｢新米国安全保障研究所(CNAS)｣所長兼共同創設者、クリ

ントン政権の筆頭国防次官補代理(戦略・脅威削減担当)

兼国防次官補代理(戦略担当)、国防政策諮問委員会元委

員、CSIS 元上級顧問、国防分析研究所(IDA)理事、米外

交問題評議会(CFR)会員 

ジョン・ホワイト (John P. White) クリントン政権の国防副長官、カーター政権の行政管理

予算局(OMB)副局長、国防次官補、ハーバード大学ジョ
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ン・ケネディ行政大学院 CBG ディレクター 

国防総省政権移行プロセスの非公式上級顧問 

サム・ナン(Sam Nunn) ジョージア州選出民主党元連邦上院議員、上院軍事委員

会元委員長 

委員 

カート・キャンベル(Kurt Campbell)、アシュトン・カーター(Ashton Carter)、ジャニーン・デビッドソン

(Janine Davidson)、マシュー・フレイヴィン（Matthew Flavin）、ジェー・ジョンソン(Jeh Johnson)、ドナ

ルド・ケリック(Donald Kerrick)、エレン・マルドナード(Ellen Maldonado)、ジェイムズ・マクレスキー(James 

McCleskey)、クレイグ・マラニー(Craig Mullaney)、アンドリュー・シャピロ(Andrew Shapiro)、エリザベ

ス・シャーフッド-ランダール(Elizabeth Sherwood-Randall)、ロバート・ワーク(Robert Work) 

 
国家安全保障会議検証チーム(Natinal Security Council Review Team) 

責任者 

アンソニー・ブリンケン（Antony Blinken） 上院外交委員会外交政策上級顧問 

イヴォ・ダールダー(Ivo Daalder) ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)元部長(欧州担

当) 

マラ・イブ・ラドマン(Mara Eve Rudman) ｢米国進歩センター(CAP)｣上級研究員(中東プログラム

担当) 

委員  

デレク・ショーレ(Derek Chollet) 国連大使元首席スピーチライター 

 
エネルギー省エネルギー・天然資源チーム(Energy and Natural Resources Team) 

責任者 

デビッド・J・ヘイズ（David J. Hayes） 元内務副長官 

農務省検証チーム責任者  

バート・チルトン(Bart Chilton) 商品先物取引委員会(CFTC)委員 

キャロル・ジェット(Carole Jett) 農務省天然資源保全局(NRCS)元農業法案調整官 

エネルギー省検証チーム責任者  

エルギー・ホルスタイン（Elgie Holstein） 2008 年大統領選挙キャンペーンのオバマのエネルギー

政策担当上級顧問、エネルギー省元首席補佐官、商務長

官元上級顧問、行政管理予算局(OMB)元副局長(天然資

源・エネルギー・科学担当)、元大統領特別補佐官(経済

政策担当) 

エリザベス・モントーヤ(Elizabeth Montoya) Sealaska Corporation のコンサルタント(人的資源管

理・戦略立案の専門家) 

スー・テイアニー(Sue Tierney) Analysis Groupの電力業界・天然ガス業界における経済、

規制、政策の代表取締役社長・専門家、エネルギー省元

次官補(政策担当) 

環境保護局(EPA)検証チーム責任者  

セシリア・V・エストラーノ(Cecilia V. Estolano) ロサンゼルス市コミュニティ再開発庁(CRA/LA)CEO 

リサ・ジャクソン(Lisa Jackson) ニュージャージー州環境保護庁(NJDEP)元長官 

ロバート・ススマン(Robert M. Sussman) 環境保護局(EPA)元副局長 

ローズ・マッキンニー・ジェイムズ(Rose 

McKinney-James) 

Energy Works Consulting 社長 
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ジョン・レシー(John Leshy) カリフォルニア大学ヘイスティングス法教授、内務省元

法律顧問 

エネルギー省エネルギー・天然資源チーム委員 

ヘンリー・アトキンソン（Henry Atkinson）、ルーシー・ブレイク(Lucy Blake)、カロライン・グリーン(Carolyn 

Green)、スカイラ・ハリス(Skila Harris)、シンシア・クウォーターマン(Cynthia Quarterman)、グレゴリ

ー・ワトソン(Gregory Watson) 

 
国土安全保障省省庁検証チーム (Department of Homeland Security Agency Review Team) 

責任者 

ロバート・ビアーズ (Robert R. Beers) 非営利のコミュニケーション戦略グループ National 

Security Network 社長、レーガン、ブッシュ父、クリン

トン、ブッシュの歴代政権のホワイトハウス国家安全保

障会議(NSC)スタッフ、国務次官補(国際麻薬取締・法執

行担当)、ジョン・ケリー民主党大統領候補の国家安全

保障担当顧問 

クラーク・ケント・アービン (Clark Kent Ervin) アスペン研究所国土安全保障プログラム担当ディレク

ター、国土安全保障省初代監察総監、国務省監察総監、

テキサス州州務次官補、同州司法副長官 

委員  

ビバリー・アイモロ・フェト(Beverly Aimaro Pheto)、レイチャナ・ボウミック(Rachana Bhowmik)、フィリ

ップ・クロウリー(Philip Crowley)、ジュリエッタ・ケイイェム(Juliette Kayyem)、ロバート・ナイク(Robert 

Knake)、デビッド・マーチン(David Martin)、ジュアン・オテロ(Juan Otero)、ネルソン・ピーコック・サ

ブハスリ・ラマナザン(Nelson Peacock Subhasri Ramanathan)、マイケル・シャーハン(Michael Sheehan) 

 
対外援助検証チーム (Foreign Assistance (USAID, MCC and PEPFAR) Review Team) 

ゲイル・スミス (Gayle E. Smith) 対外援助検証チーム部会長、｢米国進歩センター(CAP)｣

上級研究員、クリントン政権の大統領特別補佐官、ホワ

イトハウス国家安全保障会議(NSC)上級部長 

アーロン・ウィリアムズ (Aaron Williams) 対外援助検証チーム部会長、コンサルタント会社 RTI 

International の国際業務開発担当副社長、開発支援プ

ログラム立案・執行に 25 年以上従事、米国国際開発庁

(USAID)元高官 

フレデリック・バートン(Frederick Barton) 米戦略国際問題研究所(CSIS)国際安全保障プログラム

上級顧問兼ポスト紛争再建プロジェクト共同ディレク

ター 

ウェンディー・チャンバレーン(Wendy Chamberlin) Middle East Institute(MEI)所長 

ヴァレリー・ディクソン・ホートン(Valerie 

Dickson-Horton) 

Africare 副会長、米国国際開発庁(USAID)元長官補代理

(アフリカ担当) 

シーラ・ヘーリンング(Sheila Herrling) センター・フォー・グローバル・デベロプメント(CGD)

上級政策アナリスト 

ラリー・ノウェルズ(Larry Nowels) Modernizing Foreign Assistance Network(MFAN)の予算

専門家  
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諜報コミュニティ検証チーム (Intelligence Community Review Team) 

(対象：国家情報長官室、中央情報局(CIA)、国家安全保障局(NSA)、国家テロ対策センター) 

責任者 

ジョン・ブレナン(John O. Brennan) オバマの外交・諜報問題担当顧問、対テロ対策専門家、

元 CIA 幹部(元 CIA 長官首席補佐官等)、｢国家テロ対策

センター｣暫定センター長、対テロ対策企業｢The 

Analysis Corporation｣社長兼 CEO 

ジュディス・ミスシック(Judith A. (“Jami”) 

Miscik) 

リーマン・ブラザーズの元ソブリン・リスク国際責任者

(2005～2008 年)、米中央情報局(CIA)元諜報オフィサー、

CIA 諜報担当副部長(2002～2005 年)、クリントン政権の

ホワイトハウス国家安全保障会議(NSC)諜報プログラム

担当部長、米外交問題評議会(CFR)理事 

委員 

ジェニファー・シムズ(Jennifer Sims) 

国家情報長官チーム委員 

モーリーン・バギンスキー(Maureen Baginski)、アダム・コーン(Adam Cohn)、ロバート・ハーディング(Robert 

Harding)、アンドリュー・ジョンソン(Andrew Johnson)、エドワード・レビン(Edward Levine)、エリック・

ペロフスキー(Eric Pelofsky)、ジェイムズ・シェアー(James Schear)、カリン・ワゴナー(Caryn Wagner) 

 
行政管理予算局 (Office of Management and Budget Review Team) 

責任者 

バーバラ・チャウ(Barbara Chow) ウィリアム・アンド・フローラ・ヒューレット財団教育

プログラム担当ディレクター、米連邦下院予算委員会元

政策担当ディレクター、大統領特別補佐官(立法問題担

当)(1993-1997)、行政予算管理局(OMB)副局長(教育・所

得維持・労働担当)(1997-2001 年)、ホワイトハウス内政

会議(DPC)副議長 

委員 

ゴードン・アダムズ(Gordon Adams)、マイケル・ダイク（Michael Deich）、TJ グラウシア(TJ Glauthier)、

ジェフリー・リーブマン(Jeffrey Liebman)、マルシア・オコミィー(Marcia Occomy)、ヴィクトリア・ワチ

ノ(Victoria Wachino) 

●政権移行経済諮問委員会 (Transition Economic Advisory Board(TEAB)) 

大統領選挙勝利後の 2008 年 11 月 7 日、悪化する米国の経済状況に迅速に取り組むことを目的として、オ

バマは政権移行経済諮問委員会(TEAB)のメンバー17 名を発表し、第一回会合を開催した。TEAB のメンバ

ー17 名は以下のとおり。 

政権移行経済諮問委員会委員 (17 名) 

デービッド・ボニアー (David Bonior) ミシガン州選出民主党元連邦下院議員(1977-2003 年)、

下院民主党元院内幹事(1991-2002 年)、2008 年民主党大

統領候補選出プロセスでジョン・エドワーズ元上院議員

の大統領選挙キャンペーンの選対本部長 

ウォーレン・バフェット(Warren Buffett) バークシャー・ハサウェイ CEO 
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ロエル・カンポス(Roel Campos) 米国証券取引委員会(SEC)元委員 

ウィリアム・デイリー(William Daley) JPMorgan Chase 中西部担当会長、元商務長官(1997-2000

年) 

ウィリアム・ドナルドソン(William Donaldson) 米国証券取引委員会(SEC)元会長(2003-2005 年) 

ロジャー・ファーガソン(Roger Ferguson)  年金基金 TIAA-CREF 社長兼 CEO、連邦準備制度理事会

(FRB)元副議長 

ジェニファー・グランホルム(Jennifer Granholm) ミシガン州知事 

アン・マルケイヒ－(Anne Mulcahy) ゼロックス会長兼 CEO 

リチャード・パーソンズ(Richard Parsons)  タイムワーナー会長 

ペニー・プリッツカー(Penny Pritzker) クラシック・レジデンス・バイ・ハイアット CEO 

ロバート・ライシュ(Robert Reich) カリフォルニア大学バークレー校教授、元労働長官

(1993-1997 年) 

ロバート・ルービン(Robert Rubin)  シティー・グループ経営執行委員長、元財務長官

(1995-1999 年) 

エリック・シュミット(Eric Schmidt) グーグル会長兼 CEO 

ローレンス・サマーズ(Lawrence Summers)  ハーバード大学教授、同大学前学長、D.E.ショー取締役、

元財務長官(1999-2001 年) 

ローラ・タイソン(Laura Tyson) カリフォルニア大学バークレー校ハース・ビジネススク

ール教授、ホワイトハウス国家経済会議(NEC)元議長

(1995-1996 年)、大統領経済諮問委員会(CEA)元委員長

(1993-1995 年) 

アントニオ・ビアライゴザ(Antonio 

Villaraigosa) 

ロサンゼルス市長 

ポール・ボルカー(Paul Volcker) 連邦準備制度理事会(FRB)元議長(1979-1987 年) 

●大統領経済回復諮問委員会 (Economic Recovery Advisory Board(PERAB)) 

2009 年 2 月 6 日、オバマ大統領は大統領経済回復諮問委員会(PERAB)の新設に関する大統領令に署名する

とともに、ボール・ボルカーPERAB 委員長と PERAB の委員を正式発表したが、経済界や学界関係者ら 15

名の委員は以下のとおり。 

委員長 

ポール・ボルカー (Paul Volcker) 連邦準備制度理事会(FRB)元議長 

委員(15 名) 

ロジャー・ファーガソン(Roger W. Ferguson)  年金基金 TIAA-CREF 社長兼 CEO、連邦準備制度理事会

(FRB)元副議長 

マーチン・フェルドシュタイン (Martin 

Feldstein) 

ハーバード大学教授、レーガン政権の大統領経済諮問委

員会(CEA)委員長 

ジェフェリー・イメルト (Jeffrey Immelt) General Electric 社 CEO 

リチャード・トラムカ (Richard L. Trumka) AFL-CIO 書記長 

ジェイムズ・オーエンス (James W. Owens) キャタピラー社 CEO 

ロバート・ウルフ (Robert Wolf) UBS グループ・アメリカス会長兼 CEO 

マーク・ギャログリー (Mark T. Gallogly) Centerbridge Partners L.P.創設者兼取締役 

ペニー・プリッツカー (Penny Pritzker) シカゴの実業家、Pritzker Realty Group 会長兼創設者

ジョン・ドエアー (John Doerr)  Kleiner, Perkins, Caufield & Byers 共同経営者 
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モニカ・ロザノ (Monica C. Lozano) ラ・オピニオン出版者兼 CEO 

チャールズ・フィリップス (Charles E. Phillips, 

Jr.) 

ソフトウェア大手企業オラクル社社長 

アンナ・バーガー (Anna Burger) SEIU(サービス従業員国際労組)書記長 

ウィリアム・ドナルドソン (William H. 

Donaldson) 

証券取引委員会(SEC)元会長 

ローラ・タイソン (Laura D’Andrea Tyson) カリフォルニア大学バークレー校ハース・ビジネススク

ール教授、クリントン政権の大統領経済諮問委員会

(CEA)元委員長 

デビッド・スエンセン (David F. Swensen) エール大学 CIO 

 


